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ま え が き 

 

 

2017 年 3 月 28 日に働き方改革実現会議で決定された「働き方改革実行計画」において

「職業能力・職業情報の見える化」として職業情報提供サイト（日本版 O-NET、以下「日本版

O-NET」という。）の創設が提言された。これを受けて厚生労働省では、2019 年度末の日本版

O-NET のサイト公開に向けて準備を進めてきたところである。 
労働政策研究・研修機構は、長年にわたり日本において職業情報の収集、整理及びその一

般への提供を行ってきたことから、厚生労働省による日本版 O-NET の開発にあたり、同省の

要請により 2017 年度は「職業情報提供サイト官民研究会」を設置し基本構想のとりまとめ

を行った。それに続く 2018 年度、2019 年度の 2 年間は、日本版 O-NET に収録する約 500 の

職業情報（インプットデータ）の収集を目的に調査研究等を実施してきたところである。イ

ンプットデータについてはサイト公開後も内容の充実、データの応用的な分析等を継続的に

行うこととなるが、当初予定していた約 500 職業の基礎データの収集が終了したことから、

開発の経緯、職業情報の内容等について、現時点でのとりまとめを行った。日本版 O-NET に

関心をお持ちの皆様にご参照いただければ幸いである。 
職業情報の提供は、労働市場にある様々な職業や新しい仕事を「見える化」することによ

り、学生、求職者の進路選択や就職活動、在職者、人事担当者にとっては人事異動、人事配

置、教育訓練プランの作成等に資するものである。さらに、ハローワーク、民間職業紹介事

業者等のキャリアコンサルタントの方々に汎く活用いただくことで、個別の企業のみならず

労働市場全体の中で、ミスマッチをなくし、人材配置の最適化、労働移動の円滑化等を効率

的に実現することに貢献できると考える。 
労働力人口が減少する中、今後、日本は、年齢、性別を問わず多くの人が生涯を通して長

く働くようになる。一生の中で、誰にとってもキャリアの転換、離職・転職が珍しいことで

はなくなるだろう。日本版 O-NET が提供する職業情報が、こうした労働者や求職者のキャリ

アの節目で有効活用され、社会にとって必要不可欠な情報となっていくことは想像に難くな

い。 
日本版 O-NET で提供する職業情報が学生、求職者、在職者、人事担当者はもちろん進路指

導、就職支援等の現場で支援を行う方々に、日々あたり前にご活用いただける情報インフラ

となることを開発に関わる者としても大いに期待するところである。 
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序 章 

 
日本版 O-NET は、米国 O*NET1をモデルに開発を進めている職業情報提供サイトである。

本章では、サイト開発のきっかけとなった政府方針やその後の動き、労働政策研究・研修機

構が担当することとなった職業情報の収集のための調査研究等の方法及び全体スケジュール

の概略について記述する。 
 
第１節 調査研究等の背景－関連する政府方針等－ 

 
2017 年 3 月 28 日に働き方改革実現会議で決定された「働き方改革実行計画」において

「職業能力・職業情報の見える化」として職業情報提供サイト（日本版 O-NET、以下「日本版

O-NET」という。）の創設が初めて提言された。続く「未来投資戦略 2017」（2017 年 6 月 9 日

閣議決定）においても生産性・成長性の高い産業への「人の流れ」を実現する労働市場改革

の一環として、転職・再就職の拡大に向けて、職業情報に関して総合的に提供するサイトと

して日本版 O-NET が記述されている。 
「未来投資戦略 2018」(2018 年 6 月 15 日閣議決定)では、人材の最適活用に向け、個人

の主体的なキャリア形成を支える労働市場インフラとして日本版 O-NET の創設が掲げられた

ところである。 
2019 年の「成長戦略フォローアップ」（2019 年 6 月 21 日閣議決定）の中では、日本版 O-

NET の公開を前提に、同サイトが他の関連システムと有機的に連携することで、求職者や企

業の人事担当者等が円滑に職業情報の把握等を行えるシステム構築を目指すことが言及され

ている。【参考１】 
さらに、厚生労働省では、高齢者の雇用・就業機会の確保、中途採用の促進等の文脈にお

いても、日本版 O-NET を含め、求職者等の職業選択に資する職業情報等の提供は、国が総合

的に取り組むべき施策の一つとして、その充実に取り組む旨を法律上明記する方向で準備が

進められている。【参考２】 
労働政策研究・研修機構は、長年にわたり日本において職業情報の収集、整理及びその一

般への提供を行ってきたことから、厚生労働省による日本版 O-NET の開発にあたり、同省の

要請により 2017 年度は「職業情報提供サイト官民研究会」を設置し基本構想のとりまとめ

を行った。それに続く 2018 年度、2019 年度の 2 年間は、サイト公開時に日本版 O-NET に収

録する約 500 の職業情報の収集を行った。サイト公開後も職業情報の追加、更新等そのメン

                            
1 米国 O*NET は、連邦労働省雇用訓練局が運営する職業情報提供サイトである。974 職業（2020 年 3 月現在）

が収録されている。各職業について、職務の内容、求められるスキルや知識、求められる学歴、年収等の情報が

インターネットで提供されている。求められるスキルや知識等については数値化されている。就職、転職等にお

いて参考となる情報として、学生、求職者、就職を支援する専門家等に活用されている。 
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テナンス等を実施していくことが予定されている。 
 
第２節 調査研究等の方法及びスケジュール 

 
厚生労働省による 2020 年 3 月の日本版 O-NET のサイト公開に向けて、当機構では 2018 年

度、2019 年度の 2 か年で約 500 職業（各年度約 250 職業）の職業情報の収集のための調査

研究等を実施した。 
職業情報の収集は、世の中にある職業 2をある程度、体系的、網羅的にカバーすることを

めざし、最終的に 489 職業の職業情報の収集を行い、厚生労働省に情報提供した。以下では、

調査研究等の方法について全体スケジュールとともに概観する。 
 
（１）インプットデータ研究会による方針決定等 

職業情報の収集にあたっては、2018年度当初、機構内に職業情報（インプットデータ 3）

に関する方針決定等を行う「インプットデータ研究会」を設置した。同研究会のメンバーは

厚生労働省・経済産業省の実務担当者を中心に外部有識者、当機構研究員で構成した。 
収集する職業情報は、主に文章で職業を記述した「職業解説」と職業に求められるスキル

レベルや知識の重要度等を職業間で比較可能な数値で示した「数値情報」で構成する。イン

プットデータ研究会では、これらの職業情報を収集する約 500 職業の選定、取得する数値情

報の項目及び取得方法等を決定した。職業選定の方針としては、世の中にある職業をある程

度、体系的、網羅的にカバーすることを基本としつつ、ハローワークの求人件数が多い職業

を中心とすることとなった。同時に「成長戦略」等の国の方針等も踏まえ、今後需要拡大が

見込まれる分野等の職業（仕事）については、新規職業として追加していくこととされた。 
決定した方針を踏まえ、職業解説ベースで 2018 年度は約 247 職業、2019 年度は約 242 職

業、合計 489 職業の職業情報の収集を行い、厚生労働省に情報提供した。 
なお、同研究会は 2 年間で 8 回開催され、上述の通り職業情報に関する方針決定を行うと

ともに職業情報の収集に係る調査研究等の進捗状況等の報告を行なった。 
 
（２）職業情報の収集のための調査研究等 

職業情報のうち職業解説については、作成にあたり外部調査機関にも委託し情報収集のた

めの文献等調査（インターネット、参考文献等による情報収集・調査）及び関係団体、企業

等への訪問ヒアリング調査を実施した。併行して外部有識者、厚生労働省担当者、当機構研

                            
2 一般的に、個人からみた場合が「職業」、企業側からみた場合が「職種」というが、基本的に両者が指す内容は

ほぼ同一であり、本報告書では、文脈に応じて「職業」、「職種」の表現を使い分けている。 
3 日本版 O-NET のサイトに入力する情報であることから厚生労働省に提供する職業情報（Excel 形式で作成）の

ことを「インプットデータ」という。 
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究員からなる「職業解説検討会」を設置し、全職種の職業解説の内容について精査、吟味を

行った。同検討会は、2018 年度 27 回、2019 年度 39 回、2 年間で 66 回開催した。 
職業の数値情報の収集では、各職業の就業者を対象とした Web 就業者調査を 2018 年 12

月、2019 年 11 月にそれぞれ実施した。1 職業について約 60 名の就業者の回答収集を目標に

調査を実施し、結果的には約 26,000 人の有効回答を得ることができたものの、当初計画し

た数の就業者の回答が収集できない職業も複数あった。以下では、2018 年度と 2019 年度そ

れぞれの年度に実施した調査研究等について記載する。 
 

① 2018 年度 
   日本版O-NETに収録する約500の職業情報のうち半数、前半約250の職業情報の作成、

職業の数値情報の収集に取り組むとともに、職業情報の収集に先立ち二つのヒアリン

グ調査を実施した。 
まず6～8月に日本版O-NETの主な利用者層の一つと想定されるキャリアコンサルタン

ト等を対象に、19名から職業情報に対するニーズを把握するヒアリング調査を実施し

た。ヒアリングの結果、収録する職業は、労働市場の状況を反映し、就業者が増えて

いるIT関連、サービス職種、ホワイトカラー職種を増やして欲しいといった意見が挙

げられた。また入職後のその職業でのキャリアパスの情報を期待する声も多かった。 
次に10～11月に、2019年度に職業情報の収集を行う約250職業の選定等の参考とす

るため、技術革新等の影響により職業を構成する職務の変化が早くかつ大きいと思わ

れる、IT分野、製造分野について、業界動向、職業の変化等を把握するため、業界団

体、民間職業紹介会社、人材育成機関等5団体からのヒアリング調査を実施した。IT職
種は多様化、専門化によりかつてに比べ職務が細分化し、製造分野は生産現場の自動

化が進む中、職業はむしろ統合されているとの状況が把握された。 
   なお、これらのヒアリング調査については、それぞれ後続の章で詳述する。 
 

② 2019 年度 
   2018 年度末に選定した後半約 250 の職業解説の作成、職業の数値情報の収集を基本

的には 2018 年度と同様の方法で取り組んだ。 
   また、職業の数値情報の収集では、2018 年度の Web 就業者調査の手法では取得が困

難な職業（例えば、「麻薬取締官」、「入国警備官」、「調教師」等）について、関係機関、

団体等への依頼により、就業者に直接アンケート調査を配布、回収する方法での数値情

報の取得を行った。 
さらに、厚生労働省が作成した日本版 O-NET 収録職業を表象する写真・動画との整合

性を図る観点等からの職業解説の加筆、修正等も行った。 
加えて、年度終盤には、2020 年度以降の職業情報についてのメンテナンス方針の検討
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にも着手した。 
 

厚生労働省に情報提供した職業情報の一覧、2 か年の調査研究等の内容、全体スケジュー

ルは図表のとおりである（図表序-1、序-2、序-3）。 
 

図表 序-1 日本版 O-NET 収録職業一覧（489 職業） 

（※職業名は変更の可能性があります。） 

 

 

1 鋳造工/鋳造設備オペレーター 71 花火師 141 企業法務担当 211 商社営業

2 鍛造工/鍛造設備オペレーター 72 タイヤ製造 142 コンプライアンス推進担当 212 医薬情報担当者（MR）

3 NC工作機械オペレーター 73 医薬品製造 143 広報・ＰＲ担当 213 ＯＡ機器営業

4 金型工 74 化粧品製造 144 IR広報担当 214 自動車営業

5 金属プレス工 75 調香師 145 商品企画開発（チェーンストア） 215 保険営業（生命保険、損害保険）

6 めっき工 76 プラント設計技術者 146 営業事務 216 代理店営業（保険会社）

7 溶接工 77 化学製品製造オペレーター 147 貿易事務 217 住宅・不動産営業

8 鉄鋼製造 78 石油精製オペレーター 148 生産・工程管理事務 218 広告営業

9 非破壊検査技術者 79 電気技術者 149 検品担当（大規模小売店舗） 219 印刷営業

10 非鉄金属製錬技術者 80 電気通信技術者 150 検針員 220 清涼飲料ルートセールス

11 機械設計技術者 81 原子力技術者 151 フランチャイズチェーン・スーパーバイザー 221 日本料理調理人（板前）

12 精密機器技術者 82 発電所運転管理 152 銀行等窓口事務 222 すし職人

13 計器組立 83 太陽光発電の企画・調査 153 損害保険事務 223 そば・うどん調理人

14 光学機器組立 84 太陽光発電の設計・施工 154 医療事務 224 西洋料理調理人(コック）

15 医療用画像機器組立 85 太陽光発電のメンテナンス 155 調剤薬局事務 225 中華料理調理人

16 生産用機械組立 86 分析化学技術者 156 診療情報管理士 226 ラーメン調理人

17 半導体技術者 87 高分子化学技術者 157 介護事務 227 飲食チェーン店店員

18 半導体製造 88 バイオテクノロジー技術者 158 学校事務 228 給食調理員

19 電子機器技術者 89 建築設計技術者 159 通信販売受付事務 229 調理補助

20 電子機器組立 90 建築施工管理技術者 160 ネット通販の企画開発 230 バーテンダー

21 家電修理 91 土木設計技術者 161 ネット通販の運営 231 ソムリエ

22 産業用ロボット開発技術者 92 土木施工管理技術者 162 秘書 232 ホテル・旅館支配人

23 産業用ロボットの設置・設定 93 測量士 163 受付事務 233 フロント（ホテル・旅館）

24 産業用ロボットの保守・メンテナンス 94 ＣＡＤオペレーター 164 コールセンターオペレーター 234 客室清掃・整備担当（ホテル・旅館）

25 自動車技術者 95 大工 165 データ入力 235 接客担当（ホテル・旅館）

26 自動車組立 96 型枠大工 166 人事コンサルタント 236 ハンバーガーショップ店長

27 航空機開発エンジニア（ジェットエンジン） 97 鉄筋工 167 広報コンサルタント 237 ホールスタッフ（レストラン）

28 宇宙開発技術者 98 鉄骨工 168
M&Aマネージャー、M&Aコンサルタント/M&Aアドバ

イザー
238 カフェ店員

29 紡績機械オペレーター 99 とび 169 知的財産サーチャー 239 マンション管理員

30 織布工/織機オペレーター 100 建設機械オペレーター 170 知的財産コーディネーター 240 ボイラーオペレーター

31 染色工/染色設備オペレーター 101 建設・土木作業員 171 内部監査人 241 マンション管理フロント

32 ミシン縫製 102 潜水士 172 マーケティング・リサーチャー 242 ビル施設管理

33 紡織設備管理・保全 103 さく井工/ボーリング工 173
Webマーケティング

（ネット広告・販売促進）
243 物流設備管理・保全

34 木材製造 104 舗装工 174 アクチュアリー 244 駐車場管理

35 合板製造 105 ブロック積み 175 証券アナリスト 245 旅行会社カウンター係

36 家具製造 106 タイル工 176 ファンドマネージャー 246 ツアーコンダクター

37 建具製造 107 左官 177 ディーラー 247 観光バスガイド

38 紙器製造 108 建築板金 178 エコノミスト 248 遊園地スタッフ

39 製版オペレーター、DTPオペレーター 109 サッシ取付 179 スーパー店長 249 キャディ

40 印刷オペレーター 110 内装工 180 スーパー店員 250 通訳ガイド

41 製本オペレーター 111 建築塗装工 181 スーパーレジ係 251 葬祭ディレクター

42 生産・品質管理技術者 112 防水工 182 デパート店員 252 ブライダルコーディネーター

43 食品技術者 113 保温工事 183 デパート仕入担当 253 家政婦（夫）

44 豆腐製造、豆腐職人 114 電気工事士 184 デパート外商 254 ベビーシッター

45 パン製造、パン職人 115 配管工 185 コンビニエンスストア店員 255 理容師

46 洋菓子製造、パティシエ 116 エレベーター据付 186 ホームセンター店員 256 美容師

47 和菓子製造、和菓子職人 117 鉄道線路管理 187 駅構内売店店員 257 エステティシャン

48 乳製品製造 118 送電線工事 188 ベーカリーショップ店員 258 ネイリスト

49 水産ねり製品製造 119 解体工 189 衣料品販売 259 メイクアップアーティスト

50 冷凍加工食品製造 120 プログラマー 190 シューフィッター 260 アロマセラピスト

51 惣菜製造 121 システムエンジニア（業務用システム） 191 医薬品販売/登録販売者 261 リフレクソロジスト

52 清酒製造 122 システムエンジニア（基盤システム） 192 化粧品販売/美容部員 262 クリーニング師

53 みそ製造 123 システムエンジニア（Webサイト開発） 193 電器店店員 263 中小企業診断士

54 しょうゆ製造 124 システムエンジニア（組込み、IoT） 194 携帯電話販売 264 経営コンサルタント

55 ハム・ソーセージ・ベーコン製造 125 ソフトウェア開発（パッケージソフト） 195 自転車販売 265 ファイナンシャル・プランナー

56 ワイン製造 126 ソフトウエア開発（スマホアプリ） 196 ガソリンスタンド・スタッフ 266 社会保険労務士

57 ビール製造 127 運用・管理（IT） 197 書店員 267 司法書士

58 かん詰・びん詰・レトルト食品製造 128 セキュリティエキスパート（オペレーション） 198 CDショップ店員 268 行政書士

59 野菜つけ物製造 129 ヘルプデスク（IT) 199 メガネ販売 269 土地家屋調査士

60 ファインセラミックス製造技術者 130 プロジェクトマネージャ（IT） 200 スポーツ用品販売 270 翻訳者

61 陶磁器技術者 131 ITコンサルタント 201 ペットショップ店員 271 通訳者

62 陶磁器製造 132 営業（IT） 202 フラワーショップ店員 272 弁護士

63 ガラス食器製造 133 データサイエンティスト 203 リサイクルショップ店員 273 パラリーガル（弁護士補助職）

64 漆器製造 134 AIエンジニア 204 ビデオレンタル店店員 274 公認会計士

65 プラスチック成形 135 デジタルビジネスイノベーター 205 レンタカー店舗スタッフ 275 弁理士

66 靴製造 136 一般事務 206 化粧品訪問販売 276 税理士

67 かばん・袋物製造 137 総務事務 207 せり人 277 不動産鑑定士

68 貴金属装身具製作 138 人事事務 208 銀行支店長 278 速記者、音声反訳者

69 玩具（おもちゃ）製作 139 経理事務 209 銀行・信用金庫渉外担当 279 ピアノ調律師

70 石工 140 企画・調査担当 210 証券外務員
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図表 序-1 日本版 O-NET 収録職業一覧（489 職業） 続き 

（※職業名は変更の可能性があります。） 

  

280 通関士 350 日本語教師 420 インダストリアルデザイナー

281 気象予報士 351 自動車教習指導員 421 テクニカルライター

282 図書館司書 352 スポーツインストラクター 422 テクニカルイラストレーター

283 学芸員 353 音楽教室講師 423 イラストレーター

284 カウンセラー（医療福祉分野） 354 きもの着付指導員 424 グラフィックデザイナー

285 スクールカウンセラー 355 医学研究者 425 ＣＧ制作

286 キャリアカウンセラー/キャリアコンサルタント 356 薬学研究者 426 看板制作

287 福祉ソーシャルワーカー 357 バイオテクノロジー研究者 427 Webデザイナー

288 医療ソーシャルワーカー 358 情報工学研究者 428 Webディレクター

289 老人福祉施設生活相談員 359 土木・建築工学研究者 429 動画制作

290
障害者福祉施設指導専門員

（生活支援員、就労支援員等）
360 施設警備員 430 ゲームクリエーター

291 児童相談所相談員 361 雑踏・交通誘導警備員 431 アニメーター

292 福祉事務所ケースワーカー 362 道路パトロール隊員 432 アートディレクター

293 介護支援専門員/ケアマネジャー 363 陸上自衛官 433 広告デザイナー

294 福祉用具専門相談員 364 海上自衛官 434 広告ディレクター

295 施設管理者（介護施設） 365 航空自衛官 435 コピーライター

296 施設介護員 366 警察官（都道府県警察） 436 舞台美術スタッフ

297 訪問介護員/ホームヘルパー 367 科学捜査研究所鑑定技術職員 437 舞台照明スタッフ

298 手話通訳者 368 海上保安官 438 ファッションデザイナー

299 国家公務員（行政事務） 369 麻薬取締官 439 パタンナー

300 地方公務員（行政事務） 370 入国警備官 440 テキスタイルデザイナー

301 裁判官 371 消防官 441 スタイリスト

302 検察官 372 救急救命士 442 インテリアデザイナー

303 家庭裁判所調査官 373 電車運転士 443 インテリアコーディネーター

304 法務教官 374 鉄道車掌 444 カラーコーディネーター

305 刑務官 375 駅務員 445 ディスプレイデザイナー

306 税務事務官 376 鉄道運転計画・運行管理 446 ブックデザイナー

307 国際公務員 377 路線バス運転手 447 ジュエリーデザイナー

308 国際協力専門家 378 観光バス運転手 448 フラワーデザイナー

309 外科医 379 送迎バス等運転手 449 フードコーディネーター

310 内科医 380 トラック運転手 450 新聞記者

311 小児科医 381 トレーラートラック運転手 451 雑誌記者

312 産婦人科医 382 ダンプカー運転手 452 図書編集者

313 精神科医 383 タクシー運転手 453 雑誌編集者

314 歯科医師 384 タクシー配車オペレーター 454 テレビ・ラジオ放送技術者

315 薬剤師 385 介護タクシー運転手 455 録音エンジニア

316 保健師 386 宅配便配達員 456 映像編集者

317 助産師 387 ルート配送ドライバー 457 放送記者

318 看護師 388 新聞配達員 458 アナウンサー

319 看護助手 389 自動車整備士 459 放送ディレクター

320 診療放射線技師 390 パイロット 460 獣医師

321 臨床工学技士 391 客室乗務員 461 動物看護

322 臨床検査技師 392 空港グランドスタッフ 462 動物園飼育員

323 細胞検査士 393 ディスパッチャー（航空機運航管理者） 463 水族館飼育員

324 理学療法士（PT） 394 航空整備士 464 厩舎スタッフ

325 作業療法士（OT） 395 航空管制官 465 調教師

326 言語聴覚士 396 航海士 466 犬訓練士

327 視能訓練士 397 船舶機関士 467 トリマー

328 歯科衛生士 398 船員 468 ブリーダー

329 歯科技工士 399 ドローンパイロット 469 農業技術者

330 栄養士 400 フォークリフト運転作業員 470 稲作農業者

331 あんまマッサージ指圧師 401 港湾荷役作業員 471 ハウス野菜栽培者

332 柔道整復師 402 積卸作業員 472 植物工場の研究開発

333 はり師・きゅう師 403 引越作業員 473 植物工場の設計、施工

334 義肢装具士 404 倉庫作業員 474 植物工場の栽培管理

335 治験コーディネーター 405 こん包作業員 475 果樹栽培者

336 保育士 406 ビル清掃 476 花き栽培者

337 幼稚園教員 407 ハウスクリーニング 477 畜産技術者

338 学童保育指導員
 408 ごみ収集作業員 478 酪農従事者

339 児童指導員 409 産業廃棄物処理技術者 479 林業技術者

340 小学校教員 410 産業廃棄物収集運搬作業員 480 林業作業

341 中学校教員 411 鉄道車両清掃 481 造園工

342 高等学校教員 412 ペストコントロール従事者（害虫等防除・駆除従事者） 482 水産技術者

343 特別支援学校教員、特別支援学級教員 413 製品包装作業員 483 水産養殖従事者

344 専門学校教員 414 ピッキング作業員 484 沿岸漁業従事者

345 大学・短期大学教員 415 工場労務作業員 485 自然保護官（レンジャー）

346 職業訓練指導員 416 バックヤード作業員（スーパー食品部門） 486 アウトドアインストラクター

347 社会教育主事 417 テレビカメラマン 487 会社経営者

348 学習塾教師 418 報道カメラマン 488 起業、創業

349 英会話教師 419 商業カメラマン 489 国会議員
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図表 序-2 インプットデータ開発に向けて実施した調査研究等（まとめ） 

 

 

図表 序-3 2018 年度、2019 年度の全体スケジュール 

 

 

  

インプットデータ研究会（2018年度、2019年度：全８回）

・日本版O-NETに収録する約500の職業の決定
・約500の職業で取得する数値情報項目等の決定
・職業情報収集の方針、2020年度以降の職業情報のメンテナンス方針等の決定 等

●職業解説（定性データ）の作成
489職業（更新394、新規等95）収集

○文献等調査、訪問ヒアリング調査の実施

○職業解説検討会の開催（合計66回開催）
2018年度：全27回開催
2019年度：全39回開催

有識者の検討による職業解説案等の精査

●数値情報（定量データ）の作成

○Web就業者調査の実施
・就業者アンケート調査（約130項目）

各職業 平均50人程度の回答データ収集

【調査実施期間】
2018年12～1月、2019年11～12月
合計で約26,000サンプルの取得

○業界（IT、製造業）
ヒアリング調査（2018年10～11月）

・業界の動向、新たな職業等現状把握

○キャリアコンサルタント等
ヒアリング調査（2018年6～８月）
・支援のための職業情報ニーズの把握

年度 月 職業解説の作成 インプットデータ研究会

2018年度 4月
インプットデータ研究会設置
①2018年収集職業の検討

5月
6月 ○キャリアコンサルタント等 ②2018年収集職業の決定
7月 　 ヒアリング調査（６～８月） ③職業の数値情報の内容等の検討
8月 　　●文献等調査/ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査
9月 　　　　職業解説検討会 ④職業の数値情報の内容等の決定
10月 　　　　（27回開催） ○業界ヒアリング調査
11月 　（IT、製造業　）(10～11月）
12月 ●Web就業者調査
1月
2月 ⑤2019年収集職業の検討
3月 ※検討会後、委員意見集約の上、決定

2019年度 4月
5月 　　●文献等調査/ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査
6月 　　　　職業解説検討会
7月 　　　　（39回開催） ⑥職業情報収集の進捗状況の報告1
8月
9月
10月 ⑦勉強会方式での開催
11月 ●Web就業者調査
12月
1月
2月 ⑧職業情報収集の進捗状況の報告2
3月 日本版O-NET公開 　 職業情報の更新等の方針

事前情報収集（ヒアリング）/
数値情報収集（Web調査等）

動画との整合の

ための加筆、修正

直接配布による

数値情報の収集
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第３節 本書の構成 

 

本書は、序章、第Ⅰ部３章及び第Ⅱ部２章から構成されている。 

序章で全体を概観し、第Ⅰ部はインプットデータの開発として、第１章で日本版 O-NET に

収録する職業の選定について、第２章で職業解説の作成、第３章で職業に関する数値情報の

作成についてそれぞれ報告する。 

第Ⅱ部はヒアリング調査と情報収集として、第４章で日本版 O-NET の主要な利用者層の一

つと想定しているキャリアコンサルタント等へのヒアリング調査結果、職業の変化が大きい

と思われる IT 分野、製造分野の団体等関係者へのヒアリング調査結果を掲載している。 
また、第５章として2020年度以降の検討に向けて、米国O*NETの仕事活動（Work Activity）

情報、T2（Tools & Technology）情報の関連文献の日本語要約、米国以外の海外の公的職業

情報サイトについての情報等について掲載している。 

 

【参考１】日本版 O-NET の創設等に関連する政府方針 

 

働き方改革実行計画（平成 29 年 3 月 28 日：働き方改革実現会議決定）（抜粋） 

９．雇用吸収力、付加価値の高い産業への転職・再就職支援 

（２）転職・再就職の拡大に向けた職業能力・職場情報の見える化 

AI 等の成長分野も含めた様々な仕事の内容、求められる知識・能力・技術、平均年収といっ

た職業情報のあり方について、関係省庁や民間が連携して調査・検討を行い、資格情報等も

含めて総合的に提供するサイト（日本版 O-NET）を創設する。（以下、略） 

 

未来投資戦略 2017- Society 5.0 の実現に向けた開拓- 

（平成 29 年 6 月 9 日閣議決定）（抜粋） 

第２ 具体的施策 

Ⅱ Society 5.0 の横割課題  

Ａ．価値の源泉の創出 

３．人材の育成・活用力の強化 

（２）新たに講ずべき具体的施策  

ⅲ）生産性・成長性の高い産業への「人の流れ」を実現する労働市場改革  

① 労働市場における「見える化」の促進  

転職・再就職の拡大に向けて、職業情報に関して総合的に提供するサイト（日本版 O-NET）

や女性や若者が働きやすい企業の職場情報をワンストップで閲覧できるサイトの創設、技能

検定やジョブ・カードの活用促進等により、職業能力・職場情報の見える化を促進する。 
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未来投資戦略 2018 ―「Society 5.0」「データ駆動型社会」への変革― 

（平成 30 年 6 月 15 日閣議決定）（抜粋） 

第２ 具体的施策 

Ⅱ．経済構造革新への基盤づくり  

[１]データ駆動型社会の共通インフラの整備 

２．AI 時代に対応した人材育成と最適活用 

２－２．人材の最適活用に向けた労働市場改革 

（３）新たに講ずべき具体的施策 

ⅲ）主体的なキャリア形成を支える労働市場のインフラ整備  

① 日本版 O-NET の創設等による労働市場の「見える化」  
・職業情報提供サイト「日本版 O-NET」について、平成 32 年からの稼働に向け

て、AI・データ分野の専門家から知見を得つつ、民間人材ビジネス、企業等と

のデータ連携や AI・ビッグデータの活用も視野に入れ、データの収集・分析

や更新、ユーザーインターフェース、「職場情報総合サイト」等との連携など、

具体的な設計・開発の検討を進める。  

（以下、略） 

 

成長戦略（2019 年）：成長戦略フォローアップ 

（令和元年 6 月 21 日閣議決定）（抜粋） 

Ⅱ. 全世代型社会保障への改革 

 ２．中途採用・経験者採用の促進 

 （２）新たに講ずべき具体的施策 

 Ⅱ) 主体的なキャリア形成を支える労働市場のインフラ整備 

 ・2020 年からの稼働を目指す職業情報提供サイト「日本版 O-NET」（仮称）や、2022 年

以降の稼働を目指す「職業能力診断ツール」について、両者の連携を図るほか、ハロ

ーワークインターネットサービスや職場情報総合サイトなど、既存のシステムとの

連携も視野に入れて開発・運用を進めることで、求職者や企業の人事担当者等が、円

滑に職業情報の把握や求人情報の検索等を行える有機的なシステム構築を目指す。 
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【参考２】日本版 O-NET の根拠条文の策定の動き 

 

高年齢者の雇用・就業機会の確保及び中途採用に関する情報公表について（報告）（抜粋） 

（令和元年 12 月 25 日：労働政策審議会 職業安定分科会） 

労働政策審議会職業安定分科会で、高年齢者の雇用・就業機会の確保及び中途採用に関す

る情報公表について、令和元年 9 月 27 日から令和元年 12 月 25 日までの間に計 6 回にわた

り検討が行われ、報告として取りまとめられ、厚生労働大臣に建議された。同報告の中には、

日本版 O-NET も含め求職者等への職業情報の提供等必要な国の施策の充実について法律に明

記することが望ましい旨の記述が盛り込まれた。 

 

Ⅱ. 中途採用に関する情報公表について 

 ４ 支援策について 

（４）労働者の職業選択に資するための職場や職業に関する情報の提供の促進については、

上記のほかにも次世代育成支援対策推進法、女性の職業生活における活躍の推進に関する法

律、青少年の雇用の促進等い関する法律に基づく企業の職場情報の提供や、職業情報提供サ

イト（日本版 O-NET）（仮称）の構築を進めているところであり、これらを踏まえ、国は求職

者等の職業選択に資する職場や職業に関する情報の提供のために必要な施策を充実させるこ

とを国の施策として法律上も明確にすることが適当である。 

 

雇用保険法等の一部を改正する法律案要綱（抜粋） 

（令和 2 年 1 月 8 日：労働政策審議会 職業安定分科会） 

第五 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法

律の一部改正 

一 国の施策  

国が総合的に取り組まなければならない事項として、次に掲げるものを規定するものとす

ること。 

1 労働者の職業選択に資するよう、職場に関する事項又は職業に関する事項の情報の

提供のために必要な施策を充実すること。 

（以下、略） 
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第Ⅰ部 インプットデータの開発 

 

第１章 日本版 O-NET 収録職業の選定について 

 

日本版 O-NET に収録する約 500 職業について、2018 年度、2019 年度に職業情報を収集す

る各約 250職業についての選定は 2018年度中に行った。収録職業選定にあたっての考え方、

具体的な選定方法等について以下で述べる。 

 

第１節 収録職業選定の考え方 

 

１ 基本的な考え方 

日本版 O-NET に収録する職業は、職業探索中の生徒・学生、求職者等が幅広く利用できる

よう、労働市場で需要の多い職業等に限らず、「世の中にある職業をある程度、体系的、網羅

的にカバーしていること」をめざした。 

一方、日本版 O-NET は、在職者、企業の人事担当者に加え、進路指導、就職、転職等の場

面で求職者等の支援を行うキャリアコンサルタント等現場の実務家の利用に供することも重

要と考えている。そのため企業等法人・組織の内部労働市場や就職支援の現場では必要性が

低く、一般的な人事配置、就職支援等になじまないプロスポーツ選手や芸能人等の職業は収

録しないこととした。また、今後、需要拡大等が見込まれず求人がほとんどない職業につい

ても同様とした。 

 

２ 職業情報収集の単位及び職業名の考え方 

（１）職業情報収集の単位 

日本版 O-NET での職業情報を収集する単位としては、従来からの「職業 4」の単位での情

報収集の他に、「職業」としてのまとまりがあるものとまでは言えない「仕事 5」の単位での

情報収集も行うこととした。ここでは「仕事」は「求人職種」や「職務」に近い意味と捉え

る。具体的には、職業の単位とは例えば、「看護師」、「プログラマー」、「路線バス運転手」等

についての情報であり、仕事の単位とは「ネット通販の企画開発」、「太陽光発電のメンテナ

ンス」、「Web マーケティング」等についての情報である。 

「仕事」の単位での情報収集を行う主な理由は、以下の点が挙げられる。 

 

                            
4 職業(occupation)は、企業、団体等を超えて共通して存在する職務(job)の集まり。「看護師」「プログラマー」

「路線バス運転手」「保育士」等として存在する。なお、職務は課業(task)の集合体、課業は特定の目的を果たす

ためのまとまった作業・動作を指す。 
5 「仕事」という言葉は多義的であり多様な文脈で使用される。例えば、「職業」とほぼ同義に使用される場合と

「職務」やそれに含まれる「課業」として使用される場合等があるが本書では「職務」に近い意味で使用する。 
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・「職業」の世界はたえず変化し、そのスピードが加速する中、「職業」としてのまとまりが

あるものとまではいえない「仕事」は絶えず新たに生まれているが、それらの公正、客観的

な情報がほとんどない。 

・在職者、求職者の転職の際に参考となる情報として、企業の中の「職務（仕事）」について

の情報を充実し提供していくことが有益である。 

・短時間で働くパート、契約・請負で働くフリーランス、「副業」の広がり等、専業で長く働

くイメージの「職業」とは異なる働き方が増えており、これらを「仕事」としてとらえ、情

報を整理し提供することが必要である。 

 

職業情報の収集の単位として「仕事」単位のものも許容することで情報収集の自由度が上

がる。特に「職業」としては未だ確立はしていない新しい「仕事」を取り上げることに意義

があると考える。新しい「仕事」は、その現場での情報収集等を通して、将来的な職務の広

がり、需要拡大が見込まれる分野など職業の世界の変化や動向をいち早く把握することを可

能にする。 

「職業」とまでは言えない「仕事」についても柔軟に取り上げることで職業情報提供サイ

トとしては機動性があり、鮮度の高い幅広い情報を利用者に提供することができる。サイト

による情報提供にもなじむものと言える。 

 

（２）職業名の考え方 

日本版 O-NET が学生、求職者、在職者はもちろん進路指導、就職支援等の現場で支援を行

うキャリアコンサルタント等も利用する職業情報提供サイトであることから、収録する職業

や仕事を表す名称は、「一般に広く認知され社会に定着しているもの、分かりやすいものを使

用する」ことを基本原則とした。 

職業名については、キャリアコンサルタント等ヒアリング調査、業界ヒアリング調査にお

いて、厚生労働省編職業分類などで使用している「○○工（自動車組立工）」、「○○員（経理

事務員）」等といった人称のついた名称は、職業によっては違和感がある、との意見があった。

また、日本版 O-NET では職業のみならず、仕事の情報も収録することとしたことから、上記

の基本原則も踏まえ、全ての職業、仕事を表す名称に一律に「○○工」、「○○員」等といっ

た人称を付すことはせず、現在の職業、仕事を表す名称としてなじまない場合は人称を使用

しないこととした。ただし、「○○工」等の人称を付した職業名が既に広く認知され、定着し

ているもの（求人が多く出ているもの）等についてはそのまま使用することとした。 

具体的には、原則として以下のルールに従い職業、仕事の名称を個別に検討した。 

 

① 名称が定着している職業 

社会的に確立している職業であって、それを表する名称が広く認知、定着し使用されてい
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るものについては、現行の名称を維持する。 

ア 資格名が名称となって一般に定着しているもの 

（例：弁護士、美容師、看護師） 

イ 「○○工」「○○員」「○○者」「○○（場所）店員」「○○（乗物）運転手」 

等の人称を付した名称が一般に定着しているもの 

（例：溶接工、施設警備員、新聞記者、スーパー店員、タクシー運転手） 

ウ カタカナの名称が一般に定着しているもの 

（例：○○オペレーター、○○デザイナー） 

エ 「○○技術者」との名称が一般に定着しているもの 

（例：建築設計技術者、農業技術者） 

オ 技能検定職種として用いられている又は業界団体として用いている等で名称が一般に定

着しているもの 

（例 とび、左官、みそ製造、貴金属装身具製作） 

 

② 従来からの名称がなじまなくなっている職業（仕事） 

社会的にある程度、確立してきた職業ではあるが、仕事そのものや現場の変化等により従

来の名称が現状となじまない、通用しにくくなっているものについては、原則として職業（仕

事）を表す「標準的な表現方法」を名称として使用する。具体的には、以下のような例が挙

げられる。 

 

＜「標準的な表現方法」による分野毎の名称の例＞ 

○製造の職業（仕事）：「製造する物等」＋「作業・動作（＝製造）」（「工」を削除） 

（例：製材工⇒木材製造） 

○販売の職業（仕事）：「販売する物」+「作業・動作（＝販売）」（「店員」を削除） 

（例：スポーツ用品店員⇒スポーツ用品販売、衣料品販売店員⇒衣料品販売） 

○営業の職業（仕事）：「営業する物・サービス等」+「作業・動作（＝営業）」（「員」を削除） 

（例：自動車営業、広告営業） 

○事務の職業（仕事）：「事務の内容、範囲、分野」+「職務内容（＝事務）」（「員」を削除） 

（例：経理事務、医療事務、営業事務） 

 

③ 新しい仕事等 

新たに出てきた仕事等であって、一般に広く認知された名称が確立していないものについ

ては、事業主が求人を出す際等にも参考となるよう、ルールを定め、それに基づく「仕事」

を表す「標準的な表現方法」を原則、名称として使用する。 

 

資料シリーズNo.227

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－13－ 

 

＜「標準的な表現方法」による新しい仕事等の名称の例＞ 

○新しい仕事等：「従事する仕事の分野等を示す名詞」＋「の（名称が長い場合）」＋「職務

内容を示す名詞」 

（例：産業用ロボットの設置・設定、ネット通販の企画開発、植物工場の栽培管

理、太陽光発電のメンテナンス、Web マーケティング（「の」なし）） 

 

３ 「旧職業データベース」の活用 

日本版 O-NET では、2 年間で約 500 の職業情報を収集しなければならないとの時間的な制

約もあり、収録職業の選定にあたり当機構が長年の調査研究で蓄積してきた職業情報の活用

を行うこととした。具体的には、当機構が構築した総合的職業情報データベースに 2006 年

9 月～2011 年 3 月までの間に蓄積した 512 の職業情報（以下、「旧職業データベース」とい

う。）を可能な範囲で活用した（図表 1-1-1）。 

ここで「旧職業データベースを活用する」とは、旧職業データベースの職業のインデック

ス（職業名一覧）（以下「職業名一覧」という。）を日本版 O-NET に収録する職業選定の土台

とし、現時点で利用できる部分は精査して利用するが、利用できない部分の削除や大幅な改

訂を行ったり、新しい職業を追加し、新たな職業名一覧を作成することを意味している。 

もとより、各職業の職業情報は古くなっているため、収録職業として選定しても職業の数

値情報は全て新たに収集を行い、定性情報である職業解説は、構成要素（柱だて）等はその

まま活用しつつも全ての職業で大幅な情報内容の更新作業を行った。 

全く新たに、現存する職業を分野横断的にバランスよく抽出して職業名一覧を作成するの

に比べ、旧職業データベースを活用することで収録職業の効率的な選定が可能となったと考

える。 
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1 鋳物工 102 建築設計技術者 186 フラワーショップ店員
2 鍛造工 103 建築施工管理技術者 187 電器店員
3 ＮＣ旋盤工 104 土木設計技術者 188 書店員
4 マシニングセンター・オペレーター 105 土木施工管理技術者 189 レコード店員
5 金型工 106 測量士 190 眼鏡技術販売員
6 金属プレス工 107 ＣＡＤオペレーター 191 玩具店員
7 溶接工 108 大工 192 スポーツ用品店員
8 めっき工 109 型枠大工 193 ＤＩＹ店員
9 製鋼工 110 鉄筋工 194 ペットショップ店員
10 圧延工 111 鉄骨工 195 ファッション商品販売員
11 ＮＣ研削盤工 112 とび 196 化粧品販売員
12 ＮＣフライス盤工 113 建設機械オペレーター 197 清涼飲料ルートセールス員
13 放電加工機工 114 建設作業員 198 宅配便配達員
14 非破壊検査員 115 潜水士 199 新聞配達員
15 金属精錬技術者（鉄鋼） 116 トンネル建設作業員 200 検針員
16 鍛造技術者 117 さく井工・ボーリング工 201 郵便外務員
17 金属熱処理工 118 舗装作業員 202 チェーン店スーパーバイザー
18 金属材料製造検査工 119 建築ブロック工 203 自転車販売店員
19 造船工 120 タイル工・れんが工 204 シューフィッター
20 金属加工・金属製品検査工 121 左官 205 繊維卸店員
21 鋳造技術者 122 建築板金工 206 駅構内売店販売員
22 自動車組立工 123 サッシ工 207 プレイガイド店員
23 機械組立工 124 内装工 208 コンビニエンスストア店員
24 計器組立工 125 建築塗装工 209 青果店員
25 パソコン組立・調整工 126 防水工 210 化粧品訪問販売員
26 家電修理エンジニア 127 保温工 211 八百屋・魚屋・肉屋店主
27 プラント設計技術者 128 電工 212 ベーカリーショップ店員
28 エンジン設計技術者 129 配管工 213 古書店員
29 カメラ組立工 130 エレベーター据付工 214 中小企業診断士
30 ＩＣ生産オペレーター 131 鉄道線路工事作業員 215 経営コンサルタント
31 ＡＶ・通信機器組立・修理工 132 送電線架線工 216 ファイナンシャル・プランナー
32 医療用画像放射線機器組立工 133 取りこわし作業員 217 社会保険労務士

33 自転車製造工 134
システムエンジニア（アプリケーショ

ンスペシャリスト）
218 司法書士

34 自動車技術者 135 システムエンジニア（ソフトウェア開 219 行政書士

35 精密機械技術者 136 プログラマー 220 土地家屋調査士

36 織布運転工 137 カスタマーエンジニア 221 翻訳者

37 染色工 138 データ入力係 222 通訳者

38 ミシン縫製工 139
システムエンジニア（プロジェクトマ

ネージャー）
223 弁護士

39 テーラー 140
システムエンジニア（ＩＴアーキテク

ト）
224 公認会計士

40 製材工 141
システムエンジニア（ＩＴスペシャリス

ト）
225 弁理士

41 合板工 142
システムエンジニア（ＩＴコンサルタ

ント）
226 税理士

42 家具工 143 システムエンジニア（セールス） 227 不動産鑑定士

43 紡績運転工 144 一般事務員 228 気象予報士

44 紙器製造工 145 経理事務員 229 国際協力専門家

45 紡織保全工 146 人事係事務員 230 青年海外協力隊員
46 婦人・子供服仕立職 147 教育・研修事務員 231 シニア海外ボランティア
47 建具工 148 広報事務員（広報・ＰＲスタッフ） 232 ビル施設管理者
48 食品技術者 149 銀行窓口係 233 警備員

49 豆腐職人 150 貿易事務員 234 駐車場管理人

50 製パン工 151 損害サービス事務員 235 ビル清掃員
51 洋菓子職人 152 物品購買事務員 236 じんかい収集作業員
52 和菓子職人 153 通信販売受付事務員 237 列車清掃員
53 乳製品製造工 154 学校事務員 238 産業廃棄物処理技術者
54 水産ねり製品製造工 155 医療事務員 239 産業廃棄物収集運搬作業員
55 冷凍加工食品製造工 156 秘書 240 寄宿舎・寮・マンション管理人
56 惣菜製造工 157 受付係 241 ボイラーオペレーター
57 清酒製造工 158 郵便事務員 242 ホテルフロント係
58 みそ製造工 159 ホテル・旅館支配人 243 ホテル客室係
59 しょうゆ製造工 160 銀行支店長 244 コック
60 ハム・ソーセージ製造工 161 マーケティング・リサーチャー 245 板前
61 機内食製造工 162 速記者 246 すし職人
62 ワイン製造工 163 アクチュアリー 247 そば・うどん調理人
63 ビール製造工 164 証券アナリスト 248 中華料理調理人
64 かん詰・びん詰・レトルト食品製造工 165 デパート仕入部員 249 ホールスタッフ

65 野菜つけ物工 166 デパート外商部員 250 ハンバーガー店マネージャー

66 陶磁器工 167 デパート店員 251 コーヒーショップ店員

67 ガラス食器製造工 168 スーパー店長 252 ソムリエ

68 プラスチック製品成形工 169 レジ係 253 バーテンダー

69 靴製造工 170 スーパー店員 254 給食調理人

70 かばん・袋物製造工 171 商品管理係 255 ラーメン調理人

71 漆器工 172 商品開発部員 256 ベルボーイ・ベルガール
72 貴金属・宝石細工工 173 商社営業部員 257 ペンション経営者
73 玩具製造工 174 住宅・不動産営業員
74 バイオリン製造工 175 自動車販売員
75 電算写植オペレーター 176 ＯＡ機器販売員
76 プロセス製版オペレーター 177 広告営業員
77 印刷作業員 178 印刷営業員
78 製本作業員 179 生命保険外務員
79 写真・映像処理オペレーター 180 信用金庫渉外係
80 ＤＰＥショップ店員 181 医薬情報担当者
81 ＤＴＰオペレーター 182 ディーラー
82 医薬品製造員 183 テレコミュニケーター
83 生産・品質管理技術者 184 証券外務員
84 タイヤ製造工 185 せり人
85 化粧品製造工
86 調香師
87 セメント生産オペレーター
88 石油精製オペレーター
89 原子力技術者
90 発電員
91 分析化学技術者
92 陶磁器技術者
93 ファインセラミックス製造技術者
94 化学製品製造オペレーター
95 石工
96 花火師
97 高分子化学技術者
98 バイオケミカル技術者
99 電気技術者（強電）
100 電子機器技術者
101 電気通信技術者

図表1-1-1　旧職業データベースの職業名一覧（512職業）
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258 旅行会社カウンター係 359 幼稚園教員 446 工業デザイナー
259 ツアーコンダクター 360 小学校教員 447 テクニカルライター
260 観光バスガイド 361 中学校教員 448 ＣＧデザイナー
261 遊園地スタッフ 362 専門学校教員 449 ＷＥＢクリエーター
262 キャディ 363 学習塾教師 450 ゲームクリエーター
263 ゲームセンター店員 364 日本語教師 451 アートディレクター
264 パチンコ店員 365 司書 452 広告デザイナー
265 競輪選手 366 高等学校教員 453 広告ディレクター
266 プロ野球選手 367 大学・短期大学教員 454 グラフィックデザイナー
267 プロサッカー選手 368 盲・ろう・養護学校教員 455 コピーライター
268 プロゴルファー 369 職業訓練指導員 456 ディスプレイデザイナー
269 力士 370 英会話教師 457 インテリアデザイナー
270 自動車レーサー 371 学芸員 458 インテリアコーディネーター
271 騎手 372 社会教育主事 459 カラーコーディネーター
272 競艇選手 373 天文学者 460 ファッションデザイナー
273 プロ野球審判員 374 動物学者 461 パタンナー
274 将棋棋士 375 植物学者 462 モデル
275 囲碁棋士 376 土木・建築工学研究者 463 コンパニオン
276 通訳ガイド 377 情報工学研究者 464 イラストレーター
277 理容師 378 畜産学研究者 465 アニメーター
278 美容師 379 細菌学研究者 466 看板制作者
279 エステティシャン 380 数学者 467 テクニカルイラストレーター
280 メイクアップアーティスト 381 地震学研究者 468 商業写真家
281 クリーニング師 382 医学研究者 469 スタイリスト
282 スポーツインストラクター 383 人類学者 470 マンガ家
283 自動車教習所指導員 384 法律学者 471 ブックデザイナー
284 音楽教室講師 385 鑑識技術者 472 テキスタイルデザイナー
285 ビデオレンタル店員 386 化学者 473 フラワーデザイナー
286 レンタカー営業所員 387 薬学研究者 474 ジュエリーデザイナー
287 結婚式場スタッフ 388 物理学者 475 フードコーディネーター
288 葬祭ディレクター 389 メカトロニクス研究者 476 小説家
289 家政婦（夫） 390 バイオテクノロジー研究者 477 画家

290 ピアノ調律師 391 政治学者 478 ガラス工芸家

291 ネイル・アーティスト 392 エコノミスト 479 美術品補修員

292 アロマセラピスト 393 路線バス運転者 480 児童文学者

293 リフレクソロジスト 394 観光バス運転者 481 歌人・俳人

294 宗教家 395 タクシー運転者 482 シナリオライター

295 私立探偵 396 パイロット 483 彫刻家

296 きもの着付指導員 397 航海士 484 金工作家

297 児童相談員 398 船舶機関士 485 作曲家

298 福祉事務所ケースワーカー 399 電車運転士 486 クラシック演奏家

299 保育士 400 鉄道車掌 487 バレエダンサー

300 社会福祉施設指導員 401 トラック運転者 488 刀匠

301 ケアマネジャー（介護支援専門員） 402 空港旅客係 489 パークレンジャー

302 ホームヘルパー 403 駅務員 490 きゅう務員
303 産業カウンセラー 404 鉄道運転計画・運行管理員 491 アウトドアインストラクター
304 社会福祉施設介護職員 405 自動車整備工 492 酪農家
305 手話通訳者 406 ガソリンスタンド・スタッフ 493 動物園飼育スタッフ

306
キャリアカウンセラー（キャリアコンサル
タント）

407 道路パトロール隊員 494 水産養殖作業者

307 福祉用具専門相談員 408 有料道路料金収受員 495 農業技術者
308 行政事務員（国） 409 タクシー配車オペレーター 496 稲作農業者
309 行政事務員（都道府県市町村） 410 積卸作業員 497 ハウス野菜栽培者
310 警察官 411 引越作業員 498 果樹栽培者
311 海上保安官 412 通関士 499 花き栽培者
312 麻薬取締官 413 航空管制官 500 造園師
313 入国警備官 414 ディスパッチャー 501 獣医師
314 裁判官 415 客室乗務員 502 畜産技術者
315 検察官 416 航空整備士 503 水族館飼育スタッフ
316 家庭裁判所調査官 417 船員 504 調教師
317 法務教官 418 こん包工 505 犬訓練士
318 刑務官 419 港湾荷役作業員 506 トリマー
319 税務職員 420 倉庫作業員 507 水産技術者
320 外交官 421 新聞記者 508 沿岸漁業者
321 国際公務員 422 雑誌記者 509 林業技術者

322 陸上自衛官 423 図書編集者 510 林業作業者

323 海上自衛官 424 雑誌編集者 511 動物看護士

324 航空自衛官 425 テレビ・ラジオ放送技術者 512 宇宙開発技術者

325 救急救命士 426 テレビカメラマン

326 消防士 427 録音エンジニア

327 公正取引委員会審査官 428 映像編集者

328 地方議会議員 429 放送記者
329 空挺隊員 430 アナウンサー
330 戦闘機パイロット 431 放送ディレクター
331 看護師 432 俳優
332 助産師 433 声優
333 薬剤師 434 ミュージシャン
334 歯科医師 435 報道写真家
335 保健師 436 フリーライター
336 外科医 437 海外特派員
337 小児科医 438 トラベルライター
338 内科医 439 舞台演出家
339 精神科医 440 映画監督
340 産婦人科医 441 舞台美術家
341 臨床検査技師 442 演芸家
342 細胞検査士 443 コメディアン
343 診療放射線技師 444 舞台照明家
344 臨床工学技士 445 料理研究家
345 歯科技工士
346 歯科衛生士
347 理学療法士
348 作業療法士
349 言語聴覚士
350 視能訓練士
351 栄養士
352 あんまマッサージ指圧師
353 柔道整復師
354 医療ソーシャルワーカー
355 診療情報管理士
356 はり師・きゅう師
357 義肢装具士
358 カイロプラクター
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図表1-1-1　旧職業データベースの職業名一覧（512職業）　続き
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第２節 収録職業の選定方法 

 

日本版 O-NET の職業情報の収集は、約 500 職業について 2018 年度に約 250、2019 年度に

約 250 と 2 か年に分けて実施した。それに先立ち、職業情報を収集する職業の選定、すなわ

ち収録職業の選定を行った。 

2018 年度当初に、同年度に職業情報を収集する職業、2018 年度終盤の第 4 四半期に、2019
年度に職業情報を収集する職業の選定を行った。以下では、職業の選定の手順等について記

述する。 

 

１ 収録職業の区分 

2018 年度当初、収録職業を選定するため、旧職業データベースの 512 職業については「更

新職業」「削除職業」「保留職業」の 3 区分に分けて整理を行った。これとは別に、旧職業デ

ータベースにはなかった職業で、日本版 O-NET のために新たに選定した「新規職業」と、旧

職業データベースには収録していないが過去に当機構で情報収集していた「既情報収集職業」

の 2 つも区分した。 
これらの 5 区分が 2018 年度、2019 年度において情報収集する職業の前提となるため、そ

れぞれの区分の考え方を以下に記載する。 

① 更新職業 

旧職業データベースの職業名一覧に掲載されていた職業で、新たな職業名一覧にも残

した職業である。 

② 削除職業 

旧職業データベースの職業名一覧に掲載されていたが、新たな職業名一覧からは削除

した職業である。 

削除したのは、第 1 節 1 の「基本的な考え方」のところでも述べた以下のものである。 

・ 就職支援の現場で必要性が低く、一般的な進路指導、就職支援になじまないプロス

ポーツ選手、芸能人等の職業 

・ 今後需要拡大等が見込まれず求人がほとんどない職業 等 

③ 保留職業 

旧職業データベース情報の職業名一覧に掲載されていたが、新たな職業名一覧に収録

するかどうか 2018 年度当初の時点では判断できなかったため、一旦判断を保留した職

業である。具体的には、IT 分野、製造分野、事務・ホワイトカラー系職業等を保留職業

とした。 

判断を保留した理由は、これらの職業は、技術革新等の影響により現場での職務が大

きく変化している可能性が高いことである。2018 年度後半に業界ヒアリング等により

業界動向等の調査により情報収集を行い、2019 年度に情報収集する職業を選定する際
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に、再度取扱い（情報更新の上、収録するか、削除するかの判断等）を検討することと

した。 

④ 新規職業 

日本版 O-NET に収録するために新たに選定した職業である。主に以下の観点で選定を

行った。（なお、以下の項目は、職業によっては複数該当する場合もある。） 

・ 公共職業安定所（以下「ハローワーク」という。）に多く求人が出ている職業 

・ 人手不足等が課題となっている職業 

・ 今後、需要の拡大が見込まれる分野等の職業 等 

⑤ 既情報収集職業 

過去（2012 年度、2014 年度）に当機構で職業情報の収集をしていた職業である。 

 

２ 職業情報を収集する職業の選定等 

（１）2018 年度に職業情報を収集する職業の選定（2018 年 6 月決定） 

2018 年度に職業情報を収集するために選定した職業は、上述の 5 区分のうちの「更新職

業」と「新規職業」で構成される。「更新職業」230、「新規職業」20 の合計 250 を選定した。

（図表 1-2-1）。 

「更新職業」は、国家資格等の取得が必要な専門職（看護師、臨床検査技師、栄養士等）、

公務員（国家公務員（行政事務）、海上保安官、麻薬取締官等）等を中心に、建設、サービス、

運輸関係等の職業を選定した。 

「新規職業」については、ロボット、太陽光、植物工場等一定の需要が見込まれる新しい

分野の仕事、ハローワークでも求人の多い施設警備員、看護助手、フォークリフト運転作業

員等の職業を選定した。 

 

（２）2019 年度に職業情報を収集する職業の選定（2019 年 3 月決定） 

2019 年度に職業情報を収集するために選定した職業は、上述の 5 区分のうちの「保留職

業」、「新規職業」、「既情報収集職業」である。 

「保留職業」については、2018 年 6～8 月に実施したキャリアコンサルタント等ヒアリン

グ調査、10～11 月に実施した業界ヒアリング調査等により情報収集を行い、再度検討した結

果、①2018 年度の「更新職業」と同様の類型とした職業と、②旧職業データベースを作成し

た当時と比べ、職務の内容等に変化が大きいとしてほぼ「新規職業」と同様の類型とした「大

幅修正職業」の二つとなった。また、再検討の過程で削除された職業もあった。 

結果、2019 年度に職業情報を収集するため選定した職業は、「保留職業」改め「更新職業」

145、「保留職業」改め「大幅修正職業」27 に加えて「新規職業」48、「既情報収集職業」23
の 243 職業となった（図表 1-2-2）。 

「更新職業」については、職務の内容等に大きな変化はないと見込まれた製造分野の職種、
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事務系職種（一般事務、経理事務、医療事務等）、医師、教員、研究者等の職業を選定した。

「大幅修正職業」は職務の変化が大きい製造分野、IT 分野の職種を中心に選定した。 
「新規職業」については、2018 年度同様、選定基準に沿って 48 の職業を選定した。新し

い IT 職種（AI エンジニア、セキュリティエキスパート等）、需要が見込まれる介護関連職種

（介護施設長、介護事務、介護タクシー運転手等）、ハローワークでも求人の多い携帯電話販

売、雑踏・交通誘導警備員、ピッキング作業員、送迎バス等運転手等を選定した。 

「既情報収集職業」は、過去に収集した未公開の職業情報であるが、専門的な事務職（企業

法務担当、アクチュアリー、知的財産サーチャー等）、IT 関係職種（IT コンサルタント、デ

ータサイエンティスト等）が含まれている。 

 

（３）2018 年度、2019 年度の職業情報の収集結果 

2 カ年で約 500 の職業情報の収集のため調査を実施したが、結果について触れておく。

2018 年度に 2 カ年分の収録職業を選定した時点では、2018 年度収集職業（予定）は 250 職

業、2019 年度収集職業（予定）は 243 職業、合計 493 職業（予定）であった。 

その後、実際の職業情報の収集を開始したが、職業解説については、職業解説検討会での

検討等を通して 4 職業は最終的に収録しないこととなった。職業の数値情報についても Web
就業者調査において、当初計画した数の就業者の回答が収集できない職業が複数あった。最

終的に職業解説ベースで 2018 年度は約 247 職業、2019 年度は約 242 職業、合計 489 職業

の職業情報を厚生労働省に情報提供した。 

489 職業は、95 職業（収録職業の約 19.4％）が新規職業（大幅修正職業を含む）であり、

394 職業（収録職業の 80.6％）は旧職業データベースに収録されていた職業等を選定した。

なお、職業名については旧職業データベース収録時点から変更した職業もあった。 

世の中にある職業をある程度、体系的、網羅的にカバーすることを基本として職業情報の

収集を行ったが、厚生労働省編職業分類の小分類項目数 369 のカバー率は 72.4％であった。

ただし、職業によっては該当する職業分類番号が複数あるものも含まれている（巻末の「付

属表」参照）。 
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３ 収録職業決定のプロセス 

（１）インプットデータ研究会の設置 

収録職業の決定にあたっては、2018 年度当初に、機構内に、収録職業や数値情報項目の内

容等の職業情報（インプットデータ）に関する方針決定等を行う「インプットデータ研究会」

を設置した。 

同研究会のメンバーは厚生労働省、経済産業省の実務担当者を中心に外部有識者、当機構

研究員で構成した。 

 

【インプットデータ研究会 構成員】 

（外部委員）※敬称略 

 ・経済産業省 経済産業政策局産業人材政策室 室長補佐 堀 達也（前任） 

                            森本卓也（後任） 

〃      室長補佐 関 和彦（前任） 

上浜敏基（後任） 

〃      室長補佐 白石鉱一（前任） 

                                                      堀田陽平（後任） 

 ・厚生労働省 職業安定局 首席職業指導官 小野寺徳子（前任） 

                      松瀨 貴裕（後任） 

     〃      職業情報研究官（2019 年度は、中央職業安定監察官）鈴木 徹 

     〃      首席職業指導官室 中央職業指導官 古田 詩織 

・元労働政策研究・研修機構研究所長 金崎 幸子 

 

（事務局） 

労働政策研究・研修機構 統括研究員 松原 亜矢子 

研究員   鎌倉 哲史 

特任研究員  松本  真作 

オブザーバー：理事 室山 晴美 

 

同研究会は、2 年間で 8 回（2018 年度 5 回、2019 年度 3 回）開催した。各年度の主な内

容、それぞれの回の主な議題は以下の通り。 

 

① 2018 年度の開催状況 

2018 年度のインプットデータ研究会では、日本版 O-NET に収録する職業情報の内容等に

ついて検討を行った。 

具体的には、2018 年度、2019 年度の 2 か年で職業情報を収集する約 500 の職業の選定、
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選定した全職業について収集する数値情報の項目等について方針を決定した。また、職業の

数値情報の収集のために各職業の就業者を対象に行う Web 就業者調査の設問、回答方式等

についても同研究会で意見交換を行った。 

 

＜各回の主な議題＞ 

第 1 回（2018 年 4 月 23 日） 
・2018 年度収集職業の検討（更新 230、新規 20） 

・収集する職業情報の内容について  

 

第 2 回（2018 年 6 月 1 日） 
・2018 年度収集職業の決定（更新 230、新規 20） 

・キャリアコンサルタント等ヒアリング調査の実施について 

 

第 3 回（2018 年 7 月 23 日） 
・キャリアコンサルタント等ヒアリング調査の結果報告 
・2018 年度 Web 就業者調査で取得する職業の数値情報の検討 

 

第 4 回（2018 年 9 月 14 日） 

・数値情報の調査項目、回答方法の方針決定 

・業界等ヒアリング調査の実施について 

 

第 5 回（2018 年 2 月 4 日） 
・2019 年度収集職業の検討（更新 171、新規・大幅修正 74） 
・Web 就業者調査による職業の数値情報の収集等中間報告 
 ※2019 年度収集職業については、研究会後各委員の意見を集約し、当機構内で 

検討の上、決定した 2019 年度収集職業について後日委員に報告を行った。 

 

② 2019 年度の開催状況 
2019 年度のインプットデータ研究会は、2018 年度に決定した職業情報を収集する約 500

職業、取得する職業の数値情報項目等の方針に従い、実際に実施した調査研究の進捗状況等

の報告を主に行った。 

第 2 回は職業の数値情報の利活用といった中長期的な課題検討のため有識者から話を聞く

勉強会方式で実施した。 
また、2020 年度以降の職業情報の定期的な新規追加、更新等インプットデータのメンテナ

ンスの方針等についても同研究会で意見交換を行った。 
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＜各回の主な議題＞ 

第 1 回（2019 年 7 月 18 日） 
・2018 年度及び 2019 年度の職業情報（職業解説、数値情報）の収集の進捗状況等の報告 
・2020 年以降のインプットデータの更新等の方針の検討について 
・インプットデータ研究会の進め方について（勉強会方式での開催の提案） 
 
第 2 回（2019 年 10 月 7 日）※勉強会方式での実施 
・2019 年度 Web 就業者調査で収集する職業の数値情報に係る留意点について 
・勉強会：神戸大学大学院経済学研究科 准教授 勇上 和史氏 
「職業の数値情報を活用した研究-タスク情報を用いた賃金格差研究-」 

 
第 3 回（2019 年 2 月 26 日） 
・2018 年度、2019 年度の職業情報（職業解説、数値情報）の収集の進捗状況等の報告 
・2020 年度新規職業等について 
・2020 年以降のインプットデータの更新等の方針について 

 

（２）インプットデータ研究会での主な検討の経緯（収録約 500 職業の選定を中心に） 
収録職業の選定方針、具体的な職業の選定にあたっては、インプットデータ研究会におい

て当機構の収録職業案に対する委員の意見等を踏まえ最終的な収録職業を決定した。収録職

業の検討、決定は、2018 年度分は第 1 回、第 2 回の同研究会、2019 年度分は第 5 回の同研

究会で行った。 
検討の結果、2019 年度末までに約 500 の職業の収録をめざし、世の中にある職業をある

程度、体系的、網羅的にカバーすることを基本としつつ、選定方針等については、「ハローワ

ークに求人が出ている職種」を中心とすることとなった。また、同時に国が示す「成長戦略」

等の中でも成長が見込まれるとされる分野、人材育成が求められる分野に関連する新しい職

業（仕事）については新規職業として追加していくこととされた。 
同研究会では、当機構の収録職業案（2018 年度、2019 年度）について、個別具体的な新

規職種の追加等の意見も出された。基本的には委員の意見を踏まえ収録職業の追加、組み替

え等を行った。 
主な委員からの意見として以下が挙げられる。 
外部有識者からは、ハローワークに求人もあり、介護分野ではキャリアアップの目標とな

る職種であり、事務職や医療関係職からのキャリアルートもある「介護施設長」を収録して

は、との意見が出され収録することとした。（収録名：「施設管理者（介護施設）」） 
経済産業省からは、「データサイエンティスト」、「AI 関連」、「システムセキュリティ関連」

等人材育成ニーズの高い IT 関連職種の収録の要望があった。これらの職種は、日本におい
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ては専業でやっている人が少なく、職業としては現時点では未だ確立していないともいえる

状況ではあるが、今後の人材需要が見込まれる重要な分野として、検討の結果、最終的にい

ずれも収録することとなった。（収録職業名：「データサイエンティスト」、「AI エンジニア」、

「セキュリティエキスパート（オペレーション）」） 
厚生労働省からは、ハローワークに一定量の求人が出ているものの旧職業データベースで

は取り上げられていなかった職種の収録について意見が出た。具体的には、「ピッキング作業

員」、「看護助手」、「調理助手」等である。今後は、健康上の理由や、子育て・介護との両立

等のため、労働条件に制約のある働き方をする労働者も増えると見込まれる。資格を必要と

せず短時間の就労も可能な「看護助手」、「調理助手」等は、ハローワークの求人も多く、一

方でこれまで整理された職業情報がほとんどなく、一定の意義もあることから日本版 O-NET

へ収録していくこととした。（収録職業名：「ピッキング作業員」、「看護助手」、「調理補助」） 
その他、収録する職業情報については厚生労働省編職業分類との対応付けを確実に実施す

ること、T2（Tools & Technology）と呼ばれる技術的情報及び用語解説等については、2020
年度以降に具体的な検討を行うこと等が確認された。 
 

（３）キャリアコンサルタント等ヒアリング調査結果の反映 

日本版 O-NET の主要な利用者層の一つと想定されるキャリアコンサルタント等の職業情報

に対するニーズ等を把握するため、職業情報収集前の 2018 年 6～8 月にヒアリング調査を実

施した。ヒアリング対象者は高校進路指導、大学キャリアセンター、民間職業紹介会社、障

害者の就労支援機関、ハローワークのキャリアコンサルタント等であり、旧職業データベー

スの職業名一覧を参考に見てもらいつつ、日本版 O-NET に収録する職業についての意見を聞

いた。異なるヒアリング対象者からの共通した意見もあった。 
意見が多かったものとしては、（旧職業データベースでは）「製造業職種が多い」、一方で「サ

ービス業が少ない」「事務系が少ない」「IT、Web 系が少ない」といったもので、産業構造の

変化に対応した職種選定の必要性への指摘であった。 
また、障害者支援の専門家からは、障害者が参入しやすく、ハローワークの求人も多い、

看護、介護、調理等の補助の仕事を取り上げることを期待する意見があった。 
日本版 O-NET の収録職業の選定にあたってはヒアリング調査結果を踏まえたものとした。

なお、ヒアリング調査結果の詳細は第４章第１節を参照されたい。 
 

（４）業界動向等ヒアリング調査結果の反映 

IT 業界、製造業の現場では技術革新等の影響により職務の内容や職務の流れが大きく変化

している可能性が高いことから、日本版 O-NET への収録職業を決定するため、業界の動向等

を確認、把握するための業界ヒアリング調査を 2018 年 10～11 月に実施した。調査の結果、

把握した状況等は IT 分野、製造分野（食品製造等は除く）の収録職業の選定にあたり参考と
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した。業界ヒアリング調査の詳細については、IT は第４章第２節、製造業は第４章第３節に

記載しているのでそれぞれ参照されたい。 
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第２章 職業解説の作成 

 

日本版 O-NET では 2019 年度 3 月のサイト開設時に、約 500 の職業情報を掲載する予定と

している。当機構が作成を担当する職業情報は、具体的には約 500の職業解説（定性データ）、

職業の数値情報（定量データ）から構成される。2018 年度、2019 年度の 2 カ年で約 500 職

業の職業情報の作成、収集を行った。 

ここでは職業情報のうち職業解説の作成手順等について述べる。 

 

第１節 職業解説作成の意義と構成要素 

 

１ 職業解説作成の意義と留意すべき事項 

職業解説は文章により職業を記述したものである。簡潔、的確に職業について表現された

職業解説を読むことは、利用者が職業について、全体としてのイメージや必要な情報を効率

的に入手できる有効な方法といえる。 

日本版 O-NET は職業探索中の学生、求職者、在職者、企業の人事担当者等はもちろん進路

指導、就職、転職等の場面で求職者等の支援を行うキャリアコンサルタント等現場の実務家

を利用者として見込んでいる。 

想定される利用者は多様であり、その利用目的も様々であると考えられる。そうした利用

者が自身の利用目的を達成し、日本版 O-NET を継続して使ってもらうためには、公的機関の

情報としての中立性、客観性、正確性そして情報の鮮度を維持することで利用者の信頼を得

ることが重要である。その上で、それぞれの職業に関わる専門家ではない利用者が、一読し

てその職業のイメージが沸き、理解できるよう、分かりやすい記述とすることが必要である。 

提供方法が Web サイトであることは、誰もがインターネットで手軽にアクセスでき、かつ

無料であり、内容の更新も容易であるため、情報の鮮度を維持しやすい有効な情報提供手段

といえる。 

 

２ 職業解説の構成要素 

日本版 O-NET 利用者が、職業解説を一読して、その職業のイメージが沸き、理解できる分

かりやすい記述とするため、すべての職業について構成を統一し標準的に記述した。職業解

説の作成にあたっては、新規職業以外は「旧職業データベース」の職業解説を可能な範囲で

活用し、構成も「旧職業データベース」の職業解説を参考とした。 

具体的には、職業解説を「どんな職業か（職務の内容）」、「就くには（入職経路等）」、「労

働条件の特徴」の三項目で構成した。各項目の中で、さらに細かく盛り込むべき要素をおお

よそではあるが決めて作業を進めた。 

ヒアリング調査等を実施してもそれぞれの職業についての情報量を均一に揃えることは
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困難であり、同じ要素の情報であっても職業にとっての重要性の軽重は異なるため、盛り込

む要素を決めつつも、すべての要素を揃えることよりは、全体としてその職業の特徴等が伝

わる記述となることを重視した。したがって、職業解説の文量等は職業ごとに異なる。 

その他に「参考情報」として、関連団体（URL 表示）、関連資格を掲載した。 

職業解説を構成する三項目の具体的な内容は以下のとおりである。 

 

 ① 「どんな職業か（職務の内容）」 

その職業に就いている人が具体的に実施する職務等をできる限り平易な言葉で満遍なく

解説する。 

第一段落でその職業の内容を概説し、第二段落以降で詳述する。職業を構成する職務の内

容は、すべての勤務先で完全に一致するものではないが、多くの職場で共通する職務と、必

要に応じて、職場に応じて実施する職務について記述する。一日の流れ等によりどんな職業

かを表す場合もある。 

その他に職務を構成する「タスク」のリストも数値情報としての実施率とともに職業ごと

に提供する。タスクはそれぞれの職業で 6～23 項目の範囲となる。 

また、2020 年度以降は職業解説の中に出てくる専門用語、業界用語等については用語解説

を作成することを予定している。当面は難解な専門用語等には文中（ ）書きや文末の注で

簡単な説明を付している。 

 

 ② 「就くには（入職経路等）」 

その職業（仕事）に就くための一般的、典型的な入職経路、学歴、資格について記述して

いる。入職経路を図解したチャート図も掲載する。必須な免許・資格については必ず記述し、

必須ではないものの職務を実施する上で関連する資格等についても記述している。 

新卒採用、中途採用の多寡等の状況、入職後の研修、配属、実務経験の積み方、キャリア

パス等についても可能な範囲で記述する。また、その職業に求められる資質等についても触

れている。 

 

 ③ 「労働条件の特徴」 

その職業における主な勤務先、就業場所・就業地、就業者の状況（男女割合、年齢別割合

等）、一般的な雇用形態（正社員、パート・アルバイト等）、労働条件（賃金、労働時間、休

日、勤務形態等）等についてその職業に特徴的なものについて記述した。データがあれば、

資料出所を記載の上、数値を掲載したが、ない場合は、情報収集の結果把握した傾向等を定

性的に記述した。 

同じ職業であっても、職場毎に就業者の状況、労働条件等は異なるため具体的な記述は容

易ではなく、抽象的な記載に止まる場合も多かった。 
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また、この項目の後段で、すべての職業ではないが、その職業を取り巻く最新動向、技術

革新や社会経済情勢の影響等を記載した。また定性的な記述ではあるが可能な範囲でその職

業の需給見通し等にも触れた。 

 

図表 2-2-1 職業解説の主な構成要素 

職業名：○○○○○  厚生労働省編職業分類番号（細分類（５桁）） 

 

◆どんな職業か 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆就くには 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・職業の概要（どこで何をするか）を短くまとめて記述する。認知度の高い他

の職業名があれば記載する。（第１段落） 

・職業の内容を詳しく記述する。（第２段落以降） 

○職務の具体的内容を並列的に記述する。 

○職務をメイン（ほとんど場合必ず実施する主要業務）とサブ（必要に応じ、

職場に応じ実施する業務等）に分けて記述する場合がある。 

○職業によっては 1 日の流れによってどんな職業かを記述する場合もある。 

・その他、職業に関連して記述が必要な事項等の説明。（最終段落） 

・入職にあたっての学歴、必要な資格等入職経路を記述。（第１段落） 

 
・新卒採用、中途採用の多寡等の状況について、必要に応じ記述。（第２段落以

降） 

・入職後の研修、配属、実務経験の積み方、キャリアパス等について、必要に

応じ記述。（第２段落以降） 

・入職に必須以外の関連資格、キャリアアップのための資格取得等がある場合

に記述。（第３段落以降） 

 

 

 

・その職業に求められる資質等について、必要に応じ記述。（最終段落） 
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◆労働条件の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆参考情報 

 【関連団体】 

  関連団体名、関連団体 URL 

 【関連資格】 

  資格名 

 

＜入職経路のチャート図＞（例） 

 

  

・労働条件の特徴等を記述できる範囲で記述する。（第１段落以降） 

○勤務先（会社、施設等）、就業場所・就業地 

○就業者の状況（男女の割合、年齢別割合等） 

○一般的な雇用形態（正社員、パートタイマー・アルバイトの多寡等） 

○労働条件（賃金、労働時間、休日、勤務形態等） 

（データがあれば、資料出所を記載。ない場合は、情報収集の結果把握した傾

向等を定性的に記述） 

 

・その職業を取り巻く最新動向、技術革新や社会経済情勢の影響等の記載。可

能な範囲でその職業の需要見通し（人手不足、需要は継続等）（最終段落） 
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第２節 職業解説作成の方法 

 

2 年間で約 500 職業について職業解説を作成するためには、短時間で大量の職業情報の収

集が必要である。情報収集を効率的に進めるため、一次的な情報収集は外部調査機関に委託

し、外部調査機関が情報収集を行い、作成した職業解説案を、後述する外部の有識者、厚生

労働省担当者及び当機構研究員から成る「職業解説検討会」で内容を精査・吟味し職業解説

の質の確保を図った。 
また、2019 年度には、過去（2012 年度、2014 年度）に当機構で情報収集していた「既情

報収集職業」も収録職業として選定しており、これらについては厚生労働省と当機構で更新

のための情報収集を行い、職業解説案を作成の上、「職業解説検討会」での検討を行った。 
さらに、2019 年度に厚生労働省が作成した日本版 O-NET 収録職業を表象する写真・動画と

の整合性を図る観点等からの職業解説の加筆、修正等も行った。 
 

１ 訪問等調査の実施 

外部調査機関に委託した情報収集の調査は「訪問等調査」と称して、2018 年度は 250 職

業（更新職業：230、新規職業：20）、2019 年度は 220 職業（更新職業：145、新規職業 48、
大幅修正職業 27）について実施した。 

更新職業については、文献等調査（インターネット、参考文献等による情報収集・調査）、

新規職業（大幅修正職業を含む）については、関係団体、企業等への訪問ヒアリング調査を

実施した。具体的には以下の通りである。 

なお、当機構が過去に情報収集し、収録職業として選定した「既情報収集職業」について

は厚生労働省と当機構で更新のための情報収集を行い、職業解説案を作成の上、「職業解説検

討会」での検討を行った。 

 

（１）「更新職業」についての文献等調査 

旧職業データベースの職業名一覧に含まれていた職業であって、日本版 O-NET でも収録す

ることとなった職業である。この職業については、旧職業データベースの職業解説の内容に

ついて、「文献等調査」として、主にインターネットで公開されている情報、加えて既存の資

料、書籍、雑誌、新聞、業界誌、業界紙、統計、テレビ番組（NHK 他）の情報、厚生労働省

及び当機構の過去の調査結果等を使って情報の最新化、事実関係の確認等の調査を行い更新

した。 

2018 年度は、更新が必要な箇所を委託事業者が確認するため、全ての対象職業共通の「情

報更新チェックシート」（情報更新のポイントを列挙したチェックリスト）（図表 2-2-2）を活

用し調査を進めた。 

2019 年度は、2018 年度の文献等調査の状況を踏まえ、職業ごとに確認のポイントが異な
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る面があることから、調査対象職業ごとに職業解説検討会委員が作成した「修正等指示書」

（元となる職業解説（旧職業情報データベースの職業解説）の更新、修正等が必要な箇所に

具体的な指示内容を記載したもの）（図表 2-2-3）を活用し調査を進めた。 

いずれの年度でも既存の資料等での調査のみでは情報が不足、不確実と判断された場合は、

関係団体、事業所への電話あるいはメール等による聞き取り等の調査も実施した。 

 

  

チェック欄
判断根拠

（資料の出典やURL、電話調査実施先の機関名等）

->
職業名は、古くなっていないか？新しい呼び方が登場していな
いか？

（更新不要）　　（更新必要）

YES　　/ 　　NO

->
登場する固有名詞（地名、道具の名前、資格名、法律名等）
は、古くなっていないか？新しい呼び方 が登場していないか？

YES　　/ 　　NO

チェック欄
判断根拠

（資料の出典やURL、電話調査実施先の機関名等）

->
新たな道具・機材・ソフトウェアの登場により、仕事内容が変
わっている可能性はないか？

（更新不要）　　（更新必要）

YES　　/ 　　NO

->
IT、AI、IoT等による業務の自動化・効率化により、仕事内容
が変わっている可能性は無いか？

YES　　/ 　　NO

->
サプライチェーンやマーケティング対象のグローバル化により
仕事内容が変わっている可能性は無いか？

YES　　/ 　　NO

->
政府の方針（法整備、資格整備、職業訓練内容の変更等）によ
り、その職業がカバーすべき仕事領域が拡大/縮小している可能
性は無いか？

YES　　/ 　　NO

->
社会的な要請（少子高齢化、共働き世帯の増加、人手不足、働
き方改革等）により、その職業の仕事領域が拡大/縮小している
可能性は無いか？

YES　　/ 　　NO

->
その他、当該の業界・職種に固有の要因で、仕事内容が変わっ
ている可能性は無いか？

YES　　/ 　　NO

チェック欄
判断根拠

（資料の出典やURL、電話調査実施先の機関名等）

->
既に一般的ではなくなった、もしくは名称が変わっている入職
経路・資格名・試験名等が書かれていないか？

（更新不要）　　（更新必要）

YES　　/ 　　NO

-> 新たに登場した入職経路がある可能性は無いか？ YES　　/ 　　NO

->
職業内でのキャリアアップやその後の職業間移動について、古
くなっている情報（職業名、経路等）はないか？

YES　　/ 　　NO

チェック欄
判断根拠

（資料の出典やURL、電話調査実施先の機関名等）

->
統計データに関する記述（地域性、就業者の年齢層、勤務時間
等）は、最新の官公庁データ（国勢調査、賃金センサス等）と
矛盾はないか？

（更新不要）　　（更新必要）

YES　　/ 　　NO

->
働き方に関して、文中に例示されている内容が古くなっていな
いか？（「1日8時間ずつ3交替制が一般的」等）

YES　　/ 　　NO

->
「ブラック企業」の社会問題化や働き方改革、業務の効率化等
により、労働条件が変わっている可能性は無いか？

YES　　/ 　　NO

->
労働市場の状況（求人数・充足率の状況等）の観点で、今後の
労働需要の展望に関する記述が古くなっていないか？

YES　　/ 　　NO

チェック欄
判断根拠

（資料の出典やURL、電話調査実施先の機関名等）

->
記載されている関連団体は現存しているか？名称は変わってい
ないか？新たに別の関連団体は出現していないか？

（更新不要）　　（更新必要）

YES　　/ 　　NO

->
記載されている関連資格は現存しているか？名称は変わってい
ないか？新たに別の関連資格は出現していないか？

YES　　/ 　　NO

委託事業者・ご担当者

記入日（　　　　　　年　　　　月　　　　日） 記入者氏名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

JILPT　校閲・確認者

確認日（　　　　　　年　　　　月　　　　日） 確認者氏名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

チェック項目

「参考情報」について

チェック項目

情報更新チェックシートver0.003

「どんな職業か」の文章について

チェック項目

「就くには」の文章、およびキャリアパス図について

「労働条件の特徴」の文章について

全体について

チェック項目

チェック項目

※実際はエクセルデータにて本チェックシートを提供の上、「判断根拠」欄を適宜広げてご記入をお願いすることになります。

図表 2-2-2 
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図表 2-2-3 化粧品販売【修正等指示書の例】 

 

 

（２）「新規職業」（「大幅修正職業」を含む）についての訪問ヒアリング調査 

 

① 事前の情報収集と訪問ヒアリング調査 

「新規職業」は日本版 O-NET に収録するために選定した新しい職業である。「大幅修正職

業」は旧職業データベースに収録されていた職業ではあるが、職務の変化等が大きいと想定

されることから「新規職業」と同様の調査方法で職業解説を作成することとした職業である。 

「新規職業」の職業解説は、インターネット、既存の文献、資料、調査等による事前の情

報収集と関係団体（業界団体）及び対象職業が存在する企業への訪問ヒアリング調査の結果
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等から作成した。「大幅修正職業」については、「新規職業」の職業解説を収集する手法に加

え、旧職業データベースの職業解説も一部参考とした。 

訪問ヒアリング調査にあたっては、当機構がこれまで職業情報を収集する際に使用してき

た「職業調査票」を活用した。この「職業調査票」は事前の情報収集の結果を仮のものとし

て記入した上で、関係団体（業界団体）、企業への訪問ヒアリング調査を実施し、限られた時

間の中で効率的、効果的なヒアリング調査の実現を目指した。 

ヒアリング先として関係団体（業界団体）を選定する理由は、団体は、業界内の多くの企

業（職能団体であれば、多くの企業等で働く就業者）を会員とし、多種多様な情報を集約で

き、該当の職業の標準的な実態を把握する上でヒアリング対象として適切と考えたからであ

る。一方、企業へのヒアリングでは、該当職業の個別具体的な職務の内容、働き方の事例に

ついて実態を把握することができるメリットがある。その職業で実際に働いている就業者の

話を聞くことは、よりリアルな職業の現場情報を収集できると考えた。 

 

② 「職業調査票」の活用 

「職業調査票」（図表 2-2-4）は、当機構が過去に職業情報収集のために使用してきた調査

様式である。これまで数次の改訂を続けてきている。「職業調査票」の項目は職業に関連して

多岐にわたり職業について総合的に情報を収集できるようになっており、職業解説の執筆に

必要な項目が含まれている。 

具体的な項目は、（a）職業のイメージ、（b）仕事の内容、(c)分業・分担チームワーク、(d)
産業や地域の特徴、(e)就業者の特徴、(f)入職条件、訓練、昇進、職業キャリアの特徴、(g)
労働条件に見られる特徴、(h)職業の動向等の分野に分かれている。 

2018 年度は、全分野の 75 項目を使用したが、2019 年度は、2018 年度の調査の状況を踏

まえ、調査対象者の回答負担等を減らすため、調査項目を職業解説の執筆に不可欠な項目数

に絞り込み、44 項目にして実施した。 

訪問ヒアリング調査の際には、前述のとおり、事前に記載済の「職業調査票」を使用し、

ヒアリングの場で聞き取りをしながら内容の加筆、修正等を行った。 
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図表 2-2-4 職業調査票（新規職業・大幅修正職業用）の項目 

（※は 2019 年度調査で削除した項目） 

(ａ)  職業のイメ－ジ（他の職業との区別） 

■(ａ)－１ ＜職業の特徴＞ 

■(ａ)－２ ＜職業発生の経緯＞※ 

■(ａ)－３ ＜やりがい・面白さ＞※ 

 

 

(ｂ)  仕事の内容＜仕事の流れと各側面＞ 

■(ｂ)－１ ＜職業解説（業務の流れ）＞ 

■(ｂ)－２ ＜使用する機器・装置類＞ 

■(ｂ)－３ ＜必要な知識・スキル＞ 

■(ｂ)－４ ＜さらに必要となる要素＞※ 

■(ｂ)－５ ＜語学力の必要性・使う機会＞ 

■(ｂ)－６ ＜１日の仕事の流れ＞  

■(ｂ)－７ ＜タスク（課業）＞ 

■(ｂ)－８ ＜心構えや行動規範＞ 

■(ｂ)－９ ＜自律的行動の余地＞※ 

■(ｂ)－10 ＜特徴的な人間関係の要素＞ 

■(ｂ)－11 ＜必要なチームワーク＞ 

 

(ｃ)  分業・分担・チームワーク 

■(ｃ)－１ ＜指示を受ける職業・その内容＞※ 

■(ｃ)－２ ＜指示をする職業・その内容＞※ 

■(ｃ)－３ ＜連携する職業・その内容＞※ 

■(ｃ)－４ ＜チームワーク体制＞※ 

■(ｃ)－５ ＜関係する職業＞※ 

 

(ｄ)  産業や地域の特徴 

■(ｄ)－１ ＜職業分野＞※ 

■(ｄ)－２ ＜地域＞ 

■(ｄ)－３ ＜立地の特徴＞ 

■(ｄ)－４ ＜事務所の特徴＞※ 
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(ｅ)  就業者の特徴（統計数値等の確認） 

■(ｅ)－１－１ ＜就業者数＞ 

■(ｅ)－１－２ ＜就職者数の性別内訳＞ 

■(ｅ)－２ ＜雇用労働者の就業形態別割合＞ 

■(ｅ)－３－１ ＜就業者の年齢構成＞ 

■(ｅ)－３－２ ＜10～20 代、60 歳以上の就業者の割合＞※ 

■(ｅ)－４ ＜自営的働き方と雇用労働者の割合・具体的な自営的形態の働き方＞ 

■(ｅ)－５－１ ＜入職・離転職の人数＞※ 

■(ｅ)－５－２ ＜離転職の程度＞※ 

■(ｅ)－６－１ ＜他の職業からの（への）転職＞ 

■(ｅ)－６－２ ＜入職・退職の年齢＞※ 

■(ｅ)－６－３ ＜開業・独立の可能性＞ 

■(ｅ)－７ ＜昇進・キャリアアップ・独立＞ 

■(ｅ)－８ ＜その他生活パターン＞ 

 

(ｆ)  入職条件、訓練、昇進、職業キャリアの特徴 

■(ｆ)－１ ＜入職・訓練・昇進・移動のコース＞ 

■(ｆ)－２－１ ＜新規学卒入職者の学歴＞ 

■(ｆ)－２－２ ＜最終学歴の専攻分野＞ 

■(ｆ)－３ ＜職業教育＞※ 

■(ｆ)－４－１ ＜就業に必要な免許・資格＞ 

■(ｆ)－４－２ ＜関連資料・望ましい技能レベル＞ 

■(ｆ)－５－１ ＜一人前になる年数＞※ 

■(ｆ)－５－２ ＜一人前になる必要な経験＞ 

■(ｆ)－６－１ ＜職場での教育内容・期間＞ 

■(ｆ)－６－２ ＜仕事継続に必要な知識＞ 

■(ｆ)－７ ＜同業者、関連事業者とのネットワーク＞ 

 

(ｇ)  労働条件に見られる特徴 

■(ｇ)－１－１ ＜賃金・所得の形態＞ 

■(ｇ)－１－２ ＜学歴別初任給＞※ 

■(ｇ)－１－３ ＜賃金・所得の平均＞※ 

■(ｇ)－１－４ ＜手当て・能力給の特徴＞※ 

■(ｇ)－１－５ ＜収入の安定度＞ 

■(ｇ)－２－１ ＜残業時間の程度＞ 
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■(ｇ)－２－２ ＜残業の特徴＞ 

■(ｇ)－３－１ ＜勤務形態別の構成比＞※ 

■(ｇ)－３－２ ＜特徴的な勤務形態＞ 

■(ｇ)－３－３ ＜転勤の程度＞ 

■(ｇ)－３－４ ＜海外勤務の機会・頻度＞ 

■(ｇ)－３－５ ＜海外出張の機会・頻度＞※ 

■(ｇ)－４－１ ＜休日の形態＞ 

■(ｇ)－４－２ ＜休日・休暇の特徴＞ 

■(ｇ)－５ ＜住宅・ホームオフィス・サテライト等の割合・具体的な働き方＞※ 

 

(ｈ)  職業の動向（最近の変化と今後について） 

■(ｈ)－１－１ ＜外部環境の変化＞ 

■(ｈ)－１－２ ＜仕事内容の変化＞ 

■(ｈ)－１－３ ＜従業者の変化＞※ 

■(ｈ)－１－４ ＜処遇等の変化＞※ 

■(ｈ)－１－５ ＜その他の変化＞ 

■(ｈ)－２－１ ＜就業者の過不足感＞※ 

■(ｈ)－２－２ ＜就業者の過去５年間の変化＞※ 

■(ｈ)－２－３ ＜就業者の今後５年間の変化見込み＞※ 

■(ｈ)－３－１ ＜5 年後の労働力の需要の変化見込み＞※ 

■(ｈ)－３－２ ＜5 年後の労働力の供給の変化見込み＞※ 

■(ｈ)－３－３ ＜5 年後の労働力需要と供給の変化理由・仕事内容や環境の変化＞※ 

 

(ｉ)  その他 

■(ｉ)－１ ＜職業団体の有無＞ 

■(ｉ)－２ ＜直接関連する法規の有無＞ 

■(ｉ)－３ ＜職業に関する関係団体名・問い合わせ先＞ 

 

２ 職業解説検討会の設置 

外部調査機関、厚生労働省及び当機構が作成した職業解説案の内容を精査・吟味するため

職業解説検討会を設置した。職業解説検討会では、職業解説案を最終版の職業解説に仕上げ

ていく検討を実施した。 

職業解説検討会は、2018 年度、2019 年度の 2 年間にわたり実施した。 
2018 年度は、同年 8 月から原則週 1 回開催し、年度末までで 27 回実施した。2019 年度

は、同年 6 月から 11 月までで 39 回実施した。2 年間での職業解説検討会の開催は通算で 66
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回となった。 

職業解説検討会は、外部有識者、厚生労働省担当者、当機構研究員で構成した。具体的メ

ンバーは以下の通りである。 

＜職業解説検討会メンバー＞ 

厚生労働省 職業安定局 職業情報研究官（2019 年度は、中央職業安定監察官）鈴木 徹

厚生労働省 職業安定局 中央職業安定監察官 白兼 俊貴 

（※2019 年度、「既情報収集職業」の検討時に参加）

元（独）労働政策研究・研修機構研究所長 金崎 幸子 

（独）労働政策研究・研修機構 統括研究員 松原 亜矢子 

（独）労働政策研究・研修機構 研究員 鎌倉 哲史 

（独）労働政策研究・研修機構 アドバイザリーリサーチャー（2019 年度は、当機構元主任

研究員） 西澤 弘 

（独）労働政策研究・研修機構 特任研究員 松本 真作 

外部調査機関：担当者 

職業解説検討会では、外部調査機関等が更新又は新規作成した職業解説案を公的機関の情

報としての中立性、客観性、正確性そして情報の鮮度が担保されているか等の観点から吟味

を行った。また、その上で、職業解説がそれぞれの職業に関わる専門家ではない日本版 O-NET

の利用者にとって、一読してその職業のイメージが沸き、理解できるような分かりやすい内

容、表現となっているかについても検討した。さらに、約 500 の職業間で、ある程度整合の

とれた記載となっているかについても精査した。 

３ キャリアコンサルタント等ヒアリング調査結果の反映 

日本版 O-NET の主な利用者層の一つと想定されるキャリアコンサルタント等の職業情報に

対するニーズ等を把握するため実施したヒアリング調査においても、ヒアリング対象者であ

る高校進路指導、大学キャリアセンター、民間職業紹介会社、障害者の就労支援機関、ハロ

ーワークのキャリアコンサルタント等から、日本版 O-NET に収録する職業解説の内容につい

ての意見や要望があった。 

主な意見としては「求人票以外で標準的な職業情報がまとまっていることに意義がある」、

「職務の細かい内容であるタスクが分かると有用である」、「就職後のキャリアパスの情報が

あると有益である」といったものであった。「キャリアパスに関する情報」については、意見

が多かったが、当面は職業解説の中で可能な範囲で定性的ではあるが記述していくこととし

た。 
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なお、キャリアコンサルタント等のヒアリング調査結果の詳細は第４章第１節を参照され

たい。 

４ 職業解説作成にあたっての今後の課題 

サイト公開後の職業解説の課題としては、短期的には職業解説をより分かりやすく誰もが 

利用しやすい情報とするための用語解説の作成、中長期的には職業解説が今後、継続的に利

用者にとって有益な情報となるためのメンテナンス方針の作成等が挙げられる。 

（１）用語解説の作成 

日本版 O-NET は、学生、求職者、在職者、企業の人事担当者等はもちろん就職支援等を行

うキャリアコンサルタント等現場の実務家など多様な利用者を見込んでいる。とりわけ進路

選択、職業探索中の生徒、学生等若年者にとっては日本版 O-NET が初めて職業情報に触れる

機会となる場合もあり、職業解説の分かりやすさが重要と考える。そのため 2020 年度以降、

職業解説の中に出てくる専門用語、業界用語等について用語解説を作成することを検討して

いる。若年者のみならず異業種・異職種からの転職希望者等にとっても職業をよりよく理解

し、職業選択の際の一助となることが期待される。 

（２）職業解説のメンテナンス 

サイト公開後も職業解説については、原則として年に 1 回、新規職業の追加及び既存職業

の更新（改訂）等のメンテナンスを行うことを検討している。2020 年度における新規職業の

追加については 2018 年度、2019 年度の職業情報収集過程において得た関係機関・省庁等か

らの意見等を踏まえ、約 10 職業を新規で追加する予定である。一方、2021 年度からは計画

的なメンテナンスを実施する予定である。 

具体的には、新規職業について、前年度の後半からハローワーク、民間需給調整機関、高

校・大学進路指導関係団体等のヒアリングを行い、日本版 O-NET に新規に追加した方がよい

職業、大幅な修正をした方がよい職業を毎年 5～10 程度把握し、リストアップをする。その

後は、2018 年度、2019 年度同様、文献等調査、訪問ヒアリング調査を実施し、職業解説案

の作成を行い、職業解説検討会での精査等を経て、最終版を作成の上、厚生労働省へ情報提

供することを予定している。 

さらに既存職業の更新（改訂）等については、2020 年度から単なる職業解説の内容の更新、

修正のみならず、職業を取り巻く状況等によっては職業の分割、複数の職業の統合あるいは

職業解説の削除も検討していくことになる。新規職業を追加して職業解説の数を増やすのみ

ならず、必要性の低い職業の削除、統合等を判断し、サイトの職業情報が労働市場と乖離の

ない適正な職業情報データベースとして維持されることが今後は重要になると考えている。

こうした、既存職業の更新（改訂）等については、対象職業を選定する主に 2 つの契機が考
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えられる。一つは新規職業と同様、関係者からのヒアリング等も踏まえ職業の変化等が早い

業界、職種等について計画的に対象職業を選定する場合と、もう一つはサイト利用者からの

意見等により更新（改訂）等対象職業を選定する場合である。現時点では、両方を合わせて

毎年 50 職業程度の既存職業をリストアップして更新（改訂）等を実施することを検討して

いる。リストアップ後は、2018 年度、2019 年度同様、文献等調査を実施し、更新（改訂）

の要否の判断、必要がある場合の情報更新等を行う。職業の分割、統合、削除等についても

職業解説検討会での議論等を経て方針決定し対応を図る。こうしたプロセスを経て更新（改

訂）等を行った職業解説の最終版を厚生労働省に情報提供することを予定している。 

なお、こうしたメンテナンスの方針等は、あくまで現時点での予定であり、サイト公開後

の状況によっては柔軟に見直しつつ最適なメンテナンスの方針等一定期間をかけて構築して

いくことになると考えている。 
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第３章 職業に関する数値情報の作成 

 

本章では職業に関する数値情報の作成に関して、2018 年度、2019 年度に実施した調査の

方法と結果を報告する。 
 

第１節 目的 

 

調査の目的は米国 O*NET を参考としつつ、約 500 の職業に関して職業横断的な数値情報、

ならびにタスクの実施率を整備することである。 

 

第２節 方法 

 

上記の目的を達成するため、2 年間で 2 度の Web 就業者調査と、補足的な紙媒体での調査

を実施した。いずれの調査も内容面ではほぼ同一であった。そこで本節では、まず 3 種の調

査の実施概要を述べ、その後に共通する具体的な調査票の構成、および結果の整理方法（ス

クリーニング等）について述べる。 
 

1. 2018 年度 Web 就業者調査の実施概要 

(1) 調査手法 

 Web モニター調査 

(2) 調査時期 

 2018 年 12 月～2019 年 1 月 
(3) 調査対象者 

Web 調査会社にモニター登録している者の中から、230 職業の就業者を対象とした 6。各

職業で最終的に 50 名程度の回答者を確保することを目指し、調査時点の目標件数は各職業

60 名に設定した。 
(4) 調査のプロセス 

Web モニターに対して調査会社より調査協力の依頼メールを送付した。回答は任意である

ため、回答をもって調査協力への同意と見なした。回答はパソコンからでもスマートフォン

からでも可能であった。 

回答者は依頼メールから専用の調査用 Web サイト（巻末の付録「Web 調査画面サンプル」

参照）へ飛び、230 職業の中から自分の職業を選択した。すべての調査項目に回答し調査は

                            
6 なお、前章で報告した「職業解説」については 2018 年度に 250 職業について情報の作成・更新が行われたが、

そのうち「新規」20 職業に関してはタスク領域の項目内容が確定していなかったため、次に述べる 2019 年度

Web 就業者調査で実施した。 
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終了した。 

 

2. 2019 年度 Web 就業者調査の実施概要 

(1) 調査手法 

 Web モニター調査 

(2) 調査時期 

 2019 年 11 月～2019 年 12 月 

(3) 調査対象者 

Web 調査会社にモニター登録している者の中から、情報収集対象である 287 職業の就業者

を対象とした。このうち 3 職業は 2018 年度調査で十分なサンプルサイズが得られず、また

後述の直接依頼の実施も難しかった職業の再調査である。目標収集数は 2018 年度と同様 60
名とした。 

(4) 調査のプロセス 

調査のプロセスは原則として 2018 年度と同様である。ただし 2018 年度は全モニターに

対して均等に依頼をかけていたのに対して、2019 年度はデータを集めにくいことが予想さ

れた一部の職業に関して、Web 調査会社が事前に把握している業種、職種等の情報に基づき

選択的に依頼をかける等の工夫が行われた 7。 

 

3. 2019 年度 補足的な紙媒体での調査の実施概要 

(1) 調査手法 

 紙のアンケートの持ち込み、および郵送調査 

(2) 調査時期 

 2019 年 7 月～2020 年 1 月 
(3) 調査対象者 

2018 年度 Web 就業者調査で十分なサンプルサイズが得られなかった一部の職業について

関係機関・団体等に個別に直接調査協力を依頼し、6 職業について承諾を得た。回収目標件

数は各職業最低 20 件としたが、依頼先の都合を最優先とし、実際の配布数は 20～30 件の範

囲であった。 
(4) 調査のプロセス 

職業ごとに詳細は異なるが、基本的には厚生労働省が 2019 年度に日本版 O-NET の写真・

動画コンテンツ制作の協力依頼を行う際、該当する職業のみ当機構より紙のアンケートへの

回答を併せて依頼した。 

 

                            
7 なお 2018 年度と 2019 年度で落札事業者は異なる。 
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4. 全調査共通の調査票項目の内容 

 3 種の調査で共通の調査内容は下記 9 点である。 

 

 １．回答者の属性（就業状況、職業、仕事の具体的な内容、経験年数等） 

 ２．職業興味（6 項目） 

 ３．仕事価値観（10 項目） 

 ４．スキル（39 項目） 

 ５．知識（33 項目） 

 ６．仕事の性質（23 項目） 

 ７．教育と訓練（4 項目） 

 ８．選択した職業のタスク実施有無（7～24 項目） 8、 

および「その他のタスク」（自由記述、回答任意） 

 ９．ご意見・ご感想（自由記述、回答任意） 

 

以下、上記の順で説明する 9。 

 

(1) 職業興味 

職業興味とは本来は人間の側の情報であり、米国 O*NET OnLine では Interest 情報を「仕

事の環境や結果に関する個人の嗜好」（Preferences for work environments and outcomes.）
と定義している 10。つまり、「こういう仕事がしたい」という人々の素朴な選好（好き嫌い）

が職業興味である。翻って、米国 O*NET において職業の側の情報として整備される職業興

味とは「ある職業に向いている職業興味とはどのようなものか」、すなわち各職業の職業興味

への合致度について類型別に数値化した情報領域である。 
米国 O*NET の Interest 領域には 6 項目があるが、これらの項目の起源は Holland (1959)

の「職業選択の理論」（A theory of vocational choice.）まで遡ることができる。ホランドの

職業興味は 6 領域(Realistic, Investigative, Artistic, Social, Enterprising, Conventional)
の頭文字を取って、いわゆる「RIASEC」として我が国でもキャリアコンサルティングの現

場で広く知られているものである。 
他にも職業興味に関する理論はある中でホランドの 6 分類を採用した理由について

Peterson et al. (2001)は、(1)この分類はパーソナリティ検査によって測定されるタイプの興

味とは異なる興味の情報を提供してくれる、(2)この分類はキャリアカウンセリングと職業

                            
8 後述の通り実際のタスクの数は 6～23 個であるが、「この中に実際行っている仕事はない」を含めると調査票

上の項目数としては 7～24 項目ということになる。 
9 ただしこのうち 2～8 は、説明のため便宜的な並べ替えを行っている。実際の調査票上の順序については巻末

付録の「Web 調査画面のサンプル」を参照されたい。 
10 2020 年 2 月現在。以下、他の情報領域の定義も同じ。 
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に関する文献の中で特によく知られている、の 2 点を挙げている。詳細は Sager (1999)を参

照されたい。 

今回当機構では米国 O*NET の Interest 領域を参考に、ほぼ同内容の 6 項目を使用した

11。各職業の就業者に対して「あなたが従事している仕事に合っているのは、どのような人

ですか？」という設問で、図表 3-1 に示す 6 項目について「１：合っていない」から「５：

合っている」までの 5 段階で回答を求め、その平均値を収録データとした。 

 

図表 3-1 職業興味 6 項目(RIASEC) 

（教示文概要：「あなたの仕事に向いているのはどんな人ですか？」） 

通し 

番号 
項目名 調査票上の文言 

1 現実的(R) 
機械、道具を使ったり、モノ（動植物を含む）を対象とした

具体的で実際的な仕事や活動が好きな人。 

2 研究的(I) 研究や調査のような研究的、探索的な仕事や活動が好きな人。 

3 芸術的(A) 
音楽、デザイン、絵画、文学等、芸術的な仕事や活動が好き

な人。 

4 社会的(S) 人と接したり、人に奉仕したりする仕事や活動が好きな人。 

5 企業的(E) 
企画、立案したり、組織の運営や経営等の仕事や活動が好き

な人。 

6 慣習的(C) 
定型的な方式や規則、慣習を重視し、それに従って行う仕事

や活動が好きな人。 

 

(2) 仕事価値観 

仕事価値観とは本来は「こんな仕事だったら満足できる」という人々の評価基準である。

米国O*NET OnLineでもWork Valuesのサブ領域はコンテンツモデル上で「就業者の特性」

領域に置かれているが、一方で定義としては「個人が満足感を得る上で重要な仕事の全体的

様相」（Global aspects of work that are important to a person's satisfaction.）としている。

言い換えれば、職業の側の情報として整備される仕事価値観とは「ある職業が、個人の仕事

価値観をどの程度満たしやすいか」、すなわち仕事に対する満足感の充足のしやすさを類型

別に数値化した情報領域といえる。 
仕事に関する価値観については Super (1970)が作成した最初の測定尺度である「仕事価

値観目録」(WVI: the Work Values Inventory)以来、実証的な測定尺度の開発が進められて

                            
11 ただし米国 O*NET の場合 Interest の情報源は分析官（Analyst）である。 
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きた。しかし、それらの測定尺度はほぼすべて、職業ではなく人々の測定のため構成されて

おり、その中でも唯一の例外だったのが米国 O*NET の項目の理論的根拠ともなった Dawis 
& Lofquiest (1984)の「仕事合致理論」（TWA: Theory of Work Adjustment）、ならびに Dawis 
(1991)による「ミネソタ職務記述調査票」 (MJDQ: the Minnesota Job Description 
Questionnaire)である(Sager, 1999, p.201)。この理論の元となった人間の側の仕事価値観

を測る MIQ (the Minnesota Information Questionnaire)では仕事の満足感を促進し得る

「強化子」(reinforcer)21 項目についてその因子構造から 6 次元の仕事価値観の分類を特定

している。 
米国 O*NET では MJDQ の 21 項目を「一部表現を修正」（Sager, 1999）して分析官が評

価し、これを上記の 6 次元にまとめて情報を提供している 12。一方、今回の調査では新たに

10 項目でデータを取得している。項目設定の根拠は下記 2 点である。 
 

１：米国 O*NET で情報提供する 6 次元のうち「Working Condition」については

「雇用や報酬の安定性」と、「安全で衛生的に働ける」が混在するが、少なくと

も我が国の就業者の感覚からすれば両者を分けた方が自然と考えられた。 

 

２：米国 O*NET の 6 次元には、近年我が国で注目される「ワーク・ライフ・バラ

ンス」に該当する価値観が含まれていない。そこで、これに該当する項目を持つ

シャイン(1980 金井訳 2003)の「キャリアアンカー」（Career Anchors）8 項目

を参考としつつ、米国 O*NET の 6 次元と重複しない価値観の中から「専門性」

「奉仕・社会貢献」「私生活との両立」を追加した 13, 14。 
 

こうして確定した図表 3-2 に示す 10 項目について、各職業の就業者に対して「あなたが

従事している仕事では、どのような点で満足感を得やすいですか？」という設問で「１：満

足感を得にくい」から「５：満足感を得やすい」までの 5 段階で回答を求め、その平均値を

収録データとした。 

 

 

  

                            
12 ただし測定方法については元の MJDQ が対比較であったのに対し個別に回答を求めている点など違いがある。

詳細は Sager (1999)を参照。 
13 ただし項目名については全体の並びの中で違和感が無いよう、金井の邦訳とは異なるものとしている。 
14 キャリアアンカーにはこの他に「起業家的創造性」（Entrepreneurial Creativity）があるが、インプットデー

タ研究会で協議し、全職業で尋ねるにはやや異質であるため除外した。 
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図表 3-2 仕事価値観 10 項目 

（教示文概要：「あなたの仕事ではどのような点で満足感を得やすいですか？」） 

通し 

番号 
項目名 調査票上の文言 

O*NET 

（TWA） 

キャリア 

アンカー 

1 達成感 努力した結果が達成感に結びつく。 ○ ○ 

2 自律性 自ら意思決定し、自主的に業務を遂行できる。 ○ ○ 

3 
社会的 

認知・地位 
人から認められたり、社会的な地位が高い。 ○ ○ 

4 
良好な 

対人関係 
仕事で関わる人々と良好な人間関係を築ける。 ○ ― 

5 労働条件 雇用や報酬が安定している。 △ ○ 

6 
労働安全 

衛生 
安全で衛生的な環境で働ける。 △ ― 

7 
組織的な 

支援体制 

企業や団体の内外から就業者のための組織的支援が

受けられる。 
○ ― 

8 専門性 
自分の専門性を生かして働き、さらに専門性を高め

ていくことができる。 
― ○ 

9 
奉仕・ 

社会貢献 

社会全体や、困っている人々のために働くことがで

きる。 
― ○ 

10 
私生活 

との両立 

仕事だけでなく、家族と過ごす時間や趣味の時間な

ど、私生活も充実することができる。 
― ○ 

 

(3) スキル 

職業に関するスキルも本来は人間の側の情報であり、「個人が主として後天的に獲得した

仕事の遂行能力」を指す。つまり、「こんな仕事ができる」という個人の能力のうち、練習や

訓練を通して蓄積・向上可能である能力が職業スキルである。翻って、今回職業の側の情報

として整備されるスキルとは「ある職業でどのようなスキルが求められるか」、すなわち職務

の遂行にあたって標準的に求められるスキル要件を数値化した情報領域である。 

米国 O*NET OnLine では Skills 情報を「基盤スキル」（Basic Skills）と「職能横断的ス

キル」（Cross-Functional Skills）に分けて定義している。基盤スキルとは「学習や、知識の

素早い獲得を促進する、開発された能力」（Developed capacities that facilitate learning or 
the more rapid acquisition of knowledge.）である。職能横断的スキルとは「複数の職務に

わたって見られる活動のパフォーマンスを促進する、開発された能力」（Developed 
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capacities that facilitate performance of activities that occur across jobs.）である。ただ

し、米国 O*NET では情報提供にあたって両者を区別せずに Skills 領域として扱っているた

め、今回の我が国における情報整備でも一括して「スキル」という領域名としている。 
米国 O*NET の項目は主に認知心理学と産業組織心理学の知見に基づいて独自開発され、

当初は 46 項目で情報が整備されていた。しかし公開後に「あまりに項目が細かすぎる」とい

う批判があり項目の統廃合が進み、現在では 35 項目となっている。この詳しい経緯につい

ては Mumford, Peterson, & Childs (1999)および後続の開発レポートを参照されたい。 
今回当機構では米国 O*NET の Skills 領域を参考に 39 項目を設定した（図表 3-3）。米国

O*NET からの項目内容に関する主な「ローカライズ」は下記 4 点である。 

 

（１）「Mathematics」を「数学的素養」に、「Science」を「科学的素養」とした。 

＞＞ 「数学」は同名の項目が知識領域にも存在することから、ここでは数学そのものではなくそれ

を現実場面で応用するスキルであることを踏まえ「数学的素養」とした。これと表記を揃える形で、

「科学」(Science)も「科学的素養」とした。 

 

（２）「Active Learning」を「新しい情報の応用力」とした。 

＞＞ 直訳すれば「積極的学習」「活発な学習」等となるが、この訳ではスキルというより学習におけ

るモチベーションを指しているような印象を受けてしまう。また「アクティブ・ラーニング」というカ

タカナ表記は、我が国では既に教育実践の場面で別の意味で使用されており紛らわしい。そこで、本

スキルの「新たな情報が、現在・将来の問題解決や意思決定において持つ意味を理解するスキル」とい

う定義を念頭に意訳した。 

 

（３）「System Analysis」を「企業・組織の活動の分析」、「System Evaluation」を「企

業・組織の活動の評価」とした。 

＞＞ 直訳すれば「システム分析」「システム評価」等となる。しかし「システム」という言葉は我が

国ではどうしてもコンピュータシステムがイメージされやすい。Peterson et al. (1999)の開発レポ―

トによれば、本来米国 O*NET の両項目における「System」とは「社会技術システム」(Socio-Tchnical 

System)を指す(p.56)。社会技術システムとは端的に言えば「企業」のことである。企業という有機的

システムを社会と技術によってその在り方や戦略が変化してゆくものと見なすとき、このように呼ぶ。

したがって米国 O*NET のデータベースでは、確かに IT 系職種も上位に位置するが、第 1 位は「最高

経営責任者」(Chief Executives: 別名として CDO, CEO, CFO)である（2020 年 2 月現在）。 

こうした項目本来の意図が伝わるよう、やや特殊な意訳により項目名を確定した。なお、「企業・組

織」としたのは官公庁や企業以外の民間組織等も社会と技術により在り方が影響を受ける「社会技術

システム」と見なせると考えたためである。 
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（４）「外国語を読む」「外国語を聞く」「外国語で書く」「外国語で話す」の 4 項目を独自

に追加した。 

＞＞ 米国では母国語（英語）がそのままビジネスや学術領域の国際標準となっており、特段の事情

が無ければ異言語話者にも英語の使用を求めることができる。このため米国人にとって外国語は仕事

のスキルというより、「人文学の領域で必要な『知識』」として Knowledge 領域に割り当てられている。

一方、グローバル化が進行した今日の我が国のビジネスシーンでは単語や文法を「知っている」（知識）

というよりも、外国語を会話や読み書きで「使える」（スキル）ことが極めて重要となっている。たと

えばプログラマーが技術の最新動向を知ろうとした時、英語のレポートを読んだり、国際的なフォー

ラムやサイトで情報の受信・発信ができなければアクセスできる情報源が限られてしまう。このよう

に、我が国の就業者にとって外国語活用スキルは新しい情報の獲得、伝達、発信の根幹に関わるとい

う意味でスキルとして加えるべきと考えられた。 

 

図表 3-3 スキル 39 項目（1～14 が基盤スキル、15～39 が職能横断的スキル） 

通し 

番号 
項目名 調査票上の文言 

1 読解力 仕事に関係する文書を読んで理解するスキル。 

2 傾聴力 
話の腰を折らずに、要点をおさえ、必要に応じて適切な質問をするスキ

ル。 

3 文章力 読者に合わせて文章で効果的に情報を伝えるスキル。 

4 説明力 効果的に情報が伝わるように他者に話をするスキル。 

5 外国語を読む 外国語の文章を読んで理解するスキル。 

6 外国語を聞く 外国語を聞いて理解するスキル。 

7 外国語で書く 外国語で文章を書くスキル。 

8 外国語で話す 外国語で話すスキル。 

9 数学的素養 数学を利用して問題を解決するスキル。 

10 科学的素養 科学の法則と手法を用いて問題を解決するスキル。 

11 
論理と推論（批判的

思考） 

論理と推論を用いて、問題へのアプローチの仕方や、解決方法、結論に

ついて、利点・欠点を明らかにするスキル。 
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12 
新しい情報の応用

力 

新たな情報が、現在・将来の問題解決や意思決定において持つ意味を理

解するスキル。 

13 
学習方法の選択・実

践 

自分自身や他者が何かを学ぶとき、訓練や指導の方法・プロセスを状況

に応じて選択・実践するスキル。（自分の学習と他者の学習支援でレベ

ルが異なる場合は、より高いレベルを回答） 

14 継続的観察と評価 
改善・是正のために、自分自身や、他者、組織、その他外部環境や状況

を継続的に観察し、評価するスキル。 

15 他者の反応の理解 他者の反応に気づき、なぜそのように反応したのかを理解するスキル。 

16 他者との調整 
自分と他者の活動を調整するスキル。日程の調整や、共同での作業、取

引先との調整などを含む。 

17 説得 考え方もしくは行動を変えるよう他者を説得するスキル。 

18 交渉 他者の意見の違いを解消させるように交渉するスキル。 

19 指導 他者に物事のやり方を教えるスキル。 

20 対人援助サービス 
顧客や困っている人など、他者のためにどのような援助や手助けが有

効かを主体的に探すスキル。 

21 複雑な問題解決 
複雑な問題の本質をつかみ、関連する情報を整理して問題解決するス

キル。 

22 
要件分析（仕様作

成） 

仕様書や設計図を作成するために、提示された要望・要件を分析するス

キル。 

23 
カスタマイズと開

発 

ユーザーのニーズに応えるため、機器および技術を新規に開発したり、

現場に合わせて改造したりするスキル。 

24 
道具、機器、設備の

選択 
業務に必要な道具や機器、設備の種類を決定するスキル。 

25 設置と設定 
仕様にあわせて機器、機械を設置したり、配線を行ったり、プログラム

のインストールや設定を行うスキル。 

26 プログラミング 様々な目的のためにコンピュータ・プログラムを作成するスキル。 

27 計器監視 
機械が正しく動作していることを確認するために、計器、ダイヤル、そ

の他のインジケーターを監視するスキル。 

28 操作と制御 機器、設備、もしくはシステムの運転・動作を制御するスキル。 

29 保守点検 
定例のメンテナンスを行うほか、どの時期にどのような特別メンテナ

ンスの実施が必要かを決定するスキル。 

30 故障等の原因特定 誤動作の原因を突き止めてその是正策を決定するスキル。 

31 修理 必要な道具を使って、機械もしくはシステムを修理するスキル。 
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32 
クオリティチェッ

ク 

性能や品質を評価するために、製品、サービス、工程のテストを実施す

るスキル。 

33 合理的な意思決定 
実行可能な措置の相対的なコストと利益を検討して、最適なものを選

ぶスキル。 

34 
企業・組織の活動の

分析 

社会や技術、状況の変化が企業・組織の活動に及ぼす影響を分析し、ど

のように対応すべきかを判断するスキル。 

35 
企業・組織の活動の

評価 

企業・組織のパフォーマンス（業績、生産性、業務効率等）を評価する

ための尺度や指標を把握し、目標を踏まえ改善・是正に必要な措置を明

確化するスキル。 

36 時間管理 自分自身および他者の時間を管理するスキル。 

37 資金管理 
仕事の達成に必要な資金の支払い方法を決定したり、それらの支出の

会計処理を行ったりするスキル。 

38 資材管理 
特定の業務の遂行に必要な機器、設備および材料を入手し、それらが適

切に利用されるよう管理するスキル。 

39 人材管理 
人々の勤務中にやる気を引き出し、能力開発を行い、指示を与え、その

中で特定の職務に最適な人材を把握するスキル。 

 

上記の項目内容のローカライズに加えて、今回の調査では測定方法に関しても米国

O*NET とは異なる。まず予備知識として、米国ではスキル領域に関して一度は就業者調査

により情報収集を行っていたものの 2006 年以降は特殊な訓練を受けた分析官 8 名による評

定に切り替えている 15。以下で述べる米国 O*NET のスキル情報に関する調査票は 2005 年

までの就業者調査で活用されていたものである点に注意されたい。 
さて、米国 O*NET ではスキルに関して図表 3-4 のように重要度(Importance)5 段階とレ

ベル(Level)7 段階の数値を取っており、このうちレベル情報には「高」「中」「低」の目安（ア

ンカー）となるタスクが示されている。まず重要度を判断し、「１：重要でない」を選んだ場

合はレベル情報には答えない。答えなかった場合、レベルは「0」としてデータベース化され

るため調査票上は 7 段階だが、データベース上は 0～7 の 8 段階の数値情報となる。 

 

  

                            
15 切り替えの理由については Tsacoumis & Willison (2006)参照。 
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図表 3-4 米国 O*NET におけるスキルの調査票の抜粋 

（2005 年までの更新で使用されていたもの） 

 

 

Tsacoumis & Van Iddekinge (2006)のレポートによれば米国 O*NET のスキルの重要度

とレベルの相関は r=.96 と極めて高い(p.6)。また英国雇用・技能委員会（UK Commission 
for Employment and Skills：UKCES）の 2012 年の報告書でも、米国 O*NET の数値情報

の英国における活用可否の検証にあたり、「重要度とレベルは極めて相関が高いため、重要度

の情報のみを使って検討する」としている(Dickerson et al., 2012, p.40)。 
そこで日本版 O-NET では重要度とスキルのどちらか一方のみを取れば十分であるとの前提

の下で、どちらを取るべきかが 2018 年度のインプットデータ研究会にて議論された。その

結果、スキルに関しては抽象的な「重要度」よりも具体的にどの程度の「レベル」が必要か

という情報の方が有意義であるとの結論に達し、レベル 2、4、6 にレベル感の目安となる「ア

ンカー」を付した調査が実施されることとなった。 
米国 O*NET には 35 項目分、各 3 個、計 105 の「アンカー」(Anchor)がある。しかしそ

の直訳版をインプットデータ研究会にて吟味したところ、我が国の文脈では意味が分かりに

くいもの（e.g.他者との調整 Lv4「他者と協力して、家に新しい屋根をかける」）、レベル感が

伝わりにくいもの（e.g.科学的素養 Lv2「標準的な試験を行って土壌の質を判定する」）、レベ

ル感が「2 としては低すぎる」もの（e.g.数学的素養 Lv2「お客に渡すべき釣り銭を数える」）、

「6 としては高すぎる」もの（e.g.説明力 Lv6「最高裁で法的な申し立てを行う」）など、全
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般にわたって違和感があるとの意見があった。そこで委員のご意見を踏まえて当機構のメン

バーで「我が国の就業者にとって適切なレベル感が伝わるもの」となるよう全面的に差し替

えを行った。最終的に米国 O*NET の原案をほぼそのまま活用したのは 4 個のみで、残る 101
個＋外国語新規 12 個は独自作成版となった。 

こうして完成したレベルの調査票を用いて前掲の 39 項目について、それぞれ自分の仕事

とは無関係の場合は「レベル 0（無関係）」に、関係がある場合は「レベル 1（低）」から「レ

ベル 7（高）」の 7 段階の範囲で回答を求めた。アンカーの具体的な内容は、巻末付録の Web

調査画面サンプルを参照されたい。 

 

(4) 知識 

知識は人間の側の情報として見た場合、「個人が後天的に獲得した意味記憶 16」である。た

だし、知識は「情報」として個人から切り離して外在化し複製・保存・共有が可能な点が前

述の 3 領域とは異なる特徴である 17。今回職業の側の情報として整備される「知識」とは、

「ある職業でどのような知識が求められるか」、すなわち職務の遂行にあたって標準的に必

要とされる知識要件を数値化した情報である。 

なお、米国 O*NET OnLine では Knowledge 情報を「一般領域に応用される組織化された

原理や事実のまとまり」（Organized sets of principles and facts applying in general 
domains）と定義している。知識の最小単位（e.g.「A は B である。」）は短時間で比較的容易

に共有され得るため、個人の安定的な職務パフォーマンスを弁別する職業情報の単位として

は不適切である。このため、「知識」領域の情報を整備する上ではある程度体系化された知識

群を一定の学習・経験を通して身に着けているかどうかに注目する視点が有効となる。 
スキルと同じく、米国 O*NET の 33 項目は同プロジェクトのために独自開発されたもの

である。詳しい項目策定経緯は、Costanza, Fleishman, & Marshall-Mies (1999)の開発レ

ポートを参照されたい。今回当機構では米国 O*NET の Knowledge 領域を参考に 33 項目を

策定した（図表 3-5）。 
今回の調査でも項目数や主たる内容は米国 O*NET と同数だが、下記 3 点について我が国

の文脈に合わせて以下の通り「ローカライズ」している。 

 

（１）「Food Production」を「農業・畜産業」とした。 

＞＞ 直訳すれば「食料生産」だが、内容の説明文を読む限り農業・畜産業に関する知識体系であり加

工食品等は含まないため、内容に即した項目名とした。 

 

                            
16 人間の言語的な記憶には「A は B である。」といった意味記憶のほかに、「いつ、どこで、だれが、何をした」

というエピソード記憶があるが、一般に「知識」とは前者を指す。 
17 この外在性が知識を個人から切り離して客観的かつ高度に構造化・体系化することを可能としている。 
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（２）「Sociology and Anthropolgy」を「社会学」とした。 

＞＞ 直訳すれば「社会学と人類学」だが、米国での状況はともかく、我が国で社会学と人類学を 1 つ

にまとめるというのは大きな違和感があるとの意見が 2018 年度のインプットデータ研究会にて出た。

そこで、より多くの職業と関係があると思われる「社会学」のみを残し、人類学は名称から削除するこ

ととなった。 

 

（３）「English Language」を「日本語の語彙・文法」に、「Foreign Language」を「外国

語の語彙・文法」とした。 

＞＞ 直訳すれば「英語」「外国語」となるが、これは我が国に置き換えれば「日本語」「外国語」とす

べきである。ただし前述の通りスキルでも「読む」「書く」「聞く」「話す」に関する項目が設定されて

いることを踏まえると、知識領域におけるこれらの項目は言語を会話や読み書きで「使える」（スキル）

ことではなく、その言語について語彙や文法を「知っている」（知識）ことを指すと考えられた 18。そ

こでこのニュアンスが出るよう、項目名に工夫を行った。 

 

（４）「Philosophy and Theology」を「哲学・宗教学」とした。 

＞＞ 直訳すれば「哲学と神学」になるが、神学(Theology)は伝統的にキリスト教の意味合いが強い。

確かにキリスト教徒が多い米国では違和感が無いと思われるが、我が国では仏教を始め多様な宗教を

研究する宗教学(Religious studies)とした方が自然と考えられた。 

 

図表 3-5 知識 33 項目 

通し 

番号 
項目名 調査票上の文言 

1 ビジネスと経営 
戦略的企画立案、資源配分、人的資源管理、リーダーシップ、生産方法、

人員や資源の調整などの、ビジネスと経営についての知識。 

2 事務処理 

文書の作成や、ファイル・記録の管理、速記と書き起こし、書式の設計、

および、その他オフィスにおける手続きや専門用語についての、事務的

な手続きや処理体系についての知識。 

3 経済学・会計学 
経済と会計の原理、慣行、金融市場、銀行業務と、財務データの分析お

よび報告についての知識。 

4 
販売・マーケティン

グ 

製品もしくはサービスの展示、販促、販売の原理と方法についての知

識。これには、マーケティングの戦略と戦術、製品のデモンストレーシ

ョン、営業テクニック、販売管理システムの知識が含まれる。 

                            
18 たとえば日本人のほとんどは日本語を「使える」が、助詞の使い分けについて体系立てて外国人に教えること

は難しいであろう。そこでは日本語に関する「知識体系」が必要となる。 
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5 
顧客サービス・対人

サービス 

顧客・対人サービスを提供するための行動指針とプロセスについての

知識。この知識の内容には、顧客のニーズ査定、サービスの品質基準の

評価方法、顧客の満足度評価に関する知識が含まれる。 

6 人事労務管理 
職員の採用、選定、研修、報酬と福利について、および労使関係と交渉、

人事情報システムについての、行動指針や手続きに関する知識。 

7 輸送 

人や物を空路、鉄道、海路または道路により輸送するための行動指針と

方法、ならびにそれらの輸送方法のそれぞれの相対的なコスト、利点に

関する知識。 

8 生産・加工 
商品の効果的な製造と流通を最大限実現するための、原材料、生産工

程、品質管理、コスト、およびその他の手法についての知識。 

9 農業・畜産業 
消費者用の食料（植物と動物）の種まき、収穫、育成、飼育の手法と設

備についての知識。これには、貯蔵／処理の手法が含まれる。 

10 工学 

工学的な科学技術の実践的な応用に関する知識。これには、多様な製品

やサービスの設計・製造に向けて、原理、手法、手続き、設備を適用・

応用してゆくことを含む。 

11 
コンピュータと電

子工学 

回路基板、プロセッサ、チップ、電子機器、およびコンピュータのハー

ドウェアとソフトウェアについての知識。これにはアプリケーション

の操作やプログラミングの知識を含む。 

12 設計 
精密な技術計画や、設計図、図面、モデルの作成に関連する設計の手法、

ツール、原理についての知識。 

13 建築・建設 
住宅や建物、あるいは道路のようなその他の構造物の建設・修繕に必要

とされる材料、方法、工具についての知識。 

14 機械 設計、用法、修理、保守を含む、機械や工具についての知識。 

15 数学 算数、代数、幾何、微積分、統計学およびその応用についての知識。 

16 物理学 

物理的な原則・法則とその相互関係についての知識、および、それらの

存在・作用を予測する知識。また、それらを流体・材料・大気の力学や、

機械的・電子的・原子的・素粒子的な構造・作用の理解に応用する知識。 

17 化学 

物質の化学的組成、構造や特性、ならびに物質が被る化学的プロセスと

変質についての知識。これには、化学薬品の使用とその相互作用、危険

表示、生産技法、処分方法に関する知識が含まれる。 

18 生物学 
動植物の有機体、生体組織、細胞、機能、相互依存性、および動植物同

士や周囲の環境との相互作用についての知識。 

19 心理学 
人間の行動と成果、能力・性格・関心における個人差、学習と動機付け、

心理学的調査の方法、行動障害と情動障害のアセスメントと治療につ
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いての知識。 

20 社会学 
集団の行動と力学、社会傾向と個人に及ぼす影響、人の移動、民族性、

文化についての知識。 

21 地理学 

土地、海、気団の特性を記述するための原理と方法についての知識。こ

の知識の内容には、その物理的特性、所在、相互関係、動植物および人

間の分布が含まれる。 

22 医学・歯学 

人間の傷害、病気、障害等を診断し治療するのに必要な情報と技法につ

いての知識。この知識には、症状、取り得る治療法の選択肢、医薬品の

特性と相互作用、予防法が含まれる。 

23 
セラピーとカウン

セリング 

心身の機能不全の診断、治療、リハビリ、ならびにキャリアカウンセリ

ングと指導のための原理、方法、手順についての知識。 

24 教育訓練 
カリキュラムや訓練の設計、個人やグループに対する教育と指導、訓練

効果の測定に関して、それらの原理と方法についての知識。 

25 日本語の語彙・文法 
語句の意味や綴り、文章作成法、構文、文法等、自国語を使う上での知

識。 

26 外国語の語彙・文法 
語句の意味とスペル、発音、作文と文法の規則等、外国語を使う上での

知識。 

27 芸術 
音楽、舞踊、視覚芸術、演劇、彫刻などを創作、制作、実演するのに必

要な理論と技法についての知識。 

28 歴史学・考古学 
歴史上のできごととその原因、兆候、文明・文化に対する影響について

の知識。 

29 哲学・宗教学 

様々な哲学体系や宗教についての知識。この知識の内容には、それらの

基本教義、価値観、倫理、思考方法、習慣、慣行、人間の文化への影響

が含まれる。 

30 公衆安全・危機管理 

人、データ、財産、制度を保護することを目的とする地域、県、全国に

おける効果的なセキュリティ対策の運営を推進するための、関連する

装備、政策、手順、戦略についての知識。 

31 法律学、政治学 
法律、法規、法廷手続き、前例、条例、行政命令、政府機関規則、民主

政治のプロセスについての知識。 

32 通信技術 電気通信システムの伝送、放送、切り替え、制御、運用についての知識。 

33 
コミュニケーショ

ンとメディア 

メディアの制作、通信、伝播の技法と方法についての知識。この知識に

は、文字、音声、視覚メディアを介して情報を伝え、娯楽を提供するた

めの様々な方法が含まれる。 
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こうして確定した知識 33 項目について、それぞれ自分の仕事と無関係の場合は「0：現在

の仕事は無関係」に、関係がある場合は「1：関係はあるが重要ではない」から「5：きわめ

て重要」の 5 段階の範囲で回答を求めた。 
なお、米国 O*NET ではスキルと同様、知識も「重要度」と「レベル」を尋ねている。こ

のため 2018 年度のインプットデータ研究会にてどちらか一方のみを取る前提で議論が行わ

れたが、(1)スキルのアンカー作成だけでも多大な労力がかかること、(2)スキルと比べれば

知識は「レベル感」にそこまで拘る必要は無いと思われること、等の理由により「重要度」

のみを尋ねることとなった。 

(5) 仕事の性質

仕事で行う活動、およびそれを取り巻く環境は、様々な観点でその性質（特徴）を記述す

ることができる。たとえばチームワークの必要性（対人関係）、屋内か屋外か（物理的環境）、

どこまで個人に仕事の裁量が認められているか（構造的特徴）、等の観点である。これらの情

報について職業ごとに標準的な状況を示すのが「仕事の性質」の情報領域である。 

なお、米国 O*NET OnLine では Work Context 情報を「仕事の性質に影響を及ぼす物理

的・社会的な諸要因」（Physical and social factors that influence the nature of work）と定

義している。領域名を直訳すれば「仕事文脈」となるが、インプットデータ研究会にて委員

より「文脈」という日本語では領域のイメージが利用者に伝わりづらいとの意見があり、「仕

事の性質」としている。

米国 O*NET の本領域には 57 の項目があり、スキルや知識と同様 O*NET の開発にあた 

って独自開発されたものである。詳しい経緯は Strong et al. (1999)の開発レポートを参照

されたい。 

今回当機構では米国 O*NET の Work Context 領域を参考に 23 項目を策定し（図表 3-6）、
そのうち 22 項目については 5 段階評価を、1 項目については 3 択での回答を求めた（図表

3-7）。23 の項目は下位分類として、対人関係 9 項目、物理的環境 6 項目、構造的特徴 8 項目

に分かれている。

米国 O*NET と比べて項目数が半数以下となっている理由は、調査回答者の負担軽減のた

めである。取捨選択にあたっては、女性、高齢者、障害者について支援を専門に行っている

施設のキャリアコンサルタント等に米国 O*NET の全 57 項目の邦訳を見てもらい、重要と

思われる項目を挙げてもらった。除外した項目は物理的環境に関するものが比較的多い（e.g.
「呼吸器混入物質」「病気や感染症」「特別な防護服の着用」） 19。

19 米国 O*NET57 項目の内訳は、対人関係が 14 項目、物理的環境が 30 項目、構造的特徴が 13 項目となってい

る。 
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図表 3-6 仕事の性質 23 項目 

通し 

番号 
項目名 調査票上の文言 下位区分 

選択肢の 

タイプ

1 
他者とのかかわ

り 

どれくらいの頻度で、他者とのかかわ

りが求められるか 
対人関係 頻度 A 

2 対面での議論 
どれくらいの頻度で、議論が求められ

るか（グループでの討論も含む） 
対人関係 頻度 A 

3 電話での会話 
どれくらいの頻度で、電話で話すこと

が求められるか 
対人関係 頻度 A 

4 
ビジネスレター

やメモの作成 

どれくらいの頻度でビジネスレター

を作成しメモを求められるか 
対人関係 頻度 A 

5 
仕事上での他者

との対立 

どれくらいの頻度で、他者との対立、

摩擦などがあるか 
対人関係 頻度 A 

6 時間的切迫 
どれくらいの頻度で、厳格な締め切り

に合わせて働く必要があるか 
構造的特徴 頻度 A 

7 
グループやチー

ムでの仕事

グループ、チームに貢献するためのや

りとりがどの程度重要か 
対人関係 重要性 

8 
外部の顧客等と

の接触 

外部の顧客や、一般の人々への対応が

どの程度重要か 
対人関係 重要性 

9 
他者と調整し、リ

ードする 

他者と調整したり率先して動いたり

することがどの程度重要か 
対人関係 重要性 

10 厳密さ、正確さ 
仕事の遂行にあたって精密であるこ

と、正確であることがどの程度重要か 
構造的特徴 重要性 

11 同一作業の反復 
継続的で反復的な心身の活動はどの

程度重要か 
構造的特徴 重要性 

12 
機器等の速度に

応じた作業 

設備や機械のペースに合わせて仕事

をすることがどの程度重要か 
構造的特徴 重要性 

13 
結果・成果への責

任 

他の労働者の結果や成果について、ど

の程度責任を持つことになるか 
対人関係 

責任の 

度合い 

14 
空調のきいた屋

内作業 

どれくらいの頻度で、空調のきいた屋

内で働いているか 
物理的環境 頻度 B 

15 
空調のきいてい

ない屋内作業 

どれくらいの頻度で、空調のきいてい

ない屋内で働いているか 
物理的環境 頻度 B 

16 屋外作業 どれくらいの頻度で、屋外で働いてい 物理的環境 頻度 B 
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るか 

17 座り作業 
就業時間のうち、座って作業している

時間はどの程度か 
物理的環境 

就業時間 

に占める比率 

18 立ち作業 
就業時間のうち、立って作業している

時間はどの程度か 
物理的環境 

就業時間 

に占める比率 

19 反復作業 
就業時間のうち、反復的な動作をして

いる時間はどの程度か 
物理的環境 

就業時間 

に占める比率 

20 ミスの影響度 
容易には直せないミスをした場合、ど

の程度深刻な事態を引き起こすか 
構造的特徴 

ミスの 

影響度 

21 意思決定の自由 
どの程度、誰かの指示を受けることな

く自由に意思決定できるか 
構造的特徴 

意思決定 

の自由度 

22 仕事の構造化 

仕事の優先順位や目標について、どの

程度決められていて判断の余地が少

ないか 

構造的特徴 
構造化 

の程度 

23 
スケジュールの

規則性 

働くスケジュールはどの程度規則正

しいか 
構造的特徴 規則性 

 

図表 3-7 仕事の性質の選択肢のタイプ 

選択肢の 

タイプ 

選択肢 

の構造 
選択肢の内容 

頻度 A 
5 段階 

評価 

「１：年に 1 度未満、あるいは全く求められな

い」～「５：ほぼ毎日」 

頻度 B 
5 段階 

評価 

「１：年に 1 度未満、あるいは全くない」 

～「５：ほぼ毎日」 

重要性 
5 段階 

評価 

「１：まったく重要ではない」 

～「５：きわめて重要である」 

責任の 

度合い 

5 段階 

評価 

「１：まったく責任はない」 

～「５：きわめて大きな責任がある」 

就業時間 

に占める比率 

5 段階 

評価 
「１：まったくない」～「５：ほぼ常に」 

ミスの 

影響度 

5 段階 

評価 

「１：まったく深刻な事態にならない」 

～「５：きわめて深刻な事態を引き起こす」 

意思決定 

の自由度 

5 段階 

評価 

「１：全く自由はない」 

～「５：大いに自由がある」 
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構造化 

の程度 

5 段階 

評価 

「１：完全に決められ判断の余地はない」 

～「５：すべて自分で判断する」 

規則性 3 択 

「１：規則的（ルーチンやスケジュールが決まっ

ている）」、「２：不規則（天候、生産需要、契約

期間などで変わる）」、「３：季節的（一年のうち

の一定の時期だけ）」 

 

(6) 教育と訓練 

今回職業の側の情報として整備される「教育と訓練」の情報は、就業者の一般的な学歴、

入職前に必要な教育・訓練期間、入職前に必要な実務経験、および入職後に一通り仕事を覚

えるまでの期間（≒OJT 期間）の 4 項目について就業者の回答の分布を数値で示すものであ

る。 

事実や実態を尋ねる内容であるため概念の整理はさほど必要とされない領域だが、「就業

者の認識を尋ね、職業ごとの標準的な状況について情報整備を目指す」という意味では他の

6 領域と共通である 20。 

今回当機構では米国 O*NET の Education 領域、Job Zone 領域の調査項目を参考に、図

表 3-8 の 4 項目について尋ねた 21。 
学歴の選択肢は「高卒未満」「高卒」「専門学校卒」「短大卒」「高専卒」「大卒」「修士課程

卒（修士と同等の専門職学位を含む）」「博士課程卒」「わからない」の 9 つあり複数回答方式

にて回答を求めた。複数回答である理由は、回答者自身の学歴ではなく、その職業の就業者

の一般的な状況を尋ねているためである。なお「わからない」のみ排他項目であり、他の選

択肢と同時には選択できないよう設定されていた。 

その他の期間を尋ねる 3 項目の選択肢は、「１：特に必要ない」「２：1 ヶ月以下」「３：1
ヶ月超～1 年以下」「４：6 ヶ月超～1 年以下」「５：1 年超～2 年以下」「６：2 年超～3 年以

下」「７：3 年超～5 年以下」「８：5 年超～10 年以下」「９：10 年超」「１０：わからない」

の 10 個あり、択一方式で回答を求めた。 

ただし、第 4 項目の選択肢「１」については、設問と対応させるため「１：必要でない（未

経験でも即戦力となる）」と表現を修正した。 

                            
20 なお、米国 O*NET では関連の領域として Education と Job Zone の 2 つが設定されている。Education 情報

は、「職務の遂行のために必要とされる入職前の（被）教育経験」（Prior educational experience required to 
perform in a job）であり、内容は「高卒」「大卒」「修士課程卒」等のいわゆる学歴である。一方 Job Zone 情報

は「仕事をするために、どの程度の（被）教育、関連経験、OJT が必要か、という観点で類似した職業グループ」

（a group of occupations that are similar in: how much education people need to do the work, how much 
related experience people need to do the work, and how much on-the-job training people need to do the work.）
と定義されており、仕事の遂行のために必要とされる準備の程度を総合的な観点で 5 段階に分けて情報提供を行

っている。 
21 なお前節でも述べた通り、本領域は事実や実態を尋ねるため米国 O*NET も特に学術的な起源等は存在しな

い。 
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図表 3-8 教育と訓練 4 項目 

通し 

番号 
項目名 調査票上の文言 

1 学歴 あなたの仕事ではどのような学歴の人が多いですか。 

2 
入職前に必要な教育・訓練

期間 

あなたの仕事では、学歴以外で、その仕事に就く前に必要な、

教育、訓練、研修、学習等の期間はどのくらい必要でしょうか。 

3 入職前に必要な実務経験 

あなたの仕事では、その仕事に就く前に、実務経験、類似の仕

事や関連する仕事での経験等、どのくらいの期間が必要でしょ

うか。 

4 
入職後に一通り仕事を覚え

るまでの期間 

あなたの仕事では、その仕事に就いた後に、仕事のやり方を一

通り覚え、周囲から特別なサポートが無くても他の一般的な就

業者と同程度の仕事をこなせるようになるまで、どれくらいの

期間が必要ですか。 

 

(7) タスク 

職務分析では伝統的に、作業の最小単位であるエレメント（要素、要素作業）がひとまと

まりになったものをタスク（課業）と定義する。この定義は今回の調査のタスクにも当ては

まるが、一方で、今回の調査ではより実務的に「原則として 1 つの主要動詞を含む 1 文単位

で切り出された、仕事の活動内容に関する記述」と定義する。つまり、前章で述べた職業解

説も「仕事の活動内容に関する記述」を含むが、そのうち主要な内容を「～～する」という

動詞単位で細分化したものをタスクと呼ぶという意図である 22。 

項目については、当機構が過去に作成した「タスクリスト」をベースとして、第 2 章の職

業解説検討会における協議により加筆修正した他、新規職業については新規のタスクリスト

を書き起こした。こうして確定したタスクリストを用いて実施の有無を複数回答形式で尋ね

た 23。図表 3-9 に、配管工のタスクリストの例を示す。これにより「各タスクがどの程度実

施されているか（実施率）」を数値情報として整備した。タスクの項目数は職業ごとに異なり、

後述する最終データセットの職業では 6～23 個の範囲、平均で 11.0 個（SD = 3.2）である。 

 

 

 

                            
22 なお、米国 O*NET OnLine では Task 情報を「職業固有のタスク」（Occupation-Specific Tasks）と定義して

いる。しかし、タスクの定義にタスクという文言が入るのはトートロジーなので本文では紹介しなかった。 
23 タスクリストは 2006 年から 2008 年にかけて当機構の職員が順次作成した。また、本文では詳述していない

が Web 就業者調査では「上記以外に実施しているタスクがあればお書きください」として自由記述でもデータ

を収集しており、これらの情報から新たなタスクをリストに追加することも検討中である。 
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図表 3-9 タスクリストのサンプル：配管工の場合タスク 11 項目+1 項目 

通し 

番号 
タスクの記述内容 

1 必要な資材や道具を準備するために、図面を読んだり構造物を調べたりする。 

2 定規や水準器を使用して、パイプを敷設する位置を決めて印をつける。 

3 手動工具と動力工具を使用して、構造物にパイプとパイプ取付部品を入れる開口部を取り付ける。 

4 
スクリュー、ボルト、はんだ、プラスチック溶剤、コーキングを使用して、管材、管、取付部品を組み

立てる。 

5 
手動工具と動力工具を使用して、パイプ組立品、取付部品、バルブと流し、便器、浴槽などの備品を取

り付ける。 

6 パイプカッター、パイプねじ切り機、パイプ曲げ機を使用して、パイプを加工する。 

7 漏れている箇所を見つけるためにパイプや衛生器具に水や空気を満たし、圧力計を観察する。 

8 壊れた部品やパイプを交換または修理する。 

9 排水溝の詰まりを直す。 

10 作業員を指揮し、技術的な指導をする。 

11 配管や配管部品の溶接をする。 

12 この中に実際行っている仕事はない※ 

※排他項目：１つでもタスクにチェックを入れている場合には、選択できない。 

 

5. データのスクリーニング方法 

米国 O*NET プロジェクトでは就業者調査にあたってその職業の就業者がいることが判明

している企業に協力を依頼し、企業経由で就業者に回答を依頼している。このため回答者の

職業はある程度客観的に保証されており異なる職業の回答が混入するリスクは少ない。一方、

今回当機構が実施した Web 就業者調査では職業の選択は回答者自身が行った。したがって

各職業の就業者は一部例外 24を除き「自称」であり、本当にその職業の就業者かどうかは保

証されていない。 

もちろん国勢調査を含めあらゆる職業関連調査において「自称」で職業を尋ねることは一

般的であり、この意味では今回の Web 就業者調査は国内の他の調査と同等である。とはい

え、当該職業の就業者ではない回答者の「混入」は可能な限り排除することが望ましい。 

                            
24 前章で述べた通り、2018 年度に Web 就業者調査で十分なサンプルサイズが得られなかった職業について 2019
年度に直接依頼による紙の調査を実施し回答を得ている。また 2019 年度調査では「会社経営者」等一部の職業

について、調査会社が事前に把握していた属性情報に基づきターゲット配信を行っている。これらのデータは米

国と同様、その職業であることがある程度客観的に保証されたデータと言える。 
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「混入」の理由には(1)回答者の不注意、(2)回答者と調査者の認識のズレ、(3)何らかの意

図的な誤選択、の 3 つが考えられる。このうち(1)の不注意については、実際に 2018 年度調

査で「調教師」の選択者に「調理師」が、「国際公務員」の選択者に「国家公務員」がそれぞ

れ少なからず「混入」していたことが自由記述の内容から推測された。そこで 2019 年度調

査では職業名選択後に各職業の「仕事の概要」を表示させ、「本当にこの職業で間違いないか」

を確認し、異なる場合は職業を再選択できるよう工夫した。したがって提供データのうち少

なくとも約半数の収録職業については不注意の「混入」は減っていたことが期待される。 

(2)の認識のズレについても、ある程度は上述の「仕事の概要」による確認プロセスで減ら

せた可能性がある。しかし、本人が自分のアイデンティティとして自らの職業を確信してい

る場合、これを完全に排除することは困難である。そもそも医師や弁護士等、資格職や名称

独占職として正誤が判断できる職業は例外的であり、社会のほとんどの職業は客観的な正誤

判定基準が存在するわけではない。したがってこの点についてはむしろ、当機構が提供する

職業に関する数値情報とは「自らを当該職業だと自認する人々の母集団」からサンプルを抽

出してその平均値や比率を推定している、という前提に立つ方が統計学的には妥当な発想か

もしれない。 

(3)の意図的な誤選択とは、たとえば好奇心や悪戯や悪意といった動機での異職業の選択

が考えられる。これはあらゆる対人調査に共通の懸念事項と言える。 

 

以上の 3 点の理由による「混入」について、今回の Web 就業者調査では各年度で Web 調

査会社による第 1 次スクリーニング、および当機構における第 2 次スクリーニングにて当該

職業ではない回答者の「混入」の除外を試みている。以下、各年度ごとに詳細を述べる 25。 

 

●2018 年度 Web 就業者調査のスクリーニング● 

（ア）Web 調査会社による第 1 次スクリーニング 

2018 年度の回収データは、まず調査会社が下記の基準でデータのスクリーニング（選別）

を行い、信頼できない回答等を除外した上で当機構に納品された。 

 

 基準１：調査会社が把握している回答者の年齢から見て、職業の経験年数に違和感があるも

のは除外。（10 歳から働いている計算になる、等） 

 基準２：自由記述に、意味不明の記号のみが記入されているものは除外。 

 基準３：スキル 39 項目で、全て「レベル 0」、もしくは全て「レベル 7」となっているもの

は除外。 

                            
25 なお、2019 年度に関係機関への直接依頼で実施した紙の調査では不誠実な回答はほとんど見られなかったた

め本文では割愛する。結果的に同調査で除外対象となったのは 1 名のみで、この回答者は「知識」を全て「５」

（非常に重要である）と回答していた。 
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 基準４：極端に短い時間で回答しており、明らかに設問や選択肢を読んでいないものは除外。 

 

2018 年度に調査会社が回収したデータ総数は 17,779 件だった。第 1 次スクリーニングに

より 2,261 件（12.7％）が除外され、納品データセットのデータ総数は 15,518 件だった。 

 

（イ）当機構による第 2 次スクリーニング 

納品されたデータに対して、当機構では下記の図表 3-10 のプロセスでスクリーニングを

行った。 

 

図表 3-10 2018 年度 Web 就業者調査の第 2 次データスクリーニング概要 

 

 

 

フェーズ１：職業の選択の直後に尋ねた「あなたが従事している仕事の具体的な内容」の自

由記述内容が、選択職業の内容として違和感があるか確認した。 

⇒ 違和感のある記述とは、たとえば「豆腐職人・豆腐製造工」の選択者が「ソフトウ

ェアの開発」と記述しているケースなど。豆腐製造機の組み込み系ソフトの開発等もあ

り得ないわけではないが、今回の調査が想定している「豆腐職人・豆腐製造工」を代表

するサンプルとしては違和感がある。 

 なお、記述内容に「特になし」等と記入している場合は、やや疑問は残るものの別職

業とまでは言えないため「違和感なし」と判定した。 

 

 

◆職業選択の直後に尋ねた、「従事している仕事の具体的な内容」
の自由記述について、研究助手１名が違和感の有無を全チェック。

◆タスクYES率20％未満は機
械的に除外。

◆タスクYES率20％以上は年
齢や選択業種、就労状況等を
踏まえ研究員3名の協議で合否
判定。

◆タスクYES率0%は
機械的に除外。

違和感あり 違和感なし

暫定データセット
13,575件

894件 14,624件

614件

66件

13,361件214件

1,263件

第2暫定データセット
13,343件（有効回答率75.0%）

欠番確
定職業
等、
191件

スキル
or知識
極端回
答41件

最終データセット
13,290件

「直接依頼」
で20件以上を
確保できた5職
業の回答53件
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フェーズ２：上記フェーズ１で違和感が無かったケースについては、選択職業のタスクリス

トで 1 つ以上を実施していれば最終データに残した。「この中に実際行っている仕事はない」

を選んでいる場合は除外した。 

⇒ 特にタスクリストの 1 番目はその職業の仕事内容の概要であり、それを含めて 1

つも実施しているタスクが無いという回答者は、たとえ記述内容に違和感が無くとも

その職業の就業者では無いと考える方が自然である。 

 

フェーズ３：上記フェーズ１で違和感があったケースについて、選択職業のタスクリスト（末

尾の排他項目を除く）の項目数に対する実施しているタスクの比率（以下、個別タスクの「実

施率」と区別するため「タスクＹＥＳ率」という。）が 20％未満の場合は除外した。 

⇒ 記述内容に違和感がある上に、タスクＹＥＳ率も低い者は、その職業の就業者では

ないと考えた。 

 

フェーズ４：上記フェーズ１で違和感があったケースについて、タスクＹＥＳ率が 20％以上

の場合は当機構の研究員 3 名にて総合的な観点（年齢、性別、居住地、「その他」タスクの自

由記述、および職業の選択の前に回答していた就業状況、選択業種等）から協議し、最終的

な合否を判定した。 

⇒ たとえば、「送電線架線工」を選択し、「事務職」と違和感のある記述をしているが、

タスクＹＥＳ率は 55％と高いケースの場合、「女性」「60 代」「パート」という情報を

加味すると少なくとも現役の送電線架線工では無いであろうと判断し除外した。 

 

フェーズ５：上記フェーズ４までで作成した「暫定データセット」について、調査後に非収

録が決まった 3 職業のデータを除外した上で、「知識」の回答が全て「5」の回答を除外した。 

⇒ 第 1 次スクリーニングで「スキル」の極端回答は除外されていたが、「知識」につ

いても全ての項目が「非常に重要」ということは常識的に考えて有り得ないため除外し

た。なお、全ての項目が「無関係」という回答は一部の学生アルバイト中心の職業等で

実際に一定数見られたため、有り得る回答として除外しなかった。 

 

第 2 次スクリーニングでは納品された 15,518 件のうち 2,228 件(納品時の 14.4％)が除外

され、暫定データ件数は 13,290 件(回収時から見た有効回答率 74.8％)となった。その上で、

2019 年度に直接依頼にて 20 件以上のサンプルが確保できた 5 職業については事後的に Web
調査データは破棄した。1 職業のみ、直接依頼で 14 件しかデータが得られず、Web 調査デ

ータ 4 件を残す唯一の情報源複合職業とした。以上の経緯により同調査を情報源とする職業

の数は複合を含め最終的に 222 となっている。 
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●2019 年度 Web 就業者調査のスクリーニング● 

（ア）Web 調査会社による第 1 次スクリーニング 

2019 年度の回収データは、まず調査会社が下記の基準でデータのスクリーニングを行い、

信頼できない回答等を除外した上で当機構に納品された。なお 2018 年度と方法が異なるの

は前年度とは調査会社が異なり、基本的に第 1 次スクリーニングは各社規定の方法をベース

に実施されたためである。 

 

 基準１：属性不整合スクリーニング。（デフォルトでデータセットから除外） 

 ・主婦が、「男性」「未婚女性」を選択 

 ・子どもがいる人が、年齢 18 歳未満となる回答 

 ・既婚者が、「同居の未婚」を選択 

 ・学生が、「31 歳以上」 

 基準２：自由記述に誹謗中傷、文字の羅列など、回答として有効性のないものを除外。 

 基準３：極端に短い時間で回答しており明らかに設問や選択肢を読んでいないものは除外。 

 

調査会社が回収したデータ総数は 15,315 件だった。第 1 次スクリーニングにより 532 件

(3.5％)が除外され、納品データセットのデータ総数は 14,783 件だった。 

 

（イ）当機構による第 2 次スクリーニング 

納品されたデータに対して、当機構では下記の図表 3-11 のプロセスでスクリーニングを

行った。 

 

図表 3-11 2019 年度 Web 就業者調査の第 2 次データスクリーニング概要 
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フェーズ１：タスクＹＥＳ率をチェックし、0%でないものは暫定データセットに含めた。 

⇒ 2018 年度のタスクリストで 1 番に置いていた「仕事の概要」（職業リード文）を、

職業選択の直後に表示させ、職業の選択に間違いが無いことを確認してから回答を始

めるように変更した。このため 2018 年度のスクリーニングのフェーズ 1 で使用した

「あなたが従事している仕事の具体的な内容」の自由記述は 2019 年度調査には無く、

タスクリストのみをフェーズ 1 で用いた。 

 

フェーズ２：タスクＹＥＳ率が 0%、かつ「その他のタスク」の自由記述（最大 3 個まで）が

全て空欄の回答は、その職業の回答者ではない可能性が高いものとして除外した。 

 

フェーズ３：タスクＹＥＳ率は 0%だが、「その他のタスク」に１つでも自由記述があったケ

ース 428 件のうち、「特に無い」「わからない」等の回答を除く 298 ケースについて研究員 3

名が内容を踏まえ合否を判定・協議し、46 件はその職業の人物である可能性が高いとして暫

定データセットに復活させた。 

⇒ 前節で述べた通り、タスクの文言は内容には職業ごとにバラつきがあった。このた

めタスクＹＥＳ率が 0％であっても妥当な「その他のタスク」を指摘している回答者は

除外すべきでないと考えられた。 

 

フェーズ４：上記フェーズ３までで作成された「暫定データセット」について、(1)「スキル」

の回答が全て「0」、(2)「スキル」の回答が全て「7」、(3)「知識」の回答が全て「5」の回答

を除外した。 

⇒ 2018 年度では第 1 次スクリーニングで「スキル」の極端回答は除外されていたが、

2019 年度では残っていたため第 2 次スクリーニングで当機構が除外した。また「知識」

がすべて「5」の除外理由は 2018 年度と共通である。 

 

以上の通り、昨年度と今年度はそれぞれ内容が異なるスクリーニングが実施され、ある程

度事後的に異なる職業の「混入」を除外した。とはいえ、本来であればスクリーニングの方

法は共通させるべきであり、この点は方法論上の課題と言える。 

 

第３節 結果 

 

１．目標回収数の達成状況 

 

(1) 2018 年度 Web 就業者調査 

2018 年度 Web 就業者調査の暫定データ件数は前述の通り 13,290 件(回収時から見た有効
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回答率 74.8％)で、1 職業あたりの平均データ件数は 58.8 件(SD = 17.4)であり、調査対象

230 職業のうち 173 職業(全体の 75.2％)が 50 件以上を確保できた。残る 57 職業のうち、

44 職業(全体の 19.1％)は 20～49 件、10 職業(全体の 4.3％)は 20 件未満であった。 
 

(2) 2019 年度 Web 就業者調査 

2019 年度 Web 就業者調査の暫定データ件数は前述の通り 12,556 件(回収時から見た有効

回答率 82.0％)で、1 職業あたりの平均データ件数は 43.7 件(SD = 18.6)となった。調査対象

287 職業のうち 147 職業(全体の 51.2％)が 50 件以上を確保できた。残る 140 職業のうち、

97 職業(全体の 33.8％)は 20～49 件、43 職業(全体の 15.0％)は 20 件未満であった。 
 

(3) 2019 年度 補完的な直接依頼調査 

関係機関・団体等の協力を得て回収したデータ総数は 129 件だった。回答内容の観点から

1 件のみ除外し 26、128 件を暫定データとした(回収時から見た有効回答率 99.2％)。 
このうち 5 職業は直接依頼データのみで 20 件以上を確保できたため、2018 年度 Web 就

業者調査で得たデータ 53 件分はデータセットから削除し直接依頼データのみに差し替えら

れた。一方、1 職業は直接依頼の回収数が 14 件であったため、2018 年度 Web 就業者調査

の 4 件を残し 18 件をデータセットとした。 

 

(4) 最終データセット 

前述の 3 調査のデータを結合したところ、全 511 職業の最終データセットは合計 25,974
件となった。このうち 321 職業(62.8％)は 50 件以上、147 職業(28.8％)は 20～49 件、43 職

業(8.4％)は 20 件未満であった。なお職業の総数が日本版 O-NET に収録されている職業解説

の職業数よりも多いのは、データ不足等の理由で日本版 O-NET には収録されなかった職業も

含まれているためである。 

 

２．日本版 O-NET のための「インプットデータ」収録基準 

 

上記の最終データセットを用いて各職業サンプルの平均値や比率を算出し、日本版 O-NET

のための数値情報とした。その際、就業者数が 20 件未満の職業は「データ不足」として数値

情報を収録しなかった。この理由について以下で説明する。 

サンプルの平均値や比率は母集団の平均値や比率の推定値であり、誤差が存在する。また

その誤差はサンプルサイズが小さいほど大きくなる。米国 O*NET では標準誤差を根拠に「あ

る職業のある 1 つの記述子について、目標 20 名、最低でも 15 名」をデータ収録の基準とし

                            
26 なおこの除外した 1 件は、「知識」の重要度が全て「5」と回答されていた。 
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て設定している(U.S. Department of Labor, 2018)。わずか 15 名という少ない基準が採用さ

れている背景について理解するには、3 つのポイントがある。 

第 1 に、米国 O*NET では MAS 法(Model-Aided Sampling)と呼ばれる方法でサンプルが

少人数であっても母集団の構成に近い構成となるよう工夫している 27。また 1 つの企業に依

頼する調査件数は CSM (Composite Size Measure) 28と呼ばれる指標により変動するが、上

限は 1 社あたり 8 名としている。このためたった 15 名のサンプルでもその中には母集団と

似た比率の業種から、似た比率の地域から、似た比率の企業規模からの回答者が含まれるよ

うになっている 29。社会調査では事前に把握している母集団の比率と一致するように比例割

当を行った層化抽出を行うことで標本誤差 30が小さくなる（土屋, 2008）。このことが少人

数でありながら母集団を推定できる根拠の 1 つである 31。 

第 2 に、米国 O*NET の調査における測定対象の中心は人間ではなく職業である。この点

は非常に紛らわしいが、今回の調査では「あなたのスキル」や「あなたの知識」を尋ねてい

るわけではない。あくまで「あなたの職業の標準的な状況」を念頭に、そこで求められる性

質や能力等を尋ねている。このため、たとえば自分自身は英語を話すスキルが「レベル１」

相当だったとしても、一般論として自分の仕事では高いレベルで英語を話すスキルが求めら

れると考えれば「レベル５」等と回答する。こうして回収されるデータは「職業に対して就

業者が抱くイメージ」であり、確かに心理測定の対象であり、平均値を中心とする正規分布

を示すと予測される点は通常の心理学調査と共通である。しかしその分散は「あなた自身の

スキル」を聞くよりも遥かに小さくなることが予想される 32。 

第 3 に、米国 O*NET では実際にサンプルサイズによって記述子の値の標準誤差がどの程

度影響を受けるかを検証している(U.S. Department of Labor, 2018)。標準誤差のごく簡単

なイメージとしては「サンプルの平均値や比率から、母集団の平均値や比率をどの程度の精

                            
27 MAS 法の詳細は Berzofsky et al. (2008)、および Berzofsky, McRitchie, & Brendle (2012)を参照。 
28 CSM の詳細は Folsom, Potter, & Williams (1987)を参照。 
29 さらに言えば、米国 O*NET の就業者調査は調査票を 3 分割して別々の就業者に尋ねているため、ある更新に

おける 1 つの職業の情報源は最低でも 15 名×3 種=45 名の多様な企業からの回答者が含まれることになる。 
30 標本誤差とは、「母集団全体ではなく標本のみを調査することから生じる誤差のこと」であり、「選ばれる標本

の違いによって生じる推定結果の違い・ブレが標本誤差である」（土屋, 2008, p.14） 
31 たとえば、日本人の意識調査として完全にランダムサンプリングで 200 名を選べば偶然男性が 7 割を占める

といった事態が生じうる。そのサンプル平均値は当然男性の意識に偏ってしまう。そこで、予め「男性 100 名、

女性 100 名」と枠を決めてからサンプルを抽出する（層化抽出）ことで、より日本人全体の代表サンプルとして

精度の高い推定値を得ることが期待されるのである。 
32 たとえば、日本人男性を対象に「あなたの体重」を聞く調査と、同対象に「日本人男性の平均体重」を推測し

て回答を求める調査があるとする。前者では体重 100kg の人は「100kg」と回答しデータの分散を拡大させるが、

後者では「100kg」とは答えないだろう。合意性バイアスと呼ばれる認知の歪みによって体重が重い人はやや重

めに、体重が軽い人はやや軽めに「平均体重を推測した値」を回答する可能性があるが、いずれにせよ日常的に

見かける身近で多様な実例を参考にある程度限られた範囲で「標準的なイメージ」を回答するはずである。この

平均体重イメージ調査を「日本人男性の標準的なイメージ」が曖昧な、日本になじみの薄い遠方の国で実施すれ

ばもちろん分散は大きくなるだろう。しかし、当事者である国内在住の日本人男性に尋ねるのであれば少人数の

サンプルでも平均値は「真の値 」周辺に収束しやすいと予測される。ただしこの例での「真の値」は日本人男性

の「実際の平均体重」ではなく、あくまで母集団の全員に平均体重を推測してもらった場合の平均値、すなわち

「平均体重のイメージの平均値」である点に留意されたい。 
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度で推測できるか」を表す指標である。具体的には、サンプルの平均値を M、標準誤差を SE、

真に知りたい母集団の平均値を μ としたとき、M ± 1SE の範囲に約 68%の確率で、M ± 
1.96SE の範囲に約 95％の確率で「真の値」μ があると考えられる。この M ± 1.96SE の範

囲は「95％信頼区間」と呼ばれる 33。 
さて、米国 O*NET では 95％信頼区間について 5 件法（1～5 点の範囲で尋ねる項目）の

場合は M ± 1.0 の範囲に、7 件法（1～7 点の範囲で尋ねる項目）の場合は M ± 1.5 の範囲に

収まることを許容されるデータの精度の目安としている。その根拠は Peterson et al. (1997)
においてこの変動幅が「良く開発されたレベル尺度で典型的に見られる」と結論付けられた

ことによる。その上で、同じく Peterson et al. (1997)において実際に米国 O*NET の就業者

調査のデータを用いて検証した結果最低 15 件あれば大多数の職業は上記の基準を満たせる

ことも指摘されている 34。 
以上の 3 点の背景から、米国 O*NET では「目標 20 名、最低でも 15 名」の基準を採用し

就業者調査を実施している。一方、今回当機構が日本版 O-NET のために提供した数値情報で

は、前述の通り調査時点では「目標 60 名」としたが、最終的なデータ収録の可否判断として

は「最低でも 20 名」とした 35。 
まず前提として、前述の米国 O*NET における「MAS 法」は企業経由の二段抽出法を前提

として構築された確率比例抽出の方法論であり今回の Web 就業者調査に当てはめることは

できない。確かに「標準的な職業イメージ」を尋ねる点は共通だが、米国の基準をそのまま

適用することはできない。そこで当機構内で協議の結果「少なくとも 50 名程度はデータを

収集するべき」、そのために調査時点では「目標 60 名」として仕様書を作成した。 
こうして 2 ヵ年にわたる Web 調査と一部直接依頼による紙の調査で最終データセットが

完成したが、ここで同データを用いてサンプルサイズと 95％信頼区間の関係を検証した。そ

の結果、サンプルサイズが 20 件未満の 43 職業では 4 職業（9.3％）しか米国基準をクリア

                            
33 厳密に言えば 95％信頼区間とは、仮に同じ母集団から同じサンプルサイズで 20 回サンプルをとったとき、そ

のうち 19 回はサンプル平均値 M が含まれると期待できる範囲である。いわば、「何回サンプルを取り直しても、

平均値はだいたいこの範囲になる」という目安と言える。母集団の「真の値」μ は確率で変動しているわけでは

ない定値と考えられるため、「95％の確率でこの範囲に存在する」という説明は原理的におかしい。しかし、一

般の方が標準誤差や信頼区間の意義を便宜的に「とりあえず」把握するには便利な説明であり、また調査者がこ

れらの指標を算出する狙いが母集団推定の精度の指標を得ることであるとすれば、大きな誤解は生じないものと

思われる。 
34 この米国 O*NET の基準を分かりやすく言い換えると、ある職業で、ある 5 件法の記述子の平均値が「3.0」
とされている時、母集団の真の値は少なくとも 95％の確率で「2.0」や「4.0」ということはない、すなわち「丸々

『1』ズレることはない」ということになる。この説明に対し、「では 95％の確率で 2.1 だったり 3.9 だったりす

るのか、随分いい加減だ」との意見が予想される。この理解は半分正しいが半分間違っている。95％信頼区間と

いっても、実際には平均値の周辺がより確率分布は高く、区間の上限値・下限値周辺は低い。大まかに言えば「±0.5
目盛り」の範囲に 3 分の 2 の確率で真の値はあるし、真の値が「上限ぎりぎり」「下限ぎりぎり」となる確率は

それぞれ 2.5％強程度である。あくまで 95％信頼区間は「100 回中 95 回が当てはまる範囲」であって、その範

囲内で発生確率が一律というわけではない。米国 O*NET でサンプル平均が「3.0」とされているならば、当然そ

れが母集団平均の第一義的な「推定値」なのであり、真の値はその周辺にあると考えて問題ない。 
35 ただし「調教師」のみ例外的に、サンプルサイズが 20 件未満だが収録対象とした。これは関係団体の協力の

下で紙の調査を実施し、同職業についてこれ以上のサンプル確保は現実的に不可能と考えたためである。なお、

同職業の平均値系の 110 項目の数値情報の 95％信頼区間は、全て M ± 1.0 の範囲内であった。 
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できていない一方、サンプルサイズが 20 件以上の 468 職業ではほとんどが米国基準をクリ

アしており、クリアできていないのは 4 職業（0.9％）だけであった。したがって我が国で

Web 就業者調査を実施した場合、概ね 20 件程度あれば米国 O*NET の数値情報の収録基準

をクリアする標準誤差および 95％信頼区間が得られることが示唆された。 

以上の経緯から、最終的に「最低 20 件」という基準を採用してこれを満たさない職業に係

る数値情報は厚生労働省に提出する「インプットデータ」には「サンプルサイズ不足」を理

由に非収録とした。 

 

３．最終データセットの回答者の基本属性 

 

最終データセットのサンプルは職業ごとに一定数を割り付けて実施したため、データセッ

ト全体の傾向が我が国の就業者全体を代表するわけではない。本来は個別の職業ごとに母集

団の平均値・比率の推定に使用するためのデータセットである。その前提の上で、ここでは

調査回答者が全体としてどのような人たちであったのか、全体の基本属性を報告する。 

 

(1) 性別ごとの年齢構成 

まず男女別の年齢構成を図表 3-12 に示す。回答者の 69.2％が男性であった。年齢は男性

は 40 代と 50 代が比較的多く、女性では 30 代と 40 代が比較的多かった。 

図表 3-12 最終データセットの性別ごとの年齢構成 

 

 

(2) 就業形態 

次に、回答者の就業状況について図表 3-13 に示す。全体の 60.9％が「正規の職員、従業

員」で最も多く、「自営、フリーランス」が 16.7％、「パート」が 8.3％と続いた。なお、最

終データに「アルバイト（学生）」が 0.4％含まれている理由は情報収集対象職業の中に「コ

ンビニエンスストア店員」等の学生アルバイトが多い職業が含まれているためである。 

 

 

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代 90代 計
度数 18 686 2,628 5,820 5,853 2,539 408 35 3 17,990
％ 0.1% 3.8% 14.6% 32.4% 32.5% 14.1% 2.3% 0.2% 0.0% 100.0%

度数 25 1,476 2,566 2,224 1,302 328 43 6 2 7,972
％ 0.3% 18.5% 32.2% 27.9% 16.3% 4.1% 0.5% 0.1% 0.0% 100.0%

度数 1 5 0 4 1 1 0 0 0 12
％ 8.3% 41.7% 0.0% 33.3% 8.3% 8.3% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

度数 44 2,167 5,194 8,048 7,156 2,868 451 41 5 25,974
％ 0.2% 8.3% 20.0% 31.0% 27.6% 11.0% 1.7% 0.2% 0.0% 100.0%

男性

女性

計

その他
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図表 3-13 最終データセットの就業形態の分布 

 

 

(3) 職業の経験年数（通算） 

続いて、選択した職業の経験年数の分布を図表 3-14 に示す。最も多かったのは「10 年以

上 20 年未満」の 25.6％で、「20 年以上 30 年未満」の 18.3％、「5 年以上 10 年未満」の 17.5％
が続いた。この 3 区分（5 年以上 30 年未満）の合計で全体の 61.4％を占めており、ある程

度職業経験のある回答者が多かったことが示唆された。 

 

図表 3-14 最終データセット選択職業経験年数の分布 

 

 

 

正規の職員、

従業員

60.9%

パート

8.3%

派遣社員

2.4%

契約社員、期間従業員

6.8%

自営、フリーランス

16.7%

経営層

2.0%

アルバイト（学生以外）

2.5%
アルバイト（学生）

0.4%
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(4) 業種 

次に、業種について図表 3-15 に示す。最も多かったのは「製造業」の 14.0％で、「サービ

ス業（他に分類されないもの）」の 12.8％、「医療、福祉」の 10.3％、「卸売業・小売業」の

8.9％が続いた。ただし前述の通り、業種はどのような職業を収録するかによって大きく左右

されるため、我が国全体の就業者の状況を代表するような分布とはなっていないことに留意

されたい。 

 

図表 3-15 最終データセットの回答者の業種 

 

 

４．「インプットデータ」7 領域の調査結果 

 

次に数値情報 7 領域の回答結果を報告する。前項では「最終データセット」の全回答者の

基本属性を職業を問わず総合して報告したが、本項では本稿執筆時点で日本版 O-NET に数値

情報を収録予定の 426 職業、およびその就業者を対象に原則として下記 3 つの観点から結果

を報告する 36。 
 

 (1) 職業大分類 11 種ごとの収録データの平均値 

 (2) 建築塗装工、理容師、Web ディレクターの回答分布の棒グラフ 

 (3) 各項目の得点が特に高い「代表的な職業」リスト 

  ※(2)、(3)は平均値系の 110 項目のみ。 

                            
36 なお最終的な収録職業数は各所との調整により随時変動しているため、Web サイト公開時点で 426 とは限ら

ない。また以下の報告における職業の名称についても、適宜必要に応じて調整しているため Web サイト公開時

点とは異なる可能性がある。 

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16%

その他

公務（他に分類されるものを除く）

サービス業（他に分類されないもの）

複合サービス業

医療、福祉

教育学習支援業

生活関連サービス業、娯楽業

宿泊業、飲食店

学術研究、専門・技術サービス業

不動産業、物品賃貸業

金融業、保険業

卸売業・小売業

運輸業、郵便業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業

鉱業、採掘業、砂利採取業

漁業

農業、林業
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(1)では厚労省編職業分類の大分類 11 種ごとに該当職業の収録データの平均値を示すもの

である。大分類の判定には各職業に設定された「主な職業分類」を用いた。また、同情報が

集計時点で未設定となっていた 5 職業については「その他の仕事」とした。 

(2)は、平均値だけでは読み取れない分布の特徴（特に分布の正規性）を考察するため平均

値系の 110 項目について分布の形状を棒グラフで確認するものである。分布の確認にはグラ

フにより視覚化することが便利であるが表と比べて紙面の制約が大きいため、ランダム 37に

抽出した「建築塗装工」、「理容師」、「Web ディレクター」の 3 職業について回答分布を示す。

サンプルサイズはデータベース上の職業整理番号の昇順に建築塗装工 62 件、理容師 73 件、

Web ディレクター65 件である。 
(3)は平均値系 110 項目について、特に得点が高かった 10 職業を例示して項目の想定内容

の観点から違和感が無いか確認するものである。 

 

以下、情報領域ごとに状況を確認してゆく。 

 

(1) 職業興味 

職業興味について、収録データの平均値と標準偏差を図表 3-16 に示す。全体では「社会

的」が最も高く、大分類ごとに見ると A～F では「社会的」が、G～K では「現実的」が、そ

の他の仕事では「研究的」が最も平均値が高かった。概ね対人的な職業興味が向いている職

種と、対物的（動植物含む）な職業興味が向いている職種とで大分類が分かれている様子が

窺える。 

  

                            
37 回答分布を見る目的は主として正規性の確認にあるが、そのためにはある程度のサンプルサイズが確保できて

いる職業の方が解釈しやすい。そこで、インプットデータ収録対象職業の中から 60 件以上確保できている 198
職業に 1～198 の仮番号を与え、エクセルの RANDBETWEEN 関数にて同範囲で乱数を発生させ、非復元抽出

で 3 職業を抽出した。1 回目の抽選で「理容師」が、2 回目の抽選で「Web ディレクター」が、3 回目の抽選で

「映像編集者」を抽出した。しかし Web ディレクターと映像編集者はどちらもメディア関連の職業であること

から 3 職業目のみ再抽選を実施し「建築塗装工」を抽出した。本文では抽選順ではなく、データベース上の収録

番号順に並べ替えている。 
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図表 3-16 職業大分類ごとの職業興味 6 項目の収録データの平均値、標準偏差 

 

 

次に抽出 3 職業と全体の回答分布の形状を図表 3-17 に示す。各職業に「向いている人」を

5 段階で尋ねた本領域では、全体的に正規性が見られる分布が多い。「現実的」「研究的」「慣

習的」の 3 項目は特に「３」をピーク（頂点）とする両側正規傾向の山がはっきり読み取れ

る。一方、「社会的」については建築塗装工では両側正規の傾向が読み取れるが、他の 2 つの

職業ではやや右側に山が偏っている。同様に「芸術的」と「企業的」では Web ディレクター

で「４」をピークに右側に偏っている。しかし山のピークから周辺に裾野が広がる山形であ

る点は共通である。したがって本領域に関しては「両側正規の傾向が比較的強い」ことが示

唆される。 
  

職業大分類
該当
職業
数

現実的 研究的 芸術的 社会的 企業的 慣習的

3.1 2.9 2.6 3.5 3.1 2.9
(0.2) (0.0) (0.0) (0.2) (0.1) (0.1)

3.3 3.4 3.0 3.6 3.2 3.1
(0.4) (0.3) (0.5) (0.5) (0.3) (0.3)

3.0 3.0 2.6 3.5 3.2 3.3
(0.3) (0.4) (0.3) (0.3) (0.3) (0.2)

3.2 2.8 2.8 3.8 3.2 3.2
(0.3) (0.3) (0.4) (0.3) (0.3) (0.2)

3.2 2.9 2.9 3.8 3.0 3.2
(0.3) (0.4) (0.5) (0.4) (0.3) (0.3)

3.4 3.0 2.2 3.7 3.1 3.5
(0.3) (0.5) (0.3) (0.4) (0.3) (0.2)

3.7 3.3 2.7 3.1 2.8 3.3
(0.3) (0.2) (0.4) (0.4) (0.2) (0.2)

3.5 3.0 2.8 2.9 2.8 3.2
(0.3) (0.3) (0.4) (0.3) (0.2) (0.2)

3.5 2.9 2.4 3.3 2.8 3.3
(0.3) (0.3) (0.2) (0.3) (0.2) (0.2)

3.7 2.9 2.8 3.2 2.9 3.2
(0.2) (0.2) (0.3) (0.2) (0.2) (0.2)

3.3 2.6 2.3 3.1 2.7 3.3
(0.2) (0.3) (0.2) (0.3) (0.3) (0.2)

3.2 3.3 2.6 3.1 3.2 3.1
(0.3) (0.5) (0.1) (0.3) (0.2) (0.1)

3.3 3.1 2.8 3.5 3.1 3.2

(0.4) (0.4) (0.5) (0.5) (0.3) (0.3)
全体 426

※数値は各区分の該当職業の収録データの平均値を、括弧内は標準偏差を表す。以下同じ。
※各区分で最も平均値または比率が高かった項目に網掛けしている。以下同じ。
※「その他の仕事」は、個別の事情で「主な職業分類」が設定されていない職業を示してお
り、職業分類における「Ｌ 分類不能の仕事」とは異なる。以下同じ。

Ｊ 建設・採掘の仕事 18

Ｋ 運搬・清掃・包装等の仕事 16

その他の仕事 5

Ｇ 農林漁業の仕事 11

Ｈ 生産工程の仕事 58

Ｉ 輸送・機械運転の仕事 21

Ｄ 販売の仕事 36

Ｅ サービスの仕事 42

Ｆ 保安の仕事 13

Ａ 管理的な仕事 2

Ｂ 専門的・技術的な仕事 162

Ｃ 事務の仕事 42
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図表 3-17 職業興味 6 項目の抽出 3 職業と全体の回答分布 

 

 

続いて、同 6 項目の得点が特に高い「代表的な職業」を 10 件ずつリストアップしたのが

図表 3-18 である。「現実的」にはモノや動植物相手の職業が並んでいる、「芸術的」にはアー

トやデザイン系の職業が並んでいる等、概ね本領域に関しては項目の想定内容に沿った結果

が得られたものと考えられる。 

 

図表 3-18 職業興味 6 項目の代表的職業リスト 

 

 

(2) 仕事価値観 

仕事価値観について、まず収録データの平均値と標準偏差を図表 3-19 に示す。全体では

「達成感」と「専門性」が最も高く、大分類別で見てもいずれかを最高値（同率を含む）と

現実的 研究的 芸術的 社会的 企業的 慣習的

インダストリアルデ
ザイナー

医学研究者 イラストレーター エステティシャン IR広報担当 栄養士

花き栽培者
インダストリアルデ
ザイナー

インダストリアルデ
ザイナー

家庭裁判所調査官 経営コンサルタント クリーニング師

義肢装具士 学芸員 映像編集者 客室乗務員 検察官 航空自衛官

航空整備士 検察官 音楽教室講師
キャリアカウンセ
ラー/キャリアコンサ
ルタント

広告営業
国家公務員（行政事
務）

自動車整備士 細胞検査士
ジュエリーデザイ
ナー

言語聴覚士 公認会計士 自動車教習指導員

船舶機関士 情報工学研究者 ネイリスト 検察官 中小企業診断士 司法書士

造園工
バイオテクノロジー
研究者

フラワーショップ店
員

助産師
フランチャイズ
チェーン・スーパー
バイザー

鉄道運転計画・運行
管理

大工
ファンドマネー
ジャー

フラワーデザイナー
ハンバーガーショッ
プ店長

放送ディレクター 電車運転士

農業技術者 分析化学技術者
メイクアップアー
ティスト

保健師 保健師 入国警備官

録音エンジニア 薬学研究者 録音エンジニア 麻薬取締官 ホテル・旅館支配人
ハンバーガーショッ
プ店長
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する大分類がほとんどであった。そのうち販売の仕事とサービスの仕事では「達成感」と同

率で「良好な対人関係」が、事務の仕事では「専門性」と同率で「労働安全衛生」がそれぞ

れ平均値が高かった。「達成感」と「専門性」を最高値としない唯一の例外は保安の仕事で、

「奉仕・社会貢献」が最も高かった。 

 

図表 3-19 職業大分類ごとの仕事価値観 10 項目の収録データの平均値、標準偏差 

 

 

次に、抽出 3 職業と全体の回答分布を図表 3-20 に示す。各職業でどのような点で満足感

を得やすいかを 5 段階で尋ねた本領域では、職業興味と同様に基本的には両側正規傾向の山

が見られる項目が多い。たとえば「達成感」や「自律性」、「社会的認知・地位」などはピー

クが「３」とは限らないが裾野が両側に広がっている。一方、本領域では一部の職業、一部

の項目で山の形の崩れが見られる。たとえば建築塗装工は「労働条件」や「労働安全衛生」

「奉仕・社会貢献」で「３」を第 1 の頂点としつつも「５」が「４」より多い。理容師も「組

織的な支援体制」で「３」を第１の頂点としつつも「１」が「２」より多い。こうした複数

のピークの存在は、就業者の「標準的なイメージ」に異質な類型が存在する可能性を示唆す

る。たとえば理容師の「組織的な支援体制」で言えば、理髪店に雇用されて働く場合には「３」

を頂点とした集団が形成されるが、自身が自営業主として働く場合には「１」、すなわち組織

の支援というものは考えにくい、という集団が形成されることが考えられる。したがって仕

事価値観については「概ね両側正規傾向が見られるものの、職業興味と比べると職業イメー

職業大分類

該
当
職
業
数

達成感 自律性
社会的認
知・地位

良好な対
人関係

労働条件
（雇用や
報酬の安
定性）

労働安全
衛生

組織的な
支援体制

専門性
奉仕・社
会貢献

私生活と
の両立

3.4 3.4 3.0 3.3 2.9 3.2 2.8 3.4 3.2 3.3
(0.3) (0.4) (0.1) (0.2) (0.3) (0.2) (0.2) (0.1) (0.3) (0.0)

3.7 3.6 3.2 3.5 3.1 3.2 3.0 3.9 3.4 3.2
(0.3) (0.3) (0.3) (0.3) (0.4) (0.3) (0.3) (0.3) (0.4) (0.3)

3.3 3.3 3.0 3.3 3.2 3.4 3.1 3.4 3.1 3.3
(0.3) (0.3) (0.3) (0.3) (0.3) (0.2) (0.2) (0.4) (0.2) (0.2)

3.6 3.5 3.0 3.6 3.1 3.3 2.9 3.4 3.1 3.3
(0.2) (0.2) (0.2) (0.2) (0.3) (0.2) (0.2) (0.4) (0.2) (0.2)

3.6 3.4 3.0 3.6 2.9 3.2 2.8 3.5 3.2 3.3
(0.4) (0.3) (0.3) (0.3) (0.2) (0.3) (0.2) (0.5) (0.4) (0.3)

3.5 3.3 3.2 3.4 3.3 2.7 3.0 3.5 3.7 3.0
(0.5) (0.3) (0.4) (0.3) (0.5) (0.3) (0.4) (0.4) (0.4) (0.5)

3.7 3.6 2.8 3.2 2.7 2.7 2.6 3.6 2.8 3.2
(0.3) (0.3) (0.2) (0.3) (0.2) (0.2) (0.2) (0.4) (0.4) (0.3)

3.4 3.2 2.9 3.1 3.0 3.0 2.9 3.3 2.8 3.1
(0.3) (0.3) (0.2) (0.2) (0.2) (0.2) (0.2) (0.4) (0.2) (0.2)

3.4 3.3 2.9 3.3 3.1 3.0 2.9 3.4 3.1 3.0
(0.4) (0.3) (0.4) (0.3) (0.4) (0.2) (0.2) (0.4) (0.3) (0.3)

3.8 3.5 3.0 3.4 2.8 2.8 2.7 3.5 3.0 3.1
(0.2) (0.2) (0.2) (0.2) (0.2) (0.2) (0.2) (0.2) (0.2) (0.1)

3.2 3.1 2.6 3.1 3.0 2.9 2.8 2.9 3.0 3.2
(0.3) (0.3) (0.2) (0.2) (0.2) (0.3) (0.2) (0.4) (0.3) (0.2)

3.7 3.7 3.3 3.4 3.3 3.3 3.1 3.8 3.2 3.4
(0.3) (0.2) (0.3) (0.3) (0.4) (0.1) (0.3) (0.3) (0.4) (0.1)

3.6 3.5 3.1 3.4 3.0 3.1 2.9 3.6 3.2 3.2

(0.4) (0.3) (0.3) (0.3) (0.3) (0.3) (0.3) (0.5) (0.4) (0.3)
全体 426

Ｊ 建設・採掘
の仕事

18

Ｋ 運搬・清掃・
包装等の仕事

16

その他の仕事 5

Ｇ 農林漁業の
仕事

11

Ｈ 生産工程の
仕事

58

Ｉ 輸送・機械
運転の仕事

21

Ｄ 販売の仕事 36

Ｅ サービスの
仕事

42

Ｆ 保安の仕事 13

Ａ 管理的な仕
事

2

Ｂ 専門的・技
術的な仕事

162

Ｃ 事務の仕事 42
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ジの単一性が揺らぎやすい」ことが示唆されたと言える。 

 

図表 3-20 仕事価値観 10 項目の抽出 3 職業と全体の回答分布 

 

 

続いて、同 10 項目の得点が特に高い「代表的な職業」を 10 件ずつリストアップしたのが

図表 3-21 である。医薬情報担当者(MR)、家庭裁判所調査官、検察官、裁判官、助産師、は

り師・きゅう師など、3 項目以上でリストアップされている職業が多く見られる。今回、本

領域については個別の項目ごとに「満足感の得やすさ」を絶対評価しているため、複数の項

目で同時に満足感を得やすいと評定された職業があったこと自体は特に不自然ではない。し
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かし、他に 400 以上の職業がある中で一部職業が繰り返し上位を占めるという結果はハロー

効果 38が生じていた可能性も示唆しており、今後検証が必要である。 
また、米国 O*NET が準拠した MJDQ（第 2 節参照）では項目間の対比較による相対評価

で職業ごとの「強化子」（満足感を高める要因）の「順位」を職業ごとに検討する意義が主張

されていることを踏まえると、データの測定方法の妥当性については今後検討が必要となる

可能性がある。 
 

図表 3-21 仕事価値観 10 項目の代表的職業リスト 

 

 

(3) スキル 

スキルについて、収録データの平均値と標準偏差を図表 3-22、3-23、3-24、3-25 に分割し

て示す。本領域は設定されたアンカーのレベル感がまちまちであるため単純な比較は難しい

が、収録データの平均値としては全体でもほとんどの大分類でも「傾聴力」が最も高かった。

                            
38 ハロー効果とは Thorndike (1920)が指摘した認知のバイアスのことで、対象の際立った特性に基づき、本来

関係の無いはずの他の特性まで過大に、あるいは過小に評価する傾向を指す。職業という社会的事象についても

こうしたバイアスが発生していた可能性がある。たとえば就業者がいくつかの項目で特に高い満足感を得ている

際、本来はさほど満たされやすくない他の項目まで「満たされやすい」と回答しがちとなる可能性がある。 

達成感 自律性 社会的認知・地位 良好な対人関係
労働条件

（雇用や報酬の安定性）

エステティシャン 音楽教室講師 アナウンサー
医薬情報担当者
（MR）

家庭裁判所調査官

検察官 家庭裁判所調査官 家庭裁判所調査官 エステティシャン 検察官
ジュエリーデザイ
ナー

検察官 外科医 観光バスガイド 公認会計士

助産師 裁判官 検察官 キャディ
国家公務員（行政事
務）

大工
ジュエリーデザイ
ナー

公認会計士
キャリアカウンセ
ラー/キャリアコンサ
ルタント

裁判官

調教師 助産師 裁判官 助産師 税務事務官
ネイリスト 通訳ガイド 小児科医 通訳ガイド 電車運転士
パイロット はり師・きゅう師 助産師 デパート店員 入国警備官

フラワーデザイナー
ファンドマネー
ジャー

パイロット
ハンバーガーショッ
プ店長

パイロット

放送ディレクター 放送ディレクター 弁護士
メイクアップアー
ティスト

薬剤師

労働安全衛生 組織的な支援体制 専門性 奉仕・社会貢献 私生活との両立

医薬情報担当者
（MR）

医薬情報担当者
（MR）

犬訓練士 家庭裁判所調査官 エステティシャン

家庭裁判所調査官 家庭裁判所調査官 音楽教室講師
キャリアカウンセ
ラー/キャリアコンサ
ルタント

音楽教室講師

企業法務担当 企業法務担当 家庭裁判所調査官
警察官（都道府県警
察）

家政婦（夫）

航空管制官 客室乗務員 検察官 言語聴覚士 家庭裁判所調査官
公認会計士 検察官 公認会計士 検察官 キャディ
裁判官 航空自衛官 裁判官 柔道整復師 検針員
職業訓練指導員 公認会計士 助産師 助産師 視能訓練士
知的財産コーディ
ネーター

裁判官 調教師 はり師・きゅう師 電車運転士

知的財産サーチャー 保健師 はり師・きゅう師 保健師 図書館司書

薬剤師 陸上自衛官
ファンドマネー
ジャー

理学療法士（PT） 保健師
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もちろん個別の職業ごとに見ればそれぞれ求められるスキルは特化が見られるはずだが、大

分類としてまとめた場合は多くの職業で特に共通して求められる「他者の話を聞く」スキル

が高く出たものと考えられる。なお例外として、建設・採掘の仕事では「傾聴力」と同率で

「道具・機器・設備の選択」が、その他の仕事では「読解力」が単独でそれぞれ最高値であ

った。 

 

図表 3-22 職業大分類ごとのスキル 39 項目の収録データの平均値、標準偏差：その１ 

 

  

職業大分類

該
当
職
業
数

読解力 傾聴力 文章力 説明力
外国語を

読む
外国語を

聞く
外国語で

書く
外国語で

話す
数学的
素養

科学的
素養

3.7 4.3 3.7 4.0 1.5 1.3 1.2 1.2 2.3 1.7
(0.0) (0.1) (0.2) (0.1) (0.6) (0.6) (0.5) (0.5) (0.6) (0.6)

4.6 4.9 4.5 4.7 2.5 2.0 2.0 1.9 2.9 2.5
(0.7) (0.6) (0.7) (0.5) (1.1) (0.9) (1.0) (0.9) (0.9) (1.1)

3.9 4.3 3.9 4.1 2.0 1.7 1.6 1.6 2.5 1.6
(0.7) (0.6) (0.7) (0.6) (0.9) (0.9) (0.9) (0.9) (0.6) (0.7)

3.2 4.1 3.2 3.8 1.4 1.3 0.9 1.2 2.2 1.1
(0.7) (0.6) (0.6) (0.7) (0.4) (0.4) (0.3) (0.3) (0.4) (0.5)

3.1 4.0 2.9 3.6 1.6 1.5 1.2 1.4 1.8 1.2
(0.5) (0.7) (0.6) (0.7) (1.0) (1.0) (0.9) (1.0) (0.4) (0.4)

3.8 4.5 3.8 4.0 2.1 1.9 1.6 1.8 2.0 1.8
(0.7) (0.9) (0.8) (0.6) (0.9) (0.7) (0.8) (0.7) (0.7) (0.9)

2.7 3.1 2.3 2.9 1.1 0.9 0.8 0.9 1.9 1.8
(0.6) (0.6) (0.8) (0.7) (0.8) (0.8) (0.7) (0.8) (0.6) (0.6)

3.1 3.4 2.9 3.2 1.6 1.3 1.2 1.2 2.4 2.0
(0.6) (0.6) (0.5) (0.5) (0.7) (0.6) (0.6) (0.6) (0.6) (0.7)

3.0 3.4 2.8 3.2 1.5 1.4 1.1 1.3 2.1 1.6
(0.9) (0.7) (0.8) (0.9) (1.0) (0.9) (0.7) (0.9) (0.9) (1.0)

3.1 3.5 2.8 3.4 1.1 0.9 0.8 0.8 2.9 1.7
(0.5) (0.4) (0.5) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.5)

2.3 2.6 2.0 2.5 0.7 0.6 0.5 0.5 1.4 0.8
(0.3) (0.5) (0.4) (0.5) (0.3) (0.3) (0.3) (0.3) (0.4) (0.4)

4.4 4.3 4.0 4.2 2.9 2.3 2.2 2.1 3.2 3.0
(0.9) (0.8) (0.7) (0.6) (1.4) (0.9) (1.2) (0.9) (0.5) (1.4)

3.7 4.2 3.6 4.0 1.9 1.6 1.5 1.5 2.5 1.9

(1.0) (0.9) (1.0) (0.9) (1.1) (0.9) (1.0) (0.9) (0.9) (1.0)
全体 426

Ｊ 建設・採掘
の仕事

18

Ｋ 運搬・清掃・
包装等の仕事

16

その他の仕事 5

Ｇ 農林漁業の
仕事

11

Ｈ 生産工程の
仕事

58

Ｉ 輸送・機械
運転の仕事

21

Ｄ 販売の仕事 36

Ｅ サービスの
仕事

42

Ｆ 保安の仕事 13

Ａ 管理的な仕
事

2

Ｂ 専門的・技
術的な仕事

162

Ｃ 事務の仕事 42
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図表 3-23 職業大分類ごとのスキル 39 項目の収録データの平均値、標準偏差：その２ 

 

 

図表 3-24 職業大分類ごとのスキル 39 項目の収録データの平均値、標準偏差：その３ 

 

職業大分類

該
当
職
業
数

論理と推
論（批判
的思考）

新しい
情報の
応用力

学習方法
の選択・

実践

継続的観
察と評価

他者の反
応の理解

他者との
調整

説得 交渉 指導
対人援助
サービス

2.8 3.4 3.2 3.7 3.7 3.5 3.8 3.8 3.8 3.6
(0.2) (0.4) (0.1) (0.1) (0.4) (0.4) (0.4) (0.1) (0.5) (0.6)

3.9 4.1 3.9 4.0 4.2 4.1 4.1 3.9 4.2 3.7
(0.8) (0.6) (0.5) (0.5) (0.6) (0.6) (0.6) (0.6) (0.6) (0.8)

3.1 3.2 3.1 3.3 3.6 3.6 3.5 3.5 3.6 3.2
(0.9) (0.7) (0.6) (0.8) (0.6) (0.8) (0.8) (0.8) (0.7) (0.6)

2.6 2.9 2.7 2.7 3.3 3.1 3.2 3.2 3.3 3.0
(0.7) (0.7) (0.6) (0.7) (0.6) (0.7) (0.8) (0.8) (0.5) (0.5)

2.2 2.8 2.7 2.7 3.4 3.1 2.9 2.8 3.3 3.1
(0.6) (0.6) (0.5) (0.5) (0.7) (0.6) (0.6) (0.6) (0.5) (0.7)

3.1 3.1 3.1 3.3 3.6 3.5 3.7 3.4 3.9 3.3
(0.8) (0.8) (0.7) (0.7) (0.7) (0.7) (0.9) (0.7) (0.7) (0.7)

2.2 2.7 2.6 2.8 2.6 2.7 2.4 2.3 2.9 2.1
(0.5) (0.5) (0.5) (0.4) (0.6) (0.5) (0.5) (0.4) (0.6) (0.6)

2.5 2.7 2.7 2.8 2.8 2.9 2.7 2.6 3.2 2.3
(0.6) (0.5) (0.5) (0.5) (0.5) (0.5) (0.5) (0.5) (0.5) (0.4)

2.0 2.4 2.4 2.5 2.7 2.7 2.4 2.4 3.0 2.5
(0.9) (0.8) (0.8) (0.8) (0.7) (0.9) (0.8) (0.8) (0.9) (0.6)

2.4 2.8 2.8 2.8 3.0 3.3 3.0 3.0 3.5 2.4
(0.5) (0.5) (0.4) (0.3) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.3) (0.4)

1.4 1.8 1.8 1.8 2.0 2.2 1.8 1.8 2.4 1.8
(0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.5) (0.4) (0.4)

3.9 3.9 3.6 3.8 3.7 3.5 3.6 3.5 3.4 2.9
(0.8) (0.8) (0.5) (0.5) (0.3) (0.7) (0.8) (0.8) (0.7) (0.7)

3.0 3.3 3.2 3.3 3.5 3.5 3.4 3.2 3.6 3.1

(1.1) (0.9) (0.8) (0.9) (0.9) (0.8) (0.9) (0.9) (0.8) (0.9)
全体 426

Ｊ 建設・採掘
の仕事

18

Ｋ 運搬・清掃・
包装等の仕事

16

その他の仕事 5

Ｇ 農林漁業の
仕事

11

Ｈ 生産工程の
仕事

58

Ｉ 輸送・機械
運転の仕事

21

Ｄ 販売の仕事 36

Ｅ サービスの
仕事

42

Ｆ 保安の仕事 13

Ａ 管理的な仕
事

2

Ｂ 専門的・技
術的な仕事

162

Ｃ 事務の仕事 42

職業大分類

該
当
職
業
数

複雑な問
題解決

要件分析
（仕様
作成）

カスタマ
イズと開

発

道具、機
器、設備
の選択

設置と
設定

プログラ
ミング

計器監視
操作と
制御

保守点検
故障等の
原因特定

3.4 2.8 2.8 3.1 2.9 1.9 2.0 2.2 2.4 2.3
(0.2) (0.3) (0.2) (0.3) (0.4) (0.1) (0.1) (0.1) (0.1) (0.4)

4.0 3.5 3.1 3.3 3.0 2.2 2.1 2.4 2.2 2.4
(0.6) (0.7) (0.7) (0.8) (0.8) (1.0) (0.9) (0.8) (0.8) (1.0)

3.3 2.8 2.4 2.4 2.2 1.7 1.6 1.9 1.5 1.7
(0.8) (0.7) (0.7) (0.5) (0.5) (0.5) (0.6) (0.6) (0.5) (0.6)

2.8 2.3 2.1 2.2 2.0 1.3 1.3 1.7 1.5 1.7
(0.6) (0.7) (0.6) (0.6) (0.6) (0.4) (0.4) (0.4) (0.6) (0.6)

2.7 2.0 2.0 2.3 1.9 1.2 1.3 1.6 1.7 1.7
(0.5) (0.5) (0.5) (0.5) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4)

3.4 2.6 2.1 2.7 2.4 1.5 2.3 2.5 2.6 2.5
(0.8) (0.8) (0.7) (0.8) (0.8) (0.6) (1.0) (1.0) (1.1) (1.1)

2.5 2.0 1.9 3.0 2.4 1.1 1.9 2.2 2.5 2.4
(0.5) (0.6) (0.5) (0.5) (0.5) (0.5) (0.6) (0.5) (0.6) (0.4)

2.7 2.7 2.4 3.0 2.7 1.8 2.5 2.9 2.7 2.8
(0.5) (0.7) (0.6) (0.6) (0.6) (0.6) (0.7) (0.6) (0.7) (0.7)

2.5 2.1 1.8 2.6 2.2 1.2 2.7 3.1 3.2 3.1
(0.9) (0.9) (0.8) (1.0) (1.0) (0.6) (1.4) (1.1) (0.9) (1.1)

2.8 2.9 2.6 3.5 2.9 1.6 2.1 2.5 2.7 2.8
(0.4) (0.4) (0.4) (0.3) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.5)

1.7 1.3 1.2 1.8 1.4 0.6 1.1 1.5 1.6 1.5
(0.3) (0.5) (0.4) (0.6) (0.5) (0.3) (0.3) (0.3) (0.5) (0.4)

3.7 3.4 2.8 3.2 2.9 2.1 2.3 2.5 2.3 2.3
(0.5) (0.6) (0.5) (0.7) (0.4) (0.3) (0.7) (0.6) (0.9) (0.7)

3.2 2.8 2.5 2.9 2.6 1.8 2.0 2.3 2.2 2.3

(0.9) (0.9) (0.8) (0.8) (0.8) (0.8) (0.9) (0.8) (0.9) (0.9)
全体 426

Ｊ 建設・採掘
の仕事

18

Ｋ 運搬・清掃・
包装等の仕事

16

その他の仕事 5

Ｇ 農林漁業の
仕事

11

Ｈ 生産工程の
仕事

58

Ｉ 輸送・機械
運転の仕事

21

Ｄ 販売の仕事 36

Ｅ サービスの
仕事

42

Ｆ 保安の仕事 13

Ａ 管理的な仕
事

2

Ｂ 専門的・技
術的な仕事

162

Ｃ 事務の仕事 42
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図表 3-25 職業大分類ごとのスキル 39 項目の収録データの平均値、標準偏差：その４ 

 

 

次に抽出 3 職業と全体の回答分布の形状を図表 3-26、3-27 に分割して示す。回答分布は

大きく分けて 4 つのパターンが確認される。以下パターン A、B、C、D と便宜的に呼び分け

る。 

まずパターン A は「０」が少なく全体として両側正規の傾向が見られる回答である。たと

えば「説明力」、「新しい情報の応用力」、「説得」等は、3 職業ともそれぞれのピークから両

側に裾野が広がっている様子が窺える。全職業の就業者データでも「０」が少ないことを考

慮すると、スキルの中にもほとんどの職業と関係し概ね両側正規の山形に分布することが示

唆されたと言える。ただし、今回抽出した 3 職業、および全職業の参考分布を見る限り、こ

うしたパターンは少数派のように思われる。 

次にパターン B は、一定数の「０」を除外すると両側正規の傾向が見られる回答である。

たとえば「保守点検」と「故障等の原因特定」を見ると理容師と Web ディレクターは「０」

が最大のピークではあるものの、１～７では「３」または「４」を第 2 のピークとする山形

の分布が見られている。もとより「関係性の有無」というカテゴリカルな判断と「求められ

るレベル」というスケールの判断は異質である。したがってスキルに関しては「関係性の有

無で就業者の判断が割れる場合、『関係有り』の人々の平均値が『関係無し』の人々の比率に

職業大分類

該
当
職
業
数

修理
クオリ
ティ

チェック

合理的な
意思決定

企業・組
織の活動
の分析

企業・組
織の活動
の評価

時間管理 資金管理 資材管理 人材管理

2.3 2.3 2.9 2.6 2.8 3.2 3.1 2.8 3.0
(0.1) (0.1) (0.1) (0.2) (0.2) (0.5) (0.7) (0.2) (0.5)

2.2 2.8 3.2 2.9 2.8 3.6 2.6 2.4 2.8
(0.9) (0.9) (0.7) (0.7) (0.7) (0.5) (0.8) (0.7) (0.7)

1.5 2.1 2.6 2.6 2.6 3.3 2.2 2.0 2.5
(0.5) (0.5) (0.8) (0.8) (0.9) (0.7) (0.7) (0.6) (0.8)

1.7 2.0 2.3 2.1 2.2 2.8 2.0 1.9 2.2
(0.7) (0.5) (0.7) (0.6) (0.7) (0.6) (0.6) (0.5) (0.6)

1.7 2.0 2.1 1.9 1.9 2.9 1.9 1.9 2.1
(0.5) (0.5) (0.4) (0.4) (0.5) (0.5) (0.6) (0.5) (0.5)

2.4 2.3 2.6 2.5 2.3 3.2 1.7 2.1 2.8
(1.2) (1.0) (0.7) (0.7) (0.7) (0.7) (0.7) (0.8) (0.7)

2.7 2.2 2.4 2.1 1.9 2.5 2.1 2.3 1.8
(0.5) (0.5) (0.5) (0.4) (0.4) (0.5) (0.5) (0.5) (0.5)

2.9 3.1 2.6 2.4 2.3 2.8 2.0 2.4 2.3
(0.7) (0.6) (0.5) (0.5) (0.5) (0.5) (0.6) (0.5) (0.5)

2.9 2.2 2.2 2.0 1.9 2.9 1.5 1.8 1.9
(1.1) (1.0) (0.9) (0.8) (0.7) (0.8) (0.7) (0.9) (0.9)

3.2 2.9 2.8 2.5 2.2 2.9 2.5 2.8 2.7
(0.5) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.3) (0.4)

1.6 1.5 1.5 1.3 1.2 2.1 0.9 1.3 1.4
(0.5) (0.5) (0.4) (0.3) (0.4) (0.4) (0.4) (0.5) (0.4)

2.2 2.7 3.6 3.1 3.0 3.5 3.0 2.7 2.8
(0.8) (1.0) (0.5) (0.3) (0.4) (0.3) (0.8) (0.7) (0.7)

2.2 2.5 2.7 2.5 2.4 3.2 2.2 2.2 2.5

(0.9) (0.9) (0.8) (0.8) (0.8) (0.7) (0.8) (0.7) (0.8)
全体 426

Ｊ 建設・採掘
の仕事

18

Ｋ 運搬・清掃・
包装等の仕事

16

その他の仕事 5

Ｇ 農林漁業の
仕事

11

Ｈ 生産工程の
仕事

58

Ｉ 輸送・機械
運転の仕事

21

Ｄ 販売の仕事 36

Ｅ サービスの
仕事

42

Ｆ 保安の仕事 13

Ａ 管理的な仕
事

2

Ｂ 専門的・技
術的な仕事

162

Ｃ 事務の仕事 42
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よって下方修正された結果が数値情報として収録されている」と言える 39。 

続いてパターン C は、「０」が多く、「１～７」は横ばいか左寄りの片側正規の傾向が見ら

れる回答である。典型的なのが建築塗装工の外国語関連 4 項目の分布で、「０」が 7～8 割程

度を占め「１～７」ほとんど回答が無い。また理容師の「科学的素養」や「計器監視」、建築

塗装工の「プログラミング」等はそこまで極端ではないが「０」をピークとして右側に山の

裾野が広がっている。これらはおそらく就業者の標準的イメージとしては「無関係か、もし

くは関係があったとしても要求レベルは低い」ということと考えられ、スキルに関してはこ

うした「無関係ベースの回答」パターンも存在することが示唆されている。 

最後にパターン D は上述のパターン A と一部複合するが、「６」「７」が非常に少なく山の

右側が潰れている回答である。たとえば「修理」や「企業・組織の活動の分析」、「資材管理」

を見ると基本的には「0 切り」すれば両側正規の傾向が見られるパターン A であるが、それ

にしては山の右側だけが少なく見える。この背景には「アンカー」のレベル感が影響してい

ると思われる。すなわち、(1)レベル 2 のアンカーのレベル感が「難しい」ために山の左側（1

～2）が太りやすくなっている、(2)レベル 6 のアンカーのレベル感が「難しい」ために山の

右側（6～7）が細りやすくなっている、のいずれか、もしくは両方が作用した可能性がある。

今回の抽出検査だけでは結論は出せず、今回の集計では一見「難しすぎる」ように見えるア

ンカーも、そのスキルを高いレベルで要する職業を弁別する上では有効かもしれない。しか

しいずれにせよ、スキルの分布はアンカーの内容により大きな影響を受ける点はデータの性

質に関する留意点と言える。 

  

                            
39 このため数値情報として集計する際に、「０」の選択率と「１～７」回答者だけの平均値を併記することも検

討した。しかしこの場合、たとえば１～７回答が非常に少なく 20 件未満となるケースで推定値としての精度を

どのように考えれば良いか判断が難しい。また米国 O*NET のスキルデータをダウンロードしてみるとスキルと

知識の平均値は 1 未満のケースも見られ、「０」を含めて平均値を算出している様子が窺えることから、当面は

そのまま「０」込みで平均値を算出することとした。 
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図表 3-26 スキル 39 項目の抽出 3 職業と全体の回答分布：その１ 
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図表 3-27 スキル 39 項目の抽出 3 職業と全体の回答分布：その２ 

 

 

続いて同 39 項目の得点が特に高い「代表的な職業」を 10 件ずつリストアップしたのが図

表 3-28、3-29 である。「数学的素養」には数値を扱う職業が、「学習方法の選択・実践」には

教育サービスの職業が並ぶ等、全般的にそのスキルが不要のはずの職業がリストアップされ

ているといった違和感のある事例は 1 つも見られない 40。特に、米国 O*NET から大きく意

                            
40 基本的に対人のスキルと考えられる「説得」に犬訓練士がリストアップされているが、これは一般家庭のペッ

トとしての犬のしつけにあたって飼い主への対応が必要であるためと推測される。詳しくは職業解説参照。 

資料シリーズNo.227

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－84－ 

 

訳（第 2 節参照）した「企業・組織の活動の分析」(System Analysis)と「企業・組織の活動

の評価」(System Evaluation)については、狙い通り狭義のコンピュータ「システム」ではな

く社会技術的な「システム」としての企業・組織を扱うスキルとしてコンサルタント等がリ

ストアップされている。 

一方、職業単位で見た場合、仕事価値観と同様、複数の項目で繰り返しリストアップされ

ている職業がいくつか見られる（e.g. 医学研究者、AI エンジニア、弁護士、経営コンサルタ

ント）。項目ごとの絶対評価であるためこうした結果が生じること自体は不自然ではなく、事

実として高レベルのスキルが多方面で求められる職業があると考えられるが、やはりハロー

効果等の可能性については今後検証が必要と言える。 

 

図表 3-28 スキル 39 項目の代表的職業リスト：その１ 

 

読解力 傾聴力 文章力 説明力 外国語を読む 外国語を聞く 外国語で書く

検察官
カウンセラー（医療
福祉分野）

学芸員 アナウンサー 医学研究者 医学研究者 医学研究者

裁判官 家庭裁判所調査官 家庭裁判所調査官 学芸員 英会話教師 英会話教師 英会話教師

小児科医
キャリアカウンセ
ラー/キャリアコンサ
ルタント

検察官 家庭裁判所調査官 国際協力専門家 客室乗務員 国際協力専門家

情報工学研究者 検察官 コピーライター 経営コンサルタント 情報工学研究者 航空管制官 情報工学研究者
知的財産コーディ
ネーター

裁判官 裁判官 検察官 通訳ガイド 国際協力専門家 通訳ガイド

知的財産サーチャー 小児科医
知的財産コーディ
ネーター

裁判官 通訳者 通訳ガイド 通訳者

内科医 助産師 テクニカルライター 小児科医
バイオテクノロジー
研究者

通訳者
バイオテクノロジー
研究者

弁護士 弁護士 弁護士 日本語教師 弁理士
ディスパッチャー
（航空機運航管理
者）

弁理士

弁理士 保健師 弁理士 弁護士 翻訳者 パイロット 翻訳者
翻訳者 麻薬取締官 翻訳者 弁理士 薬学研究者 翻訳者 薬学研究者

外国語で話す 数学的素養 科学的素養
論理と推論

（批判的思考）
新しい情報の応用

力
学習方法の選択・

実践
継続的観察と評価

英会話教師 AIエンジニア 医学研究者 家庭裁判所調査官 経営コンサルタント 医学研究者
カウンセラー（医療
福祉分野）

客室乗務員 気象予報士 気象予報士 検察官 検察官 音楽教室講師 経営コンサルタント
航空管制官 高分子化学技術者 原子力技術者 公認会計士 高分子化学技術者 学習塾教師 検察官
国際協力専門家 情報工学研究者 高分子化学技術者 高分子化学技術者 裁判官 高等学校教員 公認会計士
情報工学研究者 測量士 情報工学研究者 裁判官 小児科医 小児科医 裁判官

通訳ガイド
データサイエンティ
スト

データサイエンティ
スト

情報工学研究者 情報工学研究者 情報工学研究者 情報工学研究者

通訳者 電子機器技術者
バイオテクノロジー
技術者

デジタルビジネスイ
ノベーター

デジタルビジネスイ
ノベーター

専門学校教員
デジタルビジネスイ
ノベーター

ディスパッチャー
（航空機運航管理
者）

土地家屋調査士
バイオテクノロジー
研究者

弁護士 内科医 中学校教員 内部監査人

パイロット 土木設計技術者 分析化学技術者 弁理士
ファンドマネー
ジャー

データサイエンティ
スト

ファンドマネー
ジャー

翻訳者 プラント設計技術者 薬学研究者 薬学研究者 薬学研究者
ファンドマネー
ジャー

理学療法士（PT）

他者の反応の理解 他者との調整 説得 交渉 指導 対人援助サービス 複雑な問題解決

カウンセラー（医療
福祉分野）

M&Aマネージャー、
M&Aコンサルタント
/M&Aアドバイザー

犬訓練士
M&Aマネージャー、
M&Aコンサルタント
/M&Aアドバイザー

犬訓練士
カウンセラー（医療
福祉分野）

企業法務担当

家庭裁判所調査官 家庭裁判所調査官 家庭裁判所調査官 家庭裁判所調査官 音楽教室講師 家庭裁判所調査官 経営コンサルタント
キャリアカウンセ
ラー/キャリアコンサ
ルタント

経営コンサルタント 経営コンサルタント 企業法務担当 経営コンサルタント
キャリアカウンセ
ラー/キャリアコンサ
ルタント

検察官

言語聴覚士 検察官 検察官 経営コンサルタント 高等学校教員 児童相談所相談員 公認会計士
検察官 公認会計士 裁判官 検察官 自動車教習指導員 手話通訳者 裁判官
裁判官 裁判官 中学校教員 公認会計士 助産師 助産師 小児科医

助産師
デジタルビジネスイ
ノベーター

デジタルビジネスイ
ノベーター

裁判官
スポーツインストラ
クター

スクールカウンセ
ラー

スクールカウンセ
ラー

スクールカウンセ
ラー

プロジェクトマネー
ジャ（IT）

弁護士
デジタルビジネスイ
ノベーター

専門学校教員 弁護士
デジタルビジネスイ
ノベーター

法務教官 弁護士 法務教官 弁護士 中学校教員 法務教官 内科医
保健師 法務教官 保健師 法務教官 法務教官 保健師 弁護士
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図表 3-29 スキル 39 項目の代表的職業リスト：その２ 

 

 

(4) 知識 

知識について、まず収録データの平均値と標準偏差を図表 3-30、3-31、3-32 に示す。全体

では「顧客サービス・対人サービス」が最も高く、大分類ごとでは管理的な仕事、販売の仕

事、サービスの仕事、および運搬・清掃・包装等の仕事でも最も高くなっている。また全体

で 2 番目に高かった「事務処理」も専門的・技術的な仕事、事務の仕事、その他の仕事で最

要件分析
（仕様作成）

カスタマイズ
と開発

道具、機器、
設備の選択

設置と設定 プログラミング 計器監視 操作と制御

インダストリアルデ
ザイナー

AIエンジニア AIエンジニア AIエンジニア AIエンジニア 海上保安官 海上保安官

経営コンサルタント
インダストリアルデ
ザイナー

インダストリアルデ
ザイナー

高分子化学技術者
システムエンジニア
（Webサイト開発）

航空整備士 航空整備士

高分子化学技術者 高分子化学技術者 高分子化学技術者 情報工学研究者
システムエンジニア
（基盤システム）

船舶機関士 船舶機関士

裁判官
システムエンジニア
（業務用システム）

歯科医師
データサイエンティ
スト

システムエンジニア
（業務用システム）

電子機器技術者
鉄道運転計画・運行
管理

情報工学研究者
ソフトウェア開発
（パッケージソフ
ト）

情報工学研究者 テレビカメラマン 情報工学研究者 パイロット 電車運転士

知的財産コーディ
ネーター

データサイエンティ
スト

精密機器技術者 電子機器技術者
ソフトウエア開発
（スマホアプリ）

発電所運転管理 パイロット

データサイエンティ
スト

デジタルビジネスイ
ノベーター

デジタルビジネスイ
ノベーター

半導体技術者
ソフトウェア開発
（パッケージソフ
ト）

ビール製造 発電所運転管理

デジタルビジネスイ
ノベーター

電子機器技術者
バイオテクノロジー
研究者

舞台照明スタッフ
データサイエンティ
スト

プラント設計技術者 舞台照明スタッフ

パタンナー プラント設計技術者 半導体技術者 プラント設計技術者 プログラマー 臨床工学技士 臨床工学技士
プロジェクトマネー
ジャ（IT）

プロジェクトマネー
ジャ（IT）

録音エンジニア 録音エンジニア
プロジェクトマネー
ジャ（IT）

録音エンジニア 録音エンジニア

保守点検 故障等の原因特定 修理
クオリティチェッ

ク
合理的な意思決定

企業・組織の
活動の分析

企業・組織の
活動の評価

海上保安官 AIエンジニア エレベーター据付 AIエンジニア 経営コンサルタント ITコンサルタント
M&Aマネージャー、
M&Aコンサルタント
/M&Aアドバイザー

航海士 航空整備士 海上保安官 航空整備士 検察官
M&Aマネージャー、
M&Aコンサルタント
/M&Aアドバイザー

企業法務担当

航空自衛官 精密機器技術者 航海士 高分子化学技術者 高分子化学技術者 企業法務担当 経営コンサルタント

航空整備士 船舶機関士 航空整備士
ソフトウェア開発
（パッケージソフ
ト）

裁判官 経営コンサルタント 公認会計士

船舶機関士 電子機器技術者 自動車整備士
データサイエンティ
スト

情報工学研究者 検察官
コンプライアンス推
進担当

パイロット パイロット 船舶機関士
デジタルビジネスイ
ノベーター

中小企業診断士 公認会計士 証券アナリスト

発電所運転管理 発電所運転管理 配管工 電子機器技術者
データサイエンティ
スト

証券アナリスト 中小企業診断士

ピアノ調律師 ピアノ調律師 発電所運転管理
プロジェクトマネー
ジャ（IT）

デジタルビジネスイ
ノベーター

中小企業診断士
デジタルビジネスイ
ノベーター

ビール製造 臨床工学技士 ピアノ調律師 分析化学技術者
ファンドマネー
ジャー

デジタルビジネスイ
ノベーター

内部監査人

臨床工学技士 録音エンジニア 臨床工学技士 録音エンジニア
プロジェクトマネー
ジャ（IT）

プロジェクトマネー
ジャ（IT）

プロジェクトマネー
ジャ（IT）

時間管理 資金管理 資材管理 人材管理

M&Aマネージャー、
M&Aコンサルタント
/M&Aアドバイザー

会社経営者 建築施工管理技術者 家庭裁判所調査官

企業法務担当 経営コンサルタント
さく井工/ボーリング
工

経営コンサルタント

経営コンサルタント 歯科医師 歯科医師 検察官

検察官
ジュエリーデザイ
ナー

送電線工事 社会保険労務士

公認会計士 中小企業診断士 中小企業診断士 人事コンサルタント

裁判官 ディーラー
デジタルビジネスイ
ノベーター

人事事務

中小企業診断士
デジタルビジネスイ
ノベーター

土木施工管理技術者 中小企業診断士

デジタルビジネスイ
ノベーター

土木・建築工学研究
者

ビール製造 調教師

パイロット
ファンドマネー
ジャー

舞台美術スタッフ
デジタルビジネスイ
ノベーター

プロジェクトマネー
ジャ（IT）

プロジェクトマネー
ジャ（IT）

プロジェクトマネー
ジャ（IT）

プロジェクトマネー
ジャ（IT）
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高値である。 

一方、他の 6 つの大分類ではそれぞれ最高値の項目が異なっており、保安の仕事では「法

律学、政治学」が、農林漁業の仕事では「農業・畜産業」が、生産工程の仕事では「生産・

加工」が、輸送・機械運転の仕事では「輸送」が、建設・採掘の仕事では「建築・建設」と

なっている。これは各大分類の仕事内容とよく合致した結果と言える。 

 

図表 3-30 職業大分類ごとの知識 33 項目の収録データの平均値、標準偏差：その１ 

 

 

図表 3-31 職業大分類ごとの知識 33 項目の収録データの平均値、標準偏差：その２ 

 

職業大分類

該
当
職
業
数

ビジネス
と経営

事務処理
経済学・
会計学

販売・
マーケ

ティング

顧客サー
ビス・対
人サービ

ス

人事労務
管理

輸送
生産・加

工
農業・畜

産業
工学

コン
ピュータ
と電子工

学

2.4 2.5 1.9 2.1 2.6 2.2 1.4 1.2 1.0 1.1 1.2
(0.1) (0.2) (0.3) (0.4) (0.1) (0.6) (0.2) (0.2) (0.1) (0.1) (0.1)

1.8 2.3 1.5 1.6 2.3 1.6 1.1 1.3 0.8 1.4 1.5
(0.6) (0.5) (0.6) (0.7) (0.5) (0.5) (0.5) (0.7) (0.5) (0.8) (0.8)

1.7 2.6 1.6 1.7 2.3 1.7 1.3 1.0 0.8 0.9 1.1
(0.7) (0.5) (0.6) (0.8) (0.6) (0.6) (0.7) (0.4) (0.3) (0.4) (0.3)

1.6 1.8 1.4 2.6 2.9 1.5 1.2 1.2 0.7 0.8 0.9
(0.5) (0.6) (0.6) (0.5) (0.4) (0.4) (0.5) (0.5) (0.4) (0.4) (0.4)

1.4 1.5 1.1 1.6 2.6 1.3 0.9 1.1 0.7 0.6 0.7
(0.5) (0.4) (0.4) (0.6) (0.6) (0.5) (0.4) (0.6) (0.4) (0.2) (0.2)

1.2 2.3 0.7 0.5 1.2 1.5 1.1 0.5 0.4 0.8 1.1
(0.4) (0.8) (0.3) (0.2) (0.5) (0.4) (0.4) (0.3) (0.2) (0.5) (0.6)

1.3 1.3 1.1 1.3 1.4 1.2 1.3 1.7 2.5 1.1 0.8
(0.3) (0.4) (0.4) (0.5) (0.5) (0.4) (0.3) (0.6) (0.9) (0.4) (0.4)

1.3 1.5 1.1 1.3 1.5 1.3 1.3 2.3 0.9 1.5 1.3
(0.3) (0.4) (0.3) (0.4) (0.5) (0.3) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4)

0.9 1.2 0.8 0.8 1.5 1.0 2.0 0.9 0.6 1.1 0.9
(0.4) (0.6) (0.3) (0.3) (0.6) (0.4) (0.7) (0.5) (0.2) (0.7) (0.6)

1.5 1.5 1.2 1.2 1.6 1.4 1.3 1.6 0.7 1.4 1.0
(0.2) (0.3) (0.2) (0.2) (0.3) (0.2) (0.2) (0.4) (0.2) (0.3) (0.3)

0.8 1.0 0.7 0.9 1.4 0.9 1.2 0.9 0.5 0.6 0.5
(0.3) (0.3) (0.2) (0.6) (0.6) (0.3) (0.5) (0.4) (0.3) (0.2) (0.2)

1.9 2.2 1.9 2.0 2.1 1.6 1.2 1.7 1.0 1.4 1.3
(0.7) (0.5) (0.9) (0.8) (1.0) (0.6) (0.4) (1.0) (0.3) (0.5) (0.3)

1.5 1.9 1.3 1.5 2.1 1.4 1.2 1.3 0.8 1.2 1.2

(0.6) (0.7) (0.6) (0.7) (0.7) (0.5) (0.5) (0.7) (0.5) (0.7) (0.6)
全体 426

Ｊ 建設・採掘
の仕事

18

Ｋ 運搬・清掃・
包装等の仕事

16

その他の仕事 5

Ｇ 農林漁業の
仕事

11

Ｈ 生産工程の
仕事

58

Ｉ 輸送・機械
運転の仕事

21

Ｄ 販売の仕事 36

Ｅ サービスの
仕事

42

Ｆ 保安の仕事 13

Ａ 管理的な仕
事

2

Ｂ 専門的・技
術的な仕事

162

Ｃ 事務の仕事 42

職業大分類

該
当
職
業
数

設計
建築・建

設
機械 数学 物理学 化学 生物学 心理学 社会学 地理学

医学・歯
学

1.2 1.3 1.2 1.3 1.1 1.2 1.3 2.0 1.9 1.1 1.7
(0.1) (0.3) (0.0) (0.2) (0.0) (0.2) (0.1) (0.4) (0.4) (0.1) (0.8)

1.4 1.0 1.3 1.6 1.4 1.3 1.4 1.9 1.8 1.1 1.7
(1.0) (0.7) (0.7) (0.7) (0.7) (0.8) (0.7) (0.7) (0.6) (0.5) (1.1)

0.9 0.8 0.9 1.2 0.9 0.8 0.8 1.5 1.4 1.0 1.0
(0.3) (0.3) (0.3) (0.4) (0.4) (0.3) (0.3) (0.4) (0.4) (0.4) (0.6)

0.7 0.7 0.8 1.1 0.7 0.7 0.7 1.4 1.3 0.7 0.8
(0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.3) (0.4) (0.5) (0.4) (0.4) (0.3) (0.7)

0.6 0.6 0.7 0.9 0.6 0.7 0.8 1.5 1.4 0.8 1.0
(0.2) (0.3) (0.3) (0.3) (0.2) (0.3) (0.5) (0.5) (0.4) (0.4) (0.5)

0.6 0.6 1.2 1.0 0.9 1.0 0.8 1.6 1.6 1.2 1.3
(0.3) (0.3) (0.6) (0.4) (0.5) (0.6) (0.6) (0.5) (0.4) (0.5) (0.8)

0.9 0.9 1.5 1.1 1.0 1.2 2.0 1.0 1.0 1.3 0.9
(0.5) (0.4) (0.4) (0.3) (0.3) (0.4) (0.6) (0.4) (0.3) (0.3) (0.5)

1.4 1.2 1.9 1.5 1.3 1.3 1.0 1.1 1.2 0.9 0.8
(0.6) (0.7) (0.5) (0.4) (0.4) (0.5) (0.4) (0.3) (0.3) (0.3) (0.3)

0.8 0.9 1.6 1.2 1.1 0.9 0.6 1.0 1.0 1.3 0.7
(0.5) (0.7) (0.9) (0.6) (0.7) (0.6) (0.3) (0.4) (0.4) (0.6) (0.4)

1.6 2.6 2.1 1.7 1.4 1.2 0.8 1.1 1.2 1.1 0.7
(0.3) (0.5) (0.3) (0.3) (0.3) (0.2) (0.3) (0.2) (0.2) (0.3) (0.2)

0.5 0.6 0.9 0.7 0.6 0.6 0.6 0.7 0.8 0.6 0.5
(0.2) (0.4) (0.3) (0.2) (0.3) (0.4) (0.5) (0.2) (0.2) (0.3) (0.2)

1.2 1.0 1.3 1.8 1.4 1.8 1.8 1.7 1.7 0.9 2.0
(0.2) (0.4) (0.3) (0.3) (0.4) (1.2) (1.3) (0.4) (0.3) (0.3) (1.3)

1.1 1.0 1.3 1.4 1.1 1.1 1.1 1.5 1.5 1.0 1.2

(0.8) (0.7) (0.7) (0.6) (0.6) (0.6) (0.7) (0.7) (0.6) (0.4) (0.9)
全体 426

Ｊ 建設・採掘
の仕事

18

Ｋ 運搬・清掃・
包装等の仕事

16

その他の仕事 5

Ｇ 農林漁業の
仕事

11

Ｈ 生産工程の
仕事

58

Ｉ 輸送・機械
運転の仕事

21

Ｄ 販売の仕事 36

Ｅ サービスの
仕事

42

Ｆ 保安の仕事 13

Ａ 管理的な仕
事

2

Ｂ 専門的・技
術的な仕事

162

Ｃ 事務の仕事 42
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図表 3-32 職業大分類ごとの知識 33 項目の収録データの平均値、標準偏差：その３ 

 

 

次に抽出 3 職業と全体の回答分布の形状を図表 3-33、3-34 に示す。知識 33 項目は各知識

体系に関して「０」（無関係）、または関係がある場合はその重要性を 5 段階で尋ねたもので

ある。その分布を概観してすぐに気が付くのは、ほとんどの項目で「０」が非常に多い点で

ある。これは本領域が高度に体系化され、習熟に一定の労力を要する知識の体系を項目立て

ているためと考えられる。 

たとえば「農業・畜産業」は、確かにほとんどの収録職業で「無関係」であるし、家業の

手伝いや専門の学校等に通う等が無ければ「自然と修得される」ことは考えにくい。一方で、

だからこそ同知識体系を労力をかけ習得した、または修得しようとしている人にとっては、

その知識体系を活かせる職業を検索できることが重要である。またその際、必ずしも多種多

様な職業がグラデーションを持ってリストアップされる必要はない。まさにその知識が重要

とされる職業が検索上位に表示されれば、それで十分である。 

この意味で、本領域の多くは職業別の回答分布としては「０」付近に集中するケースが多

く、特に重要と思われる職業でのみ平均値が高くなるという「メリハリ」が前述のスキルと

大きく異なる特徴と言える。今回の抽出 3 職業でいえば、たとえば Web ディレクターの「コ

ンピュータと電子工学」、建築塗装工の「建築・建設」などはそれぞれ重要な知識体系なので

0 を除外すれば概ね両側正規の傾向の山形を確認できる。 

ただし、一部「０」が少ない例外もある。たとえば「ビジネスと経営」、「事務処理」、「顧

客サービス・対人サービス」等である。また学問の知識体系の中では「心理学」、「社会学」、

職業大分類

該
当
職
業
数

セラピー
とカウン
セリング

教育訓練
日本語の
語彙・文

法

外国語の
語彙・文

法
芸術

歴史学・
考古学

哲学・宗
教学

公衆安
全・危機

管理

法律学、
政治学

通信技術

コミュニ
ケーショ
ンとメ
ディア

1.9 1.9 1.8 1.3 1.2 1.1 1.2 1.7 1.9 1.3 1.7
(0.9) (0.7) (0.2) (0.0) (0.0) (0.2) (0.3) (0.6) (0.2) (0.0) (0.4)

1.6 1.9 2.2 1.6 1.4 1.1 1.1 1.7 1.8 1.4 2.0
(1.0) (0.7) (0.7) (0.7) (0.9) (0.5) (0.4) (0.4) (0.8) (0.6) (0.5)

1.0 1.4 2.0 1.3 0.8 0.8 0.8 1.5 1.7 1.2 1.6
(0.3) (0.5) (0.5) (0.6) (0.4) (0.3) (0.3) (0.5) (0.8) (0.3) (0.5)

0.8 1.1 1.4 0.9 0.8 0.6 0.6 1.1 1.0 0.9 1.4
(0.4) (0.4) (0.4) (0.3) (0.4) (0.3) (0.3) (0.4) (0.5) (0.5) (0.5)

1.1 1.2 1.4 1.1 1.0 0.7 0.7 1.1 0.9 0.7 1.3
(0.6) (0.4) (0.5) (0.7) (0.5) (0.5) (0.5) (0.4) (0.4) (0.3) (0.4)

1.3 1.9 1.9 1.3 0.4 0.7 0.7 2.0 2.5 1.4 1.4
(0.6) (0.6) (0.7) (0.6) (0.2) (0.3) (0.4) (0.5) (1.1) (0.7) (0.5)

0.8 1.1 0.9 0.7 0.7 0.7 0.6 1.1 0.9 0.8 1.0
(0.5) (0.4) (0.3) (0.4) (0.5) (0.4) (0.3) (0.3) (0.3) (0.4) (0.4)

0.8 1.3 1.2 1.0 1.0 0.8 0.8 1.2 1.0 1.1 1.2
(0.3) (0.3) (0.3) (0.4) (0.5) (0.3) (0.3) (0.3) (0.3) (0.4) (0.4)

0.7 1.2 1.1 0.9 0.5 0.6 0.5 1.3 1.1 1.1 1.1
(0.4) (0.6) (0.5) (0.5) (0.3) (0.5) (0.3) (0.5) (0.5) (0.6) (0.5)

0.7 1.2 1.0 0.6 0.8 0.7 0.7 1.3 1.0 0.9 1.0
(0.2) (0.3) (0.2) (0.2) (0.3) (0.3) (0.3) (0.3) (0.3) (0.4) (0.3)

0.5 0.8 0.8 0.5 0.4 0.4 0.4 0.9 0.6 0.5 0.7
(0.2) (0.2) (0.3) (0.2) (0.2) (0.2) (0.2) (0.3) (0.3) (0.2) (0.3)

1.1 1.7 1.9 1.5 0.8 0.9 0.9 1.5 1.9 1.3 1.6
(0.2) (0.3) (0.4) (0.6) (0.3) (0.3) (0.2) (0.3) (0.4) (0.2) (0.4)

1.2 1.5 1.7 1.2 1.0 0.8 0.8 1.4 1.4 1.1 1.5

(0.8) (0.6) (0.7) (0.7) (0.7) (0.4) (0.4) (0.5) (0.8) (0.6) (0.6)
全体 426

Ｊ 建設・採掘
の仕事

18

Ｋ 運搬・清掃・
包装等の仕事

16

その他の仕事 5

Ｇ 農林漁業の
仕事

11

Ｈ 生産工程の
仕事

58

Ｉ 輸送・機械
運転の仕事

21

Ｄ 販売の仕事 36

Ｅ サービスの
仕事

42

Ｆ 保安の仕事 13

Ａ 管理的な仕
事

2

Ｂ 専門的・技
術的な仕事

162

Ｃ 事務の仕事 42
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「法律学、政治学」が比較的「０」が少ない。これらの知識体系はおそらく各職業の職務の

遂行を通じて OJT で知識を深められる機会が比較的多く、このため「無関係」率が低く抑え

られているものと推測される。 

 

図表 3-33 知識 33 項目の抽出 3 職業と全体の回答分布：その１ 
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図表 3-34 知識 33 項目の抽出 3 職業と全体の回答分布：その２ 

 

 

続いて、同 33 項目の得点が特に高い「代表的な職業」を 10 件ずつリストアップしたのが

図表 3-35、3-36 である。「事務処理」には厳格な公的文書等を扱う職業が、「生物学」には動

物や生命を扱う職業が並んでいる等、概ね各知識体系を必要とする職業が並んでいる様子が

窺われる。また、知識領域には学問体系にあたる項目が多いこともあり、多数の教科を満遍

なく担当する小学校教員が繰り返しリストアップされている点も自然と言える 41。 

 

  

                            
41 「心理学」の代表的な職業としてはり師・きゅう師という結果があるが、前述の回答分布でも見た通り心理学

は学問領域としては「0」（無関係）が比較的少なく、広義に「人の心の機微に関する知識」と見なされ回答され

ていたものと推測される。はり師・きゅう師は疲労感のある顧客と接する機会が多いとすれば、身体面だけでな

く心理面のケアについても助言を行う機会が多いことが回答に現れた可能性がある。 
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図表 3-35 知識 33 項目の代表的職業リスト：その１ 

 

 

  

ビジネスと経営 事務処理 経済学・会計学
販売・

マーケティング
顧客サービス・
対人サービス

人事労務管理 輸送

ITコンサルタント 学校事務 IR広報担当
Webマーケティング
（ネット広告・販売
促進）

エステティシャン 会社経営者 介護タクシー運転手

M&Aマネージャー、
M&Aコンサルタント
/M&Aアドバイザー

家庭裁判所調査官
M&Aマネージャー、
M&Aコンサルタント
/M&Aアドバイザー

経営コンサルタント 客室乗務員 経営コンサルタント 観光バス運転手

会社経営者 検察官 経営コンサルタント 化粧品訪問販売 経営コンサルタント
施設管理者（介護施
設）

空港グランドスタッ
フ

経営コンサルタント 司法書士 公認会計士 広告営業 自動車営業 社会保険労務士
商品企画開発
（チェーンストア）

公認会計士 社会保険労務士 証券アナリスト
商品企画開発
（チェーンストア）

シューフィッター 人事コンサルタント タクシー運転手

社会保険労務士 税理士 税理士 スーパー店長
デジタルビジネスイ
ノベーター

人事事務 通関士

証券アナリスト
パラリーガル（弁護
士補助職）

中小企業診断士 中小企業診断士
ブライダルコーディ
ネーター

総務事務
ディスパッチャー
（航空機運航管理
者）

人事コンサルタント 秘書
ファイナンシャル・
プランナー

デジタルビジネスイ
ノベーター

ホテル・旅館支配人 中小企業診断士
鉄道運転計画・運行
管理

中小企業診断士 弁護士
ファンドマネー
ジャー

フランチャイズ
チェーン・スーパー
バイザー

メガネ販売
フランチャイズ
チェーン・スーパー
バイザー

パイロット

デジタルビジネスイ
ノベーター

麻薬取締官 不動産鑑定士
マーケティング・リ
サーチャー

理容師 ホテル・旅館支配人 貿易事務

生産・加工 農業・畜産業 工学
コンピュータ
と電子工学

設計 建築・建設 機械

NC工作機械オペレー
ター

稲作農業者 AIエンジニア AIエンジニア AIエンジニア
インテリアコーディ
ネーター

NC工作機械オペレー
ター

医薬品製造 花き栽培者
インダストリアルデ
ザイナー

システムエンジニア
（基盤システム）

インダストリアルデ
ザイナー

インテリアデザイ
ナー

インダストリアルデ
ザイナー

インダストリアルデ
ザイナー

果樹栽培者 原子力技術者 情報工学研究者
インテリアデザイ
ナー

型枠大工 エレベーター据付

かばん・袋物製造 厩舎スタッフ 高分子化学技術者
セキュリティエキス
パート（オペレー
ション）

機械設計技術者 建築施工管理技術者 機械設計技術者

高分子化学技術者 畜産技術者 情報工学研究者
ソフトウエア開発
（スマホアプリ）

建築設計技術者 建築設計技術者
航空機開発エンジニ
ア（ジェットエンジ
ン）

ジュエリーデザイ
ナー

動物園飼育員 精密機器技術者
ソフトウェア開発
（パッケージソフ
ト）

電子機器技術者 大工 航空整備士

生産・品質管理技術
者

農業技術者 電子機器技術者
データサイエンティ
スト

土木設計技術者 とび 自動車技術者

陶磁器技術者 ハウス野菜栽培者
土木・建築工学研究
者

電子機器技術者 パタンナー
土木・建築工学研究
者

船舶機関士

農業技術者 酪農従事者 半導体技術者 プログラマー プラント設計技術者 土木施工管理技術者 発電所運転管理

パタンナー ワイン製造
ファインセラミック
ス製造技術者

プロジェクトマネー
ジャ（IT）

プロジェクトマネー
ジャ（IT）

土木設計技術者 プラント設計技術者

数学 物理学 化学 生物学 心理学 社会学 地理学

AIエンジニア 機械設計技術者 医学研究者 医学研究者 犬訓練士
カウンセラー（医療
福祉分野）

海上保安官

原子力技術者 気象予報士 医薬品製造 細胞検査士
カウンセラー（医療
福祉分野）

家庭裁判所調査官 学芸員

航空機開発エンジニ
ア（ジェットエンジ
ン）

原子力技術者
化学製品製造オペ
レーター

獣医師 家庭裁判所調査官 検察官 気象予報士

情報工学研究者
航空機開発エンジニ
ア（ジェットエンジ
ン）

高分子化学技術者 畜産技術者 言語聴覚士 児童相談所相談員 測量士

測量士 高分子化学技術者
バイオテクノロジー
技術者

動物園飼育員 児童相談所相談員 社会教育主事
ディスパッチャー
（航空機運航管理
者）

データサイエンティ
スト

自動車技術者
バイオテクノロジー
研究者

動物看護 助産師 小学校教員 土地家屋調査士

電子機器技術者 情報工学研究者 半導体技術者
バイオテクノロジー
技術者

スクールカウンセ
ラー

スクールカウンセ
ラー

土木・建築工学研究
者

土地家屋調査士
土木・建築工学研究
者

ファインセラミック
ス製造技術者

バイオテクノロジー
研究者

はり師・きゅう師 法務教官 土木設計技術者

土木・建築工学研究
者

半導体技術者 分析化学技術者 薬学研究者 法務教官 保健師 パイロット

土木設計技術者
ファインセラミック
ス製造技術者

薬学研究者 薬剤師 保健師 幼稚園教員 不動産鑑定士
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図表 3-36 知識 33 項目の代表的職業リスト：その２ 

 

 

(5) 仕事の性質 

仕事の性質について、まず平均値が収録データである 22 項目について平均値と標準偏差

を図表 3-37、3-38 に示す。本領域は項目ごとに評価基準が大きく異なるため、項目間の平均

値の比較にあまり意味はないが、全体では「他者とのかかわり」が最も平均値が高く、大分

類別でも販売の仕事、サービスの仕事等の 6 分類で最も高かった。また「空調のきいた屋内

作業」が最も高かったのは管理的な仕事、専門的・技術的な仕事等 4 分類であった。この他、

農林漁業の仕事で「屋外作業」が、運搬・清掃・包装等の仕事で「立ち作業」が最も高かっ

た。総じて就業者の認識を尋ねる項目ではなく、仕事環境の事実関係を尋ねる項目が高い平

均値となりやすい様子が窺える。 

なお、本領域で唯一の比率系項目である「仕事の規則性」に関しては、全体では「不規則」

が最も比率の平均値が高かった。大分類でも多くで「不規則」が最も高かったが、事務の仕

事、販売の仕事、サービスの仕事、および運搬・清掃・包装等の仕事では「規則的」が最も

高かった。 

 

  

医学・歯学
セラピーと

カウンセリング
教育訓練

日本語の
語彙・文法

外国語の
語彙・文法

芸術

医学研究者
カウンセラー（医療
福祉分野）

家庭裁判所調査官 アナウンサー AIエンジニア CG制作

外科医 家庭裁判所調査官 言語聴覚士 家庭裁判所調査官 医学研究者 アートディレクター

言語聴覚士
キャリアカウンセ
ラー/キャリアコンサ
ルタント

小学校教員 言語聴覚士 英会話教師 イラストレーター

歯科医師 言語聴覚士 職業訓練指導員 検察官 客室乗務員
インダストリアルデ
ザイナー

小児科医 作業療法士（OT）
スクールカウンセ
ラー

コピーライター 国際協力専門家 音楽教室講師

助産師 助産師 専門学校教員 裁判官 情報工学研究者
ジュエリーデザイ
ナー

内科医
スクールカウンセ
ラー

中学校教員 図書編集者 通訳ガイド 舞台照明スタッフ

はり師・きゅう師 はり師・きゅう師
特別支援学校教員、
特別支援学級教員

日本語教師 通訳者 舞台美術スタッフ

保健師 保健師 法務教官 弁理士 弁理士 フラワーデザイナー
理学療法士（PT） 理学療法士（PT） 幼稚園教員 翻訳者 翻訳者 録音エンジニア

歴史学・考古学 哲学・宗教学
公衆安全・
危機管理

法律学、政治学 通信技術
コミュニケーショ
ンとメディア

インダストリアルデ
ザイナー

カウンセラー（医療
福祉分野）

警察官（都道府県警
察）

家庭裁判所調査官 AIエンジニア アートディレクター

学芸員 学芸員 原子力技術者 企業法務担当 ITコンサルタント アナウンサー

学習塾教師 家庭裁判所調査官 獣医師
警察官（都道府県警
察）

システムエンジニア
（基盤システム）

広告ディレクター

観光バスガイド 社会教育主事 小児科医 検察官 情報工学研究者 コピーライター

社会教育主事 小学校教員
鉄道運転計画・運行
管理

裁判官
セキュリティエキス
パート（オペレー
ション）

新聞記者

小学校教員 新聞記者
土木・建築工学研究
者

司法書士 知的財産サーチャー
デジタルビジネスイ
ノベーター

新聞記者
スクールカウンセ
ラー

内科医 入国警備官
デジタルビジネスイ
ノベーター

テレビ・ラジオ放送
技術者

ツアーコンダクター 精神科医 パイロット
パラリーガル（弁護
士補助職）

テレビ・ラジオ放送
技術者

テレビカメラマン

通訳ガイド 葬祭ディレクター 舞台照明スタッフ 弁護士 パイロット 放送記者

日本語教師 通訳ガイド 保健師 麻薬取締官
プロジェクトマネー
ジャ（IT）

放送ディレクター
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図表 3-37 職業大分類ごとの仕事の性質 22 項目の収録データの平均値、標準偏差：その１ 

 

 

図表 3-38 職業大分類ごとの仕事の性質 22 項目の収録データの平均値、標準偏差：その２ 

 

 

  

職業大分類

該
当
職
業
数

他者との
かかわり

対面での
議論

電話での
会話

ビジネス
レターや
メモの作

成

仕事上で
の他者と
の対立

時間的切
迫

グループ
やチーム
での仕事

外部の顧
客等との

接触

他者と調
整し、

リードす
る

厳密さ、
正確さ

同一作業
の反復

4.1 3.4 3.8 3.3 2.8 3.2 3.1 3.3 3.0 3.3 3.1
(0.3) (0.6) (0.5) (0.3) (0.6) (0.4) (1.0) (0.3) (0.7) (0.3) (0.3)

4.3 3.8 3.8 3.6 3.0 3.6 3.4 3.5 3.4 3.9 3.2
(0.3) (0.4) (0.5) (0.4) (0.4) (0.3) (0.5) (0.4) (0.4) (0.3) (0.3)

4.3 3.5 4.1 3.7 3.0 3.5 3.3 3.4 3.2 3.8 3.4
(0.3) (0.5) (0.4) (0.5) (0.4) (0.4) (0.5) (0.4) (0.4) (0.3) (0.3)

4.5 3.5 4.1 3.2 2.8 3.4 3.2 3.7 3.2 3.7 3.2
(0.2) (0.5) (0.5) (0.6) (0.4) (0.4) (0.3) (0.3) (0.3) (0.2) (0.2)

4.3 3.3 3.5 2.9 2.6 3.4 3.3 3.5 3.2 3.6 3.2
(0.3) (0.4) (0.7) (0.5) (0.3) (0.4) (0.5) (0.5) (0.4) (0.3) (0.3)

4.3 3.4 3.9 3.4 3.1 3.5 4.0 3.4 3.6 4.1 3.5
(0.4) (0.5) (0.5) (0.5) (0.3) (0.3) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.2)

3.6 2.9 3.0 2.4 2.3 2.8 2.9 2.7 2.7 3.1 3.1
(0.5) (0.5) (0.4) (0.4) (0.5) (0.4) (0.6) (0.5) (0.6) (0.4) (0.3)

3.7 3.1 3.1 2.8 2.6 3.4 3.2 2.8 3.0 3.6 3.3
(0.4) (0.4) (0.5) (0.4) (0.3) (0.3) (0.3) (0.4) (0.3) (0.3) (0.2)

4.1 3.2 3.3 2.7 2.6 3.5 3.1 3.2 3.0 3.7 3.3
(0.2) (0.4) (0.6) (0.6) (0.3) (0.3) (0.6) (0.3) (0.6) (0.4) (0.4)

4.1 3.6 3.8 2.9 2.8 3.5 3.5 3.3 3.4 3.7 3.3
(0.3) (0.3) (0.3) (0.3) (0.3) (0.3) (0.3) (0.2) (0.3) (0.2) (0.2)

3.9 2.7 2.9 2.4 2.4 3.5 3.0 2.8 2.7 3.4 3.2
(0.3) (0.3) (0.6) (0.4) (0.3) (0.4) (0.3) (0.5) (0.3) (0.2) (0.2)

3.9 3.5 3.7 3.5 2.8 3.4 3.0 3.0 3.0 3.6 3.1
(0.5) (0.5) (0.6) (0.4) (0.4) (0.2) (0.7) (0.7) (0.6) (0.3) (0.2)

4.2 3.5 3.7 3.2 2.8 3.5 3.3 3.3 3.2 3.7 3.3

(0.4) (0.5) (0.6) (0.6) (0.4) (0.4) (0.5) (0.5) (0.4) (0.4) (0.3)
全体 426

Ｊ 建設・採掘
の仕事

18

Ｋ 運搬・清掃・
包装等の仕事

16

その他の仕事 5

Ｇ 農林漁業の
仕事

11

Ｈ 生産工程の
仕事

58

Ｉ 輸送・機械
運転の仕事

21

Ｄ 販売の仕事 36

Ｅ サービスの
仕事

42

Ｆ 保安の仕事 13

Ａ 管理的な仕
事

2

Ｂ 専門的・技
術的な仕事

162

Ｃ 事務の仕事 42

職業大分類

該
当
職
業
数

機器等の
速度に応
じた作業

結果・成
果への責

任

空調のき
いた屋内

作業

空調のき
いていな
い屋内作

業

屋外作業 座り作業 立ち作業 反復作業
ミスの影

響度
意思決定
の自由

仕事の構
造化

2.8 3.6 4.3 2.6 2.7 3.3 2.8 2.7 3.2 3.8 3.7
(0.2) (0.0) (0.5) (0.2) (0.5) (0.4) (0.5) (0.1) (0.1) (0.5) (0.5)

2.9 3.6 4.4 2.4 2.4 3.6 2.6 2.5 3.5 3.6 3.7
(0.4) (0.4) (0.4) (0.6) (0.9) (0.8) (0.8) (0.4) (0.5) (0.3) (0.3)

2.9 3.3 4.5 2.2 2.3 4.1 2.2 2.7 3.2 3.2 3.3
(0.3) (0.4) (0.4) (0.4) (0.6) (0.6) (0.6) (0.5) (0.4) (0.3) (0.3)

2.8 3.2 4.4 2.5 2.5 2.5 3.6 2.8 3.1 3.5 3.4
(0.2) (0.4) (0.3) (0.6) (0.8) (0.8) (0.9) (0.5) (0.3) (0.3) (0.3)

2.8 3.3 4.1 2.4 2.4 2.1 4.0 3.2 3.2 3.4 3.4
(0.3) (0.4) (0.6) (0.6) (0.9) (0.7) (0.7) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4)

3.0 3.6 4.0 3.0 3.7 3.2 2.9 2.8 3.8 3.0 3.2
(0.4) (0.4) (0.8) (0.5) (0.5) (0.7) (0.6) (0.4) (0.3) (0.3) (0.2)

2.7 3.1 2.1 3.2 4.3 2.0 4.1 3.5 3.0 3.6 3.5
(0.2) (0.2) (0.6) (0.5) (0.3) (0.4) (0.4) (0.4) (0.4) (0.3) (0.5)

3.3 3.2 3.5 2.9 2.4 2.6 3.5 3.2 3.2 3.1 3.1
(0.3) (0.4) (0.7) (0.6) (0.7) (0.7) (0.6) (0.4) (0.3) (0.3) (0.3)

3.3 3.3 3.3 2.9 3.8 3.3 2.8 3.0 3.8 3.1 3.2
(0.5) (0.5) (0.8) (0.7) (0.4) (0.9) (0.8) (0.6) (0.4) (0.4) (0.4)

3.1 3.6 2.3 3.4 4.0 2.1 4.0 3.2 3.4 3.4 3.4
(0.3) (0.2) (0.5) (0.4) (0.6) (0.3) (0.3) (0.3) (0.3) (0.2) (0.2)

2.8 2.8 3.1 3.0 3.4 1.9 4.0 3.5 2.9 3.0 3.1
(0.2) (0.3) (0.7) (0.4) (1.0) (0.3) (0.4) (0.3) (0.2) (0.3) (0.3)

2.9 3.4 4.4 2.2 2.2 3.7 2.1 2.3 3.4 3.7 3.6
(0.2) (0.4) (0.3) (0.5) (0.7) (0.6) (0.3) (0.3) (0.3) (0.3) (0.3)

3.0 3.4 4.0 2.6 2.7 3.1 3.0 2.8 3.3 3.4 3.4

(0.4) (0.4) (0.8) (0.6) (0.9) (1.0) (1.0) (0.5) (0.5) (0.4) (0.4)
全体 426

Ｊ 建設・採掘
の仕事

18

Ｋ 運搬・清掃・
包装等の仕事

16

その他の仕事 5

Ｇ 農林漁業の
仕事

11

Ｈ 生産工程の
仕事

58

Ｉ 輸送・機械
運転の仕事

21

Ｄ 販売の仕事 36

Ｅ サービスの
仕事

42

Ｆ 保安の仕事 13

Ａ 管理的な仕
事

2

Ｂ 専門的・技
術的な仕事

162

Ｃ 事務の仕事 42
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図表 3-39 職業大分類ごとの「仕事の規則性」の収録データの平均値、標準偏差 

 

 

次に抽出 3 職業と全体の回答分布の形状を図表 3-40 に示す。仕事の性質 23 項目のうち平

均値系である 22 項目は、第 3 節で述べた通り項目ごとに頻度、重要度等異なる内容ではあ

るものの全て１～５の 5 段階で回答を求めたものである。その分布の特徴は、前述の知識と

はまた異なる形の「メリハリ」である。 
たとえば「屋外作業」を見ると、建築塗装工は「５」をピークとする右寄りの片側正規傾

向であり、逆に理容師と Web ディレクターは「１」をピークとする左寄りの片側正規傾向で

ある。仕事の性質は前述の 4 領域と違って「人間の側の情報」という面がほとんどなく、「仕

事の側の情報」として整理できる。このため項目によっては議論の余地が無い形での回答の

メリハリが発生することになる。 
もちろん、いかに仕事の側の情報とはいえ回答者の認識を尋ねているので両側正規の傾向

が見られる項目も少なくない。たとえば「同一作業の反復」などは、「３」をピークとして比

較的対称性の高い裾野が両側に広がっている。「意思決定の自由」や「仕事の構造化」等も、

ピークは違っていてもその両側に裾野が広がっている。したがって本領域については、「比較

的職業による分布の違いが明確化しやすいが、一定の正規性が確認される」とまとめられる。 
ただし、「仕事上での他者との対立」に関しては 3 職業の比率および全職業の参考比率の

分布が１～５で平板に近く他と比べてやや異質である。これは本項目の回答が「職業という

職業大分類

該
当
職
業
数

規則的（ルーチ
ンやスケジュー
ルが決まってい
る）

不規則（天候、
生産需要、契約
期間などで変わ
る）

季節的（一年の
うちの一定の時
期だけ）

45.0% 45.6% 9.5%
(18.2) (23.6) (5.4)
40.7% 51.6% 7.7%

(18.5) (18.0) (5.2)
55.4% 35.5% 9.1%

(14.4) (13.5) (5.7)
50.8% 42.2% 7.0%

(13.8) (13.3) (4.1)
49.8% 42.2% 8.0%

(17.6) (15.5) (5.2)
44.9% 51.0% 4.1%

(17.0) (17.8) (2.0)
26.8% 55.3% 18.0%

(21.0) (12.7) (12.5)
41.1% 50.0% 8.9%

(13.5) (13.0) (6.0)
42.7% 53.5% 3.7%

(16.9) (15.9) (3.7)
23.8% 69.7% 6.5%
(9.5) (11.0) (4.8)
56.9% 36.9% 6.1%

(17.2) (12.4) (7.0)
45.5% 49.4% 5.1%

(13.8) (14.5) (4.1)

43.8% 48.4% 7.8%

(18.0) (17.1) (5.8)
全体 426

Ｊ 建設・採掘の仕事 18

Ｋ 運搬・清掃・包装等の仕事 16

その他の仕事 5

Ｇ 農林漁業の仕事 11

Ｈ 生産工程の仕事 58

Ｉ 輸送・機械運転の仕事 21

Ｄ 販売の仕事 36

Ｅ サービスの仕事 42

Ｆ 保安の仕事 13

Ａ 管理的な仕事 2

Ｂ 専門的・技術的な仕事 162

Ｃ 事務の仕事 42
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より、職場による」傾向があるためではないかと考えられる。たしかに今回の調査では個別

の文脈は捨象して「標準的なイメージ」の回答が求められている。しかし「他者と対立する

かどうか」は多くの職場では共に働く人々との人間関係に左右される面が強いため、職業の

違いによらず「１」の人から「５」の人まで回答が分散しやすかった可能性がある。とはい

え、本項目でも他者と厳しく接することが必要となる職業では明確な傾向が見られると推測

される。 

 

図表 3-40 仕事の性質 22 項目の抽出 3 職業と全体の回答分布 
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続いて、同 6 項目の得点が特に高い「代表的な職業」を 10 件ずつリストアップしたのが

図表 3-41 である。本領域は環境に関する事実確認の項目も含まれるため仕事価値観やスキ

ルほどにはハロー効果を懸念する必要は無いと思われるが、家庭裁判所調査官や検察官等、

多数の項目でリストアップされている職業も見られる。第 2 節で述べた通り、Web 就業者調

査には一部に非就業者の「混入」があったとすれば、そうした「混入」が無かった直接依頼

調査の職業ではより実態に即した「メリハリ」のある回答が得られた可能性がある。 
 

図表 3-41 仕事の性質 22 項目の代表的職業リスト 

 

他者とのかかわり 対面での議論 電話での会話
ビジネスレターや

メモの作成
仕事上での

他者との対立
時間的切迫

医薬情報担当者
（MR）

医薬情報担当者
（MR）

家庭裁判所調査官 家庭裁判所調査官 検察官 給食調理員

学校事務 家庭裁判所調査官 検察官 検察官 裁判官
空港グランドスタッ
フ

家庭裁判所調査官 検察官
コールセンターオペ
レーター

公認会計士 税務事務官 検察官

検察官 建築施工管理技術者 司法書士 司法書士 せり人 航空整備士
公認会計士 公認会計士 証券外務員 損害保険事務 損害保険事務 裁判官

書店員 中学校教員 商社営業
パラリーガル（弁護
士補助職）

鉄道運転計画・運行
管理

歯科技工士

入国警備官
デジタルビジネスイ
ノベーター

せり人 弁護士 入国警備官 小学校教員

プロジェクトマネー
ジャ（IT）

福祉事務所ケース
ワーカー

損害保険事務 貿易事務
福祉事務所ケース
ワーカー

助産師

麻薬取締官
プロジェクトマネー
ジャ（IT）

鉄道運転計画・運行
管理

放送ディレクター 弁護士 せり人

幼稚園教員 放送ディレクター 保健師 麻薬取締官 法務教官 放送記者

グループや
チームでの仕事

外部の顧客等
との接触

他者と調整し、
リードする

厳密さ、正確さ 同一作業の反復
機器等の速度
に応じた作業

海上保安官
医薬情報担当者
（MR）

家庭裁判所調査官 家庭裁判所調査官 検針員 エレベーター据付

家庭裁判所調査官 家庭裁判所調査官 客室乗務員 検察官 航空整備士
空港グランドスタッ
フ

客室乗務員 客室乗務員 検察官 航空整備士 細胞検査士
さく井工/ボーリング
工

言語聴覚士 検察官 公認会計士 司法書士 視能訓練士 船舶機関士
検察官 公認会計士 助産師 助産師 船舶機関士 タイヤ製造
助産師 シューフィッター パイロット パイロット 測量士 電車運転士

入国警備官
ハンバーガーショッ
プ店長

プロジェクトマネー
ジャ（IT）

放送記者 電車運転士 パイロット

麻薬取締官
ブライダルコーディ
ネーター

放送ディレクター 麻薬取締官 パイロット 臨床検査技師

幼稚園教員 放送記者 麻薬取締官 薬剤師 臨床検査技師 臨床工学技士
陸上自衛官 放送ディレクター 幼稚園教員 臨床検査技師 臨床工学技士 録音エンジニア

結果・成果
への責任

空調のきいた
屋内作業

空調のきいて
いない屋内作業

屋外作業 座り作業 立ち作業

検察官 学校事務 航空整備士 果樹栽培者 CG制作 カフェ店員

裁判官 検察官 自動車整備士
ガソリンスタンド・
スタッフ

Webデザイナー 給食調理員

細胞検査士 公認会計士 小学校教員 キャディ イラストレーター
コンビニエンススト
ア店員

歯科医師 歯科医師 せり人 厩舎スタッフ 企業法務担当 スーパーレジ係

司法書士 柔道整復師 船舶機関士 建設・土木作業員
コールセンターオペ
レーター

すし職人

小児科医 助産師 畜産技術者 ごみ収集作業員
システムエンジニア
（業務用システム）

西洋料理調理人(コッ
ク）

助産師 入国警備官 陶磁器技術者
さく井工/ボーリング
工

ソフトウェア開発
（パッケージソフ
ト）

パン製造、パン職人

土地家屋調査士 美容師 内装工 新聞配達員 プログラマー
ハンバーガーショッ
プ店長

パイロット
プロジェクトマネー
ジャ（IT）

法務教官 造園工 弁理士
ベーカリーショップ
店員

ファンドマネー
ジャー

メガネ販売 酪農従事者 防水工 翻訳者 酪農従事者

反復作業 ミスの影響度 意思決定の自由 仕事の構造化

クリーニング師 検察官 犬訓練士 犬訓練士
検針員 航空管制官 音楽教室講師 沿岸漁業従事者
ごみ収集作業員 航空整備士 経営コンサルタント 音楽教室講師
スーパーレジ係 細胞検査士 検察官 裁判官
すし職人 司法書士 裁判官 歯科医師
惣菜製造 小児科医 柔道整復師 柔道整復師

鉄道車掌 助産師
ジュエリーデザイ
ナー

ジュエリーデザイ
ナー

鉄道車両清掃 鉄道車掌 農業技術者 陶磁器技術者
電車運転士 電車運転士 はり師・きゅう師 はり師・きゅう師

酪農従事者 パイロット
ファンドマネー
ジャー

ファンドマネー
ジャー
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(6) 教育と訓練 

教育と訓練について、「学歴」の比率の平均値を図表 3-42 に示す。本項目は職業に関する

数値情報の中で唯一の複数回答形式の設問となるが、全体で最も比率の平均値が高かったの

は「大卒」で、管理的な仕事、専門的・技術的な仕事等の 5 つの大分類でも最も高かった。

一方、その他の 7 区分では「高卒」が最も高かった。 

 

図表 3-42 職業大分類ごとの学歴（複数回答）の収録データの平均値、標準偏差 

 

 

次に、「入職前に必要な教育・訓練期間」について比率の平均値を図表 3-43 に示す。全体

および全大分類で、「特に必要ない」が最も比率の平均値が高かった。専門的・技術的な仕事

と輸送・機械運転の仕事で比較的低くなっているが、専門性が求められる仕事や、運転のた

めの特殊免許等が必要な仕事では他の大分類より入職前の教育・訓練期間が必要という結果

は自然と言える。 

 

  

職業大分類

該
当
職
業
数

高卒未満 高卒 専門学校卒 短大卒 高専卒 大卒

修士課程卒
（修士と同
等の専門職
学位を含
む）

博士課程卒 わからない

1.1% 30.8% 20.4% 12.3% 2.2% 39.2% 3.0% 2.1% 27.2%
(1.6) (3.5) (18.2) (1.4) (3.1) (7.4) (1.1) (0.2) (7.0)
1.2% 13.2% 22.7% 7.8% 4.5% 63.4% 19.0% 7.3% 6.1%

(3.1) (14.3) (22.4) (10.6) (4.6) (20.1) (19.6) (12.4) (7.2)
0.8% 23.2% 14.9% 10.0% 3.6% 63.1% 7.0% 2.1% 9.8%

(2.1) (17.0) (13.4) (7.0) (2.9) (22.4) (7.5) (2.2) (10.4)
2.9% 38.4% 19.2% 11.9% 3.6% 48.6% 2.2% 0.7% 13.0%

(3.6) (14.5) (12.1) (8.3) (2.8) (21.8) (5.6) (2.2) (9.7)
6.0% 38.2% 33.5% 12.6% 3.4% 27.6% 1.7% 0.4% 15.8%

(5.3) (19.1) (22.5) (8.5) (2.6) (19.7) (3.4) (1.1) (10.1)
3.4% 59.0% 19.6% 5.4% 4.0% 53.9% 5.2% 0.8% 7.3%

(3.1) (22.0) (15.2) (4.0) (2.7) (23.1) (12.7) (1.2) (11.3)
8.8% 49.4% 20.9% 4.8% 1.8% 23.4% 1.9% 0.4% 19.4%

(5.0) (17.4) (18.7) (3.9) (1.6) (11.5) (2.8) (0.9) (10.6)
5.2% 48.5% 20.3% 6.3% 5.8% 29.7% 4.1% 1.0% 10.7%

(7.5) (14.7) (15.2) (4.4) (4.7) (12.4) (5.5) (1.7) (7.9)
7.8% 60.5% 14.3% 5.0% 6.7% 24.6% 1.6% 0.6% 11.5%

(7.1) (15.0) (10.8) (4.6) (6.2) (18.2) (3.4) (1.6) (9.5)
27.3% 61.1% 13.8% 1.9% 4.7% 15.1% 1.3% 0.1% 7.3%

(13.3) (9.2) (6.3) (1.9) (4.7) (10.8) (2.1) (0.5) (4.4)
7.1% 51.6% 10.1% 5.4% 2.2% 19.4% 0.9% 0.1% 28.9%

(5.5) (8.4) (4.2) (3.8) (1.9) (10.2) (3.6) (0.4) (11.9)
0.4% 19.7% 5.3% 3.1% 2.4% 59.3% 28.3% 16.0% 8.4%

(0.8) (12.3) (5.6) (4.8) (1.6) (15.2) (36.7) (23.2) (8.4)

4.2% 31.9% 20.7% 8.0% 4.3% 46.9% 9.6% 3.5% 10.3%

(7.5) (23.1) (18.9) (8.5) (4.2) (25.8) (15.6) (8.8) (10.0)
全体 426

　※複数回答形式だが、「わからない」のみ他の選択肢と同時には選択できない排他項目であった。

Ｊ 建設・採掘の仕事 18

Ｋ 運搬・清掃・包装等の仕事 16

その他の仕事 5

Ｇ 農林漁業の仕事 11

Ｈ 生産工程の仕事 58

Ｉ 輸送・機械運転の仕事 21

Ｄ 販売の仕事 36

Ｅ サービスの仕事 42

Ｆ 保安の仕事 13

Ａ 管理的な仕事 2

Ｂ 専門的・技術的な仕事 162

Ｃ 事務の仕事 42
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図表 3-43 職業大分類ごとの入職前に必要な教育・訓練期間の収録データの平均値、標準偏差 

 

 

続いて、「入職前に必要な実務経験」について比率の平均値を図表 3-44 に示す。前述の「入

職前に必要な教育・訓練期間」とほぼ同じ傾向が見られ、全体・全大分類で「特に必要ない」

が最も比率の平均値が高いが、専門的・技術的な仕事と輸送・機械運転の仕事で比較的その

比率が低い。 

 

図表 3-44 職業大分類ごとの入職前に必要な実務経験の収録データの平均値、標準偏差 

 

 

職業大分類

該
当
職
業
数

特に必要
ない

1ヶ月以下
1ヶ月超～
6ヶ月以下

6ヶ月超
～1年以下

1年超～
2年以下

2年超～
3年以下

3年超～
5年以下

5年超～10
年以下

10年超
わからな
い

29.4% 5.1% 19.5% 6.5% 6.9% 5.1% 8.8% 2.1% 0.0% 16.7%
(3.8) (0.9) (19.5) (6.5) (3.5) (0.9) (6.2) (0.2) (0.0) (11.0)
22.7% 5.1% 12.3% 8.4% 10.4% 9.0% 9.5% 5.1% 3.5% 14.1%

(11.2) (4.6) (8.4) (6.3) (7.9) (6.2) (8.6) (5.7) (4.3) (7.8)
33.3% 12.7% 17.6% 7.4% 5.8% 4.3% 3.1% 1.9% 2.6% 11.3%

(12.0) (8.1) (7.2) (5.3) (4.3) (4.7) (3.5) (2.4) (3.7) (5.5)
39.8% 13.3% 20.0% 7.1% 4.4% 3.4% 1.5% 1.3% 1.5% 7.9%

(11.7) (7.1) (7.8) (6.1) (3.7) (3.7) (2.1) (2.0) (1.7) (3.9)
34.6% 11.7% 17.9% 6.8% 7.5% 4.8% 3.2% 2.0% 1.4% 10.0%

(16.1) (9.2) (14.1) (5.3) (8.6) (6.3) (4.0) (3.2) (2.2) (5.2)
30.3% 11.7% 16.7% 19.4% 8.1% 3.2% 1.6% 1.0% 1.1% 6.8%

(14.5) (23.0) (10.3) (16.3) (11.4) (2.9) (1.8) (1.5) (1.7) (5.4)
40.6% 5.4% 9.4% 7.6% 8.9% 6.7% 4.1% 1.0% 1.5% 14.9%

(11.7) (4.2) (6.2) (6.0) (4.2) (3.1) (4.8) (1.8) (2.0) (6.3)
36.3% 9.9% 14.4% 8.1% 7.0% 5.6% 4.3% 2.3% 2.1% 10.0%

(12.6) (6.3) (7.3) (4.6) (5.4) (5.0) (3.9) (2.6) (2.4) (6.5)
23.1% 15.1% 22.6% 10.0% 5.3% 5.7% 5.7% 1.5% 1.9% 9.0%

(12.3) (11.2) (15.3) (9.5) (5.6) (6.4) (9.4) (2.1) (1.7) (5.3)
42.0% 7.6% 10.2% 7.1% 7.6% 5.7% 6.6% 3.0% 2.7% 7.5%

(12.4) (4.0) (5.6) (6.0) (3.8) (3.4) (5.2) (3.2) (2.9) (4.8)
49.6% 21.0% 11.8% 3.5% 0.8% 0.8% 1.1% 0.4% 0.2% 10.8%
(9.9) (6.5) (7.0) (3.6) (1.4) (1.1) (1.5) (0.9) (0.6) (5.4)
31.3% 10.1% 19.1% 7.9% 5.1% 3.5% 3.5% 3.7% 3.0% 12.7%

(10.1) (4.0) (10.1) (2.7) (2.8) (1.5) (1.5) (5.6) (2.0) (6.8)

30.9% 9.3% 14.9% 8.1% 7.8% 6.3% 5.8% 3.1% 2.4% 11.5%

(14.4) (8.5) (9.7) (6.8) (7.1) (5.8) (7.0) (4.4) (3.4) (6.9)
全体 426

Ｊ 建設・採掘
の仕事

18

Ｋ 運搬・清掃・
包装等の仕事

16

その他の仕事 5

Ｇ 農林漁業の
仕事

11

Ｈ 生産工程の
仕事

58

Ｉ 輸送・機械
運転の仕事

21

Ｄ 販売の仕事 36

Ｅ サービスの
仕事

42

Ｆ 保安の仕事 13

Ａ 管理的な仕
事

2

Ｂ 専門的・技
術的な仕事

162

Ｃ 事務の仕事 42

職業大分類

該
当
職
業
数

特に必要
ない

1ヶ月以下
1ヶ月超～
6ヶ月以下

6ヶ月超～
1年以下

1年超～2
年以下

2年超～3
年以下

3年超～5
年以下

5年超～10
年以下

10年超
わからな
い

40.9% 1.9% 6.5% 6.7% 4.9% 6.9% 4.1% 2.2% 5.8% 20.1%
(1.8) (2.7) (6.5) (9.4) (3.7) (3.5) (0.4) (3.1) (5.1) (6.3)
33.8% 3.4% 8.3% 6.5% 9.5% 8.4% 7.6% 4.9% 3.1% 14.5%

(13.2) (3.1) (5.2) (4.2) (6.0) (5.6) (5.7) (6.1) (4.1) (8.2)
44.0% 7.0% 10.2% 5.6% 6.5% 4.9% 3.6% 2.1% 3.2% 12.9%

(14.2) (5.6) (6.0) (3.7) (3.9) (4.3) (3.9) (2.6) (4.2) (6.6)
53.8% 8.6% 11.0% 5.1% 4.5% 3.0% 2.6% 1.2% 1.4% 8.9%

(11.7) (3.8) (4.3) (3.6) (3.1) (2.9) (3.5) (2.0) (1.8) (4.1)
47.5% 8.4% 9.8% 5.7% 5.5% 4.5% 3.4% 1.6% 1.3% 12.2%

(14.9) (6.4) (5.5) (4.7) (4.6) (5.6) (3.6) (2.1) (1.9) (6.6)
56.9% 5.4% 8.6% 7.7% 5.5% 3.5% 1.8% 1.6% 0.8% 8.4%

(12.1) (9.7) (4.9) (6.6) (5.1) (3.8) (3.2) (2.2) (1.1) (5.6)
46.5% 3.1% 8.1% 7.1% 8.2% 6.0% 3.5% 0.9% 0.4% 16.1%
(9.8) (3.0) (5.9) (3.2) (5.1) (4.6) (4.8) (1.8) (0.9) (7.3)
44.3% 6.4% 10.8% 6.9% 6.7% 5.3% 3.7% 2.4% 1.9% 11.5%

(12.3) (4.4) (5.4) (5.1) (5.1) (4.9) (3.2) (2.3) (2.3) (6.2)
35.5% 8.4% 14.4% 7.3% 7.6% 6.8% 5.4% 1.4% 1.6% 11.6%

(11.4) (6.7) (7.0) (5.6) (4.7) (6.2) (5.5) (2.0) (2.0) (6.8)
47.7% 4.7% 8.1% 6.3% 8.0% 5.6% 6.7% 2.5% 2.1% 8.2%

(11.5) (3.1) (5.3) (4.0) (3.3) (3.0) (4.9) (2.1) (1.5) (4.3)
65.3% 10.1% 7.3% 2.5% 0.9% 0.8% 1.3% 0.3% 0.5% 11.0%

(10.0) (5.3) (6.0) (3.1) (1.4) (1.5) (1.8) (0.6) (0.8) (4.9)
39.8% 8.9% 10.2% 4.5% 7.3% 4.3% 4.5% 3.1% 3.9% 13.6%
(7.3) (5.4) (3.4) (3.8) (3.5) (3.6) (4.1) (3.3) (3.4) (4.6)

42.3% 5.7% 9.5% 6.2% 7.3% 6.0% 5.1% 3.0% 2.3% 12.6%

(15.3) (5.1) (5.6) (4.4) (5.4) (5.3) (5.1) (4.4) (3.3) (7.2)
全体 426

Ｊ 建設・採掘
の仕事

18

Ｋ 運搬・清掃・
包装等の仕事

16

その他の仕事 5

Ｇ 農林漁業の
仕事

11

Ｈ 生産工程の
仕事

58

Ｉ 輸送・機械
運転の仕事

21

Ｄ 販売の仕事 36

Ｅ サービスの
仕事

42

Ｆ 保安の仕事 13

Ａ 管理的な仕
事

2

Ｂ 専門的・技
術的な仕事

162

Ｃ 事務の仕事 42
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最後に、「入職後に一通り仕事を覚えるまでの期間」について比率の平均値を図表 3-45 に

示す。全体では「1 ヶ月超～6 ヶ月以下」が最も比率の平均値が高く、大分類別でも事務の仕

事、販売の仕事等の 7 区分で同選択肢が最も高かった。一方、保安の仕事では「6 ヶ月超～

1 年以下」が、管理的な仕事、専門的・技術的な仕事、農林漁業の仕事では「1 年超～2 年以

下」が最も高く、やや入職後の仕事の修得に時間がかかる様子が窺える。また、建設・運転

の仕事に関しては「3 年超～5 年以下」が最も高く、他の大分類と比べて熟練者と同じように

働けるまでには時間がかかる職業が多い様子が窺われた。 

 

図表 3-45 職業大分類ごとの入職後に一通り仕事を覚えるまでの期間の収録データの平均値、標準偏差 

 

 

(7) タスク実施率 

タスク実施率については職業ごとに項目自体が異なるためデータの集約はできない。そこ

でここでは具体例として、看護師と自動車整備士のタスク実施率を図表 3-46 に示す。たとえ

ば看護師のタスク 2 番、大規模な事件・事故に際して負傷者の治療の優先順位を決める「ト

リアージ」の実施率を見ると 13.0％となっており、全く実施しないわけではないものの、看

護師が一般的に実施するタスクとは想定されない様子が窺われる。自動車整備士の場合は全

タスクの実施率が 50%を超えているが、7 番の「車体の修理」は 55.6％と比較的低く、分業

体制で専門の板金担当へ引き継ぐ等、自分自身は実施しないという就業者が一定数いる様子

が窺える。 
 

職業大分類

該
当
職
業
数

必要でな
い（未経
験でも即
戦力とな
る）

1ヶ月以下
1ヶ月超～
6ヶ月以下

6ヶ月超～
1年以下

1年超～2
年以下

2年超～3
年以下

3年超～5
年以下

5年超～10
年以下

10年超
わからな
い

10.1% 11.4% 16.9% 8.2% 18.4% 7.1% 9.2% 1.0% 1.0% 16.9%
(1.7) (2.8) (10.6) (1.0) (0.8) (0.6) (0.4) (1.3) (1.3) (8.1)
6.8% 3.0% 10.7% 13.2% 16.1% 14.2% 14.2% 7.3% 3.6% 5.2%

(4.5) (3.0) (7.6) (6.7) (6.5) (5.8) (8.8) (6.1) (3.6) (6.9)
11.1% 6.8% 21.7% 15.7% 16.6% 8.5% 5.8% 2.4% 1.6% 9.8%
(7.2) (6.1) (8.7) (6.0) (7.7) (5.7) (5.0) (2.3) (2.1) (5.1)
12.8% 11.1% 26.7% 14.8% 11.9% 7.3% 5.5% 1.6% 1.4% 6.8%
(5.0) (9.7) (9.0) (5.7) (6.1) (5.6) (5.8) (2.1) (1.9) (3.8)
12.0% 12.0% 25.2% 13.6% 10.6% 6.6% 6.0% 3.8% 1.6% 8.7%
(9.0) (9.8) (12.4) (6.5) (6.9) (5.9) (7.2) (7.0) (1.9) (5.4)
6.2% 7.6% 13.2% 15.2% 13.5% 9.4% 14.9% 7.2% 3.7% 9.2%

(4.9) (13.5) (9.0) (6.7) (6.7) (4.9) (9.7) (5.9) (2.8) (6.0)
14.3% 5.9% 13.3% 8.4% 17.3% 12.1% 9.9% 4.4% 2.6% 11.9%
(8.8) (4.0) (8.4) (6.0) (5.7) (7.8) (4.6) (3.8) (2.9) (7.2)
12.5% 7.8% 17.1% 13.6% 13.3% 9.8% 9.1% 5.5% 2.8% 8.7%
(8.4) (6.5) (9.2) (5.9) (6.0) (6.4) (7.5) (5.0) (2.8) (5.2)
9.3% 11.1% 24.9% 12.5% 11.0% 7.6% 9.0% 3.8% 2.9% 7.9%

(7.6) (9.1) (12.1) (6.0) (5.3) (6.9) (10.7) (4.8) (3.8) (5.1)
10.4% 2.0% 7.4% 8.0% 15.2% 14.6% 19.2% 10.8% 5.3% 7.2%
(6.3) (1.8) (5.3) (4.7) (4.0) (5.8) (8.6) (6.0) (3.5) (3.8)
20.6% 22.1% 27.1% 10.0% 5.9% 3.4% 1.1% 0.9% 0.4% 8.4%
(8.2) (9.9) (6.9) (7.0) (5.2) (4.9) (1.5) (1.6) (0.8) (5.5)
14.3% 4.7% 21.8% 15.6% 11.0% 8.2% 6.2% 6.9% 2.4% 9.0%

(10.6) (4.8) (8.8) (6.8) (7.9) (6.2) (4.5) (6.7) (2.6) (5.7)

10.1% 7.0% 16.9% 13.2% 14.1% 10.7% 10.4% 5.4% 2.8% 9.5%

(7.3) (8.0) (11.0) (6.5) (6.9) (6.8) (8.8) (5.8) (3.1) (6.0)
全体 426

Ｊ 建設・採掘
の仕事

18

Ｋ 運搬・清掃・
包装等の仕事

16

その他の仕事 5

Ｇ 農林漁業の
仕事

11

Ｈ 生産工程の
仕事

58

Ｉ 輸送・機械
運転の仕事

21

Ｄ 販売の仕事 36

Ｅ サービスの
仕事

42

Ｆ 保安の仕事 13

Ａ 管理的な仕
事

2

Ｂ 専門的・技
術的な仕事

162

Ｃ 事務の仕事 42
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図表 3-46 看護師と自動車整備士のタスクリスト実施率 

  

 

  

看護師
タ ス ク
リ ス ト
番号

調査票上の文言
実施率
( n =77)

1
外来を 受診し た患者の症状や訴え を あら かじ め把握し 、 医師の診断を 助け
る 。

37. 7%

2
多数の傷病者がいる 場合等、 重症度と 緊急性によ っ て 医師の診察の優先順位
を 調整する （ ト リ ア ージ ） 。

13. 0%

3 患者の診療記録や経過を カ ルテ に記入し 、 整理する 。 66. 2%
4 患者の顔色や患部の様子を 観察し 、 健康状態や症状を チ ェ ッ ク する 。 77. 9%
5 患者の体温・ 脈拍・ 血圧を 計測し て 、 健康状態や症状を チ ェ ッ ク する 。 83. 1%

6
医師の指示を 受けて 患者に薬の塗布、 注射、 吸入、 吸引、 点滴な ど の処置を
する 。

85. 7%

7 患者に検査の指示を 伝え 、 結果を 確認する 。 59. 7%
8 患者に服薬の方法や注意事項の指導を する 。 66. 2%
9 検査のために患者から 検体（ 血液・ 尿な ど ） を 採取する 。 74. 0%
10 医師が診察、 検査、 手術な ど の治療・ 処置を 行う 際に補助する 。 72. 7%
11 入院患者の看護計画を 立て る 。 46. 8%
12 入院患者の服薬や食事・ 排泄の介助な ど 日常の世話を する 。 48. 1%
13 寝たき り の入院患者の体位変換を する 。 44. 2%

14
交代制勤務の交代時に、 患者に関する 情報や検査・ 治療・ 看護の予定を 申し
送り する 。

49. 4%

15 診療に用いる 医療品の準備や補充な ど 在庫を 管理し 記録する 。 53. 2%
16 病室や処置室の準備、 器具・ 装置・ 備品の管理を する 。 51. 9%
17 病院や施設で 、 感染予防の措置を 患者や外来者に指導する 。 44. 2%
18 地域や学校で 、 衛生管理・ 病気予防・ 家庭看護な ど の相談に応じ る 。 3. 9%

19
家庭看護の契約を し て いる 患者を 訪問し 、 所定の処置や健康のチ ェ ッ ク を す
る 。

6. 5%

20 こ の中に実際行っ て いる 仕事はな い 0. 0%

自動車整備士
タ ス ク
リ ス ト
番号

調査票上の文言
実施率
( n =63)

1
エ ン ジ ン 、 操縦、 制動、 緩衝、 動力伝達な ど の各装置や燃料・ 電気関係の部
品な ど を 点検する 。

84. 1%

2 車両を 点検し た結果、 損傷や不調の程度を 顧客に説明する 。 82. 5%
3 不具合のあっ た部分を 修理、 ま たは交換する 。 87. 3%
4 ワイ パーな ど の装備品の消耗ま たは破損部分を 交換し て 据え 付ける 。 79. 4%
5 ラ ジ エ タ ーの漏れを 修理する 。 66. 7%
6 緩衡器を 修理ま たは交換する 。 69. 8%
7 損傷を 受けた自動車の車体を 修理する 。 55. 6%
8 手動式およ び自動変速装置を 修理する 。 57. 1%
9 ブ レ ーキの修理、 部品の付け替え 、 交換、 調節を する 。 81. 0%
10 計器盤の配線を 直す。 60. 3%
11 自動車の定期点検を する 。 82. 5%
12 車検を する 。 74. 6%
13 こ の中に実際行っ て いる 仕事はな い 0. 0%

タ ス ク Ｙ Ｅ Ｓ 率０ ％は原則と し て 除外さ れて いる た め、 最終データ セ ッ ト で は末尾の排他項目は0. 0%と な る
職業が多い。 タ ス ク Ｙ Ｅ Ｓ 率について は第2節のス ク リ ーニ ン グプ ロ セ ス を 参照。
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第４節 今後の開発について 

 

本章の最後に、当機構における今後の数値情報の開発に関する現時点での今後の見通しを

6 点述べる。 

 

(1) 「仕事活動」領域の追加 

第 5 章第 1 節で詳述されている米国 O*NET の「（一般化された）仕事活動」（Generalized 
Work Activities）領域は、米国 O*NET の調査票を「直輸入」することで短期間で追加が可

能と思われる。当面、2020 年度は仕事活動の調査票の翻訳とローカライズ、および Web 就

業者調査での全職業一括整備に向けて基礎研究を進める予定である。本領域が整備されれば

仕事の内容が似ているかどうかで職業間の比較が可能となり、職業固有の「タスク」よりも

使いやすい指標となるはずである。 
ただし、本来はこの仕事活動の領域は①Generalized、②Intermediated、③Detailed の 3

層があり、そのさらに下にタスクがあるというピラミッド構造になっている。米国でも初め

にタスクと Generalized が個別に存在し、後から両者を「繋ぐ」中間層が作られたことを踏

まえ、いずれは我が国でもこうした基礎研究が必要となるかもしれない。 
 

(2) 「アビリティ」領域の評定マニュアルの作成 

米国 O*NET の「アビリティ」（Ability）領域は、特に高齢者や障害者の支援という面で重

要である。ただ、項目の内容が非常に抽象的かつ難解であるため、就業者に聞くことが難し

い領域でもある。そこで本領域については米国に倣い、一定の訓練を受けた評定者が一括し

て評定を行う方式を検討していきたい。そのためには、まずは米国で使用されているマニュ

アルを我が国に合うように「ローカライズ」するアプローチが近道と考えられる。その際は、

実際に高齢者や障害者の就業支援を行っている人々へのヒアリング等も実施し、その有効性

を高められるような工夫もなされることが期待される。 

 

(3) 「タスク」の文言内容の見直し 

タスクについては実施率を把握した上でタスクを精査することを念頭に、今回、基本的に

当機構が過去に作成したものをベースとした。しかしタスク文言の内容は必ずしも統一的な

記述スタイルにはなっていない。そこで今後はタスクの記述スタイルに関してルールを決め

て、今一度見直しを図る必要がある。その際には米国における「核心的タスク」、「周辺的タ

スク」、「萌芽的タスク」の区分なども参考に、Web 就業者調査で得た「その他のタスク」の

自由記述も改めて活用して項目の差し替えも積極的に行うことが望ましい。 
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(4) 「道具と技術」の情報取得方法の検討 

第 5 章第 2 節で詳述されている米国 O*NET の「道具と技術」（T2: Tools & Technology）
領域は、2006 年にタスクと同じく職業固有の情報として追加されたものである。米国では本

領域に関してテキストマイニング等を用いた求人票からの候補の抽出等を試みており、また

他の領域は 1 年に 1 回の更新ペースである中、本領域のみ年 4 回更新している。 

本領域については松本・鎌倉 (2018)の米国ヒアリング調査にて、IT コンサルタント業の

応対者から「内容が粗すぎる」との指摘も出ており、おそらく「情報の陳腐化」が極めて早

く、利用者を満足させることが特に難しい。こうした文脈を踏まえ我が国で情報整備を目指

すとすればいかなる方法が考えられるのか、中長期的な課題として検討が続けられる予定で

ある。 

 

(5) Web 調査特有の回答傾向バイアスの検証 

Web 調査会社のモニター特有の何らかの「体系的」な回答の偏りがあるとすれば、できる

だけ早くその実態を解明すべきである。そのためには、同じ職業で Web モニターから回収し

たデータと、Web モニター以外から回収したデータを突き合わせる作業が不可欠となる。今

回、一部直接依頼を行った職業に関して、ある程度 Web モニターデータも集まっているもの

がある。今後はまずこれらの手元のデータを用いて予備的検討を行い、仮説を立て、その後

一定数の職業で本格的な検証を行うプロセスが妥当と考えられる。2020 年度は既存データ

を用いた予備的検討に着手したいと考えている。 

 

(6) 職業選択時の当該職業ではない回答者の「混入」対処法の検討 

我が国の Web 就業者調査に特有の課題として職業選択における当該職業ではない回答者

の「混入」を防ぐ方法論の精緻化も今後取り組むべき課題である。たとえば 2019 年度に実

施した直接依頼データのような「ほぼ確実にその職業の就業者だけのサンプル」の中に、あ

えて非就業者のプールデータの中からランダムにケースを混ぜ、「就業者と非就業者を外れ

値の回数で判別する上で、最も精度が高くなる外れ値設定基準の計算式」をシミュレーショ

ンにより特定できれば、あらゆる職業で非就業者であることが疑われるケースを機械的に除

外できるようになる可能性がある。 
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第Ⅱ部 ヒアリング調査と情報収集 

 

第４章 職業情報の収集に向けた調査の実施 

 

職業情報の収集に当たって、その具体的な内容を検討するため、キャリアコンサルタント

等を対象とし、職業情報に対するニーズ等を把握するヒアリング調査を行った。また、技術

革新により仕事の変化が早く、かつ大きいと思われる「IT 業界」、「製造業界」について、業

界動向、仕事の変化等を把握するため、業界団体、民間職業紹介会社、人材育成機関へのヒ

アリング調査を実施した。 
以下では、このヒアリング調査の結果についてまとめている。 

 
第１節 キャリアコンサルタント等ヒアリング調査 
 
１ ヒアリングの実施方法 

職業情報を収集、整理するにあたり、キャリアコンサルタント、進路指導関係者、障害

者職業カウンセラー等から、ニーズ、意見、要望等を聴取した。具体的には、収録する職

業の選定、職業情報の内容（職業解説と数値情報）、その他の意見等に関して、それぞれ 90
分程度ヒアリングを行った。数値情報とは各職業のスキル、知識、興味（RIASEC）、仕事

の性質、等々の側面を数値化したものであり、「職業プロフィール」ともしている。ヒアリ

ングの実施時期は 2018 年 6 月から 8 月であった。 
全体で以下の 19 名からヒアリングしている。（ ）は以下の図表での略称と人数である。 
 
労働局・ハローワーク職員（HW、6 名） 
民間職業紹介会社キャリアコンサルタント（民間、2 名） 
フリーランスキャリアコンサルタント（フリー、2 名) 
企業内人事担当キャリアコンサルタント（企業、2 名） 
大学キャリアセンター（大学、2 名） 
高校進路指導担当（高校、1 名） 
障害者職業カウンセラー等（障害、4 名） 

 
２ ヒアリングの結果 
（１）収録する職業について 

図表 4-1-1 に収録する職業の選定についてヒアリングした結果を示した。キーワードを付

け、それによりソートし、類似のものが近接するようにしている。ヒアリングでは第１章で

述べた旧職業データベースの職業名一覧（図表 1-1-1）を示し、それを見て貰いながら意見等
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を聞いている。

それによると、No.1 から No.6 は製造業が多い、サービス業が少ない、事務系が少ないと

の意見である。高校進路指導担当、大学キャリアセンター、民間職業紹介会社キャリアコン

サルタントに共通してみられた。周知のことであるが図表 4-1-2 に示したように 42、産業全

体が以前の第二次産業、製造業中心から、第三次産業、サービス業中心に変わりつつあり、

収録する職業に関しても確かに、このような状況を反映する必要がある。事務の職業も近年

増加してきている（図表 4-1-2）。 
No.7、No.8 はフリーランスのキャリアコンサルタントの発言であるが、転職等の相談に乗

ることが多いキャリアコンサルタントとしては、会社の中の仕事を細かくし、どのような仕

事があるかが重要とのことである。

No.9 から No.12 は、IT、Web 系の職業が少ない、また、デザイン系の職業も充実して欲

しいとの意見である。民間職業紹介会社キャリアコンサルタント、労働局・ハローワーク職

員、高校進路指導担当に見られた。先のサービス業同様、このような仕事も増えている表れ

といえる。

No.13 から No.19 は、学生や若者は世の中に色々な職業があることを知らず、様々な職業

を網羅的に収録する必要があるとの意見である。知らない職業があるということはそれだけ

選択肢を狭めていることにも繋がり、重要な点といえる。類似のものとして、障害者職業カ

ウンセラーからは、「パーシャル（部分的）な仕事」の情報が必要との意見があった。健常者

のように会社の中で幅広く仕事をこなすのは難しい場合でも、この部分の仕事はできる、こ

のような仕事は「好き」ということもあろう。職業を細かく分解した情報が必要ということ

である。この点は図表 4-1-3 の No.3 の発言で、仕事を分解した課業リストの情報が有効、と

の意見とも通じるものである。No.20 も障害者職業カウンセラーの意見であり、No.19 とも

似ているが、補助のような仕事に関しても取り上げて欲しいとのことであった。職業情報の

整備にあたり、補助的な仕事は軽視されがちでもあり、必要な観点と言える。

No.21 の発言は、定時で帰れる仕事、短時間、在宅 OK な仕事、子どもがいてもできる仕

事、というような仕事を取り上げ欲しいとのことであり、確かに、就職を希望する人の中に

はこのような点が重要な人も多いであろう。これも職業情報の整備にあたり、忘れてはなら

ない観点といえる。

その他の意見としては、事務「員」という言い方は違和感がある、「員」は要らないのでは

ないか、との意見があった（No.22）。確かに○○員とすると、職業にはなるが、以前の職業のイメー

ジのようにそれを一生している人がいる、ということはなく、事務であっても、経理をした

り、人事をしたりとそのときの「担当」といえる。職業人生が長くなり、その中で様々な仕

42 図表 4-1-2 は公表されている「労働力調査長期時系列データ」（総務省統計局）から作成している。この長期

時系列データでは職業別就業者数は 1953 年～2010 年と 2009 年～と分けて公表されている。ここでは第二次大

戦後の数十年に及ぶ長期的な変化を見るため前者から作図している。 
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事をする現在、以前の「職業」に拘りすぎると、不自然な面も出てくるのであろう。同時期

に別途行った IT 業界でのヒアリングにおいても、「職業」には違和感がある、「仕事」ベース

で分けるのがよいのではないか、会社に属さないで働いている IT エンジニアも増えており、

「仕事」単位で働いている、との類似の発言があった。やはり同時期に行っていた製造業を

中心とした職業訓練の関係者の発言の中にも同様のものがあり、○○工は違和感がある、生

産現場は今日、多能工化し、特定のことだけをするような人はほとんど居ない、職業ではな

く、職務単位で情報を作るべきではないか、との意見もあった。ここでの「職務」単位は「仕

事」単位と同じ意味合いと言える。 
また、No.23 は収録する職業の整理の方法であるが、 学生にも、キャリアセンターの職

員にも、職業のくくり（分類）が分かりにくい、との声もあった。職業を直感的に、わかり

やすく分類する、また、職業名も社会一般で用いられている、わかりやすいものにする、と

いう観点が必要であろう。 
以上、多くの意見が出ているが、これらは収録する職業を選択するにあたり参考にし、サ

ービス、IT 等に関しては拡充し、製造業に関しては現状に合わせて統合したり、廃止したり

等の検討を行うこととしている。 
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図表 4-1-1 収録する職業について 

（※旧職業データベースの職業一覧（図表 1-1-1）についての意見等） 

 

No 所属等 ヒアリング内容 キーワード

1 民紹 ものづくり系は職業が多い印象 製造業が多い

2 高校 食品製造のところがやけに細かい。製造業全般も職種が細かい。 製造業が多い

3 大学
第三次産業の拡がりが全くない。サービス業が圧倒的に足りてないのが、一番困
る。

サービス業が少ない

4 高校 産業構造も変わり、製造業から就業者がシフトするサービス業（の職業）。 サービス業が少ない

5 大学
オフィスの職業、専門・企業サービス、個人サービスのところを膨らませてほし
い。

サービス業が少ない 事務系が
少ない

6 民紹
事務系はもう少し細分化できるのでは（営業事務、総務事務、法務事務の追
加）。

事務系が少ない

7 フリー 営業など、会社の中の仕事を細かくしてくれると助かる。 会社の中の仕事を細かく

8 フリー これから職業選ぶ人にはいいが、会社の中にいる人は必要でない職業が多い。 会社の中の仕事を細かく

9 民紹
 IT系職業が少ない。新しい仕事が出てきている。WEBデザイン、ゲーム関連で
も相当細かく分かれている。

IT、Web系が少ない

10 HW
システム系は、（実際の職種が）結構細かくなり過ぎていて、もっと分類してし
まってもよいのではないか。（職業情報は）細かく分けておいてもらって、使う
側がどう使うかでいいのかもしれない。

IT、Web系が少ない

11 高校
急速に発展しているコンピュータ関連の職業。昔と仕事の中味が大きく変わって
いるし、ニーズも高い。情報がなく困っている。

IT、Web系が少ない

12 HW
CGデザイナー、WEBクリエーター、ゲームクリエーターなどのところ、その差

が理解しずらいという意味では、分けるのも良いが、分かりづらい。
IT、Web系が少ない デザイン
系の充実

13 高校

野球選手、マンガ家については、収録職業から外すとのことだが、高校進路指導
の場面ではあってもいいと思う。「なる」「ならない」ではなく、野球選手、マ
ンガ家といったよく知っている職業を知ることで仕事の世界を知るきっかけにな
る。教育的配慮としては、職業を網羅的に取り上げることにも意義があると思
う。

様々な職業を取り上げる必要性

14 HW 「声優」になりたいという子は結構多い。窓口でなりたいんで、なり方を教えて
下さいという人はいる。なり方の説明が必要なのではと思う。

様々な職業を取り上げる必要性

15 民紹 学校教育などで、小さいころから職業情報に触れることが必要。今の学生は本当
に視野が狭く、大企業しか知らない。

様々な職業を取り上げる必要性

16 人事 この情報が企業情報ではないというのは１つの利点だとは思う。今の大学生は企
業ありきになってしまっているのは問題。

様々な職業を取り上げる必要性

17 人事
世の中で副業も進んでいる中で、職業の定義もあいまいになっている。分類しよ
うのない仕事が増えている。こんなに職業があるとは自分も知らなかった。多く
の職業があることを知るという意味では若い人には良い。

様々な職業を取り上げる必要性

18 障害 特に仕事経験の少ない方だと、イメージをつくる場面で（こうした職業情報があ
ると）はとても役立つと思う。

様々な職業を取り上げる必要性

19 障害

これからはパーシャル（部分的）な仕事というものが増えていく。1時間働い
て、雇用保険該当もしないが、自分の働き方にあわせて働くといった障害者の方
もいる。サポートの必要な方も、部分的な仕事に関心が集まるのではないか。働
き方を自由に選べる時代になってきている。

様々な職業を取り上げる必要性
パーシャルな仕事（一部をする
仕事）

20 障害
看護、介護、調理の補助職にも一定数就いているので、そういった仕事内容を見
ることで「やってみようか」となる。課業リストがあると、支援者が現場ごとに
足で確認する負担が減る。ぜひ（補助業務の収録を）希望したい。

看護、介護、調理等の補助の仕
事

21 フリー
定時で帰れる仕事、短時間、在宅OKな仕事、子どもがいてもできる仕事、とい

うような職種がたくさんあった方がよい。
定時帰宅、短時間、在宅可能等
の仕事

22 民紹 事務「員」という言い方は違和感がある。上から見ている印象。「員」は要らな
いのではないか？

「○○員」の違和感

23 大学
 くくり（分類）が分かりにくい。学生にもわかりにくいが、支援する側も使いに
くい。

職業をわかりやすく分類
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図表 4-1-2 職業の変化（「労働力調査長期時系列データ」より作図） 

 

 

（２）職業の解説について 

図表 4-1-3 に職業の解説についてのヒアリング結果を示した。同じようにキーワードを付

け、それによりソートし、類似のものが近くに来るようにしている。ヒアリングでは旧職業

データベースでの職業情報の解説の部分を示し、それを見て貰いながら意見等を聞いている。 
最初の意見は「ひながた」があるとよいとのことであるが、確かに、仕事内容は細かくみ

れば会社や業界によって、さらには求人によって違う部分もあるのであろうが、まずは、標

準的な職業の情報として、このような情報が役立つとのことであろう。 
No.2、No.3 は「課業リスト」が役に立ったとの意見である。職業ですることを細かく課業

に分解した情報、課業リストは他にはない情報であり、有効であったということであろう。

図表 4-1-1 の No.19 の発言でみた、障害者の就労には「パーシャルな仕事」の情報が必要と

も対応している。 
No.4 は「就くには」の入職ルートとして、「職業訓練」もあっても良いのではないかとの

意見である。旧職業データベースでも一部の職業については、職業訓練のルートがあること

も示していたのであるが、職業安定行政として、職業訓練と就職支援を一体として提供する

視点としては、職業訓練からの入職のルートも重要な情報といえる。 
No.5 から No.9 は、入職後のキャリア、キャリアパスの情報が必要とのことである。これ

は民間職業紹介会社キャリアコンサルタント、フリーランスキャリアコンサルタント、大学

キャリアセンターで共通してみられた。確かに、就職する学生、若者にとっては、入ってか
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らどのようなキャリアを辿っていくかは知りたい情報であろう。また、65 歳まで、更には 70
歳まで働くことが一般化する現在、長くなった職業生活に関して、どのようなキャリア展開

になるかも重要な情報であろう。大学のキャリアセンターで独立するキャリアがあるのかも

知りたい、という点も興味深い。最近の大学生は一生、入った会社に勤めるというキャリア

以外に、暫く働いてから独立したいという気持ちもあるのであろう。 
No.10、No.11 は統計情報に関してである。世の中には多くの統計情報が実はあるが、それ

ぞれがどこにあるかは一般には分りづらい。また、統計はあるがそれがどのように示されて

いるかはそれぞれの統計に依存している。統計はあるが分かり辛い、使いにくいということ

であろう。このようなこともあり、職業毎に関連する情報がまとまっていればよいというこ

とであろう。 
No.12 も統計情報ではあるが、こちらは求人倍率、今後の見通しというような情報である。

確かに求人倍率がわかればその仕事への就きやすさの一つの目安となり、長い職業人生を考

えると、その仕事の今後の見通しも気になるところであろう。 
No.14、No.15 は働いている人の生の声や体験談に関してである。No.1 のひながた、標準

的な情報とはある意味、逆の方向の情報と言える。生の声や体験談は確かに興味深く、わか

りやすく、真実味があるといえるが、それがどこまで正しいものか、どこにでもあてはまる

普遍的なものか、ということは分らない。よく CM に「個人の感想です」と表示されるが、

生の声や体験談も同じように、保証はできない情報といえる。このような意見が出てくる背

景には、興味深く、分りやすい解説にしてもらいたい、との考えがあるのではないかと考え

られる。正しい情報であっても、抽象的では興味を惹かず、読むのも飽きてしまう。その職

業で具体的にすることを、端的に、わかりやすく、目に浮かぶよう、記述することが必要な

のであろう。この意味で、職業の写真や映像も、ある一瞬の断面かもしれないが、読み手に

アピールする効果はあると考えられる。 
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図表 4-1-3 職業解説について 

（※旧職業データベースについての意見等） 

（３）職業の数値情報（職業プロフィール）について 

図表 4-1-4 に職業の数値情報（スキル、知識、興味：RIASEC、仕事の性質、等々の職業

プロフィール）についてのヒアリング結果を示した。なお、仕事の性質は物理的環境、対人

的環境（対人関係）、仕事の進め方（構造的特徴）等々である。

この図表でも同じようにキーワードを付け、それによりソートし、類似のものを近くに

くるようにしているが、ここでは数値情報の項目であるスキル、知識等もキーワードとし、

発言が近接するようにしている。ヒアリングでは旧職業データベースでの数値情報の部分等

を示し、それを見て貰いながら意見等を聞いている。

職業の数値情報は職業と職業でどの側面がどの程度近いか、遠いか、そしてそれによって

全体としてどの職業とどの職業が近いか、遠いか、また、適性検査等を実施し、その結果か

No. 所属等 ヒアリング内容 キーワード

1 障害
現在こういうものがなく、求人票や支援者の経験から提供していた。こういうひ
な形があると、必要な能力、資格、賃金、といった情報がわかり助かる。

ひながた　標準的な職業情報

2 HW
 課業リストは、あると良い。例えば、一般事務、営業事務、総務事務は何が違う
かとの質問はよくある。漠然としているので、課業が書いてあると使える。

課業リスト

3 障害
仕事の細かい内容課業リストは、障害者は、今まで（仕事の）中身をイメージで
きるものがなかったので、そういうところは（支援の中で）使えるかもしれな
い。

課業リスト

4 HW
「就くには」（入職経路）で、大学、大学院等となっていて、職業訓練が無い
が、あってもいいのではないか。

職業訓練

5 民紹
（入職後の）キャリアパスが分かると参考になる。厳密でなくても、典型的なパ
ターンが掴めれば役に立つ。事務系は調査が難しいかもしれない。まずははっき
りしているIT系から着手してみては

就職後のキャリアパス

6 フリー 仕事に就いたあとのキャリアの展開は、モデルケースとして、あった方がよい。 就職後のキャリアパス

7 フリー
どれくらいで慣れ、どれくらいで一人前になれるのか、といった情報があるとよ
い。外食産業だと2年で店長。重要な情報。

就職後のキャリアパス

8 大学
キャリアパスは充実させた方がいい。支援する際に、学生に将来、30歳になった
時のイメージが伝えられる。知識が伴わないと「会社と相談してみたら」で、終
わってしまう。

就職後のキャリアパス

9 大学
 雇われるということと（別に）、独立するというキャリアパスがあるのかないの
かが、事例としてでも入るととてもありがたい。

就職後のキャリアパス、独立

10 大学 統計情報は有益。給与のベース、産業別の就業者数等細かいところが分かる。 給与　就業者数

11 高校 公共統計がある程度まとまっているのは使いやすく、重要な情報源になる。 公的な統計がまとまっている

12 フリー
職種別の求人倍率等の数値、できれば、今後の見通し等があると助かる。将来的
に（就業機会が）少なくなるのならどうしようかな、と（求職者が）なるので。

求人倍率　今後の見通し

13 フリー 平均在職年数があるとよい（定着の状況把握のため） 平均在職年数

14 フリー 働いている人の感想があるのは良いと思う。 生の声、体験談

15 障害
それぞれに体験談など、入ってどうだったという事例がのせられていくと、さら
に厚みをもった資料になるのではないかと思う。

生の声、体験談
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ら関連する職業を提示する際等に必須な情報であるが、数値情報だけを見ても必要性が分り

づらい。しかしながら、以下のように様々な意見があった。 
中々、必要性が分りづらい数値情報であるが、No.1～No.3 の発言は数値情報のみでも参考

になるのでは、との発言である。 
No.4～No.6 はスキル等について、分りにくい、使いにくい、との意見である。スキルの体

系は米国 O*NET に準拠しており、日本ではこれまで他にはないものであり、スキルを構成

するカテゴリをよりわかりやすい名称にするとともに、カテゴリに短い解説を付けること等

が必要といえる。 
No.7～No.9 は知識についての発言である。知識の体系も米国 O*NET に準拠しており、こ

れまで他にはないものであることが背景にあるが、必要性を指摘する発言もあった。知識に

関しても、それを構成するカテゴリの名称をよりわかりやすくし、また、カテゴリに短い解

説を付ける等が必要といえる。 
No.10～No.15 は仕事の性質についての発言である。最近の大学生は仕事の性質を重視し

ており、高齢者の就職を支援する場面でも必要との意見であった。関連で仕事の性質に「組

織風土」のような内容を盛り込めないかとの意見もあった。 
No.13～No.15 は障害のある人には仕事の性質の情報が必要との発言である。特に発達障

害の人は仕事の進め方や人間関係が就労に関係し重要なのであろう。また、病気によっては

温度、湿度、気圧等も影響があるとのことであった。これらは見落としがちな指摘といえる。 
また、障害者に関しては、将来的に追加するか検討している米国 O*NET の能力（ability）

の項目に関しても必要性を聞いている。それによると、現在、「厚生労働省編一般職業適性検

査（GATB）」を就労や訓練の目安に使っており、米国 O*NET の能力のような項目も参考に

なるのではないか、とのことであった。「厚生労働省編一般職業適性検査」を構成する「適性

能」（G、V、N、Q、S、P、K、F、M）は、米国 O*NET の能力のカテゴリに近いため、少

し先になるかもしれないが、米国 O*NET の能力のような数値情報の提供も、検討していく

必要があるといえる。 
No.16～No.19 は他の項目が必要との意見である。企業内人事担当キャリアコンサルタン

トの発言はもっと細かな技術、経験等に関する情報が必要との発言と考えられるが、このう

ち、道具・技術に関しては米国 O*NET においても Tool & Technology(T2)として、力をい

れて情報収集し、提供している。すぐには難しいが、将来的には情報提供できるよう検討し

ていく必要がある。ハローワークでの高齢者や子育て女性等の担当者からは、「目を使う」、

「（手元の）細かい文字が読めるか」、「指先、手先の（器用さ）」、「最初から最後まで同じに

（仕事が）できるか（持続性）」、「記憶力」等の情報が必要との発言があった。ここで見てき

た数値情報は米国 O*NET の体系に準拠しているが、将来的には現場での必要性等を検討し、

数値情報の体系の見直しも必要になると考えられる。ハローワークではワーク・ライフ・バ

ランスのような情報も必要との発言もあった。サイトを通じて情報提供を始めた後、他にど
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のような情報が必要かを調査、検討し、提供する情報の構成を改めて考えていく必要がある。 
最後の No.20、No.21 は見せ方の問題といえる。旧職業データベースでは、数値情報は全

体では 100 項目近くなることから、必要性の高いものから表示していた。このことが最初の

部分だけを見ると、すべて高い値になっているととられたり、すべてが必要なように見えた

りしているのであろう。開発するサイトでの表示に関しては、よりわかりやすく、すぐ必要

な情報が見られるよう、改善と工夫が求められる。 

 

図表 4-1-4 数値情報について 

（※旧職業データベースについての意見等） 

 

No. 所属等 ヒアリング内容 キーワード

1 民紹 役立ちそう。実務上もこういうものが現状ないので、参考になりそう。 必要・役立つ

2 人事 求職者や若い人にとっては数値情報があると安心感があると思われる。 必要・役立つ

3 人事
キャリコン目線では、幅広い情報があるのは参考になる。普段、ここまで詳しく
は見ていないので便利。

必要・役立つ

4 大学
数値情報はあってもいいが、「読む」、「聞く」、「話す」といった、わかり
きったこと、当たり前のことは出さなくてもよいのではないか。

スキル

5 HW
（スキルの数値は）あった方が良いとは思うが、「話す」、「聞く」というのが
どういうスキルなのかと相手に伝えるときに説明がしづらい言葉だと「それみん
なやってます」という話になる。

スキル

6 民紹
スキルや価値観（ワークスタイル）のところは、誰がみてもわかりやすい言葉に
もう少し項目の翻訳を工夫できるのではないか。

スキル

7 大学
「知識」は学生に専門以外にどんな分野も勉強するかプラスアルファで説明でき
る。

知識

8 民紹 「体系的知識」で物理学などの数値情報が出ているのは違和感がある。 知識

9 フリー
「知識」で物理学はあってもよい、違和感はない。原子力の会社なら物理学はな
いと困る。むしろもっと細かく必要。

知識

10 HW
シニアの場合は、「仕事の性質」だけあればよいと感じた。すべてここに集約さ
れている気がする。

仕事の性質

11 大学 「仕事の性質」のところに、組織風土みたいなものがはいった方がいい。 仕事の性質

12 大学
（大学生は）職業ややりがいにこだわるのではなく、環境を大事にするというの
が、大きく私たちの世代の考えるVocationと違う。そういう部分が反映されるか
どうかにも（活用できるかどうかは）よる。

仕事の性質

13 障害  発達障害の方は「仕事の構造化」、「時間的切迫」、「スケジュールの規則性」
はとても気にするので、あると分かりやすい。

仕事の性質

14 障害 (発達障害の方は)人間関係のところ、「電話」、「グループやチームでの仕事」
も、結構注目すると思う。電話対応は、かなりストレス度が高い。

仕事の性質

15 障害 気温も病気によっては影響が大きい。気圧や湿度なども、影響があると思われ
る。

仕事の性質

16 人事
企業の人事担当の目線で見ると、これほど細かい数値化は必要としていない。求
人票や社内公募では「この技術を持っている人」「こういう実務経験がある人」
といった情報が重要。

他の情報が必要

17 HW
(シニア、マザーズの場合)「目を使う」、「（手元の）細かい文字が読める
か」、「指先、手先の（器用さ）」、「最初から最後まで同じに（仕事が）でき
るか（持続性）」、「記憶力」もあればよい。

他の情報が必要

18 HW 「仕事の性質」で「ワークライフバランス」といったものは取れないか。 他の情報が必要

19 フリー 自分の達成と給与の関係。がんばると給与が上がる。あるいは安定している等。 他の情報が必要

20 HW
 職業プロフィールの職業スキルにしても、５段階で、（すべての項目で）ほぼ４
～５がついていて、本当のところどこまでが高いレベルを求めているのかが分か
りづらかった。

見せ方・表示の問題

21 民紹
１～５の数値情報ではなく「０」も用意しては。「０」の場合は表示させなくて
も良いのでは。

見せ方・表示の問題
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（４）その他、意見、感想等について 

図表 4-1-5 に主にヒアリングの最後に聞いた、その他の意見、感想等をまとめた。ヒアリ

ングの途中での発言であっても、その他の意見、感想と考えられるものはここに整理した。

同じようにキーワードを付け、それによりソートし、類似のものが近くにくるようにしてい

る。 

No.1～No.3 の発言は職業を解説した民間のサイトもあるが、やはり公的なサイトも必要

との意見である。 
No.4、No.5 の発言は、大学ではすでに方向が決まっているので、その前の高校等でこのよ

うな情報は必要との意見である。No.6 も類似しているが、高校において一部では旧職業デー

タベースのサイトが使われていたが、高校も進学重視になってしまっているとの意見である。 
No.7 の発言はこのような情報サイトがあると、キャリアコンサルティングにおいて活用

され、キャリアコンサルタントのためにもなるとの意見である。 
No.8、No.9 は欧米と違い、日本では会社に入って様々なことをするので、このような情

報サイトが活用されないのではないか、との意見である。図表 4-1-1 の No.6、No.7、No.8
の発言とも通じるところがあることから、会社の中の仕事の情報も提供し、社会人、転職を

考えている人にも有用なサイトとする必要がある。また、公開した後の今後の検討事項の一

つであろうが、企業における有用性も示せるよう、利用活用例を収集したり、企業向けの提

示の仕方を考えたりすること等々も考えられる。 
 

図表 4-1-5 その他、意見、感想等 

 

  

No. 所属等 ヒアリング内容 キーワード

1 高校

 職業情報で公的に記述しているものがない。民間サイトもあるが、正確性、公正
性（偏りがない情報か）に疑義がある。内容もイメージ先行。文言も耳ざわりの
よい言葉で書かれていて（生徒は）惹かれるが、ちょっと違うんじゃないかとい
うのもある。

公的情報の必要性

2 高校
学習指導要領が変更され33年度から「公共」という授業が始まり、キャリア教
育、職業の勉強を実施することになる。「公民」の先生が担当する。その中で
（こうした職業情報が）活用される可能性は高い。

公的情報の必要性

3 大学
国の情報はセーフティネット。学生は信じているが、民間は営業であり、情報は
公平中立ではないと思う。公的情報としてこういうサイトに職業情報が載ってい
ることには価値があると思う。

公的情報の必要性

4 人事 このような情報は、高校生の方が有用。高校生は会社ではなく職業をみる視点が
まだある。大学でやってもしょうがない。中高で導入する方がいい。

大学に入る前に必要

5 大学
（職業情報提供サイトは）辞書的なものなのであった方がいいが、大学での利用
は狭い範囲、限定的となる。大学生は、基本、就職ではなく就社。職業を選べな
いというのが一番のネックになっている。

大学に入る前に必要

6 高校

（自身は）進路指導等の場面で活用したが、一般論として高校現場ではほとんど
使っていないのが現状。小学校、中学校は職場訪問、インターンシップ等、まが
りなりにもキャリア教育的なことをやっているが、高校はどうしても進学重視で
やれていない。

高校も進学重視

7 人事 キャリアコンサルタントの地位向上のためにも、このようなサイトを使うのは良
いと思う。私も知らない職業がたくさんあった。

キャリアコンサルタントに必要

8 人事
欧米のように職務限定がはっきりしている場合には、細かい数値情報が企業で活
用されるだろうが、日本ではあまりそういう発想が無い。実態はそこまで職務が
限定されておらず流動的。

日本は会社で様々な仕事をする

9 人事 日本は総合職の一括採用なので、会社に入ると営業もし、経理もしとなる。仕事
を絞っても意味がない。

日本は会社で様々な仕事をする
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３ まとめ：ヒアリング結果のポイント 

収録職業については、以前の旧職業データベース約 500 職業を見ると、製造業、ものづく

りが多い印象（民紹、高校）であり、サービス業等をもっと多くしても良いのでは（大学、

高校）、また、最近の IT、Web 系の職業をもっと多く（民紹、HW、高校）とのことであっ

た。また、営業や事務など会社の中の仕事をもう少し細かくすると良いのでは（HW、民紹、

フリー）との意見もあった。そして、学生、若者は色々ある職業を知らないため、幅広い職

業情報の提供が必要との意見もあった（民紹、HW、高校、人事）。さらに、職業名の「○○

員」には違和感があるので、やめた方が良いのではないかとのことであった（民紹）。この点

に関しては、別途行った職業訓練関係者へのヒアリングでも「○○工」は多能工化している

現在の製造業に合わない、求人の現実にも合わないとの意見もあった（図表 4-3-1）。障害者

は仕事の一部の従事することもあるため、パーシャルな仕事の情報（部分的な仕事の情報）

が有効とのことであった。 
職業の解説文については、標準的で偏りのない情報が必要（障害）、実際にすることに分解

した課業リストは役立つ（HW、障害）、就職後のキャリアの情報が欲しい、就いた後のキャ

リアパスがイメージできるとよい（民紹、フリー、大学）等の意見があった。 
スキル、知識、興味（RIASEC）、仕事の性質等々、職業の数値情報（職業プロフィール）

については、職業と職業でどこがどの程度近いか、また、適性検査等の結果から、関連する

職業を提示する際、必須の情報であるが、単独では有用性が分りづらい。そうした中、ハロ

ーワーク等での高齢者、障害者の就労支援を考えると「仕事の性質」の情報が役立つとの意

見もあった。 
その他の意見、感想等に関しては、宣伝等がなく学校教育、職業紹介で見せられる公的な

職業情報が必要とのことであった（大学、高校）。 
以上のような意見は職業情報の収集において、職業の選定に反映させるとともに、より分

りやすいような表示の仕方等にも参考にすべきと考えられる。 
しかしながら、今回のようなヒアリングの結果を今後の情報収集や開発に活かすことは、

本来は難しい作業といえる。ヒアリングで多く出た意見をそのまま情報収集や開発に反映さ

せられるものではない。ヒアリングでの発言の裏にある本質的といえる要件を把握し、その

要件を外すことなく、今後に活かす必要がある。ところがこの裏にある本質的な要件はその

まま見えるものではなく、分析や検討を通じて少しずつ分ってくるものであり、考察の結果

の「仮説」とも言えるものである。この仮説はその後の検証によって、徐々に確かめられて

いく。さらに、この裏にある要件が明確になったとしても、それに答えられるよう情報収集

できるか、システムを開発できるかはまた別の問題となる。技術的に不可能なものもあり、

経費面で不可能なものもある。本質的な要件の検討、また、それを実現するための検討は今

後も続いていくことになる。 
 このように今後の情報収集、情報サイトの開発に活かせるよう、今回のヒアリングからの
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知見をまとめるのは難しいが、最後に、現段階での一つ整理として、準拠すべきと考えられ

る要件を以下にまとめた。 

 

1. 収録する職業は網羅的であるとともに、経済、社会の変化に合わせて、構成を見直してい

く必要がある。この関連で、現在、就業者が少ない職業であっても、経済、社会で必要と

される、注目の職業であれば取り上げる必要があると考えられる。 

2. 65 歳、70 歳まで働くのが普通になる今日、職業人生は 40 年、50 年と非常に長期化して

いる。そのため、就職してからのキャリアの情報に関心が高く、また、長い職業人生では

転職が重要になり、転職の際必要な、会社の中の仕事の情報が必要になっている。 

3. 利用しやすいよう、世の中で使われている、分りやすい職業名にする。また、その分け方

（分類方法）は誰でもが直感的に分るようにすることが必要である。 

4. 長年それだけをする「職業」以外の、一定期間そのようなことをする「仕事」という塊が

経済、社会の中で相対的に比重を増している。職業以外の「仕事」といえる単位の情報収

集が必要となっている。仕事単位の情報であれば、2 に述べた会社の中の仕事も取り上げ

やすくなる。障害者の就労にあたっても、一部分の仕事をする、ということはある。この

面でも仕事単位の情報が求められている。 

5. 個人の体験談は一般化できないためそのまま職業の解説とはできないが、職業の解説は、

読む人の興味を惹くよう、分かりやすく、可能な範囲で具体的に、仕事が目に浮かぶよう

に記述する必要がある。 

6. 公的な情報サイトに求められることは中立性、客観性であり、職業の解説ではそれに沿っ

た記述が求められる。 

7. 職業の数値情報（職業プロフィール）はシステムにおいて、個人にあった職業の提示、近

い職業の提示等において必須のものであるが、単独では必要性が分かりづらい。しかしな

がら、中には高齢者、障害者、家庭があり子育て中の就職希望者等にとって、就労を左右

するキーとなる項目がある。 

8. 職業の数値情報（職業プロフィール）は、中長期的には、能力（ability）、組織風土等、現

場での必要性を確かめ、見直しと拡充が必要である。 

 

等々となる。しかしながら、述べてきたようにこれらは一つの整理であり、今後、各方面

から検討されていくものと考えている。 

 

  

資料シリーズNo.227

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－117－ 

 

第２節 職種選定のための IT 業界の動向等ヒアリング調査 

 

１ ヒアリングの実施方法 

2018 年度、すでに約半数の職種に関して職業情報の収集を進めたが、2019 年度、残りの

半数について情報収集するにあたり、IT 業界がどのような状況で、どのように職種の設定を

すればよいか、業界関係者にヒアリング調査を実施した。IT 業界は 2019 年度に情報収集す

る職種であり、変化も激しいことと考えられる。ヒアリングの実施時期は 2018 年 10 月であ

った。 
ヒアリングは IT 関連の団体 2 箇所、民間の IT 関連の人材紹介会社 2 箇所で行った。以下

の図表で IT 関連の団体 2 箇所は「団体」としている。民間の IT 関連の人材紹介会社２箇所

は「民間」としている。ヒアリングではそれぞれの団体、会社で 2 名から 5 名の方に出席い

ただいた。 
以下のヒアリング結果の図表では、ヒアリング内容にキーワードを付け、それによりソー

トし、類似の発言が近接するようにしている。その結果、既存の職種、増加している職種等

に分けることができたので、分割した図表としている。 
 

２ ヒアリングの結果 

（１）既存の職種等の分類について 

IT 業界には IT スキル標準（ITSS）という職種、仕事、スキルを体系的に整理した分類表

がある（図表 4-2-1）。今回の IT 関連の職種を選定するにあたり、この ITSS が参考になると

考えられた。しかしながら、ヒアリングからは、ITSS はシステム開発会社、システムインテ

グレーター側の分類であり、最近の IoT、デジタルビジネス等が含まれていない（発言 No.5、
No.6）。また、Web 関連の開発、スマートフォンの開発も上手く分類できていないとされた

（No.8）。ヒアリングした民間会社にもそれぞれ職種、仕事、スキル等を体系的に整理した分

類表があるが、これも最近の RPA（Robotic Process Automation）、AI 等に対応できるよう、

抜本的に作り直さなくてはならない（No.9、No.11）、とのことであった。最近話題のデータ

サイエンティストもこの分類では当てはまらず（No.13）、Web 等の画面デザインもこの分類

の外とのことであった（No.14、No.15）。 
IT 業界の既存の分類はあるが、それだけに基づいて職種の選定はできないことになる。ま

た、プログラミング言語や特殊な技術により、人材が分かれており、それにより職種の分類

ができないか、とも考えられたが、これらも越えられない壁ではなく、色々できるエンジニ

アがいるとのことであった（No.16、No.17）。後に出てくる図表 4-2-5 でも同様の発言があ

る（No.1、No.2、No.3）。プログラミング言語や特殊な技術によっても、職種を簡単には分

類できないことになる。 
そして、職種を分けるのであれば、ある程度、大括りにした方が、現実に合い、使いやす
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く、長く使えるのではないか、とのことであった（No.19～No.22）。 
以上から、職種の選定にあたっては、既存の業界や民間の分類を参考にしつつ、最近の AI、

IoT 等の動向も考慮し、ある程度、大括りにした職種を選定することが必要となる。また、

画面のデザイナー等は IT の技術よりも、デザイン、センスの比重が大きいと考え、クリエー

ター、デザイナーとして、IT とは別に職種を選定するのがよいと考えられた。 
 

図表 4-2-1 情報処理推進機構（IPA）の IT スキル標準（ITSS） 
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図表 4-2-2 既存の IT 関係の職種等の分類について 

 

No. 組織 ヒアリング内容 キーワード
1 団体 ITスキル標準は2011年V3が最新。その後変わっていない。 既存の分類

2 団体
(ITSSで)「職種」に関しては追い切れず諦めている。する仕事と必要なスキ
ルで整理している。

既存の分類

3 団体 ITスキル標準はビジネスベース。大学、研究所の人材は念頭にない。 既存の分類
4 団体 画面を作るデザイナーは別。ITスキル標準の外。 既存の分類

5 団体
ITスキル標準はシステム開発会社側の分類。最近のIoT始めビジネスのデジタ
ル化は含まれていない。

既存の分類

6 団体
デジタルビジネスが最近、注目され、各企業も意識している。それをやって
くれる人材（をITSSは上手く分類できない）。

既存の分類

7 団体
日米欧でICT分野の労働市場をみると、日本以外は約7割がユーザー企業にい
る。日本だけがベンダー側に偏っている。これが顕著な特徴。（ITSSの背
景）

既存の分類

8 民間
Web系、スマホアプリ開発はこれから増えそうなのであった方がよい。ITSS
（ITスキル標準）はWeb系、スマホが上手く分類できていない。

既存の分類

9 民間

最近、RPA，deep learning，AIなど，かなり高度なものが増えていて，この
キャリアマップを刷新しなければという話も出ている。RPAも現在のPTSS
（この会社のITに関するスキル標準）に上手く当てはまらない。オペレー
ターでもあり、ディベロッパーでもある。組み込みのAIエンジニアも上手く
当てはまらない。

既存の分類

10 民間 現状のPTSSはシステムインテグレーションを前提に作られている。 既存の分類

11 民間
PTSSを検討している。主担当者は2名で、全体で５～６名が関与している。
AIやRPAが上手く収まるように。データサイエンティストは現状のPTSSでは
上手く収まらないが、受ける仕事のニーズは高まっている。

既存の分類

12 民間 2019年の最初の頃までにはPTSSを抜本的に作り変えなくてはと思っている。 既存の分類

13 団体
データサイエンティストはITスペシャリストの一部とは言えない。経営の要
素が強い。ITスキル標準の体系の外側。

データサイエン
ティスト

14 民間
UI／UXデザイナーは特殊な領域。技術力というよりセンスがかなり影響す
る。「クリエーター」の中に入る。

デザイナー

15 民間 クリエーターはIT職種とは別に体系を作ることを考えている。 デザイナー

16 団体
ITスペシャリストのデータベース、ネットワーク等は越えられない壁ではな
い。特化するよりもマルチな人が会社では活躍している。

区分の難しさ

17 団体 （プログラミング）言語も越えられない壁ではなくなっている。 区分の難しさ

18 民間
国が共通の分類を作ってくれると助かる。現在は転職サイトによって分類が
違うが、求職者がどこでも同じ分類で調べられる。

区分の難しさ

19 団体
ITは色々できる人が多く、技術が変わるので、あまり細かくしない方がよ
い。

大括りの必要性

20 団体
ITスキル標準の「職種」はあまり変化がない。普遍的。「職種」は10年位、
変わらない。経年比較をするためにもあまり変わらない方が良い。

大括りの必要性

21 団体
企画する仕事、開発する仕事、保守をする仕事と大きく分けられる。（持参
した）IT業界職種案は細かすぎると思う。

大括りの必要性

22 民間
PTSSの大項目で分けすぎると収拾がつかなくなる面もあり，あえてIT分野は
大くくりにしている。

大括りの必要性
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（２）増加している職種等について 

IT 関連の職種を選定するにあたり、増加している職種は意識する必要がある。ヒアリング

の中から増加している職種を整理したのが図表 4-2-3 である。 
増加しているというよりも現状、多い職種であるが、ソフトウェア、特に業務系アプリケ

ーションの開発エンジニアがあげられている（発言 No.4、No.11、No.12）。実際の開発では

ツールを使うことが多く、既存のソフトウェアを組み合わせて作成するため、一からプログ

ラムを書くということは少なくなっているが、ソフトウェア開発、システム開発は多くの仕

事があり、求人があり、人材も多いとされた。

次に、セキュリティ関係のエンジニアも増えているとされる（No.3、No.9、No.13）。コン

ピュータのセキュリティ対策は今日、よく話題になる。セキュリティ対策には終わりはない

（No.3）、というのも事実であろう。 
ビジネスを IT により変革するような人材も、現状では少ないかもしれないが、必要とさ

れている人材とされる（No.5、No.6、No.7）。このような分野では、「IT」は以前のシステム

開発というイメージが強く、IT ではなく「デジタル」として、「デジタル人材」というよう

な呼び方もされる。IT よりも幅広い分野で活躍し、ビジネス、さらには社会をも変革してし

まうような人材というニュアンスとなる。

その他、AI エンジニア、データサイエンティスト等も増えていきそうとのことであった

（No.10、No.14）。また、システムの導入や開発にあたって、中立な立場から、外部からの

視点で助言等を行うコンサルタントもニーズは多くなっているとされる（No.2）。事務作業

の効率化、生産性の向上が必要とされる中、RPA（Robotic Process Automation）の仕事が

増え、それを希望する人材も増えているとされる（No.8）。 
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図表 4-2-3 増加している IT 関連の職種について 

 

 

（３）実際は少ない職種等について 

IT の職種ではよく耳にする職種が様々ある。しかしながら、実態としてはそのような人材

は少ない、あまりいない、という発言を図表 4-2-4 に整理した。 
図表を上からみていくと、IT 分野でプロジェクトマネージャ（PM）という言い方をしば

しば聞き、本来は開発プロジェクトを推進するプロフェッショナルであるが、多くは、SE の

課長、係長といった管理職が多いとのことであった（発言 No.1）。 
今日、しばしば話題になる AI 技術者、AI エンジニアであるが、実態としては非常に少な

い、AI をビジネスに活用できる人材も少ない、とのことであった（No.2、No.3）。同じよう

No. 組織 ヒアリング内容 キーワード

1 団体
UXデザイナー（使い方の流れを作る）、Webデザイナー（画面を作る）、
コーダーと職人的に分業している。Webデザイナーを広くとり、UXデザイ
ナー、コーダーを含めることもできる。

増加職種

2 団体
ITコンサルタント　助言に際して立場上の中立性が求められるため、部署や
会社がシステム開発の組織から独立しているケースが多い。外部の視点から
ちゃんと見て欲しいというニーズは多くなっている。

増加職種

3 団体

ITスペシャリスト（セキュリティ）　攻撃手法が日々進化するので、設計
面・開発面ともに終わりがない。未だにアプリケーションスペシャリストが
がんばってカバーすることが多いが、現実的には限界が来ており、セキュリ
ティ設計は専門職化が進みそう。

増加職種

4 団体
ITアプリケーションスペシャリスト　プログラムの設計・開発　幅広い。で
きれば細分化したい。

増加職種

5 団体
現在、IoTを始め、ビジネスでは広くデジタル化が進んでおり、ユーザー側で
ビジネスにITを活用する人材、ITを設計する人材が重要になっている。

増加職種

6 団体
これからのビジネスは、システム部門以外の、現場よりの人材が牽引してい
かなければいけない。そこをIT職種としてみても良いのではないか。

増加職種

7 団体
IoTも話題になり、SIer（システムインテグレーションを行う業者）からこの
ようなシステムどうですか、と押しつけるのではなく、現場からのシステム
の提案が重要になっている。

増加職種

8 民間
RPA（Robotic Process Automation）のエンジニア、求職希望者が増えてい
る。今までエクセルのマクロ使っていたような人たちが、事務作業の自動化
ができるというように変わってきている。

増加職種

9 民間 サイバーセキュリティのエンジニアも増えている。 増加職種
10 民間 AIエンジニアは多岐にわたるが、当社では組み込み系AIエンジニアが増えている。 増加職種

11 民間
増えているのは「業務系アプリケーションエンジニア・プログラマ」であ
り、登録者の約半数になる。

増加職種

12 民間
IT職種案では12（ITソフトウェア開発：アプリ）が求人も求職も圧倒的に多
い。

増加職種

13 民間
求人で増えてきそうなのは８（ITスペシャリスト：セキュリティ）。どこの
会社も欲しいが、求職者が少ない。

増加職種

14 民間 データサイエンティストも増えていきそう。 増加職種
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にデータサイエンティストもまだまだ少ないとされる（No.7）。しかしながら、これらの人材

はこれから必要になる。現在、注目される人材ということはできる。AI 人材の不足が今後の

産業全体に影響するともされている。 
IT のインフラを開発する場合、以前はサーバ機材を設置し、ネットワーク等を構築してい

たが、今日、クラウドの時代になり、ソフトウェアの設定だけをするようになり、そのよう

な人をインフラエンジニアと呼んでいるとされる（No.4）。この意味でインフラ開発におけ

るハードウエアのエンジニアは少なくなっており、SE のようなソフトウェアのエンジニア

がインフラ開発を行っているといえる。 
IT アーキテクチャーという呼び方があるが、現在、一からシステムを設計することは少

なく、多くは既存のシステムの改修、拡張であり、本来の意味での IT アーキテクチャーはか

なり少ないとされる（No.5）。 
データベース（DB）のエンジニアも DB の細かな設定をし、また、その管理までを人がし

ていくという必要がなくなったために減っており、SE のような開発エンジニアが DB まで

カバーすることが増えているとされる（No.6）。 
以前のホストコンピュータ、汎用機の仕事は極端に減っており、人材も少ない、また、以

前使った「オープン」という言い方もしないとのことであった（No.8）。クローズなホストコ

ンピュータ、汎用機に対してのオープンであったためである。 
以前からあったカスタマーエンジニアは、顧客先でハードウエアの修理、交換を行う人で

あり、フィールドエンジニアとも呼ばれる。大規模システムがダウンすると大問題になるた

め、カスタマーエンジニアが張り付いており、顧客企業には保険となり、毎月、何百万も稼

いでくれるため、システム開発会社としては大きな収益源であり、今でも重要なポジション

とのことであった（No.9）。 
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図表 4-2-4 実際は少ない IT 関連の職種について 

 

 

（４）その他、業界の現状や職種名等について 

その他、IT 業界の現状や職種名等について、図表 4-2-5 に整理した。 
最近、IT 業界では、開発にツールを使うことが多く、一からプログラミングすることは少

なくなっている（発言 No.1）、特定の知識だけで済むというわけにはいかず、網羅的な知識

が必要となっている（No.2）、何でもできる「フルスタック」の人材が増えている（No.3）、
とされる。フルスタックのエンジニアとは、すべての開発を自分一人でできる人材である。

このことからも最初にも述べたように、プログラミング言語や特定の技術により、職種を分

けることが難しくなっている。 
「職業」には違和感がある、会社に属さないで「仕事」単位で働いている IT エンジニアも

増えており、「仕事」ベースで分けるのがよいのでは、との意見があった（No.4）。また、持

参した IT 業界の職種案に、IT コンサルタント等、すべて IT を付けていたのであるが、それ

に対して、IT コンサルタントとは言わずに、単に「コンサルタント」と呼ぶので、IT を付け

No. 組織 ヒアリング内容 キーワード

1 団体
プロフェッショナルとしてPM（プロジェクトマネージャ）は少なく、課長、
係長といった管理職が多い。

実際は少ない

2 団体
AI技術者は実態としては居ない。その意味で経産省が言うように不足してい
る。

実際は少ない

3 団体
AIのシステム開発をする人は日本では極端に少ない。AIをビジネスに活用で
きる人材も少ない。

実際は少ない

4 団体
ITシステム管理（サーバ等）　以前はサーバの機材を持ってきて、構築して
いたが、クラウドの時代になり、ソフトウェアの設定だけをして（インフラ
のソフトウェア化）、その人がインフラエンジニアと呼ばれている。

実際は少ない

5 団体 一からアーキテクチャを設計することは少ない。ITアーキテクトはレア。 実際は少ない

6 団体

ITスペシャリスト（データベース）　DBの自律化（自己管理化：「ITスペ
シャリスト（データベース）」がする必要がない）が進み、「ITスペシャリ
スト（データベース）」は少しずつ減っている。アプリケーションスペシャ
リストがDBまでカバーすることが増えた。

実際は少ない

7 団体
ITスペシャリスト（データサイエンティスト）人数は少ない。上場企業に５
人、10人居る、という感じ。

実際は少ない

8 民間
ソフトウェア開発技術者の３つの分け方（Web・オープン、ホスト、組み込
み）は違和感はないが、「オープン」はもう言わない。Webは残ると思われ
る。汎用機系は極端に減っている。人材も仕事もない。

実際は少ない

9 団体

カスタマーエンジニア　顧客先でハードウエアの修理、交換を行う。フィー
ルドエンジニアとも呼ばれる。ヘルプデスクとも連携。カスタマーエンジニ
アはユーザーとの直接の会話は無い。Sier（システムインテグレーションを
行う業者）としては大きな収益源でもあり重要なポジション。最近の証券取
引所のシステム障害のように、ダウンすると大問題になるため、カスタマー
エンジニアが張り付いており、毎月、何百万も稼いでくれる。

一定の人数
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なくてもよいのではないか、との意見があった（No.5）。単にコンサルタント、プロデューサ

だと違う業界の職種もあり、それと分けるために付けていたのであるが、確かに世の中に無

い職種名を作ってしまうことは問題であるため、「コンサルタント（IT）」のような案も考え

られる、という話になった。 
「プログラマー」は SE が設計したものをプログラミングする人、基本設計までは SE が

行い、詳細設計書を書くところからプログラマーとの意見もあり、職種名として、残して良

いのではとのことであった（No.7、No.8）。 
この業界ではフリーランスで働いている人も多いとされ（No.9、No.10）、顧客に言われて

作る個別システム開発が嫌になり、自分で企画し開発する、プロダクト開発を行うような人

もいるとされる。このような開発もあるということを、若者に示すのも良いのではないか、

との意見もあった（No.11）。 
よく言われることであるが、IT 人材は移動が多く、民間の人材マッチング会社で移動して

いく、優秀な人材は引き抜きもある、とのことであった（No.12）。 

 

図表 4-2-5 その他現状や職種名の付け方等について 

 

No. 組織 ヒアリング内容 キーワード

1 団体
開発ではツールを使うことが多く、一からプログラミングすることは少なく
なっている。

何でもできる人材

2 民間
IT系は複線型の人材が多い。ネットワークだけの知識で済むというわけには
いかず、網羅的な知識が必要となる。

何でもできる人材

3 民間 最近、フルスタック（何でもできる人）が増えている。 何でもできる人材

4 団体
「職業」には違和感がある。「仕事」ベースで分けるのがよいのでは。会社
に属さないで働いているITエンジニアも増えている。「仕事」単位で働いて
いる。

職種名の付け方

5 民間
「IT」という言葉の意味合いの解釈がだいぶ広い。付けなくてもいいのか
な、という印象。

職種名の付け方

6 民間 「アプリケーションスペシャリスト」もあまり聞かない。 職種名の付け方

7 団体
プログラマーはそれぞれの職種の下の方。IT業界の階層構造の中で、下請け
の下請けの人たちの仕事。

プログラマー

8 団体
プログラマーはSEが設計したものをプログラミングする。画面設計まではSE
が行い、詳細設計書を書くところからプログラマー。

プログラマー

9 民間
Web系クリエーターは、就業者は増えると思うが、フリーランスとか正社員
ではないことが多い。

フリーランス

10 民間
Webサービス関連の開発の仕事の求人も多いが、アルバイト、フリーランス
で働いている人も多い。

フリーランス

11 団体
個別システム開発とプロダクト開発で好き嫌いはかなりある。個別システム
開発が嫌になりプロダクト開発に行く人もいる。日本版O-NETという観点で
は、このような世界もあることを示すのは良いことと思う。

プロダクト開発

12 団体
IT人材は移動が多い。民間の人材マッチング会社で移動していく。優秀な人
材は引き抜きもある。

人材移動
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３ まとめ：IT 関連職種の選定について 

IT 関連の職種に関して、その選定をするため、IT 関連の業界団体 2 箇所、IT 関連の民間

人材紹介会社 2 箇所でヒアリングを行った。この結果から職種選定に関して、以下のように

まとめることができる。 
既存の「IT スキル標準（ITSS）」が職種の分類に有効と考えていたが、ITSS は伝統的な

システム開発に準拠しており、最近の Web、IoT、デジタルビジネス、AI 等に対応していな

い、とされる。民間の人材紹介会社にも同じような分類があるが、それも刷新が必要と考え

られていた。既存の分類だけから職種を選定することはできず、独自に体系を考え、独自に

職種を設定する必要があるといえる。 
プログラミング言語や特定の技術により、職種や人材を分けられるのではないか、とも考

えたが、これらも越えられない壁ではなく、IT の技術は相互に関連しており、一つだけでき

ても駄目で、何でもできる人材（エンジニア）が多くなっている。また、開発ではツールを

使うことが多く、一からプログラミングすることは少なくなっている。そして、この分野は

技術変化が激しく、あまり細かく職種を設定してもすぐに使えなくなり、ある程度、大括り

にしておく必要があるではないかとされた。 
システム開発、プログラム開発は仕事も多く、人材も多いので、この部分は少し細かく職

種を設定した方が良いのではないか、とされた。また、セキュリティの人材は必要とされ、

増えていくのではないか、AI のエンジニア、データサイエンティストはまだまだ少ないが、

これから必要とされる注目の人材ではないか、とされた。 
IT コンサルタント、IT プロデューサのように業界では言わない職種名は避けるべきでは

ないか、さらに、「職業」には違和感がある、会社に属さないで働いている人、フリーランス

の人も多く、「仕事」ベースで分けるのがよいのでは、との意見もあった。 
以上より、2018 年度段階での IT 関係の職種案として作成したのが図表 4-2-6 である。実

際に仕事としての塊があり、人材としてもある程度の塊がないと、選定する意味がなく、ま

た、職業情報を作成することもできないため、インプットデータ研究会での方針に沿って今

回のヒアリングから構成を考えたものである。情報処理推進機構（IPA）の「タスクディクシ

ョナリー」において、タスクを大きく、戦略、企画、開発、利活用、評価・改善、専門領域

に分けているが、それを参考に、ここでは大きく、戦略・企画、開発、運用、専門に分けて

いる。戦略、企画はまとめて「戦略・企画」とし、利活用は「運用」としている。評価・改

善は人材としては戦略・企画か開発の人材が行うと考え、別枠としては設けていない。また、

タスクディクショナリーには無いが、これから必要となる注目の人材として、デジタルビジ

ネスイノベーターと AI エンジニアを設定し、これをまとめて「先端」を追加している。 

この職種案において、世の中で使われている名称を用いることとし、世の中に存在しない

新たな名称を作ることはしないこととした。例えば、IT コンサルタント、IT 営業等、意味は

分かるが、そのような呼び方をしないとされた。そのため、営業（IT）、コンサルタント（IT）
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等としている。参考までに、厚生労働省「職業能力評価基準」のウェブ・コンテンツ制作業

（モバイル）においても、「エンジニア （アプリ開発）」、「エンジニア （サーバーサイド）」

等としており、名称に関する考え方は同じといえる。また、IT 業界は「仕事」単位で働いて

おり、属人的な「職業」には違和感があるとされた。そこで、職業にするために、あえて不

自然な「者」、「員」等を付けるとことはしていない。また、図表の△、□は就業者が少ない

とは考えられるが、少なくても重要な役割であるもの、そして、データサイエンティスト、

AI エンジニア等は就業者がまだまだ少ないが、今後必要とされる注目されている職種として

採用している。  
以上、IT 業界でのヒアリングを行い、その結果等から IT 関連の職種案を作成した（図表

4-2-6）。なお、この職種案はここでのヒアリング等に基づく案であり、その後の情報収集等

の段階で変わったものもある。例えば、IT スペシャリスト（セキュリティ）は情報セキュリ

ティ関係の中で仕事をより特定し、明確にするため、その後の関係団体との検討でセキュリ

ティエキスパート（オペレーション）となっている。 
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第３節 製造業界の動向等ヒアリング調査 

製造業関係の職業については、食品製造等の一部を除き、2019 年度に職業情報を収集する

こととし、2018 年度に製造業の現場がどのような状況で、どのように職種の設定が適切かを

検討するため、製造業の人材育成等を担っている公的職業訓練機関の関係者に 2018 年 11 月

にヒアリングを実施した。

１ ヒアリングの結果 

ヒアリングの結果を参考に、日本版 O-NET に収録する製造業関係の職種の選定を行った。

ヒアリングでの主な意見等は図表 4-3-1 のとおりである。結果の図表では、ヒアリング内容

にキーワードを付け、それによりソートし、類似の発言が近接するようにしている。ヒア

リングでは第１章第１節で述べた旧職業データベースの職業名一覧（図表 1-1-1）を示し、

それを見てもらいながら意見等を聞いている。

No.1 は、業界全体の動向である。工場内の自動化、情報化を進めるため生産技術者には生

産性の高い製造ラインを構築するため高度な知識、スキルが求められる。一方、その結果、

高度に機械化、自動化が進んだラインで働く現場労働者の業務は限りなく単純労働化してい

る状況とのことであった。この機械化、自動化が進展していない現場では、現場労働者の技

能・技術が必要であるが、それが上手く伝承されないとの課題も出てきているとのことであ

った。

No.2、No.3 は、そうした現場の変化を前提とするとこれまで職業名として使われてきた

「〇〇工」との名称に違和感があること、違和感がないのは伝統工芸的な世界等に限られる

のではとの指摘である。No.4 も名称と関連する意見で、「金型工」といった名称を使う場合

は、相当熟練度の高い技能者をイメージするが、NC 加工等がかなり浸透している現在の現

場にいわゆる「金型工」と言える人材はあまりいない状況のようである。そうした中、No.5 
の「溶接工」は数少ない、「○○工」といった人称を付した職業名に現在でも違和感のない職

種とのことであった。その理由は、現在でも「溶接工」は、現場溶接の仕事があり単能工と

して存在し得ることが挙げられた。「溶接工」で生計が維持できる職種とのことであった。確

かにハローワークでも「溶接工」の求人は一定規模で存在している。 

No.6 は、旧職業データベースの「IC 生産オペレーター」との職業名に含まれている「IC」

との用語は古くなり現在は使わないとの指摘であった。

No.7～12 については職業の統合の必要性について、No.13～No.16 は新規職業の提案、 

No.17、No.18 は廃止した方がよい職業、No.19～No.22 は組立の仕事が変わってきているこ

とについての指摘である。これらについては、以下の 2の①～③でも内容等を記載しているの

で参照されたい。 
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図表 4-3-1 製造関係の職種選定等について 

(※旧職業データベースの職業名一覧(図表 1-1-1)についての意見等) 

 

No. ヒアリング内容 キーワード

1
業界全体の傾向として自動化、情報化（IoT）に伴い製造ラインを作るため、そこ
に仕掛けるデータの作成、加工をやるかなり高度な技術者が求められる一方、現場
で作業員として働いているのは機械オペレーターで単純労働化している。

業界の動向

2
現場が、多能工化しているので（工程単位の）「○○工」の名称に違和感がある。
「○○工」という人格を表す（名称）は（求人を）出す場合も現実に合わなくなっ
てきている。

「○○工」の名称

3 職人が全工程をやる伝統工芸の世界等は「○○工」で通用するかもしれない。 「○○工」の名称

4

・金型工は、自分でNC工作機械、放電加工機も動かせるし、仕上げもできる
し、組立調整もできる。自分で仕上げた部品を組み立て、最後の調整まです
る。ジョブローテンションを通して機械加工等も理解し、金型組立にいたる
全工程の様々な技能要素を持っている。そうした技能があり、職場リーダー
（親方）的存在になっている人は金型工と呼べるかもしれないが、多くはな
い。
・そこに至る前の人は全てNC機械オペレーターと言えるのかもしれない。

職業名：金型工とNC機械オペ
レーター

5 溶接は現場溶接もあり単能工として存在しうる。溶接は「工」として成立しうる。 職業名：溶接工

6
（旧職業データベースの職業名である「IC生産オペレーター」について）今はICと
は呼ばない、半導体でよいのでは。ディスクから、チップからユニットまで全部半
導体製造になる

職業名：IC生産オペレーター

7
「鋳物工」と「鋳物技術者」、「鍛造工」と「鍛造技術者」はまとめて、それぞれ
「鋳物の仕事」「鍛造の仕事」に一つにしてよいのではないか。

職業の統合：鋳物（の仕
事）、鍛造（の仕事）

8

・金属加工という仕事で括れるものはすべて統合できる。
・工作機械の種類が違ってもNCの命令言語もCAMデータも同じ。ワーク（＊）を
外してワークを入れるだけ。オペレーターの仕事は機械が変わっても限りなくボタ
ンを押すだけの単純労働になってきている。
（＊）ワーク：機械加工の分野で工作機械での加工対象物を指す

職種統合：NC加工（の仕事）
金属加工の仕事

9

・金属加工の仕事の具体的統合案としては、①NC旋盤工、②マシニングセン
ター・オペレーター、③NC研削盤工、④NCスライス盤工、⑤放電加工機工を統合
してはどうか。
・現場に機械がそろっていれば、社員は全ての機械を使えるようになる。

職種統合：NC加工（の仕事）
金属加工の仕事

10

（製鉄の工程は自動化していると思われ、）特に圧延は全部自動でやってい
ると思う。製鋼は、センサー見て、コークス(※）をどのくらいいれるか、空
気をどのくらいいれるか考えている人がいるかもしれないが、あえて工程
（製鋼、圧延）を職種として分ける必要性があるか疑問である。
（※）石炭を原材料とする燃料。

職種統合：製鉄(の仕事）

11

・金属を調べる金属材料試験の種類は違っても金属検査の仕事という共通性
があるので括ってはどうか。
・具体的な統合案としては、①非破壊検査員、②金属材料製造検査工、③金
属加工・金属製品検査工を統合してはどうか。

職種統合：金属検査

12
①家電修理エンジニア、②AV・通信機器組立・修理工は分ける必要はないのでは
ないか。

職種統合：家電修理
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２ 製造業関連職種の選定等について 

ヒアリングの結果を参考に、旧職業データベースで選定していた職業を以下のとおり整理

し、日本版 O-NET の選定職業として検討した。 

① 複数の職業の統合を検討した職業

製造業関連の職種、特に金属の製造・加工、機械の設計・組立の生産現場では、技術革新

等によるライン業務の機械化、自動化が進み、従来複数の工程に分かれていたものが一連の

切れ目のない機械化された工程に変化し、現場労働者の職務は、機械監視等のオペレーター

業務となる。また、作業者が多能工化し複数の工程を一人で担当する場合が多くなってきて

いる。こうした製造現場の変化等も踏まえ、いくつかの職業で、従来は分かれていた職業区

分の統合を検討した。（図表 4-3-2）

No. ヒアリング内容 キーワード

13
以前は「エンジン設計技術者」となっているが、機械はなんでも設計技術者がい
る。まとめて機械設計技術者にしてはどうか。民間資格でも「機械設計技術」があ
る。

新規：機械設計技術者

14
以前は「カメラ組立工」となっているが、カメラに特化せず光学機器、光学
レンズの組立としてはどうか。

新規：光学機器組立

15

・生産現場の機械オペレーターの上には、必ずデータを加工する技術者がいる。プ
ログラムをどう作り、ラインをどう動かすかを考える生産技術の世界が今は重要で
ある。
・また、生産ラインの管理、保全も重要な仕事である。

新規：製造設備管理・保全技術者

16
金属精錬技術者（鉄鋼）は、製鋼工の中に精錬まで入っているので不要。金属精錬技術者
であれば、むしろ鉄鋼以外の非鉄金属の技術者としてはどうか。

新規：金属精錬技術者（非鉄）
廃止：金属精錬技術者（鉄鋼）

17

造船は、「ぎょう鉄（鉄を曲げる）屋」、「溶接工」、「電工」、「内装工」
などの複合化した技能・技術の集約としてできている。「造船工」という名称
はおかしい。造船会社社員＝造船工ということかとは思うが、仕事として表
現すべきではないか。

廃止：造船工

18

・食品製造機械、こん包機械、工作機械等の単品物の組立（工）と、自動車部品等
の量産品の組立（工）は難易度（求められる技能が違う。）。
・単品の特注機械の組立に代表される高度な組立と量産品の単純労働に近い組立を
分けて記載したほうがよい。

組立工の仕事

19

・「自動車組立工」は成形機から出てきた部品をピンでとめて合わせるだけ。ぴっ
たりあうように設計されている。熱で加工する場合も上から熱プレスかけてつなぐ
だけ。自動化されたラインでのほぼ単純労働であり、これを「組立工」というのに
は違和感がある。

組立工の仕事

20
食品製造機械、こん包機械、工作機械等単品物の組立は、最後に組立調整の仕事が
ある。組み付けは手作業。当たりを出したり隙間をいかに調整するかが機械組立の
難しいところ。経験や技能が必要となる。

組立工の仕事
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図表 4-3-2 職業の統合 

(※ヒアリング実施時点で検討したものであり、職業名等は最終的に変更している。) 

② 新規追加及び廃止を検討した職業

ヒアリングでの意見等を参考に「機械設計技術者」、「金属精錬技術者（非鉄）」、「光学機器

組立」、「製造設備管理・保全技術者」を新たに追加を検討した。一方、「金属精錬技術者（鉄

鋼）」、「造船工」の 2 つの職業は削除を検討した。

③ 同じ職業名でも職務の内容が異なる職業（「組立工」の例）

ヒアリングでは、同じ職業名でも職務の内容が大きく異なる「組立工」の現状についても

話を聞くことができた。 

「組立工」は、自動化が発展途上であった過去においては、量産の現場であっても機械で

はできない部分を人間である組立工の技能・技術で補わなければならない部分があり、その

ことによって熟練した「組立工」が存在した。自動化が格段に進行し生産性も向上した現在

では、特に自動車等の量産品の組立の現場の多くは、人間の技能・技術が入り込む余地が余

りなく、機械化、自動化が進めば進むほど組立工の仕事が単純労働に変わりつつある。 

一方、食品製造機械、こん包機械、半導体製造装置等特注で製造するような機械・装置の

No. 区分 旧職業名 No. 統合後職業名
1 1 鋳物工 1 鋳物製造
2 1 鋳造技術者
3 2 鍛造工 2 鍛造（の仕事）
4 2 鍛造技術者
5 3 NC旋盤工 3 NC加工（の仕事）

6 3
マシニングセンター・
オペレーター

7 3 NC研削盤工
8 3 NCスライス盤工
9 3 放電加工機工
10 4 製鋼工 4 製鉄（の仕事）
11 4 圧延工
12 5 非破壊検査員 5 金属材料等検査
13 5 金属材料製造検査工
14 5 金属加工・金属製品検査工
15 6 家電修理エンジニア 6 家電修理
16 6 AV・通信機器組立・修理工

資料シリーズNo.227

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－132－ 

 

組立では極めて高度な組立、据付、調整の技能・技術が「組立工」に求められている。同じ

「組立工」という職業名を冠していても、組み立てる製品、現場の状況等により求められる

技能・技術に差がある。量産品の現場であっても、機械化、自動化の進展が不十分な現場で

はかつての熟練した「組立工」の技能・技術が未だに求められている現状もある。 

同じ職業名であっても書き分けの必要性がある職業に留意すべきとの指摘であり、職業解

説の作成にあたっては、そうした指摘も踏まえ作業を進める必要がある。 

なお、最終的に日本版 O-NET に収録した製造関係の職業は、図表 4-3-3 のとおりで 88 職業

となっている。旧職業データベースでは製造関係の職種は 101 であった（図表 4-3-4）。 
ヒアリング結果も踏まえ削除した職業以外にもハローワークに求人が少ないこと等の理

由で削除した職業もある。一方、新規追加の職業等もあり、全体では 13 職業が減っている。 
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図表 4-3-3 職業情報提供サイト（日本版 O-NET）製造業収録職業一覧（88 職業） 

（※職業名は変更の可能性があります。） 

 

 

図表 4-3-4 旧職業データベースでの製造業収録職業一覧（101 職業） 

 

1 鋳造工/鋳造設備オペレーター 31 染色工/染色設備オペレーター 61 陶磁器技術者

2 鍛造工/鍛造設備オペレーター 32 ミシン縫製 62 陶磁器製造

3 NC工作機械オペレーター 33 紡織設備管理・保全 63 ガラス食器製造

4 金型工 34 木材製造 64 漆器製造

5 金属プレス工 35 合板製造 65 プラスチック成形

6 めっき工 36 家具製造 66 靴製造

7 溶接工 37 建具製造 67 かばん・袋物製造

8 鉄鋼製造 38 紙器製造 68 貴金属装身具製作

9 非破壊検査技術者 39 製版オペレーター、DTPオペレーター 69 玩具（おもちゃ）製作

10 非鉄金属製錬技術者 40 印刷オペレーター 70 石工

11 機械設計技術者 41 製本オペレーター 71 花火師

12 精密機器技術者 42 生産・品質管理技術者 72 タイヤ製造

13 計器組立 43 食品技術者 73 医薬品製造

14 光学機器組立 44 豆腐製造、豆腐職人 74 化粧品製造

15 医療用画像機器組立 45 パン製造、パン職人 75 調香師

16 生産用機械組立 46 洋菓子製造、パテｨシエ 76 プラント設計技術者

17 半導体技術者 47 和菓子製造、和菓子職人 77 化学製品製造オペレーター

18 半導体製造 48 乳製品製造 78 石油精製オペレーター

19 電子機器技術者 49 水産ねり製品製造 79 電気技術者

20 電子機器組立 50 冷凍加工食品製造 80 電気通信技術者

21 家電修理 51 惣菜製造 81 原子力技術者

22 産業用ロボット開発技術者 52 清酒製造 82 発電所運転管理

23 産業用ロボットの設置・設定 53 みそ製造 83 太陽光発電の企画・調査

24 産業用ロボットの保守・メンテナンス 54 しょうゆ製造 84 太陽光発電の設計・施工

25 自動車技術者 55 ハム・ソーセージ・ベーコン製造 85 太陽光発電のメンテナンス

26 自動車組立 56 ワイン製造 86 分析化学技術者

27
航空機開発エンジニア（ジェットエンジ

ン）
57 ビール製造 87 高分子化学技術者

28 宇宙開発技術者 58 かん詰・びん詰・レトルト食品製造 88 バイオテクノロジー技術者

29 紡績機械オペレーター 59 野菜つけ物製造

30 織布工/織機オペレーター 60 ファインセラミックス製造技術者

1 鋳物工 35 精密機械技術者 69 靴製造工

2 鍛造工 36 織布運転工 70 かばん・袋物製造工

3 ＮＣ旋盤工 37 染色工 71 漆器工

4 マシニングセンター・オペレーター 38 ミシン縫製工 72 貴金属・宝石細工工

5 金型工 39 テーラ ー 73 玩具製造工

6 金属プレス工 40 製材工 74 バイ オリン製造工

7 溶接工 41 合板工 75 電算写植オペレーター

8 めっき工 42 家具工 76 プロセス製版オペレーター

9 製鋼工 43 紡績運転工 77 印刷作業員

10 圧延工 44 紙器製造工 78 製本作業員

11 ＮＣ研削盤工 45 紡織保全工 79 写真・映像処理オペレーター

12 ＮＣフラ イ ス盤工 46 婦人・子供服仕立職 80 ＤＰＥショ ップ店員

13 放電加工機工 47 建具工 81 ＤＴＰオペレーター

14 非破壊検査員 48 食品技術者 82 医薬品製造員

15 金属精錬技術者（鉄鋼） 49 豆腐職人 83 生産・品質管理技術者

16 鍛造技術者 50 製パン工 84 タイ ヤ製造工

17 金属熱処理工 51 洋菓子職人 85 化粧品製造工

18 金属材料製造検査工 52 和菓子職人 86 調香師

19 造船工 53 乳製品製造工 87 セメント生産オペレーター

20 金属加工・金属製品検査工 54 水産ねり製品製造工 88 石油精製オペレーター

21 鋳造技術者 55 冷凍加工食品製造工 89 原子力技術者

22 自動車組立工 56 惣菜製造工 90 発電員

23 機械組立工 57 清酒製造工 91 分析化学技術者

24 計器組立工 58 みそ製造工 92 陶磁器技術者

25 パソコン組立・調整工 59 しょうゆ製造工 93 ファ イ ンセラ ミックス製造技術者

26 家電修理エンジニア 60 ハム・ソーセージ製造工 94 化学製品製造オペレーター

27 プラ ント設計技術者 61 機内食製造工 95 石工

28 エンジン設計技術者 62 ワイ ン製造工 96 花火師

29 カ メラ 組立工 63 ビール製造工 97 高分子化学技術者

30 ＩＣ生産オペレーター 64 かん詰・びん詰・レトルト食品製造工 98 バイ オケミカ ル技術者

31 ＡＶ・通信機器組立・修理工 65 野菜つけ物工 99 電気技術者（強電）

32 医療用画像放射線機器組立工 66 陶磁器工 100 電子機器技術者

33 自転車製造工 67 ガラ ス食器製造工 101 電気通信技術者

34 自動車技術者 68 プラ スチック製品成形工
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第５章 諸外国の現状に関する情報収集 

 

第１節 米国 O*NET における仕事活動（Work Activity）情報の内容と開発過程 

 

近年は、多くの専門分野で科学的根拠に基づいた意思決定を行うことを意味する「エビデ

ンス・ベースド・アプローチ［evidence-based approach］」 43が求められるようになってい

る。例えば、得られたデータから有用な情報を取り出し、科学的推論を行うための方法であ

る統計学は、意思決定を行うために必要なエビデンスを取り出すことを目的として古くから

用いられてきた。統計情報は職業情報データベースの構築においても活用されており、今後

も正確かつ有用な職業情報が提供されるために、エビデンスに基づいた科学的視点がデータ

ベース構築の際に重要になると思われる。 
O*NET［Occupational Information Network］（職業情報ネットワーク）は、キャリア支

援を目的とした、アメリカ合衆国における職業情報を提供するオンラインで利用可能なデー

タベースである。O*NET データベースは、心理学を中心とした数多くの先行研究と統計学

の手法に基づいて構築されており、更新を経ながら現在も運用が続けられている。本稿では、

O*NET 内の情報のひとつである「仕事活動［Work Activity; WA］」に着目し、その内容を

概説する。また、読者の仕事活動情報についての具体的な理解を促すための資料として、近

年の O*NET データベース更新の際に実施された開発プロジェクトに関する文献「O*NET
仕事活動プロジェクトの技術報告書」（Hansen et al., 2014）の要約を示す。 
 

１．仕事活動情報とは 

 

O*NET データベースの概念的な基礎は、O*NET コンテンツモデル［O*NET Content 
Model］に示されている。O*NET コンテンツモデルは、記述子［descriptor］と呼ばれる標

準化された測定可能な変数の集合によって、職業情報構造を定義するものである。記述子は、

労働者の特徴（例として、能力や知識など）と仕事の特徴（例として、タスク（課業）など）

を反映するものからなる。これらのうち、本稿で扱う「仕事活動」は後者の仕事の特徴を反

映する記述子のひとつである。 
仕事活動は、多くの職業に共通する最も一般的な「一般仕事活動［generalized work 

activity］」、これよりも一般性の低い中間的な「中間仕事活動［intermediate work activity］」、
より特異的な活動記述である「詳細仕事活動［detailed work activity］」の 3 つに分類され

る（以下では、これらをそれぞれ GWA、IWA、DWA と略記する）。O*NET データベースに

おいて、これらの各仕事活動は各職業特有の情報であるタスクと体系的に結びつけられてい

                            
43 本稿では、［ ］内に説明のために重要であると思われる英語のキーワードを示した。付加的な説明は（ ）

内に示した。 

資料シリーズNo.227

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－135－ 

 

る。記述子の数は、GWA が 41、IWA が 332、DWA が 2,164、タスクが 19,450 である（Hansen 
et al., 2014）。 

GWA、IWA、DWA、およびタスクは、この順に階層構造をなしている（図表 5-1-1）。す

なわち、GWA は最も多くのタスクと職業に結びつけられているのに対し、DWA は限られた

数のタスクと職業に結びつけられている。最初に GWA が開発され、その後に DWA、IWA の

順に開発が進められていったという背景があり、DWA は職業間の比較を容易にする情報を

利用者に提供するという役割を担っている。 
O*NET オンラインで実際に職業検索を行ったときに表示される GWA の項目名は

Generalized Work Activities ではなく、Work Activities である。GWA の定義は「主要な作

業機能を達成するための類似した仕事の活動または行動の集合」である（Peterson, et al., 
2001）。GWA は仕事活動情報の開発の基盤となっており、仕事活動全体を概観するのに有用

である。当初、GWA は 42 項目であった（図表 5-1-2）が、改訂後に 41 項目に変更された

（Hubbard, et al., 2000）。改訂時に削除されたのは図表 5-1-2 の 22 番であり、他の項目は

修正にとどまっている。改訂後の GWA については、図表 5-1-3 に示した。 
 

図表 5-1-1 仕事活動とタスクの階層構造 

（Hansen et al., 2014, p. 10, Figure 1 をもとに作成） 

 

（注）電気技術者［electricians］を例とすると、GWA、IWA、DWA、およびタスクは以下のようになる（Hansen 

et al., 2014, p. 11）。 

GWA：物体の操作と移動。 

IWA：商業・生産装置を据え付ける。 

DWA：電気的な部品、装置、システムを据え付ける。 

タスク： 

①手工具や電動工具を使用して、電気・電子配線、装置、電化製品、器具、取付け具を組み立てる、または

取り付ける、検査する、保守する。 

②ブレーカー、変圧器、その他の部品への配線をつなぐ。 

③金属製またはプラスチック製の小さな箱を家庭の電気スイッチやコンセントのある壁に取り付ける。 
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④アース線を取り付け、モーターのような装置に電力ケーブルをつなげる。 

 

図表 5-1-2 GWA の記述と定義 

（Jeanneret, Borman, Kubisiak, & Hanson, 1999, pp. 113–116, TABLE 8-1 をもとに作成） 

構成概念のラベル 操作的定義 

仕事関連の情報の探索と受け取り 

1. 仕事をするために必要とされる情
報を得る 

すべての関連する情報を観察する、受け取る、あるいは取
得する。 

2. 工程、材料、環境を監視する 
しばしば問題を発見する、または事態の終了時点を見出
すために、材料や事象、環境からの情報を監視し、見直
す。 

仕事関連の情報の特定と評価 

3. 対象、活動、事象を特定する 
推定やカテゴリー化を行う、相違点や類似点を認識する、
または状況や事象の変化を感知することによって、受け
取った情報を特定する。 

4. 装置、構造物、材料を検査する 
エラーの原因やその他の問題、欠陥を突き止めるために、
装置や構造物、材料を検査する、または診断する。 

5. 材料、製品、事象、情報の特徴を見
積もる 

規模と距離、量を見積もる、または仕事活動を行うために
必要となる時間や費用、資源、材料を決定する。 

情報・データの処理 

6. 対象、サービス、人材の性質を判断
する 

人やものの価値や重要性、性質を判断する、または評価す
る。 

7. 基準への準拠に関する情報の評価
をする 

一連の基準を背景として情報を評価し、それが正しいこ
とを確認する。 

8. 情報を処理する 
情報やデータの編集、コード化、分類、計算、作表、監査、
検証、処理を行う。 

9. データや情報を分析する 
情報やデータを別々の部分に分解することによって、根
本的な原理や原因、事実を特定する。 

推論・意思決定 

10. 意思決定と問題解決を行う 

意思決定と問題解決のために情報とデータを結びつけ、
評価し、論理的に判断する。この過程には、情報の相対的
な重要性についての意思決定や、最善の解決策を選択す
ることが含まれる。 

11. 創造的に思考する 
芸術的な寄与を含め、新しいアプリケーション、アイデ
ア、関係、システム、製品を創出、発明、設計、開発する。 

12. 仕事関連の知識を更新し、利用する 
技術に遅れずについていき、自分自身の仕事および関連
する仕事の職務を知る。 

13. 目標と戦略を開発する 
長期目標を設定し、それを達成するために戦略と行動を
明確に記述する。 

14. 仕事と活動の計画を立てる 
イベント、プログラム、活動、および他者の作業の計画を
立てる。 

15. 仕事を整理し、計画し、優先順序を
決める 

仕事を達成するために計画を立て、自分自身の仕事の優
先順位を決め、整理をする。 

身体的かつ手動の仕事活動の遂行 

16. 一般的な身体的活動を行う 

登る、持ち上げる、バランスをとる、歩く、かがむなどの
全身を動かすことを必要とする身体的活動を行う。その
際、材料の身体的な取り扱いなど、四肢をかなり使うこと
もしばしば必要になる。 

17. 物体を操作し、移動させる 
材料を操作、設置、整形、配置、移動したり、物体を操作
したりする際に、自分自身の手と腕を使う。キーボードの
使用を含む。 

18. 機械と工程を制御する 
（自動車のコンピュータを含まない）機械や工程を操作
するために、制御装置を使用する、または直接的に身体的
活動を行う。 

19. 乗り物、機械装置、機器を運転する 
フォークリフト、乗用車、航空機、船舶などの乗り物や機
械装置を走らせる、または操作する、航行させる、運転す
る。 
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複合的・技術的活動の遂行 

20. コンピュータと関わる 
プログラムを使用することによってコンピュータの機能
を制御する、機能を設定する、ソフトウェアを作成する、
あるいはコンピュータのシステムとやりとりする。 

21. 技術的な装置、部品、機器の図面作
成、配列、仕様設定を行う 

装置や部品、機器、構造物の製作、構築、組み立て、修正、
保守、使用の方法について他者に知らせるために、文書、
詳細な取扱説明書、図面、仕様書を提供する。 

22. アイデア、プログラム、システム、
製品を実装する（改訂時に削除） 

プログラムやシステム、構造物、製品を設定、修正、準備、
供給、構築、統合、終了、完了するための指示書・取扱説
明書によって提供される自分自身のアイデアや情報に合
わせて、作業手順と活動を実施・遂行する。 

23. 機械装置を修理し、保守する 
主に機械的（電子的でない）原理に基づいて動作する機
械、装置、可動部品、機器を修理、補修、調整、配置、調
節、検査する。 

24. 電子機器を修理し、保守する 
主に電気的・電子的（機械的でない）原理に基づいて動作
する機械、装置、機器を修理、補修、調節、制御、調整、
微調整、検査する。 

25. 情報を文書化し、記録する 
文書または電子・磁気記録で情報を入力、転記、記録、保
存、保持する。 

コミュニケーション・交流 

26. 他者に情報の意味を説明する 
他者に応答やフィードバックの支援をするために、情報
が意味することとその理解・利用の方法を解釈する、また
は説明する。 

27. 上司、同僚、部下とやりとりをする 
上司、同僚、部下に情報を提供する。この情報は対面、ま
たは文書、電話・電子的転送によって交換される。 

28. 組織外の人とやりとりをする 
組織の外部の人とやりとりをし、顧客、公衆、政府、その
他の部外者に対して組織を代表する。この情報は対面、ま
たは文書、電話・電子的転送によって交換される。 

29. 対人関係を確立し、維持する 他者との建設的で協力的な仕事上の関係を発展させる。 

30. 他者を援助し、世話をする 他者に援助や個人的配慮を与える。 

31. 他者に対して販売・感化する 
製品・商品を購入するように他者を説得する、あるいは他
者の考えや行動を変化させる。 

32. 対立を解決し、他者と交渉する 
苦情を処理し、紛争を仲裁し、不満を解決する、あるいは
他者と交渉する。 

33. 公衆のために働く、または直接的に
協力する 

民衆のために働く、または公衆に直接的に対応する。レス
トランや店舗で人にサービスをすることや、依頼人や客
を迎え入れることが含まれる。 

他者の調整・育成・管理・指導 

34. 他者の仕事と活動を調整する 
課題を達成するために作業グループのメンバーを調整す
る。 

35. チームを開発し、築き上げる 
チームメンバーの間で相互の信頼、尊敬、協力を促し、築
き上げる。 

36. 他者を教育する 
教育の必要性を明らかにし、正規の訓練プログラムや授
業を開発し、他者に教える、または指導する。 

37. 部下を指導し、指示し、動機づける 
業績基準の設定や部下の監督を含め、部下に指導や指示
を与える。 

38. 他者を指導し、育成する 
他者を育成する必要性を明らかにし、知識やスキルを向
上させるために他者を指導、あるいは支援する。 

39. 他者の相談に応じ、助言を与える 
技術、システム、プロセスに関するトピックについて、経
営陣やその他のグループの相談に応じ、専門的な助言を
与える。 

管理 

40. 管理的業務を遂行する 
要求を承認し、書類事務を処理し、日常的な管理業務を行
う。 

41. 組織単位の配属を行う 組織のために採用、面接、選考、雇用、昇進を行う。 

42. 資源を監視し、制御する 資源の監視と制御を行い、資金の支出を監督する。 
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図表 5-1-3 現在の GWA 

（Hansen et al., 2014, Appendix A より改変） 

番号 カテゴリー ID GWA 記述子 

1 仕事関連の
情報の探索
と受け取り 

4.A.1.a.1 情報の取得 

2 4.A.1.a.2 工程、材料、環境の監視 

3 仕事関連の
情報の特定
と評価 

4.A.1.b.1 対象、活動、事象の特定 

4 4.A.1.b.2 装置、構造物、材料の検査 

5 4.A.1.b.3 製品、事象、情報の定量化可能な特性の推定 

6 

情報・デー
タの処理 

4.A.2.a.1 対象、サービス、人材の性質の判断 

7 4.A.2.a.2 情報の処理 

8 4.A.2.a.3 基準への準拠を判断するための情報の評価 

9 4.A.2.a.4 データや情報の分析 

10 

推論・意思
決定 

4.A.2.b.1 意思決定と問題解決 

11 4.A.2.b.2 創造的思考 

12 4.A.2.b.3 関連する知識の更新と利用 

13 4.A.2.b.4 目標と戦略の開発 

14 4.A.2.b.5 仕事と活動の計画作成 

15 4.A.2.b.6 仕事の整理、計画、優先順序決定 

16 
身体的かつ
手動の仕事
活動の遂行 

4.A.3.a.1 一般的な身体的活動の遂行 

17 4.A.3.a.2 物体の操作と移動 

18 4.A.3.a.3 機械と工程の制御 

19 4.A.3.a.4 乗り物、機械装置、機器の運転 

20 

複合的・技
術的活動の
遂行 

4.A.3.b.1 コンピュータとのやりとり 

21 4.A.3.b.2 技術的な装置、部品、機器の図面作成、配列、仕様設定 

― ― アイデア、プログラム、システム、製品の実装 

22 4.A.3.b.4 機械装置の修理と保守 

23 4.A.3.b.5 電子機器の修理と保守 

24 4.A3.b.6 情報の文書化・記録 

25 

コミュニケ
ーション・
交流 

4.A.4.a.1 他者への情報の意味の説明 

26 4.A.4.a.2 上司、同僚、部下とのコミュニケーション 

27 4.A.4.a.3 組織外の人とのコミュニケーション 

28 4.A.4.a.4 対人関係の確立と維持 

29 4.A.4.a.5 他者の援助と世話 

30 4.A.4.a.6 他者への販売、感化 

31 4.A.4.a.7 対立の解決と他者との交渉 

32 4.A.4.a.8 公衆のための仕事、または直接的協力 

33 

他 者 の 調
整・育成・管
理・指導 

4.A.4.b.1 他者の仕事と活動の調整 

34 4.A.4.b.2 チームの開発と構築 

35 4.A.4.b.3 他者の訓練と教育 

36 4.A.4.b.4 部下への指導、指示、動機づけ 

37 4.A.4.b.5 他者の指導と育成 

38 4.A.4.b.6 他者との相談と助言提供 

39 

管理 

4.A.4.c.1 管理的業務の遂行 

40 4.A.4.c.2 組織単位の配属 

41 4.A.4.c.3 資源の監視と制御 

（注 1）ID は各 GWA に系統立てて割り当てられており、前から 3 番目から 5 番目までの英数字が GWA の内容

と対応している。例えば、「4.A.1.a.1」と「4.A.1.a.2」は図表 5-1-2 の「仕事関連の情報の探索と受け取り」のカ

テゴリーに、「4.A.4.b.1」と「4.A.4.b.2」は図表 5-1-2 の「他者の調整・育成・管理・指導」のカテゴリーにそれ

ぞれ属することを示している。 
（注 2）図表 5-1-2 の「構成概念のラベル」が引き継がれ、「GWA 記述子」となっている。 

（注 3）改訂時に図表 5-1-2 の 22 番が削除されたため、この図表 5-1-3 の 22 番以降の GWA は、図表 5-1-2 で

割り当てられている番号からひとつずつ前にずれている。  
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正看護師［registered nurses］を例とすると、GWA は 33 項目表示される。GWA の数が

全部で 41 項目であることを考慮すると、正看護師の GWA はそのうち 8 割が表示されてい

ることになり、GWA がその職業固有の活動を示すことにはあまり適していないということ

がわかる。一方、DWA は Detailed Work Activities という項目に表示される 44。DWA とタ

スクはそれぞれ、34 項目、28 項目表示される。以下に、表示される各項目のうち、5 つの日

本語訳を示す（図表 5-1-4）。このように、GWA と比較すると、DWA とタスクは職業固有の

具体的な活動を示していることがわかる。DWA とタスクは類似しており、具体性において

はその差異がほとんどないように見えるが、DWA では動詞の数がひとつに限定され、より

簡易な記述になっていることがわかる。実際に、DWA 記述［DWA statements］を作成する

際には一定の基準（DWA Writing Standards）に従うことが定められている（Hansen et al., 
2014）。DWA がタスクよりも簡易な記述になっているのは、利用者が職業間比較をしやすい

ようにするという役割を DWA が担っているからである。 

 

図表 5-1-4 正看護師の DWA とタスク 

（O*NET オンラインのホームページをもとに作成） 

DWA 

 医療施設の記録を保持する。 

 患者の治療、手術、活動中の状態を測定する。 

 非静脈内投与を行う。 

 患者の状態と看護について医療従事者に知らせる。 

 患者の病歴を記録する。 

タスク 

 正確で詳細なレポートと記録を保持する。 

 患者に投薬を行い、患者の反応や副作用を観察する。 

 患者の医療情報とバイタルサインを記録する。 

 患者の状態における症候や変化を測定、記録、報告する。 

 患者の看護プランを評定、計画、実施、評価するために、医療チーム

メンバーと相談し、調整する。 

 

GWA が因子分析に基づいて構築された（Jeanneret, Borman, Kubisiak, & Hanson, 1999）
ように、O*NET は主に統計学の方法を用いて構築が進められてきた。O*NET データベース

が得られたデータ、すなわちエビデンスに基づきながら、その構築の方法が論理的に示され

ていることから、O*NET データベースは実証性、論証性、体系性といった科学の要件を満

たしており、その開発過程は具体的に参照する価値があると思われる。  

                            
44 階層的に GWA と DWA の間にある IWA は、O*NET オンライン上では職業検索を行っても表示されない項目

となっている。 
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２．「O*NET 仕事活動プロジェクトの技術報告書」要約 

 

プロジェクトの概要 

この技術報告書は、O*NET 開発センターが実施した仕事活動プロジェクトの目的と方法

論、結果を記述するものである。本プロジェクトには主な目的が 2 つあった。第一には、あ

らゆる種類の産業と労働力に影響を与えてきたアメリカ経済の変化を反映するために、DWA
に関する O*NET データベースを更新することであった。第二には、産業間の職業を結びつ

ける仕組みとして DWA を用いることによって、DWA データベースの実用性を高め、キャリ

ア探索と開発、及びその他の重要な人的資源の役割に関して、使いやすさを改善することで

あった。これらの目的を達成するために、プロジェクトチームは仕事活動の枠組みを改訂し、

その枠組みを反映する新しい活動記述を作成した。Cunningham(1996)の研究に基づき、改

訂された枠組みは、階層的に低い（特異的な）水準にあるタスクの記述と階層的に高い（一

般的な）水準にある GWA の記述の双方を、より完全な形で DWA と統合している。プロジ

ェクトチームは、O*NET 18.0 データベース内の 19,450 項目のタスクを質的に分析し、クラ

スター化して、得られたタスクのクラスターのテーマに基づいて新しい DWA を作成した。

この過程で 2,069 項目の新しい DWA が作成された。その後、DWA プロジェクトチームはこ

れらの新しい DWA を分析し、クラスター化して、より階層的に高い水準にある IWA の記述

を作成した。この過程で 332 項目の IWA が作成された。結果として得られた、統合された

階層的な枠組みによって、共通した仕事活動のある職業を結びつけることが可能になってい

る。最後に、キャリア探索や再訓練、就職斡旋の取り組みといった、活動記述データの適用

の可能性について考察する。 

 

（１）共通言語としての詳細仕事活動（DWA） 

主要な職業情報源である職業情報ネットワーク［Occupational Information Network; 
O*NET］のデータベースは、各職業の広範囲な労働者に対して調査することによって、継続

的に更新されている。このデータベースからの情報は、職業検索だけでなく、労働者および

学生のキャリア探索・評価の手段にもなっている双方向アプリケーションである O*NET オ

ンラインの中核である。 
O*NET データベースは、標準職業分類体系［Standard Occupational Classification 

System; SOC］と、「記述子［descriptor］」と呼ばれる標準化された測定可能な変数の集合に

よって職業の情報構造を定義する O*NET コンテンツモデル［O*NET Content Model］から

開発された。記述子は、労働者の特徴（能力、価値観、知識、免許交付など）と仕事の特徴

（タスク（課業）、仕事内容、労働市場の情報など）を反映する 6 つの主要領域から構成され

ている。 
O*NET コンテンツモデルには、仕事で遂行される活動に関連する数多くの記述子も含ま

資料シリーズNo.227

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－141－ 

 

れる。これらの記述子には、多くの職業に当てはまる一般仕事活動［generalized work 
activity; GWA］があり、さらに「区別を保ちつつ、仕事の記述のための共通言語を与え、職

業間の適合を可能にする、理解しやすい中間的な記述子」（National Center for O*NET 
Development, 2003, p.3）と定義される詳細仕事活動［detailed work activity; DWA］があ

る。 
DWA の利点は以下のとおりである（National Center for O*NET Development, 2003）。 
1. キャリア探索を支援する仕事活動についての簡潔かつ詳細な情報を与える 

2. GWA とのリンクによって O*NET コンテンツモデルと統合される 

3. 履歴書を書くのに役立つ職業経験を記述するための構造を与える 

4. 職業間の対応を促進するようなより一般的な水準の記述子を与え、これは求職者が自

分の能力に合う新しい仕事の分野を特定するのに役立つ 

5. 教育者、求職者、研究者、雇用者が転移可能なスキルとスキル不足［skill gaps］を

特定するのに役立つ 

6. 雇用者が作業指示や職位を記述するために使用可能な、労働条件の輪郭を示す 

7. 業種のスキル標準の基盤として、職業間の活動を記述する「共通言語」の使用を促進

する 

 

DWA は改訂と更新を経ており、2002 年には O*NET チームが職業間スキル記述の使用法

の強化、タスクの範囲の確定、重複の除外、明瞭さと一貫性のための編集を行い、2,345 の

記述が作成された（National Center for O*NET Development, 2003）。最終的に DWA の記

述は 181 が除外され、2,164 項目となった。 
 

拡張の要求 

2003 年以降、10 年間でアメリカの経済と労働人口は大きく変化し、新しい技術と産業に

ついての研究が続けられるとともに、SOC 用語の追加が行われてきた。また、環境問題への

消費者の意識や政府の支援によって、これに関連する産業が後押しされている。仕事の変化、

産業界や職能団体からのフィードバック、現職者によるタスクの同定によって、O*NET で

のデータ収集が進められた。以上のような産業及び職業の変化に応じて DWA データベース

の改良がなされ、結果的に O*NET に 150 以上の新職業が追加された（National Center for 
O*NET Development, 2009）。 
 

プロジェクトの理論的根拠の概観 

本プロジェクトの目的は、主に新職業に関連する DWA の更新と、DWA データベースの有

用性の強化であった。現在の記述子の数は、タスクが 19,450、GWA が 41、これらの間にあ

る DWA が 2,164 となっている。 
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O*NET では、利用者が理解しやすくするために、類似した職業のグループである「仕事

群［job family］」という用語が使われている。これは SOC で用いられている主要 22 グルー

プに対応している。ほとんどの DWA は 4 つ以上のタスクと単一の仕事群内の 3 つ以上の職

業と結びつけられている。また、DWA より階層的に高い水準にある記述子である中間仕事

活動［intermediate work activity; IWA］が定義されている（Cunningham, 1996）。IWA は

多くの職業に共通する、より一般的な活動記述であり、多くのタスクと複数の仕事群の職業

と結びつけられている。GWA はこれらの上位にある最も一般的な活動記述である。DWA プ

ロジェクトチームは DWA データベースを改良するだけでなく、上位の IWA を加えた（図表

5-1-5）。 

 

図表 5-1-5 改訂前後の仕事活動の枠組み 

（Hansen et al., 2014, p. 10, Figure 1 より改変） 

 
 

結果のプレビュー 

O*NET-SOC の職業である電気技術者を例として、入れ子構造になっている GWA、IWA、

DWA、タスクを図表 5-1-6 に示した。GWA には IWA だけでなく、DWA とタスクの情報が

反映されている。共通する DWA や IWA によって、職業間の比較と対照を行うことができる

ようになる。図表 5-1-7 は、2 つの職業で共通する DWA と各タスクを一覧にしたものであ

る。 
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図表 5-1-6 電気技術者（47-2111.00）の例 

（Hansen et al., 2014, p. 11, Table 1 より改変） 

GWA：装置、構造物、材料の検査 

IWA：商業・産業・生産システムまたは装置を検査する。 

DWA：電気・電子システムの欠陥を検査する。 

タスク：電気的システム、装置、部品を検査し、危険、欠陥、調整または

修理の必要性を特定し、規約の遵守を確保する。 

GWA：製品、事象、情報の定量化可能な特性の推定 

IWA：事業計画の開発・運用の費用を推定する。 

DWA：構造計画費用を推定する。 

タスク：材料やサービスの予備的な略図や費用の見積もりを示す。 

GWA：創造的思考 

IWA：視覚的なデザイン・展示を創造する。 

DWA：構造または設備の略図を作成する。 

タスク：配線や装置の位置を決定し、建造物と安全規定への適合を保証す

るために見取り図を準備する、あるいは設計図に従う。 
    材料やサービスの予備的な略図や費用の見積もりを示す。 

GWA：物体の操作と移動 

IWA：商業・生産装置を据え付ける。 

DWA：電気的な部品、装置、システムを据え付ける。 

タスク：手工具や電動工具を使用して、電気・電子配線、装置、電化製品、

器具、取付け具を組み立てる、または取り付ける、検査する、保

守する。 
    ブレーカー、変圧器、その他の部品への配線をつなぐ。 
    金属製またはプラスチック製の小さな箱を家庭の電気スイッチ

やコンセントのある壁に取り付ける。 
    アース線を取り付け、モーターのような装置に電力ケーブルをつ

なげる。 
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図表 5-1-7 化学プラントシステムオペレーター（51-8091.00）と 

バイオ燃料処理技術者（51-8099.01）において共通する DWA 

（Hansen et al., 2014, p. 12, Table 2 より改変） 

化学プラントシステムオペレーター バイオ燃料処理技術者 

共通する DWA：試験用の材料や製品のサンプルを収集する。 

タスク：製品のサンプルを描画し、品質

管理検査を行うことで、処理を監視し、

確実に規格が満たされるようにする。 

タスク：バイオ燃料の品質を評価するた

めに、サンプルを収集し、所定の検査・

分析を行う。 

共通する DWA：運用・生産活動を管理する。 

タスク：材料と製品の流れを調整する

作業機械に携わる労働者を管理する。 
タスク：タワーや濾過機、噴霧チップの

清掃を監督する。 

タスク：原料の調達や収集を統合する。 

共通する DWA：ポンプ装置・設備を操作する。 

タスク：反応器を洗ってすすぐ、また

は、ガスや蒸気を排出する、オイルや蒸

気、気体、香料のタワーへの流れを調節

する、転炉や混合容器に生産物を加え

るために、ポンプを始動する 

タスク：弁、ポンプ、エンジン、発生装置

を操作してバイオ燃料の生産を制御・調

節する。 

共通する DWA：使い古された装置の構成部分を交換する。 

タスク：損傷した装置を修理または交

換する。 
タスク：バイオ燃料の処理装置の構成部

分を再構築、修理、交換する。 

共通する DWA：運用・生産データを記録する。 

タスク：工程条件、検査結果、測定器の

指示値などの運用データを記録する。 

タスク：損傷や機械的問題を記録・報告

しながら、バイオ燃料の工場設備や加工

設備を定期的に調査する。 
タスク：バイオ燃料の処理データを測定・

記録する。 
タスク：流量計の動作を測定・記録する。 

共通する DWA：装置の修理や保守管理が必要であることを他者に知らせる。 

タスク：装置の異常修正や電力、蒸気、

水、空気の量の調節について、保守管理

や定置機関作業、その他の補助職員に

知らせる。 

タスク：損傷や機械的問題を記録・報告

しながら、バイオ燃料植物や処理設備を

定期的に調査する。 
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（２）一般的方法論 

DWA の開発は、帰納的な「ボトムアップ」的アプローチであり、O*NET 18.0 データベー

スの 19,450 項目のタスク記述から開始された。有用な活動データ［activity data］を抽出す

るために、量と質の 2 つのアプローチが用いられた。量的アプローチは、タスク記述を重要

な言語要素である活動動詞［activity verb］と動詞の目的語［object］、目的［purpose］に分

解するというものであった。類似するタスク記述のグループ分けを行うためにクラスター分

析用の数値コードが各言語要素に与えられた。質的アプローチは、各タスク記述を分析し、

最も重要な活動情報［activity information］を確実に抽出することを可能にする目的で行わ

れ、各タスク記述を綿密に分析するというものであった。DWA プロジェクトチームは主に

質的アプローチを用いたが、これは有用なシステムの開発のために人間の判断が最重要であ

ることを念頭に置いていたということを意味している。 
質的方法は以下の段階から開始された。DWA と IWA の開発過程の流れは、図表 5-1-8 に

示した。 

(1) 活動、目的語［objects］、目的、文脈、技術の類似性に基づいた理論的分析、および

タスクからグループへのクラスター化 

(2) 正確に共通の特徴を反映し、他の活動記述［activity statements］との識別を可能に

するような活動記述の開発 
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図表 5-1-8 DWA と IWA の開発過程 

（Hansen et al., 2014, Figure 2, p. 14 より改変） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

DWA のクラスター化 

GWA への DWA の割り当て 

GWA 内の DWA のクラスター化 

IWA の開発 

IWA 記述の作成とレビュー 

最終品質管理 

DWA 記述の作成とレビュー 

DWA の開発 

タスクのクラスター化 

仕事群によるタスクの分類 

GWA へのタスク割り当て 

GWA 内でのタスクのクラスター化 
DWA の品質管理 

DWA の改良 

既存の DWA との統合 横断的仕事群の同定 複数のリンク割り当て 
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（３）DWA の開発 

バイアスを避けるため、多数の視点からなるチームメンバーが協力し、オンラインのスプ

レッドシートを用いて DWA の開発（タスクのクラスター化と DWA 記述の作成）が行われ

た。3、4 チームが DWA の開発に携わった。各チームは熟達した職業分析者のリーダーと、

産業組織心理学を専攻する 2、3 名の大学院生から構成され、割り当てられた複数のタスク

の集合についてタスクのクラスター化と DWA 記述の作成までを一括して担当した。 
 

タスクのクラスター化 

この段階では、単純かつ個別的で特有の仕事活動が現れるまで、類似するタスクを、それ

ぞれのクラスターにおける各タスクを反映するより小さなクラスターに分類することが目標

であった。ステップは以下のとおりである。 

 

1. 22 項目の仕事群（図表 5-1-9）に従ってタスクを分類する 
2. GWA にタスクを割り当てる 

3. GWA 内のタスクをクラスター化する 

 

ステップ 1：仕事群による分類 

DWA は単一の仕事群内の複数の職業に適用されるのに対し、IWA はしばしば複数の仕事

群の職業と結びつく。仕事群は類似タスクを概念的にクラスター化するのに適していると考

えられたため、最初に仕事群を用いてタスクを分類した。 
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図表 5-1-9 22 項目の仕事群 

（Hansen et al., 2014, p. 16, Table 3 より改変） 

仕事群 職業数 タスク数 

管理［Management］ 59 1294 
商業・金融業務［Business and Financial Operations］ 51 983 
コンピュータ・数理［Computer and Mathematical］ 33 690 
建築・工学［Architecture and Engineering］ 71 1431 
生命・物理・社会科学［Life, Physical, and Social 
Sciences］ 

60 1161 

地域・社会サービス［Community and Social Service］ 14 290 
法律［Legal］ 8 134 
教育・訓練・図書館［Education, Training, and Library］ 61 1591 
芸術・デザイン・娯楽・スポーツ・メディア［Arts, Design, 
Entertainment, Sports, and Media］ 

43 795 

医 療 実 務 ・ 技 術 ［ Healthcare Practitioners and 
Technical］ 

86 1683 

医療支援［Healthcare Support］ 18 332 
保安サービス［Protective Service］ 29 543 
食品調理・給仕関連［Food Preparation and Serving 
Related］ 

17 327 

建物・土地清掃・保守管理［Building and Grounds 
Cleaning and Maintenance］ 

8 181 

介護サービス［Personal Care and Service］ 32 621 
販売関連［Sales and Related］ 24 456 
事務・業務補助［Office and Administrative Support］ 63 1125 
農業・漁業・林業［Farming, Fishing, and Forestry］ 17 311 
建設・採取［Construction and Extraction］ 61 1135 
設置・管理・修理［Installation, Maintenance, and 
Repair］ 

54 1096 

生産［Production］ 112 2344 
輸送・資材運搬［Transportation and Material Moving］ 53 927 

（注）本プロジェクトで用いられた仕事群は、SOC の 23 項目のグループから構成される主要職業群

［Occupational Major Groups］に基づいている。O*NET では米国軍固有の職業に関するデータを収集してい

ないため、これを除いた 22 項目のグループを用いている。 
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ステップ 2：GWA への割り当て 

仕事群は多くのタスクを含んでいるため、論理的方法でタスクをさらに分割する必要があ

った。DWA プロジェクトチームはタスクを GWA と結びつけることによって分割した。図表

5-1-10 はその例である。分析者は 41 項目の GWA のひとつにその類似性に基づいて各タス

クを割り当てた。 
各タスクの記述の情報は豊富であるが、最適な GWA に割り当てるために、分析者は(a)デ

ータと補足的情報を区別し、(b)タスク記述に含まれている複数の活動の中から、主要な活動

を同定する必要があった。GWA の割り当ての際、3 つか 4 つが選択されることもあり、オン

ラインのスプレッドシートに記録された。作業ファイルは仕事群ごとにひとつずつあったの

で、22 個作成された。 
割り当てについてチームメンバー間で相違がある場合、同意に至るまでスプレッドシート

を用いてタスクがどの GWA に割り当てられるべきかを議論して決定した（ただし、後に綿

密な検討の機会があるため、ここでは多数決で決定した）。 

 

図表 5-1-10 GWA の例 

（Hansen et al., 2014, p. 17, Table 4 より改変） 

活動［Activity］ 記述［Description］ 

情報の取得 
関連するあらゆる情報源を観察し，受け取る，または取

得する。 

対象，サービス，人材の

性質の判断 
ものや人の価値，重要性，性質を評価する。 

仕事の整理，計画，優先

順序決定 

特定の目標や計画を開発して，仕事の優先順位をつけ

る，または整理する，達成する。 

物体の操作と移動 
材料に触れる，または設置，配置，移動する，あるいは，

ものを操作する際に，手と腕を使う。 

乗り物，機械装置、機器

の運転 

フォークリフト，乗用車，航空機，船舶などの車両や機

械装置を走らせる，または操作，操縦，運転する。 

電子機器の修理と保守 

主に電気的・電子的（機械的でない）原理に基づいて動

作する機械，機器，設備を補修，修理，測定，調整，微

調整，検査する。 

他者の援助と世話 
同僚，消費者，患者などの他者に対し，個人的援助，治

療，精神的支援，その他の介護を行う。 
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ステップ 3：GWA 内でのクラスター化 

GWA 内のタスクをクラスター化するために 7 つの過程が開発された。 

 

1. いくつかのチームに分かれ、各タスク記述のレビューと記述の分解を行い、タスク

記述内の主な活動を特定してタスクがどの GWA に属するかを決定する。 

2. チームメンバーが複数の活動に従ってタスク記述を分類する。 

3. 非常に類似しているタスクには同じ識別番号（ID）がつけられ、新しい分類のため

のテーマが設定される。その後はその番号／テーマによってタスクが分類されること

になり、これによってクラスターが作成される。 

4. (a)クラスターの均質性（ひとつのクラスター内のタスクは単一の活動テーマを明

示しなければならない）、(b)タスクとクラスターの適合（活動テーマと強く適合しな

いタスクは別のクラスターに移される）、(c)クラスターの独自性（各仕事群内のクラ

スターは概念的に互いに異なる）、(d)クラスターの特異性（過度に特異なクラスター

は他のクラスターと結合され、過度に一般的なクラスターはさらに分割される）、(e)
クラスターの大きさ（クラスターは少なくとも 2 タスクから構成されなければならず、

少なくとも 4 タスク・3 職業から構成されるという目標比率［target ratios］を目指

す）という基準が使用される。 

5. 全チームメンバーが上記の過程を終えると、他のチームのクラスターについて議論

する。 

6. チームリーダーが不十分に適合されているタスクをより適切な GWA ワークシート

に移し、クラスターの微調整やレビューが行われる。 

7. 他のチームのクラスターについての議論が数回繰り返され、全チームメンバーによ

る各クラスターについてレビューを行う。 

 

DWA 記述の作成 

全チームメンバーは結びつけられたタスクの活動を反映する簡単な叙述的記述を作成し

た。各チームは割り当てられたタスクのクラスター化と DWA 記述の作成について責任を持

っていた。各チームメンバーは様式の基準に従って DWA 記述の草稿を作成し、オンライン

上のワークシートを使用してチーム内でレビューと改訂を行った。DWA の改訂には 4 個か

ら 6 個のコメントが必要とされた。 

DWA 記述の様式の指針は、以下のとおりである。 

 

1. ひとつの DWA につき主要な活動動詞をひとつ用い、この動詞で DWA の記述を始め

ること。 

2. 動詞形は 3 人称現在形とすること。 

資料シリーズNo.227

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－151－ 

 

3. 可能な限り名詞は用いず、単に人々というよりもむしろ、顧客や消費者に言及する必

要がある。目的語名詞が複数ある場合には and よりも or を用いること。 

4. 仕事群に特異的である名詞を用いるが、あまり特異的になったり一般的になったりし

ないようにすること。装置［equipment］では一般的すぎて、レーザー外科手術ロボ

ット［laser surgery robots］ではおそらく詳細すぎる。医療装置［medical treatment 
equipment］がちょうどよい。名詞は仕事群内の特定の職業にのみ用いられるものに

言及すべきではない。 
5. 必要に応じて職業を明確にするために名詞を修飾する形容詞を用いること。 

6. 確実に必要である場合を除き、such as や including のような例示節を避けること。 

7. 必要に応じて to 目的節のみ用いること。しかしながら、目的の記述は本質的な修飾

語句になり得る。様々な職業の現職者が実際に同じ活動を行うことがあるが、その目

的は異なる。異なる目的はそれ自体が末端利用者と関係するように異なる知識やスキ

ルを示すことがある。ただし、修飾語句を保持するために DWA が書き換えられる場合

もある。 

8. 中学 2 年生の読解力に近い程度の適度な水準を目指すこと。 

 

作成された DWA 記述はクラスターの独自性、タスクとクラスターの適合、DWA の特異

性、DWA の独自性という 4つの基準のもとでレビューを行った。タスククラスターから DWA
の活動記述を作成する際に、特異性と独自性の点から再評価が必要となった。最後に、クラ

スターの再分割や結合、不十分に適合されていたタスク記述の同定がある場合、DWA の表

現は調整された。 
 
DWA の内容レビューと品質管理 

品質管理には 3 つ以上のチームが輪番で DWA データを完成させた。手引きに従って、デ

ータが最初のチームによって改訂され、2 番目のチームに引き継がれた。この総当たり的な

アプローチによって、プロジェクトチームのメンバー全員が O*NET タスクのデータベース

全体に関わることができた。 
 

（４）DWA の改良 

IWA を開発する前に、仕事群を横断する DWA を同定し、複合的なタスクのためにタスク

と DWA の複数のリンクを確立し、既存の DWA を新しい DWA のデータベースに統合した。 

 

横断的仕事群の DWA 

仕事群にまたがる同一、またはほぼ同一の DWA があり、以下のステップが行われた。 
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1. 同一の DWA 全てにフラグを付けた。 
2. 同一の DWA と結びつけられたタスクを確認した。 
3. ほぼ同一の DWA にフラグを付けた。 
4. 異なる仕事群からのタスク間の重複の程度を評価するために、ほぼ同一の DWA と結び

つけられたタスクが綿密にレビューされ、重複が十分であると考えられた場合には

DWA に改訂のためのフラグを付けた。 
5. ほぼ同一の DWA を改訂し、そのうちの DWA のひとつを標準として選択し、他の DWA

を標準の表現に合わせて改訂した（DWA が結びつけられた全てのタスクに適合するよ

うなより一般的な表現に改訂されることもあった）。 
6. 新しい横断群的 DWA と結びつけられた全てのタスクがクラスターの均質性のために

改訂された。 
7. DWA のデータセットに確認された改訂が入力された。 

 

複数リンクの同定 

複数の活動のあるタスクが複数の DWA と結びつけられる場合があった。もともと DWA
はひとつの仕事群に対応するように開発されたため、付加的なリンクをもとの仕事群に制限

することが適切であると思われた。各仕事群のタスクのデータセットから複数の活動のある

タスクが抽出され、分析者がその仕事群の全 DWA のリストを用いて、各タスクの 2 番目と

3 番目の DWA を記録した。各タスクの 1 次的活動を決定し、それに基づいて各タスクのた

めのリンクが確立された。さらにタスクの 2 次的活動を同定して DWA を探索し、3 次的活

動を同定した場合には同様の過程で作業が進められた。 
ひとつの仕事群のタスクの完全な集合との複数リンクを完成した後、2 番目の分析者にフ

ァイルが渡された。2 番目の分析者は全てのリンクをレビューしたうえで、最初の分析者の

選択を確認するか、あるいは、その最初の分析者の選択を棄却して代わりの DWA の提案、

またはリンクがないことの主張をした。さらに 3 番目の分析者が双方の分析者の不一致をレ

ビューし、より適切な DWA のリンクの選択、または双方の選択の棄却、代替のリンクの考

案、空白のままでの保留のいずれかを行った。分析者はどの時点でも他の分析者と議論する

ことが可能であった。 
 

既存の DWA との統合 

既存の DWA と統合するためのステップは以下のとおりであった。 

1. 既存の 2,164 項目の DWA と新しい 2,069 項目の DWA がひとつのスプレッドシートに

アルファベット順にソートされた。 

2. 新しい DWA と一致する既存の DWA が探索され、561 項目が不一致の可能性があると

された。 
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3. プロジェクトチームでこれらの不一致が検討され、大部分が除外された。 

4. 不一致は 51 項目まで減らされた。 

5. プロジェクトチームが候補となっている 51 項目の既存の DWA と結びつけられる可能

性のあるタスクを O*NET データベースで探索したところ、4 以上のタスクと 3 以上の

職業と結びつく DWA はほとんどなかった。 

6. 合計で 46 項目のタスクとリンクのある 10 項目の付加的な DWA が最終的に残った。 

7. 既存の DWA が基準と一致するように改訂された。 
8. これらの DWA に新しい識別番号（ID）が与えられ、データベースに統合された。 

 

（５）IWA の開発 

本プロジェクトの目標は職業間の結びつきの程度を広げることであり、332 項目の IWA が

開発されることによって、この結びつきがより一層拡張されることになった。 

 

IWA の結果のプレビュー 

図表 5-1-11 は、異なる仕事群に分類される 2 つの職業のために開発された IWA を示した

ものである。IWA の共通する記述は、特定のタスク、知識、スキル、能力、仕事の文脈を比

較する出発点になる。IWA の開発過程は DWA の開発過程とほぼ同様である。  
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図表 5-1-11 ナノテクノロジー技術者（17-3029.12）と半導体製造加工業者（51-9141.00）において共通する IWA

（Hansen et al., 2014, p. 12, Table 6 より改変） 

ナノテクノロジー技術者 半導体製造加工業者 
共通する IWA：完成された作業や終了した生産物を検査する。 

タスク：仕様書に合わせて品質や定着
を保証するために、ナノテクノロジー
の作業生産物を検査する。 

タスク：加工された製品を数え、仕分け
し、重さを量る。 

共通する IWA：材料や生産物、設備の物理的特性を測定する。 

タスク：物理・化学特性に応じて材料を
加工・特性化する際にナノ科学者、工学
者、技術者を補助する。 

タスク：結晶成長材料の量または重さ
を測定し、材料を混合、研磨し、容器に
材料を投入し、結晶成長の問題を突き
止めるのに役立つように加工手続きを
監視する。 

タスク：設計されたナノ粒子の有毒性
を測定、または報告する。 

タスク：加工された製品を数え、仕分け
し、重さを量る。 

タスク：走査型トンネル顕微鏡やオシ
ロスコープなどの道具を使用して物体
の詳細なイメージや尺度を製作する。 

タスク：電子検査装置、精密測定機器、
顕微鏡、標準手順を用いて、表面欠陥が
ないかどうか材料や部品、生産物を検
査し、電気回路を測定する。 

共通する IWA：設備や部品を組み立てる。 

タスク：締まりばめ、溶剤結合、接着、
ヒートシーリング、超音波溶接などの
技術を用いて部品を組み立てる。 

タスク：特殊な装置を使用して、フォト
レジスト層でフォトマスクパターンを
調整し、パターンを紫外線に感光させ、
パターンを形成する。 
タスク：エッチング加工、粗研磨、研磨、
研削を行う設備を使用して、ウェハー
やインゴットにエッチング処理を施
し、研磨し、研削することで、電気回路
を形成し、導電性を変化させる。 
タスク：特殊なマウント用装置を使用
して、ブロック・プラスチック積層板上
に結晶インゴットまたはウェハーをマ
ウントすることで、切り取り、穴開け、
研削、研磨を行う装置の保持固定具の
位置調整を促進する。 
タスク：真空ワンド・ピンセットを用い
て、処理容器や装置ホルダーの中に半
導体のウェハーを設置する。 

共通する IWA：十分な動作を確保するために設備を調整する。 

タスク：計量・検査・生産装置などのナ
ノテクノロジー装置を調整する。 

タスク：結晶成長の仕様書に従って、出
力レベル、温度、真空度、加熱炉の回転
数を調節するために、コンピュータ・機
械設備を設定、調整、再調整する。 

共通する IWA：操作記録を保持する。 
タスク：ナノ生成の正確な記録・バッチ
記録における情報管理を保持する。 

タスク：加工、生産、検査の情報・報告
書を保持する。 
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DWA のクラスター化 

前述したタスクのクラスター化の過程とほぼ同様であるが、IWA は仕事群の境界を横断す

ることが意図されているため、仕事群による DWA の分類は必要とされなかった。 

 

ステップ 1：GWA への割り当て 

DWA はアルファベット順にソートされた。オンライン上のスプレッドシートに、分析者 2
名が協力して 41 項目の GWA ワークシートのひとつに DWA を割り当てた。 

 

ステップ 2：GWA 内でのクラスター化 

DWA のクラスター化はタスクのクラスター化と類似した以下の過程に従った。 

 

1. 分析者が最初の DWA と GWA の割り当てについて承認するかしないかを選択する。 

2. 残っている DWA を類似する仕事活動のテーマを反映するグループにクラスター化

し、類似した DWA に識別番号（ID）をつけて新しい分類のためのテーマを記述す

る。その後はその番号／テーマによって DWA が分類され、これによって最初のクラ

スターが作成される。 

3. タスクのクラスター化の際の基準であった「ひとつのクラスターにつき 2 タスク」、

または「ひとつのクラスターにつき 4 タスクと 3 職業から構成されるという目標比

率」のために、割り当てられないタスクが多くあったことから、同じ問題を避けるた

め、DWA のクラスターにつき少なくとも 2 つの DWA があるということは必要とさ

れなかった。このため、DWA と IWA が 1 対 1 で対応する関係が容認された。 

4. チームメンバーの間で互いに決定されたクラスターに対してコメントする機会が与

えられる。 

5. チームリーダーが不十分に適合されている DWA をより適切な GWA ワークシートに

移し、クラスターの微調整やレビューが行われる。 

6. チーム内で議論が数回繰り返され、(a)クラスターの均質性、(b)DWA とクラスター

の適合、(c)クラスターの独自性、(d)クラスターの特異性という 4 つの基準に基づい

てレビューが行われる。 

 

IWA 記述の作成 

約 330 項目の DWA クラスターが IWA 開発チームのメンバー4 名に均等に配付され、各メ

ンバーは DWA 記述の作成時と同様の基準を使用して IWA 記述の草稿を作成した。 
データベースの階層構造を維持するため、DWA クラスターの中に単一の DWA からなる

ものが 19 項目含まれていた。この場合、IWA が DWA より一般的な表現になるように変更

された。 
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完成した草稿について、同意に至るまで数回、チーム内で協力してレビューと改訂が行わ

れた。その後、(a)クラスターの均質性、(b)DWA と IWA の適合、(c)IWA の独自性、(d)IWA
の特異性という 4 つの基準に基づき、最終的なレビューを行った。DWA クラスターが異な

っているが、2 つ以上の IWA 記述が概念的に重複していた場合には、より弁別的な表現を特

定するか、またはそれぞれのクラスターを結合した。最終的に、IWA 記述は GWA よりも特

異的で DWA よりも一般的になるように検討された。わずかに IWA の特異性に満たない記述

もあった。 

 

最終的な内容レビューと品質管理 

使用可能な全データは最終レビューのために、階層的な入れ子構造になるように書式を整

えられたマスタースプレッドシートにまとめられた。このスプレッドシートはタスクとDWA
の 2 番目と 3 番目のリンクが強調され、これらについては再検討する必要があった。 

2 名のチームメンバーがタスククラスターと DWA クラスターの内容レビューを行った。

ここでは、(1)2 番目と 3 番目のリンクが 1 番目のリンクと確実に適合し、クラスターの均質

性も保持することと、(2)タスクと IWA のリンクの適切さを確認することについて重点が置

かれていた。 

品質管理では、抜けたタスクと重複したタスクを特定し、DWA と IWA のコードと文法の

誤りを訂正した。その後、プロジェクトチームは DWA と IWA のデータのために ID システ

ムを適用した。GWA が「4.A.1.b.2」であれば、IWA の ID は「4.A.1.b.2.I01」、その下にあ

る DWA の ID のひとつは「4.A.1.b.2.I01.D03」というように、O*NET コンテンツモデルの

GWA の番号を活用して 2 桁の番号を付与することにより、IWA と DWA の ID を決定した。

これらの ID は将来的な追加を考慮して順序を無作為に付与されている。 

 

（６）結果 

DWA の開発の結果を図表 5-1-12 に示した。タスクと DWA のリンク数のうち、1 番目の

リンク数は 81％を占めた。DWA に割り当てられなかったタスクは 6％であり、これは予想

に沿うものであった。 
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図表 5-1-12 DWA の開発の結果 

（Hansen et al., 2014, p. 36, Table 7 より改変） 

職業数 974 
タスク数 19,450 
DWA 数 2,069 
DWA とタスクの平均リンク数 10.98 
DWA の平均職業数 8.29 
タスクと DWA のリンク数 22,714 
1 番目のリンク数 18,291 
2 番目のリンク数 3,851 
3 番目のリンク数 572 
割り当てられていないタスク数 1,159 

 

IWA の開発の結果を図表 5-1-13 に示した。DWA の結果と比較して、IWA におけるタス

クと職業の比ははるかに大きくなり、DWA と IWA の比が乗数となっていることから、職業

間リンクを作成するという IWA の開発目標は支持された。一方、仕事群に固有の活動もあ

り、332 項目の IWA のうち、53 項目がひとつの仕事群とのみ結びついていた。 

 

図表 5-1-13 IWA の開発の結果 

（Hansen et al., 2014, p. 37, Table 8 より改変） 

IWA 数 332 
IWA の平均タスク数 66.36 
IWA の平均職業数 43.86 
IWA の平均 DWA 数 6.23 
IWAにおける仕事群の中央値 3 

 

DWA と IWA の記述は、一部の専門的な仕事群からの DWA を除き、中学 2 年生程度の読

解力という水準を満たすことができた。 

 

（７）考察 

作成されたデータベースは、以下の 4 点において改善された。 

1. 関連性：追加された新しい職業のタスクと結びつけられていること。 

2. 網羅性：DWA が更新されたタスクデータから開発されており、かつ、タスク―DWA
―IWA―GWA という体系的な枠組みがあること。 
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3. 書式設定：DWA と IWA はすべて単一の活動記述とし、動詞は use、follow、recognize
などを避け、operate や investigate、measure などを選択すること。 

4. 特異性：DWA が一貫して特異的であること。 

 

（８）DWA の改訂データの利用 

DWA は、キャリア探索、履歴書作成、スキル不足の分析、労働条件の紹介、業種のスキル

標準の統一といった目的を達成するために開発された。DWA と IWA が階層的に統合された

ことによって、これらの目的をより効率的に達成することができるようになった。統合され

た仕事活動データベースは、求職者がスキルを念頭に置いて移動を検討する際に重要になる。

また、職業間で対応するより詳細な構造があることによって、雇用者が作業指示や職位を記

述するための労働条件の輪郭を示すことが可能になるという利点もある。さらに、仕事活動

の様式を標準化したことによって、職業間で通用する共通言語が整備されることになった。 

本プロジェクトが扱う DWA は、環境問題についての意識を示す必要性や退役軍人に就職

斡旋を行う必要性といった新しい問題に対応するとともに、技能再教育を必要とする不安定

な職場の増加や労働人口の変化といった背景のもとで、新たに必要とされるようになったス

キルや技術を扱っている。 

 

（９）将来的な開発と拡張 

変化に対応した新しいデータを得るために現職者や専門家に調査を行うことで、O*NET
データベースにおける各タスクについて、保持、改訂、除外のいずれかに決定されることに

なる。職業における技術が変化することによって、仕事活動の記述の基盤であるタスクのデ

ータベースは影響を受け続けることになろう。タスクが変わることで DWA と IWA のデータ

も以下のように変化する可能性がある。 

 

1. 重要性や関連性が低いとみなされるタスクは除外される。 

2. タスクは概念の改訂が行われ、複合的なタスクは 2 つ以上のタスクに分けられる。 

3. 変化する技術、労働過程、状況を反映して新しいタスクが加わる。 

 

タスクが変わることによって DWA と IWA のデータの改訂が必要になる場合があり、その

際の一般的なステップは以下のようになろう。 

 

1. （新しいバージョンの O*NET データベースの公表より前に）現職者と専門家への調

査に基づいたタスク変更の決定がなされた後、プロジェクトチームがタスク変更の目

録を検討する。 

2. プロジェクトチームが除外または改訂されたタスクと結びついている DWA を特定し、
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協力して DWA の除外や改訂の変更の有無を決定する（IWA についても変更が検討さ

れるか、あるいは変更がないということがある）。 

3. 追加されたタスクが既存の DWA と結びつくかどうかを決定するための検討が行われ

る。既存の DWA がない場合、暫定的に「割り当てられていないタスク」に追加され

る。 

4. 追加されたタスクが新しい DWA を支持するかどうかを決定するために、その際の「割

り当てられていないタスク」が検討される。 

5. 新しい DWA が内容の基準に照らして検討され、データベースに追加される。 

6. その新しい DWA が基準を満たす場合、プロジェクトチームが DWA と結びついてい

る IWA を探索する。その DWA の活動テーマを包含する IWA がない場合は、その

DWA が単一の DWA をもつ IWA として受容可能かどうかを決定するために評価され

る。その活動テーマが重要であるとみなされない場合には、タスククラスターを分解

し、全タスクを「割り当てられていないタスク」に入れる。 

7. その DWA が IWA に結びつけられる、または単一の DWA をもつ IWA とみなされる

場合には ID が付与され、対応するタスクとリンクデータがデータベースに記録され

る。 
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第２節 米国 O*NET における T2 情報の開発過程 

 

本稿は、米国における職業情報を提供するデータベースである O*NET オンラインでの

Tools & Technology（ツールと技術; T2）に関連する文献（図表 5-2-1）について日本語で要

約 し た も の で あ る 。 O*NET は Web サ イ ト 「 O*NET リ ソ ー ス セ ン タ ー 」

（https://www.onetcenter.org）において、データベースの背景となる文献を掲載している。

科学的視点は現代のあらゆる分野で必要とされているが、科学の要件のひとつとして「再現

可能性」が挙げられるであろう。職業情報データベースを構築した過程を参照可能にしてい

るという点で、O*NET は科学的視点から職業情報を提供しているといえる。 
O*NET における T2 情報は、Web サイト「O*NET オンライン」（https://www.onetonlin

e.org）で職業を検索した際に、Technology Skills と Tools Used という項目に表示される。

O*NET オンラインの利用者は、この項目を参照することによって、各職業で遂行される業

務において必要になるスキルを具体的に知ることができる。正看護師［registered nurses］
45を例とすると、T2 情報の中に Microsoft Outlook や Microsoft Excel などが表示されてい

る。現代の医療現場において看護師が専門的知識だけでなく、一定の情報リテラシーも求め

られるということを T2 情報から知ることができる。T2 情報データベースを作成した過程を

記述したものとして、主に以下の 4 つの文献が挙げられる。T2 情報のシステムを構築する

過程を詳細に示した文献は世界的に見てもほとんど例がない。これらの文献は、利用者に有

用な情報を提供することを目的とした職業情報システムの作成過程を再現可能なものとして

示したという点で注目される。 
 

図表 5-2-1 T2 情報に関する主要な文献 

文献名 刊行年 

1. O*NET tools and technology: A synopsis of data development procedures 
（O*NET データベースにおける Tools & Technology の開発手続きの概要） 

2006 年 

2. O*NET Center tools and technology quality control processes 
（Tools & Technology における品質管理の過程） 

2011 年 

3. Tools and technology search (as used in O*NET Online) 
（O*NET オンラインで使用される Tools & Technology 検索） 

2015 年 

4. Identification of “Hot Technologies” within the O*NET system 
（O*NET システム内の「注目の技術」の同定） 

2016 年 

 

 
                            
45 ［ ］内の英語は、説明のために重要であると思われた原文の用語、及び略語である。付加的な説明は（ ）

内に示した。 
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１．O*NET データベースにおける Tool & Technology の開発手続きの概要 

 

I．要旨 

O*NET データベース内に補足的データとして掲載されている機械、機器、ツール、ソフ

トウェアに関する情報が示されている。 

 

T2 データの特徴 

 個別的特徴：職業、産業、分野の「専門用語」で記述される。 

 全体的特徴：国連標準商品及びサービスコード［United Nations Standard Products and 
Services Code; UNSPSC］という標準化された分類に基づく。 

ただし、T2 項目は、ある職業の役割を実行するにあたって本質的に必要とされるもの。 

 

II. 用語法 

 T2 オブジェクト［T2 Objects］：職業の遂行のために現職者にとって必要不可欠なもの。 
 ツール［Tools］：機械、設備、道具 

 技術［Technology］：情報技術やソフトウェア 

 商品［Commodity］：UNSPSC の分類法で、最も低い水準に対応する商品・サービス 

 クラス［Class］：UNSPSC の分類法で、Commodity よりひとつ高い水準に対応する商

品・サービス 

 収集［Collection］段階：T2 オブジェクトを収集する最初の段階 

 分類［Classification］段階：T2 オブジェクトが UNSPSC 分類法に結びつけられる段階 

 編集［Compilation］段階：T2 オブジェクトが O*NET データベース用に編集される段

階 

 

III. 手続きの開発 

サンプルとなる 33 職業から 3,000 以上の T2 オブジェクトが収集される概念実証が行わ

れた。その目的は、様々なデータ収集の手続きを試すことと、主要な T2 情報源としてイン

ターネットの実行可能性を評価すること、UNSPSC 分類法の有効性を評価することであっ

た。その結果、質の高い T2 情報源として Web サイトを使用することが妥当であることと、

適切なインターネット検索の手続きの訓練を受け、職業分析を経験してきた者を分析に携わ

らせること、T2 情報を体系化するために UNSPSC の分類を用いることが適切であることが

明らかになった。 
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一般的な T2 の手続きと主な活動 

 

職業のレビューと準備 → データの収集 → データの分類 → データの編集 

 

【第 1 段階】職業のレビューと準備 

この段階の主な目的は、分析者が T2 データを収集することになっている職業について熟

知することであり、O*NET にある既存の職業情報や課業情報などのレビューが行われた。

分析者は対象となる職業について、以下の作業を行った。 

 

①O*NET にある職業情報全体のレビュー 

②T2 オブジェクトの使用を含む課業リストのレビュー 

③職業の区別を深く理解することを目的とした対象職業と類似職業との比較 

④類似職業に関する既存の T2 オブジェクトのリストが使用可能である場合、そのレビュー 

 

【第 2 段階】データの収集 

この段階の目的は、インターネットを情報源とする T2 オブジェクトを見つけることであ

る。 

 T2 オブジェクトの検索 

（Google などの検索エンジンを使用、信頼できるサイトを情報源とした） 

 一般検索方略［general search strategy］ 

「職業のキーワード（タイトル等）」に「技術」や「機器」のような用語を結びつけて検索

し、職能団体などのウェブサイトを閲覧した。 

 重点的検索方略［focused search strategy］ 

第 1 段階で収集した情報に基づいた、対象職業のために開発した検索。技術の進歩に伴っ

て新たに使われるようになった項目（医療分野のロボット外科手術であれば、ロボットアー

ム）にも着目した。 

 

 T2 オブジェクトの収集 

この時点で明確に排除する理由がない項目は保持される（例えば、surgical drill）。基準は

以下のとおり。 

 

・対象職業と T2 オブジェクトを結びつける証拠があること 

・インターネット情報源から質の高い情報が得られること（大学のカリキュラムは適切だ

が、ブログは適切とはみなされない） 

・T2 オブジェクトの使用が職業トレーニングを見込むこと 
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・T2 オブジェクトは材料（例えば、塗料や接着剤）であってはならないこと 

 

 データ収集全体の過程 

情報源は URL で具体的に記録された。以下の条件を満たすまで、検索と収集が繰り返さ

れた。 

 

1．あらゆる手段が使い果たされる。 

2．不必要な情報のみが与えられる。 

3．T2 オブジェクトの使用を伴うすべての課業が示される。 

 

この段階では T2 オブジェクトを多く集め、次の分類と編集の段階まで排除しない方針で

作業が進められた。 

 

（例）正看護師［Registered Nurses］ 

看護団体、コミュニティ・カレッジのカリキュラム、病院の仕事の記述、資格リストなど

のウェブサイトから検索を開始し、上の 4 つの基準を満たす T2 オブジェクトは以下のよう

になった。 

分娩監視装置、動脈カテーテル、除細動器、気管内チューブ 

「外科用ドレープ［surgical drapes］」のような証拠が不十分な項目は、未決定のまま保持さ

れた。包帯、静脈注射用溶液、薬剤などの項目は材料とみなして T2 オブジェクトに含めな

かった。 

 

【第 3 段階】データの分類 

この段階の目的は、収集されたすべての T2 オブジェクトを UNSPSC に従った分類構造

にまとめることである。UNSPSC には 4 つのレベル（商品、クラス、群、区分）があり、

18,000 以上の項目からなる。 

 分類によって T2 情報の共通言語ができ、体系化されることによって T2 オブジェクトの

職業間比較が可能になる。分類の過程は統一され、以下の問いに答えるものであった。 

 

 このオブジェクトは明確に認識可能であるか（このオブジェクトは何を示すか） 

・個別の T2 オブジェクトであり、より大きなオブジェクトの集合の一部ではない（例え

ば、「呼吸補助器」は酸素マスク、噴霧器、鼻腔カニューレ、酸素調節器を含むオブジェク

トを示す）。 

・対象職業と明確に関係し、誤って含まれていない。 

・正しいつづりで、既にリストにある別の項目のつづりを間違ったものではない。 
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・リスト内の別のオブジェクトの類義語でない。 

・ツール関連のオブジェクトであれば、ブランド名ではなく一般名である。 

 このオブジェクトは明確に包含基準［inclusion criteria］を満たすか 

 このオブジェクトは以前に分類されたことがあるか 

 このオブジェクトは UNSPSC にどのように分類されるべきか 

 

T2 オブジェクトは UNSPSC の「商品」レベルの項目と一致させるようにした。一致する

ものが見つからなかった場合、T2 オブジェクトの類義語を試し、関連する UNSPSC のクラ

スレベルの項目が検討された。 

T2 オブジェクトが明確に同定されない、または、包含基準において議論の余地がある、

UNSPSC との一致が難しい、といった場合には、プロジェクトチームが議論した。ひとつの

ウェブサイトにしか見られない、目的が不明確、もしくは課業と関連づけにくいといったよ

うな不十分な証拠しか得られなかった場合、そのオブジェクトはリストから除外された。 

 

図表 5-2-2 T2 オブジェクトと分類の例 

（Dierdorff, Drewes, & Norton, 2006, p. 13, Table 2 より抜粋） 

T2 オブジェクト 「商品」（UNSPSC） クラス（UNSPSC） 

Cholangiocath 
catheters 

外科・内視鏡カテーテル、カテー

テル挿入キット、排液袋 
外科支援補給品 

eMoneyAdvisor  
AdvisorPlatform 

顧客関係管理 ［CRM］ ソフトウ

ェア 
データ管理・クエリソフト

ウェア 

 

【第 4 段階】データの編集 

この段階の目的は、T2 のデータの一貫性、品質、正確さを確保するために品質管理を行う

ことと、O*NET の T2 データベースを構築することである。 
作成された T2 オブジェクトのリストは、一貫性を確保するための指針と一致することを

確認され、指針を満たさないオブジェクトは改訂された。ソフトウェア名のつづりやその他

の可能性のある言語的な問題点が点検された。その際、各職業の核となる活動について、収

集された T2 オブジェクトがツールと技術を表現しているということが確かめられた。それ

からプロジェクト監督チームが補足的なレビューを行った。様式と分類の最終確認に自動化

された手順が使用された。付加的な疑問点が扱われ、様式変更や分類の問題について議論さ

れた。 

 

IV. 品質の確保のための介入 

T2 情報の品質は 3 つの方法で検証・強化された。 
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1．効率と有効性を促進するためにプロジェクトの活動がデザインされた。 

2．一貫性を向上させるためにスタッフに支援ツールが提供された。 

3．全過程に質を検証するための管理ポイントが置かれた。 

 

【手続きのデザイン】 

デザインの特徴は、プロジェクトの活動を連続的な段階に分けたことである。この段階分

けは、分析者が各段階の要件により集中することができるようにするためのものであった。

もうひとつの特徴は、分析者を類似する職業のバッチ（例えば、医療関連の職業のグループ

や情報技術関連の職業のグループなど）に割り当てたことである。このことによって、分析

者が各職業の領域について熟知することができるようになった。 

 

【支援ツール】 

2 つのツールが用いられた。ひとつは T2 オブジェクトの様式ルールを定める指針であっ

た。これを使用することよって、職業間の T2 情報の標準化と一貫性を促進することができ

た。もうひとつは、収集・分類されたすべての T2 オブジェクトを記録するファイルである

「データ辞書」であった。 

 

【品質管理のポイント】 

プロジェクトの各段階で実行された。 

 第 1 段階：分析者は課業リストと関連・類似職業の情報を概観するように求められた。 

 第 2 段階：使用されたウェブサイトが個人の意見でなく、客観的な内容を含むかどうか

が評価された。収集された T2 オブジェクトが様式の指針に従うように改訂され、別の

チームによって、削除や組み入れに明らかな間違いがないかどうかが簡単に検討された。 

 第 3 段階：T2 オブジェクトが様式の指針に従っているかどうか再び点検された。分類が

難しいオブジェクトはチームによる議論に従った。上席のプロジェクトスタッフによっ

て概観され、疑問の余地がある分類については分析者と議論され、最終的な決定がなさ

れた。 

 第 4 段階：集積された T2 データについて最終的な概観が行われた。まず、分析者が全

T2 オブジェクトを概観し、潜在的な間違いを特定した。次に上席のスタッフがそれらの

間違いを取り扱い、データの約 75％を細かく検討した。つづり、分類、UNSPSC コー

ドの適切な割り当て、大文字の使用などのルールの確認は、自動化された手順に従った。

最終的な公表の前に、プロジェクトの監督チームによる追加の概観が行われた。 

 

V. T2 データの記述と要約統計量 

技術関連のオブジェクトにはしばしば、販売会社の名前や商標名が含まれることがあった
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（Microsoft Access や Adobe Illustrator など）。また、UNSPSC の「商品」項目は T2 デー

タの包括名称とみなすことができ、職業間比較に有用であった。 
最初の T2 データベースには 156 職業に及ぶツールと技術の情報が入った。合計 14,633 個

の T2 オブジェクトが収集された。平均して、ひとつの職業につき約 94 個の T2 オブジェク

トがあり、約 53 個の「商品」と約 26 個の「クラス」に分類された。14,633 個の T2 オブジ

ェクトのうち、約 44％（5,318 個のオブジェクト）が技術関連であった。 

 

結び 

この報告書は、ツールと技術についての O*NET データベースの情報の開発に関する概要

である。156 職業の T2 データファイルと付加的な情報は O*NET の Web サイトにある。 

 

２．Tools & Technology における品質管理の過程 

 

I. 要旨 

この報告書の目的は、Tools & Technology（T2）の品質管理［quality control; QC］の過

程を記述することである。この過程は以下の 2 つの目的を満たすようにデザインされている。 

 

1. T2 オブジェクト（ツールまたは技術の例）の様々な情報源をひとつのファイル内に組み

込む過程に、一貫した表記とファイル構造を与えること。 
2. O*NET の利用者が、各職業に関する T2 オブジェクトと「商品［commodity］」の妥当な

リストを確実に受け取ることができるようにするために過程をレビューすること。 
 

O*NET 開発センターはすべての成果物に関して標準ファイル構造（付録 1）と T2 様式の

指針（付録 2）を使用した。この標準ファイル構造によって、すべての提出物をひとつのフ

ァイルに結びつけ、コンピュータで自動化された手順を使用してチェックすることができる

ようになった。オブジェクトと職業の各組み合わせに固有の識別子を割り当てることは、

O*NET 開発センターが成果物を改訂する際に有用であった。 
様式の指針によって、T2 オブジェクトの一貫した表記が可能になった（例えば、Microsoft 

Excel は MS Excel や excel、ms excel といったように様々な書式で示されるが、このような

表記の揺れを防ぐことができた）。 
また、T2 の品質管理の過程において、O*NET 開発センターは各職業に対するオブジェク

トの正確さ、質、表面的妥当性を検討した。オンラインレビューは最も重要視される段階で

あった。O*NET 開発センターは T2 データの質と使いやすさの向上のため、ツールと技術の

双方に関して、固有のオブジェクトが 2 つ以下の職業について検討する低頻度レビュー［low 
frequency review］と UNSPSC に分類できないオブジェクトについて検討する「分類不可
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レビュー［not elsewhere classified (NEC) review］も行った。 
 

II. 品質管理の 5 段階 

 

第 1 段階 提出 T2 ファイルのレビュー 
第 2 段階 本年度［Current Year; CY］レビュー 
第 3 段階 総括［All Years’, AY］レビュー 
第 4 段階 オンラインレビュー 
第 5 段階 T2 ファイルの公表 

 
第 1 段階は 9 か月にわたる最も長い段階であり、たいてい 9 月に終了する。第 2 段階と第

3 段階は約 1 か月間である。第 4 段階と第 5 段階はそれぞれ約 2 週間であり、第 5 段階は 12
月に終了する。 

最初の段階では、T2 データの質や職業的範囲を確認する。本年度レビューと総括レビュー

では、T2 データ間の分類のつながりと書式の一貫性を点検する。オンラインレビューでは

O*NET オンラインの報告書のカテゴリーや例の表面的妥当性について検討する。これが終

了すると、IT 受託業者が公表用の T2 ファイルを準備する。 

ノースカロライナ州立大学が膨大な T2 データを収集した。O*NET 開発センターがノー

スカロライナ大学に 1 年分の職業リストを 1 月に伝え、ノースカロライナ大学は 6 つのバッ

チに分けたうえで、100 以上の職業について作業を開始した。 

 

III. 第 1 段階（提出された T2 ファイルのレビュー） 

当年度の職業リストが米国労働省雇用訓練局に承認されるとすぐに、O*NET 開発センタ

ーから IT 受託業者にリストが送られた。第 1 段階では、ノースカロライナ州立大学の 6 バ

ッチ、低頻度検索対象、利用者による追加ファイル、特別な収集要求の対象からなる提出 T2
ファイルがレビューされた。 

 

A. ノースカロライナ州立大学のバッチ 

2010 年に公表された T2 オブジェクトの 96％以上はノースカロライナ大学によるもので

あった。O*NET 開発センターは 10 ステップのレビューを行った。 

 

10 ステップのレビュー過程 

Step 1: O*NET 開発センターによる初期レビュー 
Step 2: IT 受託業者による自動チェック 
Step 3: O*NET 開発センターによる自動チェック結果のレビュー 
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Step 4: O*NET 開発センターによる様式と水準のレビュー 
Step 5: O*NET 開発センターによるウェブサイト検索 
Step 6: O*NET 開発センターによる「分類不可」とされたオブジェクトのレビュー 
Step 7: IT 専門家による難解な技術の事例のレビュー 
Step 8: O*NET 開発センターによる一貫した表記のための T2 オブジェクトのレビュー 
Step 9: O*NET 開発センターのプロジェクト管理者による提案された変更のレビュー 
Step 10: ノースカロライナ大学による提案された変更のレビュー 

 

以下で各ステップについて説明する。 

 

Step 1: O*NET 開発センターによる初期レビュー 

 初期の 3 チェック 

1. 最新の O*NET の用語法と一貫させるための O*NET-SOC コードとタイトルの概観 

2. 提出物に含まれない職業の同定 

3. T2 ファイル構造に従うようにするためのファイルの概観 

職業が見つからない、または O*NET-SOC コードとタイトルが最新の O*NET の用語法と一

致しない場合、O*NET 開発センターの T2 チームの主任がプロジェクトの管理者に勧告し

た。最初の 3 チェックで懸案事項が認められなかった場合、T2 主任が O*NET 開発センター

の分析者に職業を割り当てた。 

 

Step 2: IT 受託業者による自動チェック 

ファイル内の「分類不可［not elsewhere classified; NEC］」の事例を保持しながら、IT 受

託業者が自動化された 9 チェックを行った。 

自動化された 9 チェック 

1. O*NET-SOC コード・タイトルが最新の O*NET の用語法と一致することの確認 

2. 要求された職業が提出物に含まれることの確認 

3. 最初の単語の最初の文字が大文字でないオブジェクト一覧の作成 

4. 多数の職業間で 2 つ以上の「商品」と結びつけられているオブジェクト一覧の作成 

5. ひとつの職業と結びつけられている重複したオブジェクトがないことの確認 

6. UNSPSC の「商品」・クラスのコード・タイトルが使用している UNSPSC バージョン

と一致していることの確認 

7. 現行のファイルで変えられていないオブジェクトに対応するものの一覧の作成 

8. 「分類不可」を示す公表されていないオブジェクトと削除されたオブジェクトへの目印

（フラグ）づけ 

9. 職業ごとの T2 オブジェクトと「商品」の数を示すワークシートの作成（固有のオブジ
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ェクトが各職業につき 3 つ以上あることを目標としたため、オブジェクトが 2 つ以下の

職業が強調された） 

 
Step 3: O*NET 開発センターによる自動チェック結果のレビュー 

O*NET 開発センターの分析者は、自動化された 9 チェックのうち 5 つについてレビュー

を行った。 

1. 最新の O*NET の用語法と一致しない O*NET-SOC コードとタイトルの点検 

2. 最初の単語の最初の文字が大文字でないオブジェクトの点検 

3. 多数の職業間で多数の「商品」と結びつけられているオブジェクトの点検、多数の「商

品」にひとつのオブジェクトが結びつくことを支持する根拠の確認 

4. ひとつの職業と結びつけられている重複したオブジェクトの点検 

5. UNSPSC の「商品」・クラスのコード・タイトルが使用している UNSPSC のバージョ

ンと一致していないことの点検 

「商品」とのリンクの変更が勧告された場合、O*NET 開発センターは変更を支持する文

献やウェブサイトといった根拠を求めた（Wikipedia や類似のウェブサイトのみの参照によ

る変更はせず、他の理論的根拠を求めた）。 

 

Step 4: O*NET 開発センターによる様式と水準のレビュー 

このステップでは、様式の指針（付録 2 を参照）及びオブジェクトと「商品」との間の水

準について検討された。 

Part 1: 様式の指針との一貫性のための全オブジェクトのチェック 

Part 2: 全オブジェクトが「商品」と同じ水準、またはそれ以上の水準で示されることの確認 

 

Step 5: O*NET 開発センターによるウェブサイト検索 

O*NET 開発センターのチームは、オブジェクトと「商品」の分類をより適切に理解する

ためにウェブ検索を行った。分析者はソフトウェアの最新の表記を見つけ、そのソフトウェ

アが政府機関によって開発された、またはフリーウェアなどとして配付されたかどうかを確

認するために、企業のウェブサイトを閲覧した。 
 

Step 6: O*NET 開発センターによる「分類不可」のレビュー 

少数の T2 オブジェクトは UNSPSC での分類が非常に難しい。分類できないオブジェク

トはノースカロライナ大学が作成した「分類不可 ［NEC］」分類に結びつけられ、O*NET 開

発センターはこれらの T2 を内部のファイルで保持し、公表しなかった。ノースカロライナ

大学は 2005 年から 2008 年までのデータ収集において、267 オブジェクトを NEC に分類し

た。O*NET 開発センターの分析者 2 名がこれらを検討し、123 オブジェクトを NEC 分類の
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ままとし、122 オブジェクトを UNSPSC の「商品」に変更し（Table 1）、22 オブジェクト

を削除することを勧告した。また、O*NET 開発センターのプロジェクト管理者とノースカ

ロライナ大学がレビューと承認を行い、結果的に 122 オブジェクトが公表されることになっ

た。 

 

図表 5-2-3 「分類不可」から UNSPSC の「商品」に分類された T2 オブジェクトの例 

（U.S. Department of Labor, Employment and Training Administration, 2011, pp. 8–9, Table 1 より抜粋） 

O*NET-SOC 
コード 

O*NET-SOC 
タイトル 

T2 オブジェクト 「商品」 

29-1111.00 
正看護師 
(Registered 
Nurses) 

DrugGuide 
medical 
information 
reference 
software 

Information 
retrieval  
or search software 

29-2033.00 
核医学技師 
(Nuclear Medicine  
Technologists) 

Radiation 
protection 
eyewear 

Eye shields 

 

さらに、O*NET 開発センターは NEC 分類のオブジェクトを UNSPSC の新しい「商品」

項目として追加することを要求した。160 オブジェクトのうち、職業間で重複する分を除い

た 131 オブジェクトが「商品」項目として提案された。UNSPSC への追加が提案されたオ

ブジェクトの例を図表 5-2-3 に示した。 
2009 年にノースカロライナ大学が NEC に 19 オブジェクトを分類し、O*NET 開発セン

ターの分析者 2 名のレビューを経て、10 オブジェクトが UNSPSC の「商品」に、9 オブジ

ェクトが NEC のままになるよう勧告がなされた。合計 38,186 オブジェクトが T2 データベ

ース内で公表された。116 オブジェクトが NEC 分類となり、2009 年には公表されなかった。

2010 年には、43,848 オブジェクトが公表され、121 オブジェクトが公表されない NEC 分類

となった。同年、ノースカロライナ大学は 16 個の NEC を分類し、そのうち 10 個を UNSPSC
「商品」項目に変更した。 
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図表 5-2-4 UNSPSC への追加項目として提案された T2 オブジェクトの例 

（U.S. Department of Labor, Employment and Training Administration, 2011, pp. 10–11, Table 2 より抜粋） 

T2 オブジェクト クラスのコード クラスのタイトル 

Biomimetic robots 23153200 Robotics 

Pepper spray 46151600 Security and control equipment 

 

Step 7: IT 専門家による難解な技術の事例のレビュー 

O*NET 開発センターのチームが、オブジェクトと「商品」のつながりに疑問をもった事

例に関して、20 年以上の経験を有する IT 専門家 1 名にレビューを依頼した。その IT 専門

家はコンピュータのソフトウェアとハードウェアのオブジェクトについて検討し、最も適切

なオブジェクトと「商品」のリンクに根拠を与えた。 

 

図表 5-2-5 T2 オブジェクトに対する IT 専門家のレビューの例 

（U.S. Department of Labor, Employment and Training Administration, 2011, pp. 11–13, Table 3 より抜粋） 

職業 T2 オブジェクト UNSPSC の「商品」 IT 専門家のレビュー 

コンピュータ

オペレーター 

BMC CONTROL-
M software 

Operating 
Environment 
Software 

これは様々なオペレーティ

ングやアプリケーションの

システム環境で動作するプ

ログラムのスケジュールを

決めるために用いられるの

で、43233004 に分類すべき

だろう。 

 

Step 8: O*NET 開発センターによる一貫した表記のための T2 オブジェクトのレビュー 
表記の一貫性について懸念事項が生じた場合、O*NET 開発センターの分析者による書式

についての議論を経てから、オブジェクトのタイトルの検討を行った。 

 

Step 9: O*NET 開発センターのプロジェクト管理者による提案された変更のレビュー 

プロジェクト管理者が変更や懸案事項について検討した後、O*NET 開発センターの T2 主

任がノースカロライナ大学に戻す準備を行った。 

 

Step 10: ノースカロライナ大学による提案された変更のレビュー 

ノースカロライナ大学が提案された変更点について検討し、相違点については O*NET 開

発センターと議論して解決した。 
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B. 低頻度検索対象 

毎年、ノースカロライナ大学のすべての提出物がレビューされた後、IT 受託業者が全職業

の T2 数を確認した。「低頻度検索」は、ひとつのカテゴリーに対して固有のオブジェクトが

ほとんどないか、全くないような、T2 オブジェクト間に不均衡がある場合に行われる掘り下

げた検索である。 
2006 年（T2 収集の 2 年目）に O*NET 開発センターはノースカロライナ大学に的を絞っ

た検索を行うように依頼した。2007 年半ばには T2 に 3 つ以上の固有のオブジェクトを収集

するという目標へと改善した（ひとつのオブジェクトが「商品」の類義語ではあるが、必ず

しも同じものでない場合に、このオブジェクトは「固有の［unique］」オブジェクトと定義さ

れる）。O*NET 開発センターは低頻度のものについても同様の 10 ステップのレビューを行

った。 

 

C. 利用者による追加ファイル 

O*NET の利用者は、T2 データベースについて追加や改訂を提案することができた。T2 デ

ータは Web サイトを通して O*NET 開発センターにフィードバックされた。利用者追加フ

ァイル担当の主任が UNSPSC「商品」項目への割り当てとファイル変換を行った（O*NET
開発センターはオリジナルの提案と改訂された提案、及び改訂の根拠を保持した）。利用者に

よる追加ファイルも同様の 10 ステップのレビューの過程を経た。 
 

D. 要約 

第 1 段階では、O*NET 開発センターがノースカロライナ大学、O*NET 及び Web サイト

ACI ネット［America's Career InfoNet; ACINet］の利用者の提案などの情報源から得た提

出 T2 ファイルを検討し、組み合わせた。第 1 段階の最後に、各提出物は最初の O*NET 開

発センターの分析者のレビュー、IT 専門家のレビュー、O*NET 開発センターのプロジェク

ト管理者のレビュー、O*NET 開発センターが提案した変更についてのノースカロライナ大

学のレビューを含む、いくつかのレビューを経た。O*NET 開発センターの T2 主任が各レビ

ューでなされた決定をまとめ、最終版のファイルに記録し、すべての成果物が承認された後

に、本年度レビューのための入力ファイルを作成するため、個々のファイルを組み合わせた。 
 

IV. 第 2 段階（本年度レビュー） 

本年度レビューは当年度中に受け取った T2 ファイルの表記とオブジェクト・「商品」分類

における一貫性を目的として行われた。様式の指針とオブジェクト・「商品」の水準関係のレ

ビューはこのレビューには含まれない。 

本年度レビューは 6 ステップからなる。 
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Step 1: IT 受託業者による自動チェック 
Step 2: O*NET 開発センターによる自動チェックの結果のレビュー 
Step 3: IT 専門家による分類困難な技術の事例についてのレビュー 
Step 4: O*NET 開発センターによる ID の割り当て 
Step 5: O*NET 開発センターのプロジェクト管理者による提案された変更のレビュー 
Step 6: IT 受託業者による提出 CY ファイルの作成 
 

以下で各ステップについて説明する。 

 
Step 1: IT 受託業者による自動チェック 

第 1 段階で行ったものと同じ 9 つの自動チェックが行われた 46。 

 

Step 2: O*NET 開発センターによる自動チェックの結果のレビュー 

自動化された 9 チェックのうち 5 つのみについてレビューが行われた。他のレビューは必

要に応じて行われることがあった。T2 主任が職業コードによってファイルをソートし、その

後に「商品」コードによってソートした。 

 

1. O*NET-SOC コードとタイトルが最新の O*NET 用語法と一致することの確認 

2. 最初の単語の最初の文字が大文字でないオブジェクトの点検 

3. 多数の職業間で多数の「商品」と結びつけられているオブジェクトの点検、多数の「商

品」にひとつのオブジェクトが結びつくことを支持する根拠の確認 

4. ひとつの職業と結びつけられている重複したオブジェクトの点検（利用者の追加に伴

い、O*NET 開発センターが重複を確認した場合、IT 受託業者は利用者追加分を重複と

指定した） 

5. UNSPSC の「商品」・クラスのコード・タイトルが、使用している UNSPSC のバージ

ョンと一致していないことの点検 

 

Step 3: IT 専門家による分類困難な技術の事例についてのレビュー 
懸念事項が生じない場合、このステップは省略された。 

 

Step 4: O*NET 開発センターによる ID の割り当て 

O*NET 開発センターの T2 チーム主任がノースカロライナ大学と協力し、当年度のファ

イル内に各 T2 が固有の ID を割り当てられていることを確認した。 

                            
46 原文（U.S. Department of Labor, Employment and Training Administration, 2011）では 11 と示されてい

る（p.16）が、前述されていたのは 9 である（p.6）。前後の記述を見る限り、11 は誤植であると考えられる。 
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Step 5: O*NET 開発センターのプロジェクト管理者による提案された変更のレビュー 

O*NET 開発センターのプロジェクト管理者がレビューした後、T2 主任が IT 受託業者に

送るファイルを準備した。 

 

Step 6: IT 受託業者による提出 CY ファイルの作成 

CY ファイルから誤りを取り除くため、IT 受託業者が再び自動チェックを行った。すべて

の誤りを除くために、IT 受託業者と T2 主任の間で反復点検が必要であった。T2 主任は

O*NET 開発センターが改訂したものについて無作為抽出によるレビューを行った。IT 受託

業者は ID 割り当てに重複がないようにするために点検を行った。本年度レビューの成果物

はすべての列［column］がある CY ファイルであり、これには変更を支持する注記とコメン

トが保持された。 

 

V. 第 3 段階（総括レビュー） 

総括レビューは複数の年度にわたって公表された T2 の表記における一貫性を目的として

行われた。AY レビューは 6 ステップからなる。 

 

Step 1: IT 受託業者による自動チェック 
Step 2: O*NET 開発センターによる自動チェックの結果のレビュー 
Step 3: O*NET 開発センターによる一貫した表記のための T2 オブジェクトのレビュー 
Step 4: O*NET 開発センターのプロジェクト管理者によるレビュー 
Step 5: ノースカロライナ大学による提案された変更のレビュー 
Step 6: IT 受託業者による最終 AY ファイルの作成 

 

以下で各ステップについて説明する。 

 

Step 1: IT 受託業者による自動チェック 

AY レビューは、CY レビューの最終成果物と以前に公表された T2 ファイルを組み合わせ

ることから開始される。自動チェックはこの組み合わされたファイルについて行われる。こ

のレビューの間、IT 受託業者は注記とコメントを保持する。これまでのレビューと同じ自動

化された 9 チェックが行われた。IT 受託業者と T2 主任の間での反復チェックが、組み合わ

せの際に生じる重複やその他の問題を取り除くために必要になることがあった。 

 

Step 2: O*NET 開発センターによる自動チェックの結果のレビュー 
自動化された 9 チェックのうち 5 つのみが行われた。AY レビューでは未改訂のオブジェ

資料シリーズNo.227

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－176－ 

 

クトのレビューが重視される。CY レビュー内で変更されたオブジェクトに関して、以前に

公表された T2 ファイル内に含まれる同じオブジェクトにこれらの変更が行われていること

を、O*NET 開発センターが確認した。 

 

1. O*NET-SOC コードとタイトルが最新の O*NET 用語法と一致しないことの確認 

2. 多数の「商品」と結びつけられているオブジェクトの点検 

O*NET 開発センターの分析者が同じオブジェクトが多数の「商品」に結びつけられ

ている事例を検討し、「商品」項目の変更の必要を決定した。ノースカロライナ大学が提

出したものについて「商品」項目のリンクを変更する際には、O*NET 開発センターの

分析者が変更を支持する研究やウェブサイトを探すようにした。ひとつのウェブサイト

や、複数でも説明や理論的根拠のないウェブサイトでは容認されなかった。 

3. 未改訂のオブジェクトのレビュー 

4. ひとつの職業と結びつけられている重複したオブジェクトのレビュー（ノースカロラ

イナ大学の提出でも既に公表されているオブジェクトでもない、利用者の追加分の削

除） 

5. UNSPSC の「商品」・クラスのコード・タイトルが使用している UNSPSC のバージョ

ンと一致していないことの点検 

 

Step 3: O*NET 開発センターによる一貫した表記のための T2 オブジェクトのレビュー 
O*NET 開発センターの分析者が隔年で、AY ファイル内の表記の一貫性を保つためにオブ

ジェクトのタイトルをレビューした。このレビューでは、可能な限り職業特有の言語を維持

することの重要性が考慮された。 

 

Step 4: O*NET 開発センターのプロジェクト管理者によるレビュー 
O*NET 開発センターのプロジェクト管理者がレビューした後、T2 主任がノースカロライ

ナ大学に送る AY ファイルを準備した。 

 

Step 5: ノースカロライナ大学による提案された変更のレビュー 
ノースカロライナ大学が提案された AY ファイルの変更をレビューし、O*NET 開発セン

ターとの間で相違点を解決した。 

 

Step 6: IT 受託業者による最終 AY ファイルの作成 
O*NET 開発センターの T2 主任と IT 受託業者が協力して最終 AY ファイルの作成を行っ

た。双方の間でファイルのやり取りを行い、誤りを除くために自動化されたチェックとレビ

ューを繰り返した。T2 主任は O*NET 開発センターが改訂したものについて無作為抽出に
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よるレビューを行った。総括レビューの成果物が T2 ファイル構造の列と、変更を支持する

注記とコメントを保持する AY ファイルである。 

 

VI. 第 4 段階（オンラインレビュー） 

オンラインレビューでは表面的妥当性と表示されるオブジェクトと「商品」の職業的範囲

を検討するものであり、以下の 3 ステップからなる。 

 

Step 1: IT 受託業者によるレビューファイルの作成と O*NET オンライン検証用サイトの

投入 
Step 2: O*NET 開発センターによる表示されたカテゴリー（商品）と例（オブジェクト）

のレビュー 
Step 3: IT 受託業者による成果物の作成 

 

以下で各ステップについて説明する。 

 

Step 1: IT 受託業者によるレビューファイル作成と O*NET オンライン検証用サイト投入 
この段階は、オンラインのレビューファイルを作成し、最終的な AY ファイルから集めら

れた T2 がある O*NET オンラインのステージングサイトを追加することから開始された。

オンラインのレビューファイルは、各職業に関して、O*NET オンラインの要約［summary］
と詳細［detail］のレポートの中に表示されるオブジェクトと「商品」を示すものである。 
 

Step 2: O*NET 開発センターによる表示されたカテゴリーと例のレビュー 
O*NET 開発センターの分析者が O*NET オンラインの要約と詳細のレポートに表示され

る例とカテゴリーを検討した。 

 

Part 1（「商品」のレビュー）: O*NET オンラインでは、理解しやすくするために「商品」は

カテゴリーとして言及される。このレビューでは、より表面的妥当性のある代替カテゴリ

ーを明らかにすることが重視された。カテゴリーの表示は、結びつけられたオブジェクト

の数の多さ順に並べられたランキングに基づく。このレビューは分析者による前年度から

の変更を IT 受託業者が適用することから始まり、分析者は変更したカテゴリーランキン

グがある職業のみを検討する。 
 
Part 2（オブジェクトのレビュー）: O*NET オンラインでは、理解しやすくするために T2

オブジェクトは例として言及される。IT 受託業者が職業に固有の 2 つのオブジェクトを選

択するアルゴリズムを作成した（2 つのオブジェクトは O*NET オンラインの要約・詳細
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レポートにおいて表示のために公表される職業と共通している）。O*NET 開発センターの

分析者はオブジェクト（例）の変更がある職業のみを検討する。O*NET 開発センターは

アルゴリズムによって選択された 4 つの例をレビューし、3 つの論点に基づいて代替例を

点検する。 

A. 表面的妥当性（表面的妥当性の低い例を代替例と置き換える） 

B. 特異性（包括的な例をより特異的な例に置き換える） 

C. ひとつの「商品」（カテゴリー）に対する企業の重複（ひとつの企業がひとつのカテ

ゴリーに対する数個の例で特徴づけられる場合、代替例を割り出せるかどうかを検討

する） 

 

Step 3: IT 受託業者による O*NET オンラインの T2 ファイルの作成 
すべての変更がオンラインファイルに組み込まれ、ステージングサイトで誤りが見つけら

れなくなるまで、IT 受託業者と O*NET 開発センターが協力してレビューを行った。O*NET
開発センターの分析者は変更が組み込まれたかどうかを確認するために、ステージングサイ

ト上の職業を無作為抽出してレビューを行った。 

 

VII. 第 5 段階（T2 ファイルの公表） 

最終段階では、IT 受託業者と O*NET 開発センターの他の T2 チームメンバーが以下の 2
つを仕上げた。 
1. 公表される T2 ファイル 

（O*NET オンラインファイル、公表される T2 データベース、オンラインのデータベー

スファイル、概況報告書、「はじめにお読みください」［read me file］、職業リスト、最

新情報［What’s New］、ダウンロード可能なファイルの更新） 

2. 総括（AY）ファイル 
（内部の AY ファイルに当年度と前年度からのすべての T2 のレビューを組み込む） 

 

VIII. 結語 

年度ごとに T2 の品質管理を改善するという方針は、T2 データの収集者であるノースカロ

ライナ大学との協調的な過程である。O*NET 開発センターによる T2 の品質管理の過程は、

品質が良く、正確な、表面的妥当性のある T2 を利用者が受け取ることを目的としており、

多様な専門家によるレビュー、多数のコンピュータによる自動化された手順、複数の段階の

レビューからなる。レビューは産業組織心理学やキャリア発達・進路指導で修士・博士課程

の水準の訓練を受けただけでなく、職業分析について数年間の経験を有するスタッフから始

められ、さらに IT 分野の専門家がほとんどの成果物について、レビューを通して支援した。

スタッフに勧告された変更点に関してはすべて、意見の一致に至るまでプロジェクト管理者
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とノースカロライナ大学のチームによってレビューが行われた。 
コンピュータによる自動化された手順は、O*NET 開発センターが提出ファイルを受け取

った際と品質管理の各段階の最初と最後に、継続して行われた。この手順によってかなりの

労力とヒューマンエラーを減らすことができた。職業 T2 データの収集は現在も進行中であ

る。 

 

付録 1 標準ファイル構造 

（U.S. Department of Labor, Employment and Training Administration, 2011, pp. 25–26, 
一部を例示） 
ワークシート 1：職業 

1. O*NET-SOC コード 

2. O*NET-SOC タイトル 

6. ツールオブジェクト数 

9. 技術オブジェクト数 

 

ワークシート 2：Rd#, Batch # T2 Data (N=#) 
1. T2_ID 

6. URL 
7. 改訂 T2 オブジェクト 

11. UNSPSC_商品コード 

17. UNSPSC_クラスコード 

25. 重複したオブジェクト 

 

付録 2 T2 様式の指針 

（U.S. Department of Labor, Employment and Training Administration, 2011, pp. 27–30, 
一部を例示） 

ウェブ上で T2 タイトルは様々な形で示されている。ここでは、頭字語・略語、大文字、複

数形やその他の形式についての標準について扱う。 

 

 

頭字語・略語 

（例）Computer aided design CAD software 
 

大文字 

T2 は UNSPSC に従う。固有名詞は各単語で大文字にするか、または製造元の様式に従う。
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頭字語・略語はすべての文字を大文字にする。 

（例） 

 Reliability centered maintenance RCM software 
 Digital image printers 
 Abacus Tax Software 
 

バージョンを示す語 

Microsoft Office XP のようなバージョンを示す語は含まれない。 

 

複数形 

 総称的なオブジェクトには複数形を用いること。（例）視力検査表［Eye charts］ 

 固有のソフトウェア名は単数形とする。（例）Microsoft Word 
 

３．O*NET オンラインで使用される Tools & Technology 検索 

 

I. 要旨 

O*NET オンラインの T2 検索では、労働者が使用する機械、機器、ツール、ソフトウェア

について、6 万以上の例を探すことができる。T2 の例は具体的かつ特異的であるため、労働

者は容易に日常的な活動に関連づけることが可能であり、T2 データは複数の階層に分類さ

れた特異性と類似職業間を広く接続するという性質を有するため、キャリア探索に非常に適

している。 

 

II. T2 データ構造 

職業に用いられる T2 オブジェクトはインターネット、専門的組織、労働者からのフィー

ドバックを通して編集されている。すべての T2 オブジェクトは UNSPSC（United Nations 
Standard Products and Services Code; 国連標準商品及びサービスコード）に分類されてお

り、この分類は以下のような 4 水準から構成される（「区分」が最も一般的な要素であり、

「商品」が最も特異的である）。 

 

 

区分［Segment］: 41000000 研究室・測定・観察・検査機器 

群［Family］: 41110000 測定・観察・検査機器 

クラス［Class］: 41116200 患者のポイント・オブ・ケア検査用供給品・機器 

商品［Commodity］: 41116201 ブドウ糖モニター・メーター 
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「グルコメーター［Glucometers］」や「毛細血管ブドウ糖モニター［Capillary glucose 
monitors］」のような例は、この「商品」に分類される。言い回しがちょうど「商品」タイト

ルとマッチする場合もあり、このときは検索で無視される。 
O*NET オンラインでは、「商品」分類は「T2 カテゴリー」と呼ばれる。T2 検索アルゴリ

ズムの目標は、ユーザーのデータベースへの検索要求（クエリ）と関連する T2 カテゴリー

の一覧を作成することである。 

 

III. 重み付き検索（環、層、頻度） 

T2 キーワード検索は O*NET オンラインの職業検索のために使用されるアルゴリズムに

基づいており、いくつかの分野と単語の変異形は重み付けされている。 

 

 環［rings］は T2 カテゴリーと結びつけられている 5 つのテキスト項目（UNSPSC の 4
水準と個々の T2 の例）を指す。 

 層［tiers］はユーザーのクエリにおける単語が実際のコンテンツとどの程度マッチする

かということについて分類する（science と scientist、scienses は異なる層で sciences
とマッチする）。 

 頻度［frequencies］はデータベースにおいて単語がどの程度共通しているかということ

の測定単位である（power は動力のこぎりや動力ドリルなどの多くの項目とマッチする

が、inkjet はあまり共通しない）。 
 

検索クエリにおける各単語は環、層、頻度の因子に基づいてスコアを割り当てられる。 

 

IV. T2 検索アルゴリズム 

「単語スコア」がカテゴリーごとに計算される。 

 各 T2 カテゴリーについて 5 つの各環との一致が集計される。例［example］の一致は最

大 3 であり、「商品」タイトルの表現を繰り返す例は数えられない。それから最終的な総

数に環値［ring value］（図表 5-2-6）と層値［tier value］（図表 5-2-7）を乗じる。ぴっ

たり一致すると、層値は 8 になる。 
 単語は Paice/Husk ステミングアルゴリズムによって語幹処理され、データベースの語

幹と比較される。この一致については上記のように集計され、乗算される。語幹処理の

層値は 3 である。 
 単語は従属文字列としてマッチされ、検索語の文字で始まるデータベース中の単語なら

ばどれでも一致したとみなされる。この一致については上記のように集計され、乗算さ

れる。従属文字列の層値は 2 である。 
これらのステップを経てから、単語頻度（1 から 64）を計算するために、一致カテゴリー
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数を用いる（図表 5-2-8）。つづりが誤っている場合、つづりが提案されて上記の過程を繰り

返す。つづりの提案には下表のように特有の層値がある。 
 

図表 5-2-6 環の重み［ring weight］とフィルター 

（Morris, 2015, p. 4 をもとに作成） 

主題となる環 環の重み 最大数 

カテゴリータイトル 16 1 
例 12 3 
クラスタイトル 3 1 
群タイトル 2 1 
区分のタイトル 1 1 

 

図表 5-2-7 層の重み［tier weights］ 

（Morris, 2015, p. 4 をもとに作成） 

検索される層 層の重み 

正確な単語 8 
語幹処理された単語 3 
従属文字列 2 
正確な単語（つづり提案） 2 
語幹処理された単語（つづり提案） 1 
従属文字列（つづり提案） 0 

 

図表 5-2-8 単語頻度因子 

（Morris, 2015, pp. 4–5 をもとに作成） 

一致する職業の最小数 一致する職業の最大数 頻度因子 

1 4 64 

5 9 32 

10 24 16 

25 49 8 

50 99 4 

100 399 2 

400 n/a 1 
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V. 検索結果表示 

O*NET オンラインは上記のスコアリングに基づいて、一致するカテゴリーを上から 20 ま

で表示する。また、別ページで全体を見るための選択肢がある。メインの結果のページは各

カテゴリーについて、最初の 4 つの例と 6 つの職業を示す。 

 

４．O*NET システム内の「注目の技術」の同定 

 

I. 背景 

「注目の技術［hot technology］」とは、雇用者の求人票に頻繁に含まれる技術要件である。

「注目の技術」を同定する目的は、学生、求職者、教育課程開発者、雇用・訓練提供者、研

究者、政策立案者などの多様な利用者が、現在の米国の経済においてどのソフトウェアのス

キルに需要があるかということを知ることができるようにすることである。「注目の技術」は

3 か月ごとにレビューされ、更新されている。 
近い将来、「注目の技術」の情報は O*NET ウェブサービスを経由して利用可能になり、開

発者は「注目の技術」を製品とサービスに組み込めるようになる。 
当初 T2、すなわち職業パフォーマンスに重要な機械、機器、ツール、情報技術、ソフトウ

ェアは、2006 年に開始した O*NET システムの中に含まれていた。現在、O*NET-SOC に含

まれる 974 職業に関して、67,000 以上の T2 が同定されている。T2 データベースは O*NET
リソースセンターからダウンロードして利用することができる。 

収集された T2 情報をより管理可能で使いやすいものにするために、それぞれの T2 オブ

ジェクトは UNSPSC による分類構造に体系化されている。このシステムは重複しない

49,716 以上の項目からなり、4 つの特異性の水準（商品、クラス、群、区分）でまとめられ

ている。この分類によって、より一般的なレベルで職業間比較が可能になっている。 

 

II. 「注目の技術」の同定手続き 

技術関連用語の収集のためのデータの取り出し 

何百万もの職業の求人票を分析し、データマイニングのソフトを使用して、最も頻繁に言

及される技術関連用語（ソフトウェアやプログラミング言語など）を同定した。2015 年の求

人票を分析するために Burning Glass Technologies (www.burning-glass.com) が用いられ、

2,650 万以上の求人票を検索し、最も頻繁に言及されるソフトウェアとプログラミング技能

に関する 200 用語が同定された。 

 

データマイニングされた技術用語の O*NET 技術オブジェクトへの変換 

このステップでは、データマイニングされた用語を O*NET オブジェクトに変換し、訓練

された O*NET 職業分析者が同定された用語のレビューを以下の手順で行った。 

資料シリーズNo.227

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－184－ 

 

 

 用語の特異性の水準を検討 

 類似する用語の結合・除外 

 既存のつながりを同定するための O*NET 技術オブジェクト・「商品」との比較 

 既存の O*NET 技術オブジェクト・「商品」とつながりのない用語の様式と表記の更新 

 

このステップで「注目の技術」についての 156 用語が同定された。合計 153 用語が O*NET
オブジェクトの水準にあり、3 用語がより広い「商品」の水準にあった。最初の実施で同定

された「注目の技術」の一覧については、付録 A を参照のこと。 
 
O*NET の T2 用語法における「注目の技術」の体系化 

このステップでは、「注目の技術」の各オブジェクトと適切な「商品」とのリンクを探し出

した。既存の O*NET 技術オブジェクトとして同定されたものに関しては、「商品」とのリン

クがすでにあり、新しい技術オブジェクトに関しては、訓練された O*NET 職業分析者がレ

ビューし、O*NET の IT チームのメンバーが確認した。最初の実施で、O*NET オブジェク

ト水準の 153 の技術が、O*NET の T2 用語法における合計 49「商品」と結びつけられた。 
 
O*NET-SOC の職業と「注目の技術」との結びつけ 

このステップの目的は、同定された「注目の技術」を、2010 年版の O*NET-SOC におけ

る 974 職業のうち、ひとつ以上と結びつけることである。既存の O*NET 技術オブジェクト

と結びつけられている「注目の技術」は、このステップで既存の職業リンクを拡張すること

になる。新たに技術オブジェクトに同定された「注目の技術」に関して、このステップが最

初の職業リンク群としての役割を果たすことになる。 
2015 年の求人票を利用するため Burning Glass Technologies を用いた。156 の各「注目

の技術」と関連する求人票が検討された。その後、訓練された O*NET 職業分析者が職業リ

ストのレビューを行い、内容妥当性と表面的妥当性に基づいたリンクを保持した。最終的に

156 の「注目の技術」が O*NET-SOC の 902 職業と結びつけられた。 
 
「注目の技術」と結びつけられた職業の表示の決定 

このステップの目標は、現在の雇用者の需要に基づいた「注目の技術」と結びつけられた

O*NET-SOC の職業を示すことである。求人票で最も高い割合で特定の技術用語に言及され

る職業が最初にリストアップされ、求人票でより低い割合で技術用語に言及される職業はよ

り下位にランクされる。 
2015 年の求人票を利用するため Burning Glass Technologies を用いて、156 の各「注目

の技術」と関連する求人票が検討された。上記の職業リンクのステップで除外されたものを
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差し引いた職業の順序が最初の表示ランクになった。以前に特定の「注目の技術」のために

同定されたが、現在の求人票のレビューで現れていない職業リンクは、職業リストの一番下

に位置づけられた。このように使われていない職業リンクがひとつ以上ある場合、リスト内

にタイトルのアルファベット順で置かれた。 

ひとつの「注目の技術」につき中央値で 26 の職業が表示されることになった。「注目の技

術」の種類によっては広く 8 から 828 にわたる職業がある。 

 

III. 要約 

本稿は O*NET 開発センターが最初に行った「注目の技術」の同定について記述したもの

である。「注目の技術」とは求人票に頻繁に含まれる技術要件であり、炎のアイコンで目立た

せられている。これを同定する手続きは、以下のステップからなるものであった。 
 

 技術関連用語の収集のためのデータの取り出し 
 データマイニングされた技術用語の O*NET 技術オブジェクトへの変換 
 O*NET の T2 用語法における「注目の技術」の体系化 
 O*NET-SOC の職業と「注目の技術」との結びつけ 
 「注目の技術」と結びつけられた職業の表示の決定 

 
今後は、四半期レビューや「注目の技術」の情報の更新、及び他のデータマイニングツー

ルの有用性の検討を予定している。 

付録 A：最初の実施で同定された「注目の技術」 
（Lewis & Norton, 2016, pp. 7–10, 一部を例示）

 

Adobe Systems Adobe Acrobat 
JavaScript 
Microsoft Excel 
Python 
SPSS software  
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第３節 諸外国における職業情報サイトについて 

 

諸外国においても労働行政を担当する省庁や公的機関によって、職業情報、キャリア情報

の収集、分析、整理、提供が行われてきた。本節ではフランス、ドイツ、イギリス、EU、カ

ナダの政府や公的機関が運営する職業情報サイトを紹介する。情報収集は、公式サイトで公

開されている資料を主に参照したが、サイト運営者にメールにて連絡し、回答の得られた情

報も含まれる。 

 

１ フランスの職業情報：Le ROME (Répertoire Opérationnel des Métiers et des Emplois：
職業と雇用の実用リスト) 

 

フランス政府機関の一つである Pôle emploi（「雇用センター」）が提供する公式求人情報

サイト（https://www.pole-emploi.fr/accueil/）内で ROME（Répertoire Opérationnel des 
Métiers et des Emplois ：「 職 業 と 雇 用 の 実 用 リ ス ト 」 ) （ https://www.pole-
emploi.fr/candidat/les-fiches-metiers.html）を閲覧することができる。ROME は求職者が

職業について詳細な知識を得ることを目的に開発され、通称「fiches métiers（職業フォルダ）」

と呼ばれている。 
開発・運営は、日本の経済産業省に相当するフランスの官公庁に附属する Pôle emploi（「雇

用センター」）により行われている。Pôle emploi は国家雇用局（Agence national pour 
l’Emploi)と産業・商業雇用連合（Association pour l’Emploi dans l’Industrie et le Commerce)
が結合した機関であり、2008 年 12 月 19 日（サルコジ政権時）にフランス政府が雇用に関

する事柄を担う公的機関をまとめるために設立した。職員のほとんどが職業心理学者である。

ROME の開発の際には、行政関係者、業界関係者、有識者、専門家等の複数の専門家が参加

して作業が行われた。以前は、印刷された冊子としてまとまっていた職業情報を国家雇用局

が 2002 年に Web で閲覧できるようにしている。その後、改訂を重ね、2009 年 12 月にはサ

イトの大幅なリニューアルを実施し、2009 年以前は職業領域名のみを使用した検索しかで

きなかったが、現在では ROME Code（アルファベット 1 文字、数字 4 文字の組み合わせ）

を用いた検索も行えるように機能が追加された。以降、基本的に年 3 回を目処に更新が行わ

れている。一番最近の大きな更新としては、2016 年に、雇用の需給調整の精度を高めるため

に、これまで技能と知識の分類が曖昧なまま混在していたスキル情報の整理を行った。その

際、スキルを技能と知識を明確に分類した他、できるだけ分かりやすい簡素な言葉を用いた

表現に修正されている。 
利用方法としては、まず図表 5-3-1 に示したトップページにアクセスし、求職者の専用ペ

ージから、職業フォルダを選択する。職業情報は職業名、能力・資格、職域領域（e.g., メデ

ィア、健康）、職業テーマ（e.g., 海、子ども）、ROME Code（雇用センターが各職業に割り
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付けているコード）から検索を行う。 

各職業について提供されている職業情報は、職業定義、能力、転職、資格、生涯教育の 5
つであり、それぞれタブに分かれている（図表 5-3-2、図表 5-3-3 の職業情報画面を参照）。

職業定義には、職業の概要、就職に必要な学歴や資格、働く場所、作業環境についての情報

が含まれる。能力については、職業遂行上求められる技能と知識のリストが、基礎的能力と

専門的能力の 2 つに分けて整理されている。ROME では課業リストは無いが、能力ページを

課業リストとして利用することも可能である。転職のタブでは、近い分野での転職（emploi 
proches）、レベルアップ（emploi envisageable si evolution）のための転職の 2 つに分けて

類似職業を示している。資格及び生涯教育のタブでは、その職業に就くために必要な学位・

資格を提供する学校やプログラムの一覧が閲覧出来る外部ページへのリンクが貼られている。

次に実際に検索した職業情報のサンプルを示す。 
 

図表 5-3-1 フランス ROME の検索画面 

 

 

例１） システムエンジニア（図表 5-3-2） 
ROME の職業情報においてシステムエンジニアは、「情報通信技術と、ユーザーのニーズ

を最適化またはマッチングすることを目的に、企業の IT 部門や通信会社に対して、新しい

技術（ソフトウェア、ハードウェア、ネットワーク等）を用いた開発や解決策の提案をする
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仕事」等と定義されている。就職には、情報通信系の修士号、英語能力（技術系の語彙）が

必要となり、働く場所としては、企業のシステム構築部門、サービス部門、コンサルティン

グ部門等が想定されている。また、労働環境の「体制(structures)」としては政府機関、公的

機関、コンサルティング会社、デジタルサービス会社等、「部門(secteurs)」としては行政サ

ービス、軍事、ハードウェア開発、マルチメディア編集、IT と通信等の「部署」で働くこと

が想定されている。基礎的能力として必要なのは、クライエントのニーズ分析、技術的な解

決の計画等を行う技術と、機能・リスク等の分析方法、ハードウェアとソフトウェアの統合

の原則、品質基準、ウェブアクセシビリティ技術（誰にでも簡単にコンテンツにアクセスで

きる Web サイト作り）等の知識である。基礎的能力に対し、発展的能力として求められるの

は、企業の IT システムのセキュリティ構築、プロジェクト運営、IT 技術に関する法律を遵

守すること、リスクマネジメント、事故分析、欧州全体のデータ保護規則等に関する知識で

ある。転職の場合、コンピューターの開発研究、通信ネットワーク開発研究、情報システム

の管理等が近い分野での転職であり、レベルアップの場合には、経営コンサルティング、カ

スタマーサポート（assistance et support client）等に転職が可能であるとされている。 

 

図表 5-3-2 フランス ROME の職業情報画面（システムエンジニア） 
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例２） 一般事務 
ROME の職業情報において一般事務は、「ルーチン事務管理作業（文書のチェック、定型

書式での文書入力、手続書類の管理）を、所属機関・サービスのルールに沿って行う」と定

義されている。就職のためには、一般的に、高校卒業証明書または Bac（バカロレア資格―フ

ランスにおける大学入学資格証明）が必要であるが、特に学歴を必要としない場合もある。

Word や Excel などの PC スキルは必要とされている。働く場所としては、民間企業や公営

企業、または地方や国家機関が想定されている。働く部門としては、管理部門や公的サービ

ス等で働くことが想定されている。基礎的能力として必要な技能は、連絡先の登録、郵便仕

分け、メールの管理、文書の管理、電話による受付であり、知識としてはオフィスツール

（Microsoft Office）、ファイリング及びアーカイブの方法、速記等が求められる。発展的能

力としては、クライエントの要望の調査、書類のスキャンの方法等が求められる。近い分野

での転職としては、受付事務やデータ入力の仕事があり、昇進あるいはレベルアップのため

の転職の場合には、銀行事務、保険事務、秘書等がある。 
 

図表 5-3-3 フランス ROME の職業情報画面（一般事務） 

 

資料シリーズNo.227

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－191－ 

 

上記で挙げたような職業情報が ROME では掲載されているが、「雇用センター」のサイト

では、求職者が自身のスキルの評価のために、対面で専門的なカウンセラーと面談が可能で

ある他、スマートフォンアプリのダウンロードが可能である。また、職業従事者のインタビ

ュー動画を提供するサイトもある（図表 5-3-4）。 
 

図表 5-3-4 フランス雇用センター 職業従事者インタビュー動画 

 

 

２ フランスの職業情報：Onisep（Office national d’information sur les enseignements et 
les professions：教育・職業に関する公的機関情報サイト） 
 

先に紹介した ROME がフランス政府の Pôle emploi（「雇用センター」）が作成したサイト

であるのに対し、Onisep は国民教育省（Ministère de l’Education National）と高等教育・

研究開発省（Ministère de l’Enseignement Supérieur, de la Recherché et de l’Innovation）
が作成したサイトである。Onisep では職業についての情報に留まらず、その職業に就くまで

に中学から大学までの各課程において必要な情報や、保護者向けの情報を公開しており、職
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業選択の際に必要な詳細情報を提供しているという特徴を持つ。 
Onisep のサイトの利用者は年間約 5,300 万人程度である。求職者のみならず、中学生から

大学生、また彼らの保護者までと利用ターゲット層は幅広い。今後のキャリアを考える若者

が、自分自身に合った職業を見つける補助的な自己理解ツールとして、クイズを提供してい

る。また、スマートフォンでも見やすいように「スマホ対応」の画面に切り替えが可能な他、

インターネット媒体だけでなく、紙媒体の情報誌の発行も行い、利用者にとって使いやすい

媒体となるように工夫がされている。運営はメディア交渉部門、キャリア教育部門、情報・

資料部門、ウェブ開発部門、パートナー企業管理部門、コミュニケーション部門、オーディ

オビジュアル部門、製造部門、オンラインキャリア教育部門、スタジオ部門、ハンディキャ

ップ部門、広告部門の 12 部門で行われている。各部門には年間、税抜で 25,000 ユーロ以下

の予算が割り当てられている。 
利用方法としては、まずトップページ（図表 5-3-5）で Métier（仕事）のタブを選び、職

業名、職業名一覧（A-Z 検索）、業界（農業、建築、アート等の 34 分類のアイコンから選択）

（図表 5-3-6）、興味分野（言語、スポーツ、コミュニケーション等 27 分類のアイコンから

選択）（図表 5-3-7）の 4 通りの方法で検索ができる。 
 

図表 5-3-5 フランス Onisep トップページ 

 

 

  

資料シリーズNo.227

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－193－ 

 

図表 5-3-6 フランス Onisep 職業検索（業界一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5-3-7 フランス Onisep 職業検索（興味） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業 

コミュニケーション 

建築・公共事業 

商業、流通 

視聴覚 

銀行、保険 

舞台芸術 

アーティスト 

建築、都市計画、風景 

アート、デザイン 

言語が好き 貿易が好き 

スポーツが好き 

コミュニケーションが好き 

運転が好き 

管理が好き 

マルチメディアが好き 

接触感覚が鋭い 

冒険的なことが好き 

新しいテクノロジーに惹かれる 
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各職業については概要がまとめられたページと詳細情報ページがある。概要ページ（図表

5-3-8、図表 5-3-10）では、職業の定義、初任給、課業リスト、就職に必要な訓練・学歴、雇

用部門、関連団体のリンク、類似の職業に関する情報が 1 ページにまとめられている。詳細

ページ（図表 5-3-9、図表 5-3-11）では職業の定義、求められる能力、働く場所、就職後のキ

ャリアと給与、就職に必要な訓練・学歴、資格の取得が可能な学校、補足情報（事例、関連

団体情報等）が記載されている。次に実際に検索した職業情報のサンプルを示す。 
 
例１） システムエンジニア（図表 5-3-8、図表 5-3-9） 

Onisep の職業情報において、システムエンジニアは「会社のコンピュータツールを分析

し、信頼性を高め、最適化することで、すべてのユーザーが適切かつ効率的なシステムの導

入を行えるようにする、ハードウェアとソフトウェアの専門家」と定義されている。初任給

は平均 2,400 ユーロである。仕事内容には、定義に記載されている事項の他に、ユーザーの

ニーズの理解、メーカー、オペレーターとの定期的な人間関係の維持、複雑なインシデント

の詳細な状況について調べる、プログラミング言語のために英語を使用する、等が記載され

ている。就職には、Bac（大学受験資格）取得後、コンピューターサイエンス修士号を取得す

るために最低 5 年間の勉強が必要であるとされている。雇用部門は、IT、インターネット、

通信事業を扱う部門で、産業界から医療研究、輸送、商業に至るまで広い業界で必要とされ

る職種であるとされている。類似職業としては、クラウドコンピューティング技術者、コン

ピューターテスター、コンピューターセキュリティの専門家、通信技術者等がある。 

 

図表 5-3-8 フランス Onisep の職業情報 概要ページ画面（システムエンジニア） 
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図表 5-3-9 フランス Onisep の職業情報 詳細ページ画面（システムエンジニア） 
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例２） 一般事務（図表 5-3-10、図表 5-3-11） 
Onisep の職業情報において、一般事務は「受付、秘書業務、会計業務があり、仕事の内容

は勤める場所によって異なる」と定義されている。初任給は 1,498 ユーロである。課業リス

トには、電話対応、書類ファイルの管理、メールの管理、データ入力等が挙げられている。

就職するために特に年齢制限や学歴の要件が設定されていない職場も多くあるが、中等教育

卒業後（日本の高等学校に相当）に受験が可能になる資格試験の取得が求められる場合もあ

る。雇用部門としては、今後は公的機関で働く人の定年退職が急増するため、公的機関での

求人が増えると予測されている。類似の職業としては、歯科助手、裁判官秘書、秘書、事務

長等が挙げられている。 
 

図表 5-3-10 フランス Onisep の職業情報 概要ページ画面（一般事務） 
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図表 5-3-11 フランス Onisep の職業情報 詳細ページ画面（一般事務） 

 

 

３ ドイツの職業情報：Berufenet（Breufsinformationen einfach finden：キャリア情報） 

 
Berufenet （ https://berufenet.arbeitsagentur.de/berufenet ）は、ドイツ連邦雇用庁

（Bundesagentur für Arbeit）公式サイトのコンテンツの 1 つである。下記に記す詳細なデ

ータは、公式サイトから引用したもの及び、ドイツ連邦雇用庁の担当者にメールで問い合わ

せ、回答のあったものも含む。 
連邦雇用庁の公式サイトでは、求人・職業情報の閲覧だけでなく、失業給付金申請、児童

手当の申請、事故や病気の手当申請等、各種手続きを Web 上で行える。移民や障害がある人

に配慮された Web サイトになっており、ドイツ語の他に英語やアラビア語での閲覧や、平易

なドイツ語のみでの表記による閲覧が可能であったり、聴覚障害者のための手話動画がある

等工夫がされている。サイト上のコンテンツ管理は、教育・職業メディア管理部門が行って

いる。サイトは 2001 年に公開となり、2016 年に Web サイト全体に情報量が多すぎて読み
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にくいことを理由に大幅なリニューアルが行われた。1 ヶ月に約 500 万人がサイトを利用し

ている（2017 年）。 
利用方法としては、まず職業情報検索ページ（図表 5-3-12）にアクセスする。次に、職業

名やキーワードによる検索、または職業分類、職業名一覧（A-Z）、MINT（数学、コンピュ

ーターサイエンス、自然科学、技術の総称の略語。選択した科目に関連する職業の一覧が表

示される）、活動領域、研究分野、資格から職業情報の検索が可能である。 
職業分類は、Klassifikation der Berufe (KldB) 2010（Classification of Occupations 2010）

と呼ばれ、国際的に使用されている International Standard Classification of Occupations 
2008(ISCO-08)をベースに作成された分類が用いられている。 
 

図表 5-3-12 ドイツ Berufenet の検索画面 

 
 
各職業について提供されている情報は、職業概要、就職要件、アクティビティ、今後の展

望の大きく 4 つに分かれている。職業概要には、課業の概要、就職要件の概要、典型的な勤

務先、職業に関する体系的な情報（職種名、プロフェッショナル ID 等）が含まれる。就職要

件には、プロフェッショナルとして求められる要件（必要な学位、研修、外国で取得した資

格の認定）と個人として求められる要件（健康面、関心事項、求められる性格、スキル）に

ついての情報がある。アクティビティとしては、仕事内容（課業リスト）、収入、役職、コン

ピタンス、労働環境・条件、典型な勤務先が含まれる。展望としては、適応訓練、キャリア

アップトレーニング、最近 5 年分の統計データ（労働市場に関する雇用データ；女性割合、

外国人割合、年齢別割合、非常勤割合、学歴別割合、給与平均（男女別）、活動領域、失業者

情報、類似職業、職業選択（追加雇用・人員配置の二つの視点から述べられているのが特徴））、

求人サイトへのリンク等が含まれている。次に実際に検索した職業情報サンプルを示す。 
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例１）システムエンジニア（図表 5-3-13） 
システムエンジニアの課業概要は、情報アプリケーションとソフトウェアコンポーネント

（データベース、プログラム）の分析、計画、開発、実装である。就職要件の概要には、大

学でソフトウェア工学を学ぶことが必要、と記載がある。典型的な勤務先としては、情報通

信技術に関連する企業や企業の IT 部門等が挙げられている。 
ドイツでシステムエンジニアとして就職するためには、原則ソフトウェア開発者またはソ

フトウェアエンジニアリングの学位を取得する必要がある。また、手と指の精巧な運動技能、

スピーチスキル、聴覚と会話の理解が身体的能力として求められ、これらの要件を満たして

いない場合には、職業遂行上問題を引き起こす可能性があることが示唆されている。 
課業リストには、ソフトウェアやアプリケーションプログラムの作成、テスト、文書化、

既存のソフトウェアを雇用主個々の要望にカスタマイズすること、システム解析、システム

設計のサポート、システムプロトタイプの作成、アルゴリズムの設計、プログラミング言語

でのプログラム、ユーザーに対するアドバイスとトレーニング等が含まれる。給与は月額

3,504～3,960 ユーロである。 
展望として、類似職業で職業選択の可能性のあるものとしては、IT 開発者、デジタルメデ

ィア、ゲームプログラマー、ユーザー・インターフェース開発者等である。女性が占める割

合は 12.7％、外国人の割合は 12.7％前後であり、30 歳から 50 歳までの就業者が多く、40.3％
である（2017 年）。 
 

図表 5-3-13 ドイツ Berufenet の職業情報（システムエンジニア） 
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例２）一般事務（図表 5-3-14） 
Berufenet の一般事務の職業概要として、課業の概要には、ビジネスタスクを整理して処

理する、注文処理、調達、会計、マーケティング、人事管理などの分野でも仕事を行う等が

含まれている。就職には 3 年間の認定訓練が必要である。一般事務の典型的な就職先として

は、ほぼ全ての企業の経営部門、行政、組織が想定されている。 
就職に必要な要件としては、原則として事務管理者としての職業訓練を修了していること

である。就職のために必要な法的に定められた学位等は無いが、職場によって中等教育修了

者（日本における高等学校卒業）から大学卒業者までばらつきがある。 
課業リストには、組織的、商業的な管理、事務用品の調達や予定管理、会議の準備、出張

調整の処理等が含まれる。給与は月額 3,060～3,362 ユーロ。必要な技能は、会計、オフィス

管理、メール処理等である。 
類似の仕事には、事務員、ビジネスアシスタント等があり、就業者の中で女性が占める割

合が約 80％、外国人の割合が 5％前後、50 歳以上の就業者の割合が最も多く 39.3％である

（2017 年）。 
 

図表 5-3-14 ドイツ Berufenet の職業情報（一般事務） 
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例３）生産工場（図表 5-3-15） 
生産工場で働く者は、主に工業用製品の製造に携わる。就職先は製造業であればすべて対

象となる。就職要件として、特定の教育は必要ないが、技術教育が役に立つとされている。

課業リストでは、工業生産の過程において個々の部品を組み立てる、小型部品の組み立てか

ら完成まで家電の組み立て等がリストアップされている。月額の給与は 2,980～3,135 ユー

ロである。 
類似の職業には、組み立て技術に特化した金属技術の専門家等が含まれている。生産工場

労働者のうち 12.4％が女性、11.1％が外国人、50 歳以上の労働者の割合が最も高く 36.1％
である（2017 年）。 
 

図表 5-3-15 ドイツ Berufenet の職業情報（生産工場） 

 
 

Berufnet では BerufeTV というサイトへのリンクがあり、職業従事者のインタビュー動画

等がまとめられ提供されている（図表 5-3-16） 
 

図表 5-3-16 ドイツ BerufeTV 職業動画サイトトップ画面 
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補足： 
ドイツでは民間の求人サイトも充実しており、ドイツが将来存続するために貢献したサイ

トとして連邦大統領により表彰された職業トレーニングに重点を置いた AZUBIYO.de
（https://www.azubiyo.de/）というサイトもある（図表 5-3-17）。 

民間のサイトのため、今後の展望や在職者のデータを社会保障番号から割り出す等は行っ

ていないが、職業情報を提供している。職業一覧（A-Z）、職業名または地域から検索し、職

業概要、必要なトレーニングと所要年数、役立つ科目、求められるスキルや性格の要素、労

働条件、月給（1 年目～3 年目までの平均月収および事例）、勤務地による月収、職業に適し

たモチベーションレターの書き方、動画やレポートによる経験者談、求人情報についての情

報を得ることができる。 
 

図表 5-3-17 AZUBIYO 職業情報検索ページ 
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４ イギリスの職業情報：Job Profiles（仕事プロフィール） 

 

Job Profiles（https://nationalcareersservice.direct.gov.uk/job-profiles/home）は、イング

ランド政府の National Careers Service と呼ばれる公式サイトのコンテンツの 1 つであり、

800 以上の職業情報が収録されている。「どのような仕事があるかを知り、それらの仕事が求

職者のプロフィールと合うかどうかを利用者が調べる」ことを目的としたサイトである。

National Careers Service のサイトに登録してログインすると、自身の履歴書及び自己理解

ツールの結果の保存、仕事の探し方ガイダンスの閲覧が可能である。また、Jop Profiles で

調べた仕事が、実際に求職者の学歴、能力などのプロフィール情報とマッチするかどうかを、

資格保有者のキャリアアドバイザーに相談することも可能である。相談は、Web チャット、

メール、手紙、対面など様々な方法で行うことができ、アドバイザーは 5 カ国語に対応して

いる。Job Profiles はイングランド向けであるが同様のサービスは、スコットランド（Skill 
Development Scotland）、ウェールズ (Careers Wales)、アイルランド (Careers Service 
Northern Ireland)でも提供されている。  

2010 年から 2015 年の 5 年間で 370,000 人がサイトを利用しており、アドバイザーによる

対面での面接は年間約 70,000 人が利用している。 
利用方法としては、National Careers Services のトップページから Job Profiles をクリッ

クし、図表 5-3-18 に示したトップページにアクセスする。職業情報にアクセスするために

は、職業名、職業一覧からの選択、職種カテゴリーからの検索を行う。 
 

図表 5-3-18 イギリス Job Profiles の検索画面 
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職業情報としてはエントリー要件、必要なスキル、仕事内容、給与、労働時間・パターン・

環境、キャリアパス・関連職業がある。なお、エントリー要件はレベル 1 からレベル 8 まで

分けられ、取得学歴、全国職業資格（National Vocational Qualification; NVQ）と互換性が

ある。エントリーレベルはそれぞれのレベル内でさらに 3 段階のサブレベルに分けられてい

る。レベルの数は、大きければ大きいほど難易度が高い（一番低いのがレベル 1-1、高いのが

レベル 8-3）。次に実際に検索した職業情報のサンプルを示す。 
 
例１） システムアナリスト（図表 5-3-19, 図表 5-3-20） 

Job Profiles で提供されているシステムアナリストの職業情報は次のとおりである。シス

テムアナリストになるためには、コンピューターサイエンスや情報管理システム等の学位、

長期間のインターンシップ、別の IT 分野での経験のいずれかが必要である。必要なスキル

は、ソフトウェアの知識、システムの理解および問題解決能力、非常に高いコミュニケーシ

ョン能力とプレゼンテーション能力、プロジェクト管理及び予算管理能力、細部にわたる注

意力である。日々の仕事内容には、雇用主やクライエントのビジネスニーズの解決、IT シス

テムの改善・更新の計画、コストや所用時間の計算等が含まれる。職場としては、オフィス

や自宅などで、1 週間約 37～40 時間の労働時間が想定されている。年収は初任者が 45,760
ポンドで、経験者が 52,520 ポンド程度である。キャリアパスとしては、経験を重ねていくと

シニアアナリストに昇進することがあり、仕事内容もプロジェクト管理や戦略的なビジネス

計画に移行する可能性もある。また、自分自身で起業することも可能である。 
システムアナリストのインターン募集は、サイトの機能を使用し、求人が出た時にメール

で通知を受け取るようにできる。 

 

図表 5-3-19 イギリス Job Profiles の職業情報（システムアナリスト） 
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図表 5-3-20 イギリス Job Profiles の職業情報（システムアナリストつづき） 
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例２） 一般事務（図表 5-3-21,図表 5-3-22） 

Job Profiles において一般事務の職業情報は次のように記載されている。一般事務の職に

就くには、インターン、採用見込みで働く、直接の応募の方法がある。必要なスキルは、管

理能力、細部に注意を払う能力、他人とうまく関係を築く能力、自ら仕事をする能力、口頭

でのコミュニケーションスキル等である。日常的な仕事には、電話、メール、ソーシャルメ

ディアによる情報収集、受付での挨拶、レポート作成、印刷とコピー、スタッフの旅行手配

などであり、作業環境はオフィスで週 38～40 時間働くことが想定されている。平均年収は

初任者が 21,320 ポンド、経験者が 24,960 ポンドである。キャリアパスとして、経験を積む

とスーパーバイザー、オフィスマネージャーに昇進する。また、トレーニングを重ね、一般

事務から法律、財務、医療など特定分野の専門的な事務を行うことができるようにもなる。 
 

図表 5-3-21 イギリス Job Profiles の職業情報（一般事務） 
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図表 5-3-22 イギリス Job Profiles の職業情報（一般事務つづき） 

 

 

５  EU の職業情報：European Skills/Competences, Qualifications and Occupations 
(ESCO) 
 

欧州連合（European Union：EU）の国々における教育機関と労働市場の間に存在するギ

ャ ッ プ を 埋 め る た め に 、 欧 州 委 員 会 （ European commission ） は European 
Skills/Competences, Qualifications and Occupations （ ESCO ） を 開 発 し て い る

（https://ec.europa.eu/esco）。EU 内で労働者や学生が他国で学んだスキルを、自国または

EU 内の他の国で働く際に活かせるようにすること目的としている。27 ヵ国語に対応してお

り、国によって異なる名称に対応するため、2,942 の職業と 13,485 のスキルがまとめられて

いる（2019 年時点）。 
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職業分類はフランス（Répertoire Opérationnel des Métiers et des Emplois）、ドイツ

（ Klassifikation der Berufe 2010 ）、 オ ラ ン ダ （ Beroepen, Opleidingen en 
Competentieregister）、スウェーデン（Standard för Svensk Yrkeklassificering）、スペイン

（Clasificación de Ocupaciones del Sistema de Información de los Servicios Públicos de 
Empleo ）、 ル ー マ ニ ア （ Clasificarea ocupațiilor din România ）、 オ ー ス ト リ ア

（Berufsinformationssystem）、チェコ（Klasifikace zaměstnání and Národní soustava 
povolání）の分類を参考に、統合された分類が使用されている。 

開発にかかわった人数は全部で 500 名ほどであり、欧州委員会が主体となり、雇用サービ

ス、教育訓練機関、統計機関、研究者、ビッグデータ分析官、スキル評議会などがステーク

ホルダーとなり開発を進めた。2013 年 10 月にサイトをリースし、若干の不具合は残るが、

2017 年 10 月にサイト全体が完成している。 
利用方法としては、トップページ（図表 5-3-23）下の 3 つのアイコンから、職業名、知識・

スキル・コンピテンス、免許資格のどれを用いて検索するかを選択する。免許資格について

は、どこの国で取ったどの分野で、どの学歴レベルか European Qualifications Framework
（EQF）の 8 分類から選択する。 

 

図表 5-3-23 ヨーロッパ ESCO の検索画面 
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各職業について提供されている情報は、どの方法で検索するかにより若干異なるが、主に

記載されているのは、職業概要、ISCO-08 コード、職業詳細、課業リスト、職業の階層（職

業全体のどのカテゴリに位置するか）、職業の別名、類似職業、必須及びオプションで必要な

スキル・能力・知識等である。次に実際に検索した職業情報の例を示す。 

 

例１） システムアナリスト（図表 5-3-24） 

システムアナリストはクライエントが要求する情報化のニーズ、手続、問題に関する調査・

分析・評価を行い、現在または将来の情報システムの改善のために、開発の提案、コンサル

ティング、設計を行う職業である。 

タスクに含まれるのは、ユーザーと相談して必要書類を作成する、運用方針を決めるため

にシステム管理者と協議する、組織内のコンピュータを調整し接続する等である。 

システムアナリストの別名には、ビジネスアナリスト、コンピュータサイエンティスト、

情報システムアナリスト、システムコンサルタント等が挙げられている。 

関連職種には、システム管理者、通信アナリスト、ネットワークアナリストがある。階層

としては、プロフェッショナル→情報通信技術の専門家→ソフトウェアおよびアプリケーシ

ョン開発者及びアナリスト→システムアナリスト。より狭い（階層の）職業には、ICT ビジ

ネスアナリスト、コンピュータサイエンティスト、等が含まれる。 

 

図表 5-3-24 ヨーロッパ ESCO の職業情報（システムアナリスト） 
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例２） 一般事務（図表 5-3-25） 

ここでは一般事務に近いものとしてアドミニストレイティブアシスタントについて例示

する。アドミニストレイティブアシスタントとは、上司（スーパーバイザー）の仕事の管理

やオフィスサポートを行う職業である。電話の応答、来訪者の対応、事務用品の注文、円滑

にオフィスが使用できるように周辺機器の維持、設備や機器が適切に動作することを確かめ

る等、様々な業務を担う。 

アドミニストレイティブアシスタントとして分類される別の職業には、一般事務、事務ア

シスタント、オフィス管理アシスタントなどが含まれる。 

 

図表 5-3-25 ヨーロッパ ESCO の職業情報（一般事務） 
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６ カナダの職業情報サイト：Job Bank（仕事データバンク） 

 

カナダ政府の公式サイト Government of Canada（https://www.canada.ca/en.html）のサ

ービスの一つである Job Bank（https://www.jobbank.gc.ca/home）では、求職者および雇用

主の双方を対象に、職業情報をはじめとし、仕事に関する幅広い情報を提供している。Job 
Bank は職業ごとに人手の偏りが発生しないようバランスを調整することを目的としている。

求職者はイギリスの Job Profiles と同様にサイトに個人情報を登録し、活用することができ

るが、その際にはカナダで有効な保険証の番号が必要になる。また、サイトは英語・フラン

ス語どちらでも閲覧が可能である。 
職業情報のみを閲覧する場合には、Job Bank のトップページから Explore careers（キャ

リア探索）のページを選ぶ（図表 5-3-26）。職業名、給与、今後の見通し、学んできた分野、

スキル・知識から検索ができる。職業名で検索する場合、働く地域を限定することも可能で

ある。給与から検索をかける場合には、職業名を入力すると地域ごとの給与が一覧で表示さ

れる（図表 5-3-27）。スキル・知識から検索するためのチェックリストもある。 

 

図表 5-3-26 カナダ Job Bank の検索画面 
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図表 5-3-27 カナダ Job Bank 給与検索 

 

 

各職業について、職業の定義、平均年収、今後 10 年間の人手の見通し、現在の求人数、求

められる資格・学歴、スキルと知識についての情報が得られる。概要は 1 ページにまとめら

れており、それぞれについて詳細情報の閲覧が可能である。職業の定義については、想定さ

れる職場などの詳細な説明の他、課業リスト、別の職業名、類似職業についての情報が得ら

れる。年収では、平均年収に加え、州ごとの最低・最高賃金が閲覧できる。今後 10 年間の人

手の見通しでは、今後の見通し（人手不足、人余り等）、在職者数、在職者年齢中央値、平均

退職年齢についての情報がある。また追加情報として、起業（開業）している割合、フルタ

イムで働いている割合、女性の割合、労働組合に入っている割合、州ごとの見通しの評価等
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についても情報が得られる。現在の求人数では、カナダ全土及び地域ごとの現在の求人数が

分かる。求められる資格・学歴では必要な資格や学歴、及び資格・学位が取得できる学校名

が表示され、それぞれ学校へのリンクが貼られている。次に実際に検索した職業情報のサン

プルを示す。 

例１） システムエンジニア（図表 5-3-28）
概要ページでは、システムエンジニアは、ソフトウェアアプリケーション、技術的環境、

オペレーティングシステム等の調査・デザイン・評価・統合・維持などを行う職業であると

定義されている。給与は時給の中央値で 43.27 カナダドルである。今後の見通しとして、シ

ステムエンジニアは人手不足で新たな人材の供給が必要である。現時点での求人数は 2018
年 8 月に閲覧した時点では 39 件であった。必要資格は大学卒業で、必要なスキルのユー

ザーの要望についての情報収集・文書化、 デザインのための技術情報の収集等について一目

で見て分かるように工夫がされている。 

図表 5-3-28 カナダ Job Bank の職業情報（システムエンジニア）
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各項目の詳細ページの例を、システムエンジニアの定義についてのページを例に示す。概

要ページの“view more”をクリックすると、図表 5-3-29 の画面が表示される。システムエン

ジニアの職場として想定されているのは、民間や公営の IT コンサルティング会社、IT 研究

開発の組織、その他の組織における IT 部門、あるいは自営である。課業リストでは、上記の

定義で上げたものの他に、情報システムの専門家チームを率いて業務にあたることがあると

記載がある。職業名称は、システムエンジニアの他に、ソフトウェア設計エンジニア、アプ

リケーションアーキテクト、コンピュータソフトウェアエンジニア、ソフトウェア設計検証

エンジニアの他、多数の別名一覧を見られる。関連職業としては、コンピュータおよび情報

システム管理者、情報システム試験技術者、データベースアナリスト、データ管理者などが

挙げられている。 

 

図表 5-3-29 カナダ Job Bank の職業情報（システムエンジニア 詳細ページ） 
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例２） 一般事務（図表 5-3-30） 

 概要ページ（図表 5-3-30）で、一般事務はオフィスサポートをする仕事であり、電話の応

答、記録、契約書などの書類の作成、オフィス機器の対応等を行うとされている。給与は、

時給 20.00 カナダドルである。一般事務は現在需要と供給が一致しており、バランスが取れ

ているという見通しである。2018 年 10 月にサイトを閲覧した時点では、カナダ全土の求人

は 133 件あった。高校卒業あるいは一般事務職に就くための職業訓練を受けていることが、

求められる。求められるスキルは、書類等のタイピング、校正、電話あるいはメール対応、

申請書や領収書などの書類の整理・処理・確認等である。 

 

図表 5-3-30 カナダ Job Bank の職業情報（一般事務） 
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一般事務では、詳細ページのうち、今後の見通し（outlook）を例に示す（図表 5-3-31）。 
今後 10 年間で、労働の需要と供給は概ね一致すると予想されている。今後の見通しについ

ては地域ごとの見通しが図表 5-3-32 のように一覧で示されている。 

 

図表 5-3-31 カナダ Job Bank の職業情報（一般事務 詳細ページ） 
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図表 5-3-32 カナダ Job Bank の職業情報（一般事務 詳細ページつづき） 
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厚
生

労
働

省
編

職
業

分
類

別
に

み
た

日
本

版
O
-
N
E
T
収

録
職

業
（
※
同
じ
職
業
が
複
数
の
職
業
分
類
に
入
っ
て
い
る
場
合
が
あ
り
ま
す

。
）

職
業

名

Ａ
管

理
的

職
業

 
0
1

管
理

的
公

務
員

 
 
0
1
1

管
理

的
公

務
員

国
会
議
員

 
0
2

法
人

・
団

体
の

役
員

 
 
0
2
1

会
社

役
員

起
業
、
創
業
　
会
社
経
営
者

 
 
0
2
9

そ
の

他
の

法
人

・
団

体
の

役
員

 
0
3

法
人

・
団

体
の

管
理

職
員

 
 
0
3
1

会
社

の
管

理
職

員
銀
行
支
店
長
　
ス
ー
パ
ー
店
長
　
ハ
ン
バ
ー
ガ
ー
シ
ョ
ッ
プ
店
長

 
 
0
3
9

そ
の

他
の

法
人

・
団

体
の

管
理

職
員

施
設
管
理
者
（
介
護
施
設
）

 
0
4

そ
の

他
の

管
理

的
職

業
 
 
0
4
9

そ
の

他
の

管
理

的
職

業
Ｂ

専
門

的
・

技
術

的
職

業
 
0
5
　

研
究

者
 
 
0
5
1

研
究

者
科
学
捜
査
研
究
所
鑑
定
技
術
職
員
　
土
木
・
建
築
工
学
研
究
者
　
情

報
工

学
研

究
者

　
バ

イ
オ

テ
ク

ノ
ロ

ジ
ー

研
究

者
　

医
学

研
究

者
薬
学
研
究
者
　
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
　
植
物
工
場
の
研
究
開
発
　
産
業
用

ロ
ボ

ッ
ト

開
発

技
術

者
 
0
6

農
林

水
産

技
術

者
 
 
0
6
1

農
林

水
産

技
術

者
農
業
技
術
者
　
植
物
工
場
の
研
究
開
発
　
畜
産
技
術
者
　
林
業
技
術

者
　

水
産

技
術

者
 
0
7

開
発

技
術

者
 
 
0
7
1

食
品

開
発

技
術

者
食
品
技
術
者

 
 
0
7
2

電
気

・
電

子
・

電
気

通
信

開
発

技
術

者
（

通
信

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
除

く
）

電
気
技
術
者
　
電
子
機
器
技
術
者
　
機
械
設
計
技
術
者

 
 
0
7
3

機
械

開
発

技
術

者
精
密
機
器
技
術
者
　
航
空
機
開
発
エ
ン
ジ
ニ
ア
（
ジ
ェ
ッ
ト
エ
ン
ジ

ン
）

　
プ

ラ
ン

ト
設

計
技

術
者

産
業
用
ロ
ボ
ッ
ト
開
発
技
術
者
　
機
械
設
計
技
術
者

 
 
0
7
4

自
動

車
開

発
技

術
者

自
動
車
技
術
者
　
機
械
設
計
技
術
者

 
 
0
7
5

輸
送

用
機

器
開

発
技

術
者

（
自

動
車

を
除

く
)

機
械
設
計
技
術
者

 
 
0
7
6

金
属

製
錬

・
材

料
開

発
技

術
者

非
鉄
金
属
製
錬
技
術
者

 
 
0
7
7

化
学

品
開

発
技

術
者

高
分
子
化
学
技
術
者
　
バ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
技
術
者

 
 
0
7
9

そ
の

他
の

開
発

技
術

者
陶
磁
器
技
術
者
　
フ
ァ
イ
ン
セ
ラ
ミ
ッ
ク
ス
製
造
技
術
者
　
原
子
力

技
術

者
 
0
8

製
造

技
術

者
 
 
0
8
1

食
品

製
造

技
術

者
生
産
・
品
質
管
理
技
術
者
　
食
品
技
術
者

 
 
0
8
2

電
気

・
電

子
・

電
気

通
信

製
造

技
術

者
（

通
信

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
除

く
）

半
導
体
技
術
者
　
電
気
技
術
者
　
電
子
機
器
技
術
者

 
 
0
8
3

機
械

製
造

技
術

者
精
密
機
器
技
術
者

 
 
0
8
4

自
動

車
製

造
技

術
者

自
動
車
技
術
者

 
 
0
8
5

輸
送

用
機

器
製

造
技

術
者

（
自

動
車

を
除

く
)
 

 
 
0
8
6

金
属

製
錬

・
材

料
製

造
技

術
者

非
鉄
金
属
製
錬
技
術
者

 
 
0
8
7

化
学

品
製

造
技

術
者

分
析
化
学
技
術
者
　
高
分
子
化
学
技
術
者

 
 
0
8
9

そ
の

他
の

製
造

技
術

者
陶
磁
器
技
術
者
　
フ
ァ
イ
ン
セ
ラ
ミ
ッ
ク
ス
製
造
技
術
者
　
原
子
力

技
術

者
 
0
9

建
築

・
土

木
・

測
量

技
術

者
 
 
0
9
1

建
築

技
術

者
建
築
設
計
技
術
者
　
建
築
施
工
管
理
技
術
者
　
植
物
工
場
の
設
計
、

施
工

　
太

陽
光

発
電

の
設

計
・

施
工

 
 
0
9
2

土
木

技
術

者
土
木
設
計
技
術
者
　
土
木
施
工
管
理
技
術
者
　
太
陽
光
発
電
の
設
計

・
施

工

厚
生

労
働

省
編

職
業

分
類

（
第

4
回

改
訂

）
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職
業

名
厚

生
労

働
省

編
職

業
分

類
（

第
4
回

改
訂

）

 
 
0
9
3

測
量

技
術

者
測
量
士

 
1
0

情
報

処
理

･
通

信
技

術
者

 
 
1
0
1

シ
ス

テ
ム

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
デ
ジ
タ
ル
ビ
ジ
ネ
ス
イ
ノ
ベ
ー
タ
ー
　
I
T
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

 
 
1
0
2

シ
ス

テ
ム

設
計

技
術

者
シ
ス
テ
ム
エ
ン
ジ
ニ
ア
（
基
盤
シ
ス
テ
ム
）

 
 
1
0
3

情
報

処
理

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

マ
ネ

ー
ジ

ャ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
（
I
T
）

 
 
1
0
4

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

開
発

技
術

者
シ
ス
テ
ム
エ
ン
ジ
ニ
ア
（
業
務
用
シ
ス
テ
ム
）
　
シ
ス
テ
ム
エ
ン
ジ

ニ
ア

（
W
e
b
サ

イ
ト

開
発

）
　

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
開
発
（
パ
ッ
ケ
ー
ジ
ソ
フ
ト
）
　
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
開

発
（

ス
マ

ホ
ア

プ
リ

）
シ
ス
テ
ム
エ
ン
ジ
ニ
ア
（
組
込
み
、
I
o
T
）
　
プ
ロ
グ
ラ
マ
ー
　
産

業
用

ロ
ボ

ッ
ト

の
設

置
・

設
定

 
 
1
0
5

シ
ス

テ
ム

運
用

管
理

者
運
用
・
管
理
（
I
T
）
　
ヘ
ル
プ
デ
ス
ク
（
I
T
）
　
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
エ

キ
ス

パ
ー

ト
（

オ
ペ

レ
ー

シ
ョ

ン
）

 
 
1
0
6

通
信

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

技
術

者
電
気
通
信
技
術
者
　
シ
ス
テ
ム
エ
ン
ジ
ニ
ア
（
基
盤
シ
ス
テ
ム
）

 
 
1
0
9

そ
の

他
の

情
報

処
理

・
通

信
技

術
者

A
I
エ
ン
ジ
ニ
ア
　
デ
ジ
タ
ル
ビ
ジ
ネ
ス
イ
ノ
ベ
ー
タ
ー

 
1
1

そ
の

他
の

技
術

者
 
 
1
1
9

そ
の

他
の

技
術

者
産
業
廃
棄
物
処
理
技
術
者
　
宇
宙
開
発
技
術
者
　
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン

テ
ィ

ス
ト

 
1
2

医
師

、
歯

科
医

師
、

獣
医

師
、

薬
剤

師
 
 
1
2
1

医
師

外
科
医
　
小
児
科
医
　
内
科
医
　
精
神
科
医
　
産
婦
人
科
医

 
 
1
2
2

歯
科

医
師

歯
科
医
師

 
 
1
2
3

獣
医

師
獣
医
師

 
 
1
2
4

薬
剤

師
薬
剤
師
　
治
験
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

 
1
3

保
健

師
、

助
産

師
、

看
護

師
 
 
1
3
1

保
健

師
保
健
師

 
 
1
3
2

助
産

師
助
産
師

 
 
1
3
3

看
護

師
、

准
看

護
師

看
護
師
　
治
験
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

 
1
4

医
療

技
術

者
 
 
1
4
1

診
療

放
射

線
技

師
診
療
放
射
線
技
師

 
 
1
4
2

臨
床

工
学

技
士

臨
床
工
学
技
士

 
 
1
4
3

臨
床

検
査

技
師

臨
床
検
査
技
師
　
治
験
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

 
 
1
4
4

理
学

療
法

士
理
学
療
法
士
（
P
T
）

 
 
1
4
5

作
業

療
法

士
作
業
療
法
士
（
O
T
）

 
 
1
4
6

視
能

訓
練

士
、

言
語

聴
覚

士
視
能
訓
練
士
　
言
語
聴
覚
士

 
 
1
4
7

歯
科

衛
生

士
歯
科
衛
生
士

 
 
1
4
8

歯
科

技
工

士
歯
科
技
工
士

 
1
5

そ
の

他
の

保
健

医
療

の
職

業
 
 
1
5
1

栄
養

士
、

管
理

栄
養

士
栄
養
士

 
 
1
5
2

あ
ん

摩
マ

ッ
サ

ー
ジ

指
圧

師
、

は
り

師
、

き
ゅ

う
師

あ
ん
ま
マ
ッ
サ
ー
ジ
指
圧
師
　
は
り
師
・
き
ゅ
う
師

 
 
1
5
3

柔
道

整
復

師
柔
道
整
復
師

 
 
1
5
9

他
に

分
類

さ
れ

な
い

保
健

医
療

の
職

業
義
肢
装
具
士
　
細
胞
検
査
士
　
治
験
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
　
カ
ウ
ン

セ
ラ

ー
（

医
療

福
祉

分
野

）
 
1
6

社
会

福
祉

の
専

門
的

職
業

 
 
1
6
1

福
祉

相
談

・
指

導
専

門
員

児
童
相
談
所
相
談
員
　
福
祉
事
務
所
ケ
ー
ス
ワ
ー
カ
ー
　
福
祉
ソ
ー

シ
ャ

ル
ワ

ー
カ

ー
 
 
1
6
2

福
祉

施
設

指
導

専
門

員
老
人
福
祉
施
設
生
活
相
談
員
　
障
害
者
福
祉
施
設
指
導
専
門
員
（
生

活
支

援
員

　
就

労
支

援
員

等
）

　
児

童
指

導
員

福
祉
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー

 
 
1
6
3

保
育

士
保
育
士

 
 
1
6
9

そ
の

他
の

社
会

福
祉

の
専

門
的

職
業

介
護
支
援
専
門
員
/
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
　
医
療
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー

カ
ー

　
福

祉
用

具
専

門
相

談
員

　
 
福

祉
ソ

ー
シ

ャ
ル

ワ
ー

カ
ー

カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
（
医
療
福
祉
分
野
）

 
1
7

法
務

の
職

業
 
 
1
7
1

裁
判

官
裁
判
官
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職
業

名
厚

生
労

働
省

編
職

業
分

類
（

第
4
回

改
訂

）

 
 
1
7
2

検
察

官
検
察
官

 
 
1
7
3

弁
護

士
弁
護
士

 
 
1
7
4

弁
理

士
弁
理
士

 
 
1
7
5

司
法

書
士

司
法
書
士

 
 
1
7
9

そ
の

他
の

法
務

の
職

業
土
地
家
屋
調
査
士
　
家
庭
裁
判
所
調
査
官

 
1
8

経
営

・
金

融
・

保
険

の
専

門
的

職
業

 
 
1
8
1

公
認

会
計

士
公
認
会
計
士

 
 
1
8
2

税
理

士
税
理
士

 
 
1
8
3

社
会

保
険

労
務

士
社
会
保
険
労
務
士
　
人
事
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

 
 
1
8
4

金
融

・
保

険
専

門
職

証
券
ア
ナ
リ
ス
ト
　
ア
ク
チ
ュ
ア
リ
ー
　
フ
ァ
ン
ド
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー

 
 
1
8
9

そ
の

他
の

経
営

・
金

融
・

保
険

の
専

門
的

職
業

中
小
企
業
診
断
士
　
経
営
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
　
フ
ァ
イ
ナ
ン
シ
ャ
ル

・
プ

ラ
ン

ナ
ー

　
人

事
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

M
&
A
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
、
M
&
A
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
/
M
&
A
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

 
 

 
1
9

教
育

の
職

業
 
 
1
9
1

幼
稚

園
教

員
幼
稚
園
教
員

 
 
1
9
2

小
学

校
教

員
小
学
校
教
員
　
特
別
支
援
学
校
教
員
、
特
別
支
援
学
級
教
員

 
 
1
9
3

中
学

校
教

員
中
学
校
教
員
　
特
別
支
援
学
校
教
員
、
特
別
支
援
学
級
教
員

 
 
1
9
4

高
等

学
校

教
員

高
等
学
校
教
員
　
特
別
支
援
学
校
教
員
、
特
別
支
援
学
級
教
員

 
 
1
9
5

中
等

教
育

学
校

教
員

特
別
支
援
学
校
教
員
、
特
別
支
援
学
級
教
員

 
 
1
9
6

特
別

支
援

学
校

教
員

特
別
支
援
学
校
教
員
、
特
別
支
援
学
級
教
員

 
 
1
9
7

高
等

専
門

学
校

教
員

 
 
1
9
8

大
学

教
員

大
学
・
短
期
大
学
教
員

 
 
1
9
9

そ
の

他
の

教
育

の
職

業
専
門
学
校
教
員
　
自
動
車
教
習
指
導
員
　
日
本
語
教
師
　
職
業
訓
練

指
導

員
　

法
務

教
官

 
2
0

宗
教

家
 
 
2
0
1

宗
教

家
 
2
1

著
述

家
、

記
者

、
編

集
者

 
 
2
1
1

著
述

家
翻
訳
者
　
コ
ピ
ー
ラ
イ
タ
ー

 
 
2
1
2

記
者

新
聞
記
者
　
放
送
記
者
　
雑
誌
記
者
　
テ
ク
ニ
カ
ル
ラ
イ
タ
ー

 
 
2
1
3

編
集

者
図
書
編
集
者
　
雑
誌
編
集
者

 
2
2

美
術

家
、

デ
ザ

イ
ナ

ー
、

写
真

家
、

映
像

撮
影

者
 
 
2
2
1

彫
刻

家
 
 
2
2
2

画
家

、
書

家
、

漫
画

家
イ
ラ
ス
ト
レ
ー
タ
ー
　
テ
ク
ニ
カ
ル
イ
ラ
ス
ト
レ
ー
タ
ー

 
 
2
2
3

工
芸

美
術

家
 
 
2
2
4

デ
ザ

イ
ナ

ー
広
告
デ
ザ
イ
ナ
ー
　
グ
ラ
フ
ィ
ッ
ク
デ
ザ
イ
ナ
ー
　
W
e
b
デ
ザ
イ
ナ

ー
　

デ
ィ

ス
プ

レ
イ

デ
ザ

イ
ナ

ー
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
ア
ル
デ
ザ
イ
ナ
ー
　
イ
ン
テ
リ
ア
デ
ザ
イ
ナ
ー
　
イ

ン
テ

リ
ア

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

　
フ

ァ
ッ

シ
ョ

ン
デ

ザ
イ

ナ
ー

　
テ
キ
ス
タ
イ
ル
デ
ザ
イ
ナ
ー
　
C
G
制
作
　
カ
ラ
ー
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
ー

　
ブ

ッ
ク

デ
ザ

イ
ナ

ー
　

フ
ラ

ワ
ー

デ
ザ

イ
ナ

ー
　

ジ
ュ
エ
リ
ー
デ
ザ
イ
ナ
ー

 
 
2
2
5

写
真

家
、

映
像

撮
影

者
商
業
カ
メ
ラ
マ
ン
　
報
道
カ
メ
ラ
マ
ン
　
テ
レ
ビ
カ
メ
ラ
マ
ン

 
2
3

音
楽

家
、

舞
台

芸
術

家
 
 
2
3
1

音
楽

家
 
 
2
3
2

舞
踊

家
 
 
2
3
3

俳
優

 
 
2
3
4

プ
ロ

デ
ュ

ー
サ

ー
、

演
出

家
放
送
デ
ィ
レ
ク
タ
ー
　
舞
台
美
術
ス
タ
ッ
フ
　
舞
台
照
明
ス
タ
ッ
フ

 
 
2
3
5

演
芸

家
 
2
4

そ
の

他
の

専
門

的
職

業
 
 
2
4
1

図
書

館
司

書
図
書
館
司
書
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職
業

名
厚

生
労

働
省

編
職

業
分

類
（

第
4
回

改
訂

）

 
 
2
4
2

学
芸

員
学
芸
員

 
 
2
4
3

カ
ウ

ン
セ

ラ
ー

（
医

療
・

福
祉

施
設

を
除

く
）

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
　
キ
ャ
リ
ア
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
/
キ
ャ
リ

ア
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

 
 
2
4
4

個
人

教
師

学
習
塾
教
師
　
ス
ポ
ー
ツ
イ
ン
ス
ト
ラ
ク
タ
ー
　
音
楽
教
室
講
師
　

ア
ウ

ト
ド

ア
イ

ン
ス

ト
ラ

ク
タ

ー
　

英
会

話
教

師
　

日
本

語
教

師
 
 
2
4
5

職
業

ス
ポ

ー
ツ

家
 
 
2
4
6

通
信

機
器

操
作

員
テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ
放
送
技
術
者
　
航
空
管
制
官
　
船
員

 
 
2
4
9

他
に

分
類

さ
れ

な
い

専
門

的
職

業
行
政
書
士
　
通
訳
者
　
不
動
産
鑑
定
士
　
気
象
予
報
士
　
ア
ナ
ウ
ン

サ
ー

　
手

話
通

訳
者

　
速

記
者

　
音

声
反

訳
者

　
ピ

ア
ノ

調
律

師
調
教
師
　
犬
訓
練
士
　
通
関
士
　
映
像
編
集
者
　
W
e
b
デ
ィ
レ
ク
タ

ー
　

動
画

制
作

　
ゲ

ー
ム

ク
リ

エ
ー

タ
ー

　
ア

ー
ト

デ
ィ

レ
ク

タ
ー

　
広
告
デ
ィ
レ
ク
タ
ー
　
ス
タ
イ
リ
ス
ト
　
フ
ー
ド
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ

ー
　

広
報

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
　

知
的

財
産

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

　
知
的
財
産
サ
ー
チ
ャ
ー
　
社
会
教
育
主
事
　
調
香
師

Ｃ
事

務
的

職
業

 
2
5
　

一
般

事
務

の
職

業
 
 
2
5
1

総
務

事
務

員
総
務
事
務
　
広
報
・
Ｐ
Ｒ
担
当

 
 
2
5
2

人
事

事
務

員
人
事
事
務

 
 
2
5
3

企
画

・
調

査
事

務
員

ネ
ッ
ト
通
販
の
企
画
開
発
　
W
e
b
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
（
ネ
ッ
ト
広
告

・
販

売
促

進
）

　
商

品
企

画
開

発
（

チ
ェ

ー
ン

ス
ト

ア
）

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
・
リ
サ
ー
チ
ャ
ー
　
太
陽
光
発
電
の
企
画
・
調
査

　
企

画
・

調
査

担
当

 
 
2
5
4

受
付

・
案

内
事

務
員

受
付
事
務

 
 
2
5
5

秘
書

秘
書

 
 
2
5
6

電
話

応
接

事
務

員
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
　
通
信
販
売
受
付
事
務

 
 
2
5
7

総
合

事
務

員
一
般
事
務

 
 
2
5
8

医
療

・
介

護
事

務
員

調
剤
薬
局
事
務
　
医
療
事
務
　
介
護
事
務

 
 
2
5
9

そ
の

他
の

一
般

事
務

の
職

業
ネ
ッ
ト
通
販
の
運
営
　
診
療
情
報
管
理
士
　
国
家
公
務
員
（
行
政
事

務
）

　
地

方
公

務
員

（
行

政
事

務
）

　
国

際
公

務
員

パ
ラ
リ
ー
ガ
ル
（
弁
護
士
補
助
職
）
　
学
校
事
務
　
I
R
広
報
担
当

　
企

業
法

務
担

当
　

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

推
進

担
当

　
内

部
監

査
人

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
フ
ロ
ン
ト
　
通
信
販
売
受
付
事
務
　
税
務
事
務
官

　
船

員
 
2
6

会
計

事
務

の
職

業
 
 
2
6
1

現
金

出
納

事
務

員
税
務
事
務
官

 
 
2
6
2

銀
行

等
窓

口
事

務
員

銀
行
等
窓
口
事
務

 
 
2
6
3

経
理

事
務

員
経
理
事
務

 
 
2
6
9

そ
の

他
の

会
計

事
務

の
職

業
 
2
7

生
産

関
連

事
務

の
職

業
 
 
2
7
1

生
産

現
場

事
務

員
生
産
・
工
程
管
理
事
務

 
 
2
7
2

出
荷

・
受

荷
係

事
務

員
検
品
担
当
（
大
規
模
小
売
店
舗
）

 
2
8

営
業

・
販

売
関

連
事

務
の

職
業

 
 
2
8
1

営
業

・
販

売
事

務
員

旅
行
会
社
カ
ウ
ン
タ
ー
係
　
デ
パ
ー
ト
仕
入
担
当
　
ブ
ラ
イ
ダ
ル
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
　

営
業

事
務

　
貿

易
事

務
　

損
害

保
険

事
務

 
 
2
8
9

そ
の

他
の

営
業

・
販

売
関

連
事

務
の

職
業

フ
ラ
ン
チ
ャ
イ
ズ
チ
ェ
ー
ン
・
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー

 
2
9

外
勤

事
務

の
職

業
 
 
2
9
1

集
金

人
 
 
2
9
2

訪
問

調
査

員
 
 
2
9
9

そ
の

他
の

外
勤

事
務

の
職

業
検
針
員

 
3
0

運
輸

・
郵

便
事

務
の

職
業

 
 
3
0
1

旅
客

・
貨

物
係

事
務

員
空
港
グ
ラ
ン
ド
ス
タ
ッ
フ
　
駅
務
員

 
 
3
0
2

運
行

管
理

事
務

員
鉄
道
運
転
計
画
・
運
行
管
理
　
タ
ク
シ
ー
配
車
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
　
デ

ィ
ス

パ
ッ

チ
ャ

ー
（

航
空

機
運

航
管

理
者

）
 
 
3
0
3

郵
便

事
務

員
 
3
1

事
務

用
機

器
操

作
の

職
業

 
 
3
1
1

パ
ー

ソ
ナ

ル
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
操

作
員

 
 
3
1
2

デ
ー

タ
入

力
係

員
デ
ー
タ
入
力
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職
業

名
厚

生
労

働
省

編
職

業
分

類
（

第
4
回

改
訂

）

 
 
3
1
3

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

操
作

員
（

パ
ー

ソ
ナ

ル
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
を

除
く

）
 
 
3
1
9

そ
の

他
の

事
務

用
機

器
操

作
の

職
業

Ｄ
販

売
の

職
業

 
3
2

商
品

販
売

の
職

業
 
 
3
2
1

小
売

店
主

・
店

長
ス
ー
パ
ー
店
長

 
 
3
2
2

卸
売

店
主

・
店

長
 
 
3
2
3

小
売

店
販

売
員

デ
パ
ー
ト
店
員
　
ス
ー
パ
ー
レ
ジ
係
　
ス
ー
パ
ー
店
員
　
フ
ラ
ワ
ー

シ
ョ

ッ
プ

店
員

　
電

器
店

店
員

　
書

店
員

　
メ

ガ
ネ

販
売

ス
ポ
ー
ツ
用
品
販
売
　
ホ
ー
ム
セ
ン
タ
ー
店
員
　
ペ
ッ
ト
シ
ョ
ッ
プ

店
員

　
衣

料
品

販
売

　
シ

ュ
ー

フ
ィ

ッ
タ

ー
　

駅
構

内
売

店
店

員
　

コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
店
員
　
 
ベ
ー
カ
リ
ー
シ
ョ
ッ
プ
店
員

　
カ

フ
ェ

店
員

　
リ

サ
イ

ク
ル

シ
ョ

ッ
プ

店
員

　
医
薬
品
販
売
/
登
録
販
売
者
　
化
粧
品
販
売
/
美
容
部
員
　
ガ
ソ
リ

ン
ス

タ
ン

ド
・

ス
タ

ッ
フ

　
携

帯
電

話
販

売
　

C
D
シ

ョ
ッ

プ
店

員
　

自
転
車
販
売
　
自
動
車
営
業

 
 
3
2
4

卸
売

・
商

品
実

演
販

売
員

 
 
3
2
5

商
品

訪
問

・
移

動
販

売
員

化
粧
品
訪
問
販
売

 
 
3
2
6

再
生

資
源

回
収

・
卸

売
人

 
 
3
2
7

商
品

仕
入

営
業

員
 
3
3

販
売

類
似

の
職

業
 
 
3
3
1

不
動

産
仲

介
・

売
買

人
 
 
3
3
2

保
険

代
理

人
、

保
険

仲
立

人
代
理
店
営
業
（
保
険
会
社
）

 
 
3
3
3

有
価

証
券

売
買

・
仲

立
人

、
金

融
仲

立
人

証
券
外
務
員

 
 
3
3
4

質
屋

店
主

・
店

員
 
 
3
3
9

そ
の

他
の

販
売

類
似

の
職

業
商
社
営
業
　
せ
り
人

 
3
4

営
業

の
職

業
 
 
3
4
1

飲
食

料
品

販
売

営
業

員
 
 
3
4
2

化
学

品
販

売
営

業
員

（
医

薬
品

を
除

く
）

 
 
3
4
3

医
薬

品
営

業
員

医
薬
情
報
担
当
者
（
M
R
）

 
 
3
4
4

機
械

器
具

販
売

営
業

員
自
動
車
営
業
　
O
A
機
器
営
業

 
 
3
4
5

通
信

・
情

報
シ

ス
テ

ム
営

業
員

営
業
（
I
T
）

 
 
3
4
6

金
融

・
保

険
営

業
員

銀
行
・
信
用
金
庫
渉
外
担
当
　
証
券
外
務
員
　
保
険
営
業
（
生
命
保

険
、

損
害

保
険

）
 
 
3
4
7

不
動

産
営

業
員

住
宅
・
不
動
産
営
業

 
 
3
4
9

そ
の

他
の

営
業

の
職

業
商
社
営
業
　
広
告
営
業
　
印
刷
営
業
　
太
陽
光
発
電
の
企
画
・
調
査

Ｅ
サ

ー
ビ

ス
の

職
業

 
3
5

家
庭

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

の
職

業
 
 
3
5
1

家
政

婦
（

夫
）

、
家

事
手

伝
家
政
婦
（
夫
）

 
 
3
5
9

そ
の

他
の

家
庭

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

の
職

業
ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー

 
3
6

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
職

業
 
 
3
6
1

施
設

介
護

員
施
設
介
護
員

 
 
3
6
2

訪
問

介
護

職
訪
問
介
護
員
/
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー

 
3
7

保
健

医
療

サ
ー

ビ
ス

の
職

業
 
 
3
7
1

看
護

助
手

看
護
助
手

 
 
3
7
2

歯
科

助
手

 
 
3
7
9

そ
の

他
の

保
健

医
療

サ
ー

ビ
ス

の
職

業
動
物
看
護

 
3
8

生
活

衛
生

サ
ー

ビ
ス

の
職

業
 
 
3
8
1

理
容

師
理
容
師

 
 
3
8
2

美
容

師
美
容
師
　
メ
イ
ク
ア
ッ
プ
ア
ー
テ
ィ
ス
ト
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職
業

名
厚

生
労

働
省

編
職

業
分

類
（

第
4
回

改
訂

）

 
 
3
8
3

美
容

サ
ー

ビ
ス

職
き
も
の
着
付
指
導
員
　
エ
ス
テ
テ
ィ
シ
ャ
ン
　
ネ
イ
リ
ス
ト
　
メ
イ

ク
ア

ッ
プ

ア
ー

テ
ィ

ス
ト

 
 
3
8
4

浴
場

従
事

人
 
 
3
8
5

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

職
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
師

 
 
3
8
9

そ
の

他
の

生
活

衛
生

サ
ー

ビ
ス

の
職

業
 
3
9

飲
食

物
調

理
の

職
業

 
 
3
9
1

調
理

人
洋
菓
子
製
造
、
パ
テ
ィ
シ
エ
　
　
西
洋
料
理
調
理
人
(
コ
ッ
ク
）

　
日

本
料

理
調

理
人

（
板

前
）

　
す

し
職

人
そ
ば
・
う
ど
ん
調
理
人
 
　
中
華
料
理
調
理
人
　
ラ
ー
メ
ン
調
理

人
　

給
食

調
理

員
　

調
理

補
助

　
飲

食
チ

ェ
ー

ン
店

店
員

 
 
3
9
2

バ
ー

テ
ン

ダ
ー

バ
ー
テ
ン
ダ
ー

 
4
0

接
客

・
給

仕
の

職
業

 
 
4
0
1

飲
食

店
主

・
店

長
ハ
ン
バ
ー
ガ
ー
シ
ョ
ッ
プ
店
長

 
 
4
0
2

旅
館

・
ホ

テ
ル

支
配

人
ホ
テ
ル
・
旅
館
支
配
人

 
 
4
0
3

飲
食

物
給

仕
係

ソ
ム
リ
エ
　
ホ
ー
ル
ス
タ
ッ
フ
（
レ
ス
ト
ラ
ン
）
　
飲
食
チ
ェ
ー
ン

店
店

員
 
 
4
0
4

旅
館

・
ホ

テ
ル

・
乗

物
接

客
員

フ
ロ
ン
ト
（
ホ
テ
ル
・
旅
館
）
　
接
客
担
当
（
ホ
テ
ル
・
旅
館
）
　

客
室

清
掃

・
整

備
担

当
（

ホ
テ

ル
・

旅
館

）
　

客
室

乗
務

員
接
客
担
当
（
ホ
テ
ル
・
旅
館
）

 
 
4
0
5

接
客

社
交

係
、

芸
者

、
ダ

ン
サ

ー
 
 
4
0
6

娯
楽

場
等

接
客

員
遊
園
地
ス
タ
ッ
フ
　
キ
ャ
デ
ィ

 
 
4
0
9

そ
の

他
の

接
客

・
給

仕
の

職
業

 
4
1

居
住

施
設

・
ビ

ル
等

の
管

理
の

職
業

 
 
4
1
1

マ
ン

シ
ョ

ン
・

ア
パ

ー
ト

・
下

宿
管

理
人

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
員

 
 
4
1
2

寄
宿

舎
・

寮
管

理
人

 
 
4
1
3

ビ
ル

管
理

人
 
 
4
1
4

駐
車

場
・

駐
輪

場
管

理
人

駐
車
場
管
理

 
 
4
1
9

そ
の

他
の

居
住

施
設

・
ビ

ル
等

の
管

理
の

職
業

 
4
2

そ
の

他
の

サ
ー

ビ
ス

の
職

業
 
 
4
2
1

添
乗

員
、

観
光

案
内

人
ツ
ア
ー
コ
ン
ダ
ク
タ
ー
　
通
訳
ガ
イ
ド

 
 
4
2
2

物
品

一
時

預
り

人
 
 
4
2
3

物
品

賃
貸

人
ビ
デ
オ
レ
ン
タ
ル
店
店
員
　
レ
ン
タ
カ
ー
店
舗
ス
タ
ッ
フ

 
 
4
2
4

広
告

宣
伝

人
 
 
4
2
5

葬
儀

師
、

火
葬

係
葬
祭
デ
ィ
レ
ク
タ
ー

 
 
4
2
6

ト
リ

マ
ー

ト
リ
マ
ー

 
 
4
2
9

他
に

分
類

さ
れ

な
い

サ
ー

ビ
ス

の
職

業
学
童
保
育
指
導
員
　
ア
ロ
マ
セ
ラ
ピ
ス
ト
　
リ
フ
レ
ク
ソ
ロ
ジ
ス
ト

Ｆ
保

安
の

職
業

 
4
3

自
衛

官
 
 
4
3
1

自
衛

官
陸
上
自
衛
官
　
海
上
自
衛
官
　
航
空
自
衛
官

 
4
4

司
法

警
察

職
員

 
 
4
4
1

警
察

官
警
察
官
（
都
道
府
県
警
察
）

 
 
4
4
2

海
上

保
安

官
海
上
保
安
官
　
潜
水
士

 
 
4
4
9

そ
の

他
の

司
法

警
察

職
員

麻
薬
取
締
官

 
4
5

そ
の

他
の

保
安

の
職

業
 
 
4
5
1

看
守

刑
務
官

 
 
4
5
2

消
防

員
消
防
官
　
救
急
救
命
士

 
 
4
5
3

警
備

員
施
設
警
備
員

 
 
4
5
9

他
に

分
類

さ
れ

な
い

保
安

の
職

業
道
路
パ
ト
ロ
ー
ル
隊
員
　
雑
踏
・
交
通
誘
導
警
備
員
　
入
国
警
備
官

　
自

然
保

護
官

（
レ

ン
ジ

ャ
ー

）
　

潜
水

士
Ｇ

農
林

漁
業

の
職

業
 
4
6

農
業

の
職

業
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職
業

名
厚

生
労

働
省

編
職

業
分

類
（

第
4
回

改
訂

）

 
 
4
6
1

農
耕

作
業

員
稲
作
農
業
者
　
果
樹
栽
培
者
　
花
き
栽
培
者
　
植
物
工
場
の
栽
培
管

理
　

ハ
ウ

ス
野

菜
栽

培
者

 
 
4
6
2

養
畜

作
業

員
酪
農
従
事
者
　
動
物
園
飼
育
員
　
厩
舎
ス
タ
ッ
フ
　
ブ
リ
ー
ダ
ー

 
 
4
6
3

植
木

職
、

造
園

師
造
園
工

 
 
4
6
9

そ
の

他
の

農
業

の
職

業
 
4
7

林
業

の
職

業
 
 
4
7
1

育
林

作
業

員
林
業
作
業

 
 
4
7
2

伐
木

・
造

材
・

集
材

作
業

員
 
 
4
7
9

そ
の

他
の

林
業

の
職

業
 
4
8

漁
業

の
職

業
 
 
4
8
1

漁
労

作
業

員
沿
岸
漁
業
従
事
者
　
潜
水
士

 
 
4
8
2

漁
労

船
の

船
長

・
航

海
士

・
機

関
長

・
機

関
士

 
 
4
8
3

海
藻

・
貝

類
採

取
作

業
員

 
 
4
8
4

水
産

養
殖

作
業

員
水
産
養
殖
従
事
者
　
水
族
館
飼
育
員

 
 
4
8
9

そ
の

他
の

漁
業

の
職

業
Ｈ

生
産

工
程

の
職

業

 
4
9

生
産

設
備

制
御

・
監

視
の

職
業

（
金

属
材

料
製

造
、

金
属

加
工

、
金

属
溶

接
・

溶
断

）
 
 
4
9
1

製
銑

・
製

鋼
・

非
鉄

金
属

製
錬

設
備

制
御

・
監

視
員

鉄
鋼
製
造

 
 
4
9
2

鋳
造

・
鍛

造
設

備
制

御
・

監
視

員
鋳
造
工
/
鋳
造
設
備
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
　
鍛
造
工
/
鍛
造
設
備
オ
ペ
レ

ー
タ

ー
　

 
 
4
9
3

金
属

工
作

設
備

制
御

・
監

視
員

 
 
4
9
4

金
属

プ
レ

ス
設

備
制

御
・

監
視

員
金
属
プ
レ
ス
工

 
 
4
9
5

鉄
工

・
製

缶
設

備
制

御
・

監
視

員
鉄
骨
工

 
 
4
9
6

板
金

設
備

制
御

・
監

視
員

 
 
4
9
7

め
っ

き
・

金
属

研
磨

設
備

制
御

・
監

視
員

め
っ
き
工

 
 
4
9
8

金
属

溶
接

・
溶

断
設

備
制

御
・

監
視

員
溶
接
工

 
 
4
9
9

そ
の

他
の

生
産

設
備

制
御

・
監

視
の

職
業

（
金

属
材

料
製

造
、

金
属

加
工

、
金

属
溶

接
・

溶
断

）
鉄
鋼
製
造

 
5
0

生
産

設
備

制
御

・
監

視
の

職
業

（
金

属
材

料
製

造
、

金
属

加
工

、
金

属
溶

接
・

溶
断

を
除

く
）

 
 
5
0
1

化
学

製
品

生
産

設
備

制
御

・
監

視
員

石
油
精
製
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
　
化
学
製
品
製
造
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
　
医
薬

品
製

造
　

化
粧

品
製

造
 
 
5
0
2

窯
業

製
品

生
産

設
備

制
御

・
監

視
員

陶
磁
器
製
造
　
ガ
ラ
ス
食
器
製
造

 
 
5
0
3

食
料

品
生

産
設

備
制

御
・

監
視

員
乳
製
品
製
造
　
パ
ン
製
造
　
パ
ン
職
人
　
洋
菓
子
製
造
　
パ
テ
ィ
シ

エ
　

冷
凍

加
工

食
品

製
造

　
か
ん
詰
・
び
ん
詰
・
レ
ト
ル
ト
食
品
製
造
 

 
 
5
0
4

飲
料

・
た

ば
こ

生
産

設
備

制
御

・
監

視
員

 
 
5
0
5

紡
織

・
衣

服
・

繊
維

製
品

生
産

設
備

制
御

・
監

視
員

織
布
工
/
織
機
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
　
染
色
工
/
染
色
設
備
オ
ペ
レ
ー
タ

ー
　

紡
績

機
械

オ
ペ

レ
ー

タ
ー

 
 
5
0
6

木
製

製
品

・
パ

ル
プ

・
紙

・
紙

製
品

生
産

設
備

制
御
・
監
視
員

木
材
製
造
　
合
板
製
造
　
紙
器
製
造

 
 
5
0
7

印
刷

・
製

本
設

備
制

御
・

監
視

員
印
刷
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
　
製
本
オ
ペ
レ
ー
タ
ー

 
 
5
0
8

ゴ
ム

・
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
製

品
生

産
設

備
制

御
・

監
視

員
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
形
　
タ
イ
ヤ
製
造

 
 
5
0
9

そ
の

他
の

生
産

設
備

制
御

・
監

視
の

職
業

（
金

属
材

料
製

造
、

金
属

加
工

、
金

属
溶

接
・

溶
断

を
除

く
）

玩
具
（
お
も
ち
ゃ
）
製
作

 
5
1

生
産

設
備

制
御

・
監

視
の

職
業

（
機

械
組

立
）

 
 
5
1
1

一
般

機
械

器
具

組
立

設
備

制
御

・
監

視
員

 
 
5
1
2

電
気

機
械

器
具

組
立

設
備

制
御

・
監

視
員

電
子
機
器
組
立
　
半
導
体
製
造

 
 
5
1
3

自
動

車
組

立
設

備
制

御
・

監
視

員
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職
業

名
厚

生
労

働
省

編
職

業
分

類
（

第
4
回

改
訂

）

　
5
1
4

輸
送
用

機
械

器
具

組
立

設
備

制
御

・
監

視
員

（
自

動
車

を
除

く
）

 
 
5
1
5

計
量
計
測
機
器
・
光
学
機
械
器
具
組
立
設
備
制

御
・

監
視

員

 
5
2

金
属

材
料

製
造

、
金

属
加

工
、

金
属

溶
接

・
溶

断
の

職
業

 
 
5
2
1

製
銑

工
、

製
鋼

工
 
 
5
2
2

非
鉄

金
属

製
錬

工
 
 
5
2
3

鋳
物

製
造

工
鋳
造
工
/
鋳
造
設
備
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
　

 
 
5
2
4

鍛
造

工
鍛
造
工
/
鍛
造
設
備
オ
ペ
レ
ー
タ
ー

 
 
5
2
5

金
属

熱
処

理
工

 
 
5
2
6

圧
延

工
鉄
鋼
製
造

 
 
5
2
7

汎
用

金
属

工
作

機
械

工
 
 
5
2
8

数
値

制
御

金
属

工
作

機
械

工
N
C
工
作
機
械
オ
ペ
レ
ー
タ
ー

 
 
5
3
1

金
属

プ
レ

ス
工

金
属
プ
レ
ス
工

 
 
5
3
2

鉄
工

、
製

缶
工

鉄
骨
工

 
 
5
3
3

板
金

工
建
築
板
金

 
 
5
3
4

め
っ

き
工

、
金

属
研

磨
工

め
っ
き
工

 
 
5
3
5

く
ぎ

・
ば

ね
・

金
属

線
製

品
製

造
工

 
 
5
3
6

金
属

製
品

製
造

工
金
型
工

 
 
5
3
7

金
属

溶
接

・
溶

断
工

溶
接
工

 
 
5
3
9

そ
の

他
の

金
属

材
料

製
造

、
金

属
加

工
、

金
属

溶
接

・
溶

断
の

職
業

 
5
4

製
品

製
造

・
加

工
処

理
の

職
業

（
金

属
材

料
製

造
、

金
属

加
工

、
金

属
溶

接
・

溶
断

を
除

く
）

 
 
5
4
1

化
学

製
品

製
造

工
花
火
師
　
化
学
製
品
製
造
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
　
医
薬
品
製
造
　
化
粧
品

製
造

 
 
5
4
2

窯
業

・
土

石
製

品
製

造
工

陶
磁
器
製
造
　
ガ
ラ
ス
食
器
製
造
　
石
工

 
 
5
4
3

精
穀

・
製

粉
・

調
味

食
品

製
造

工
み
そ
製
造
　
し
ょ
う
ゆ
製
造

 
 
5
4
4

め
ん

類
製

造
工

 
 
5
4
5

パ
ン

・
菓

子
製

造
工

パ
ン
製
造
、
パ
ン
職
人
　
洋
菓
子
製
造
、
パ
テ
ィ
シ
エ
　
和
菓
子
製

造
、

和
菓

子
職

人
 
 
5
4
6

豆
腐

・
こ

ん
に

ゃ
く

・
ふ

製
造

工
豆
腐
製
造
、
豆
腐
職
人

 
 
5
4
7

か
ん

詰
・

び
ん

詰
・

レ
ト

ル
ト

食
品

製
造

工
か
ん
詰
・
び
ん
詰
・
レ
ト
ル
ト
食
品
製
造

 
 
5
4
8

乳
・

乳
製

品
製

造
工

乳
製
品
製
造

 
 
5
5
1

食
肉

加
工

品
製

造
工

ハ
ム
・
ソ
ー
セ
ー
ジ
・
ベ
ー
コ
ン
製
造

 
 
5
5
2

水
産

物
加

工
工

水
産
ね
り
製
品
製
造

 
 
5
5
3

保
存

食
品

・
冷

凍
加

工
食

品
製

造
工

冷
凍
加
工
食
品
製
造

 
 
5
5
4

弁
当

・
惣

菜
類

製
造

工
惣
菜
製
造
 

 
 
5
5
5

野
菜

つ
け

物
工

野
菜
つ
け
物
製
造

 
 
5
5
6

飲
料

・
た

ば
こ

製
造

工
清
酒
製
造
　
ワ
イ
ン
製
造
　
ビ
ー
ル
製
造

 
 
5
5
7

紡
織

工
紡
績
機
械
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
　
織
布
工
/
織
機
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
　
染

色
工

/
染

色
設

備
オ

ペ
レ

ー
タ

ー
 
 
5
5
8

衣
服

・
繊

維
製

品
製

造
工

ミ
シ
ン
縫
製

 
 
5
6
1

木
製

製
品

製
造

工
家
具
製
造
　
建
具
製
造
　
木
材
製
造
　
合
板
製
造

 
 
5
6
2

パ
ル

プ
・

紙
・

紙
製

品
製

造
工

紙
器
製
造

 
 
5
6
3

印
刷

・
製

本
作

業
員

製
版
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
　
D
T
P
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
　
印
刷
オ
ペ
レ
ー
タ
ー

　
製

本
オ

ペ
レ

ー
タ

ー
 
 
5
6
4

ゴ
ム

製
品

製
造

工
タ
イ
ヤ
製
造

 
 
5
6
5

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

製
品

製
造

工
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
成
形

 
 
5
6
9

そ
の

他
の

製
品

製
造

・
加

工
処

理
の

職
業

（
金

属
材

料
製

造
、

金
属

加
工

、
金

属
溶

接
・

溶
断

を
除

く
）

靴
製
造
　
か
ば
ん
・
袋
物
製
造
　
貴
金
属
装
身
具
製
作
　
漆
器
製
造

　
玩

具
（

お
も

ち
ゃ

）
製

作
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職
業

名
厚

生
労

働
省

編
職

業
分

類
（

第
4
回

改
訂

）

 
5
7

機
械

組
立

の
職

業
 
 
5
7
1

一
般

機
械

器
具

組
立

工
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
据
付
　
生
産
用
機
械
組
立
　
産
業
用
ロ
ボ
ッ
ト
の
設

置
・

設
定

 
 
5
7
2

電
気

機
械

組
立

工
 
 
5
7
3

電
気

通
信

機
械

器
具

組
立

工
電
子
機
器
組
立

 
 
5
7
4

電
子

応
用

機
械

器
具

組
立

工
医
療
用
画
像
機
器
組
立
　
電
子
機
器
組
立

 
 
5
7
5

民
生

用
電

子
・

電
気

機
械

器
具

組
立

工
 
 
5
7
6

半
導

体
製

品
製

造
工

半
導
体
製
造

 
 
5
7
7

電
球

・
電

子
管

組
立

工
 
 
5
7
8

乾
電

池
・

蓄
電

池
製

造
工

 
 
5
8
1

被
覆

電
線

製
造

工
 
 
5
8
2

束
線

工
 
 
5
8
3

電
子

機
器

部
品

組
立

工
 
 
5
8
4

自
動

車
組

立
工

自
動
車
組
立

 
 
5
8
5

輸
送

用
機

械
器

具
組

立
工

（
自

動
車

を
除

く
）

 
 
5
8
6

計
量

計
測

機
器

組
立

工
計
器
組
立

 
 
5
8
7

光
学

機
械

器
具

組
立

工
光
学
機
器
組
立

 
 
5
8
8

レ
ン

ズ
研

磨
工

・
加

工
工

 
 
5
9
1

時
計

組
立

工
 
 
5
9
9

そ
の

他
の

機
械

組
立

の
職

業
 
6
0

機
械

整
備

・
修

理
の

職
業

 
 
6
0
1

一
般

機
械

器
具

修
理

工
産
業
用
ロ
ボ
ッ
ト
の
保
守
・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
　
物
流
設
備
管
理
・
保

全
　

紡
織

設
備

管
理

・
保

全
 
 
6
0
2

電
気

機
械

器
具

修
理

工
太
陽
光
発
電
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
　
家
電
修
理

 
 
6
0
3

自
動

車
整

備
工

自
動
車
整
備
士

 
 
6
0
4

輸
送

用
機

械
器

具
整

備
・

修
理

工
（

自
動

車
を

除
く

）
航
空
整
備
士

 
 
6
0
5

計
量

計
測

機
器

・
光

学
機

械
器

具
修

理
工

 
6
1

製
品

検
査

の
職

業
（

金
属

材
料

製
造

、
金

属
加

工
、

金
属

溶
接

・
溶

断
）

 
 
6
1
1

金
属

材
料

検
査

工
 
 
6
1
2

金
属

加
工

・
溶

接
検

査
工

非
破
壊
検
査
技
術
者
　

 
6
2

製
品

検
査

の
職

業
（

金
属

材
料

製
造

・
金

属
加

工
、

金
属

溶
接

・
溶

断
を

除
く

）
 
 
6
2
1

化
学

製
品

検
査

工
 
 
6
2
2

窯
業

製
品

検
査

工
非
破
壊
検
査
技
術
者
　

 
 
6
2
3

食
料

品
検

査
工

 
 
6
2
4

飲
料

・
た

ば
こ

検
査

工
 
 
6
2
5

紡
織

・
衣

服
・

繊
維

製
品

検
査

工
 
 
6
2
6

木
製

製
品

・
パ

ル
プ

・
紙

・
紙

製
品

検
査

工
 
 
6
2
7

印
刷

・
製

本
検

査
工

 
 
6
2
8

ゴ
ム

・
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
製

品
検

査
工

 
 
6
2
9

そ
の

他
の

製
品

検
査

の
職

業
（

金
属

材
料

製
造

、
金

属
加

工
、

金
属

溶
接

・
溶

断
を

除
く

）
 
6
3

機
械

検
査

の
職

業
 
 
6
3
1

一
般

機
械

器
具

検
査

工
非
破
壊
検
査
技
術
者
　

 
 
6
3
2

電
気

機
械

器
具

検
査

工
 
 
6
3
3

自
動

車
検

査
工
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職
業

名
厚

生
労

働
省

編
職

業
分

類
（

第
4
回

改
訂

）

 
 
6
3
4

輸
送

用
機

械
器

具
検

査
工

（
自

動
車

を
除

く
）

非
破
壊
検
査
技
術
者
　

 
 
6
3
5

計
量

計
測

機
器

・
光

学
機

械
器

具
検

査
工

 
6
4

生
産

関
連

・
生

産
類

似
の

職
業

 
 
6
4
1

塗
装

工
建
築
塗
装
工

 
 
6
4
2

画
工

、
看

板
制

作
工

ア
ニ
メ
ー
タ
ー
　
看
板
制
作

 
 
6
4
3

製
図

工
C
A
D
オ
ペ
レ
ー
タ
ー

 
 
6
4
4

パ
タ

ン
ナ

ー
パ
タ
ン
ナ
ー

 
 
6
4
9

そ
の

他
の

生
産

関
連

・
生

産
類

似
の

職
業

録
音
エ
ン
ジ
ニ
ア

I
輸

送
・

機
械

運
転

の
職

業
 
6
5

鉄
道

運
転

の
職

業
 
 
6
5
1

電
車

運
転

士
電
車
運
転
士

 
 
6
5
9

そ
の

他
の

鉄
道

運
転

の
職

業
 
6
6

自
動

車
運

転
の

職
業

 
 
6
6
1

バ
ス

運
転

手
路
線
バ
ス
運
転
手
　
観
光
バ
ス
運
転
手
　
送
迎
バ
ス
等
運
転
手

 
 
6
6
2

乗
用

自
動

車
運

転
手

タ
ク
シ
ー
運
転
手
　
介
護
タ
ク
シ
ー
運
転
手
　
送
迎
バ
ス
等
運
転
手

 
 
6
6
3

貨
物

自
動

車
運

転
手

ト
ラ
ッ
ク
運
転
手
　
ト
レ
ー
ラ
ー
ト
ラ
ッ
ク
運
転
手
　
ダ
ン
プ
カ
ー

運
転

手
　

産
業

廃
棄

物
収

集
運

搬
作

業
員

建
設
機
械
オ
ペ
レ
ー
タ
ー

 
 
6
6
9

そ
の

他
の

自
動

車
運

転
の

職
業

 
6
7

船
舶

・
航

空
機

運
転

の
職

業
 
 
6
7
1

船
長

（
漁

労
船

を
除

く
）

 
 
6
7
2

航
海

士
・

運
航

士
（

漁
労

船
を

除
く

）
、

水
先

人
航
海
士

 
 
6
7
3

船
舶

機
関

長
・

機
関

士
（

漁
労

船
を

除
く

）
船
舶
機
関
士

 
 
6
7
4

航
空

機
操

縦
士

パ
イ
ロ
ッ
ト

 
6
8

そ
の

他
の

輸
送

の
職

業
 
 
6
8
1

車
掌

鉄
道
車
掌
　
観
光
バ
ス
ガ
イ
ド

 
 
6
8
2

駅
構

内
係

 
 
6
8
3

甲
板

員
、

船
舶

機
関

員
船
員

 
 
6
8
4

フ
ォ

ー
ク

リ
フ

ト
運

転
作

業
員

フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト
運
転
作
業
員

 
 
6
8
9

他
に

分
類

さ
れ

な
い

輸
送

の
職

業
ド
ロ
ー
ン
パ
イ
ロ
ッ
ト

 
6
9

定
置

・
建

設
機

械
運

転
の

職
業

 
 
6
9
1

発
電

員
、

変
電

員
発
電
所
運
転
管
理

 
 
6
9
2

ボ
イ

ラ
ー

オ
ペ

レ
ー

タ
ー

ボ
イ
ラ
ー
オ
ペ
レ
ー
タ
ー

 
 
6
9
3

ク
レ

ー
ン

・
巻

上
機

運
転

工
 
 
6
9
4

ポ
ン

プ
・

送
風

機
・

圧
縮

機
運

転
工

 
 
6
9
5

建
設

機
械

運
転

工
建
設
機
械
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
　
さ
く
井
工
/
ボ
ー
リ
ン
グ
工

 
 
6
9
6

玉
掛

作
業

員
 
 
6
9
7

ビ
ル

設
備

管
理

員
ビ
ル
施
設
管
理

 
 
6
9
9

そ
の

他
の

定
置

・
建

設
機

械
運

転
の

職
業

Ｊ
建

設
・

採
掘

の
職

業
 
7
0

建
設

躯
体

工
事

の
職

業
 
 
7
0
1

型
枠

大
工

型
枠
大
工

 
 
7
0
2

と
び

工
と
び
　
解
体
工

 
 
7
0
3

鉄
筋

工
鉄
筋
工

 
7
1

建
設

の
職

業
（

建
設

躯
体

工
事

の
職

業
を

除
く

）
 
 
7
1
1

大
工

大
工

－230－

資料シリーズNo.227

労働政策研究・研修機構（JILPT）



職
業

名
厚

生
労

働
省

編
職

業
分

類
（

第
4
回

改
訂

）

 
 
7
1
2

ブ
ロ

ッ
ク

積
工

、
タ

イ
ル

張
工

ブ
ロ
ッ
ク
積
み
　
タ
イ
ル
工

 
 
7
1
3

屋
根

ふ
き

工
 
 
7
1
4

左
官

左
官

 
 
7
1
5

畳
工

 
 
7
1
6

配
管

工
配
管
工

 
 
7
1
7

内
装

工
サ
ッ
シ
取
付
　
内
装
工

 
 
7
1
8

防
水

工
防
水
工

 
 
7
1
9

そ
の

他
の

建
設

の
職

業
潜
水
士
　
保
温
工
事
　
非
破
壊
検
査
技
術
者

 
7
2

電
気

工
事

の
職

業
 
 
7
2
1

送
電

線
架

線
・

敷
設

作
業

員
送
電
線
工
事

 
 
7
2
2

配
電

線
架

線
・

敷
設

作
業

員
 
 
7
2
3

通
信

線
架

線
・

敷
設

作
業

員
 
 
7
2
4

電
気

通
信

設
備

作
業

員
 
 
7
2
5

電
気

工
事

作
業

員
電
気
工
事
士

 
7
3

土
木

の
職

業
 
 
7
3
1

土
木

作
業

員
建
設
・
土
木
作
業
員
　
舗
装
工

 
 
7
3
2

鉄
道

線
路

工
事

作
業

員
鉄
道
線
路
管
理

 
 
7
3
3

ダ
ム

・
ト

ン
ネ

ル
掘

削
作

業
員

 
7
4

採
掘

の
職

業
 
 
7
4
1

採
鉱

員
 
 
7
4
2

石
切

出
作

業
員

石
工

 
 
7
4
3

じ
ゃ

り
・

砂
・

粘
土

採
取

作
業

員
 
 
7
4
9

そ
の

他
の

採
掘

の
職

業
Ｋ

運
搬

・
清

掃
・

包
装

等
の

職
業

 
7
5

運
搬

の
職

業
 
 
7
5
1

郵
便

集
配

員
、

電
報

配
達

員
 
 
7
5
2

港
湾

荷
役

作
業

員
港
湾
荷
役
作
業
員

 
 
7
5
3

陸
上

荷
役

・
運

搬
作

業
員

積
卸
作
業
員
　
引
越
作
業
員

 
 
7
5
4

倉
庫

作
業

員
倉
庫
作
業
員

 
 
7
5
5

配
達

員
宅
配
便
配
達
員
　
ル
ー
ト
配
送
ド
ラ
イ
バ
ー
　
新
聞
配
達
員
　
清
涼

飲
料

ル
ー

ト
セ

ー
ル

ス
 
 
7
5
6

荷
造

作
業

員
こ
ん
包
作
業
員

 
7
6

清
掃

の
職

業
 
 
7
6
1

ビ
ル

・
建

物
清

掃
員

ビ
ル
清
掃

 
 
7
6
2

ハ
ウ

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
作

業
員

ハ
ウ
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

 
 
7
6
3

道
路

・
公

園
清

掃
員

 
 
7
6
4

ご
み

収
集

・
し

尿
汲

取
作

業
員

ご
み
収
集
作
業
員

 
 
7
6
5

産
業

廃
棄

物
収

集
作

業
員

産
業
廃
棄
物
収
集
運
搬
作
業
員

 
 
7
6
9

そ
の

他
の

清
掃

の
職

業
鉄
道
車
両
清
掃
　
ペ
ス
ト
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
従
事
者
（
害
虫
等
防
除
・

駆
除

従
事

者
）

 
7
7

包
装

の
職

業
　

7
7
1

製
品

包
装

作
業

員
製
品
包
装
作
業
員
 
　
バ
ッ
ク
ヤ
ー
ド
作
業
員
（
ス
ー
パ
ー
食
品

部
門

）
　

　
7
7
9

そ
の

他
の

包
装

の
職

業
 
7
8

そ
の

他
の

運
搬

・
清

掃
・

包
装

等
の

職
業

 
 
7
8
1

選
別

作
業

員
ピ
ッ
キ
ン
グ
作
業
員

 
 
7
8
2

軽
作

業
員

工
場
労
務
作
業
員
　
バ
ッ
ク
ヤ
ー
ド
作
業
員
（
ス
ー
パ
ー
食
品
部
門

）
　

 
 
7
8
9

他
に

分
類

さ
れ

な
い

運
搬

・
清

掃
・

包
装

等
の

職
業
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お仕事に関するアンケート

モニターの皆様へのお願い

本アンケートには、一般に公開していない情報が含まれる場合があります。
アンケート内で知り得た情報について、決して第三者に 外口 しないよう、お願いします。

「第三者への 外口 」に含まれる例

口頭、電話、メール等で友人・知人に話す

SNSやブログ、掲示板等に書き込む

その他、手段を問わず、情報を第三者に伝達する行為

注意事項

複数のアンケート画面を同時に開くと、正常に回答できません。
アンケートはひとつずつ、回答ください。

アンケートへの回答は、「動作環境」に記載の環境からお願いします。

本アンケートは、回答を中断してから1時間以内は中断した質問から再開可能です。
（システム緊急対応等により再開できない場合もありますので、予めご了承ください。）

回答結果は、当社の「個人情報保護方針」に基づいて取り扱います。

上記の内容をご確認いただき、同意してご協力いただける場合のみ、「同意し、アンケート開始」を押してアンケートを開始して
ください。

同意し、アンケート開始同意し、アンケート開始

厚生労働省所管の独立行政法人である労働政策研究・研修機構では、
労働関係の諸問題に関する総合的な調査・研究を実施しております。

（当機構のHPはhttp://www.jil.go.jp/です）

今回の調査で得られた結果は公的な職業情報として整備され、

キャリア教育、キャリア支援等の現場で活用されることが見込まれております。
ご回答いただきました内容はすべて統計的に処理し、

当機構は個人情報について知る仕組みとなっておりません。
本調査の趣旨をご理解の上、何とぞご協力いただきますようお願い申し上げます。

次へ次へ

「お仕事に関するアンケート」 覧一 プレビュー 通常表示

－235－

資料シリーズNo.227

労働政策研究・研修機構（JILPT）



■問1．あなた自身に関するご質問

SC1
必須
あなたの現在の就業状況を教えてください。

1.正規の職員、従業員

2.パート

3.派遣社員

4.契約社員、期間従業員

5.自営、フリーランス

6.経営層

7.アルバイト（学生以外）

8.アルバイト（学生）

9.学生

10.専業主婦（主夫）

11.無職（退職者、求職中等を含む）

次へ次へ

SC2
必須
現在の仕事の業種を教えてください。

1.農業、林業

2.漁業

3.鉱業、採掘業、砂利採取業

4.建設業

5.製造業

6.電気・ガス・熱供給・水道業

7.情報通信業

8.運輸業、郵便業

9.卸売業・小売業

10.金融業、保険業

11.不動産業、物品賃貸業

12.学術研究、専門・技術サービス業

13.宿泊業、飲食サービス業

14.生活関連サービス業、娯楽業

15.教育学習支援業

16.医療、福祉

17.複合サービス業

18.サービス業（他に分類されないもの）

19.公務（他に分類されるものを除く）

20.その他

次へ次へ
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■問2．あなた自身に関するご質問

SC3
必須

あなたの現在の職業を選択してください。

※「職業」とは、勤め先の会社・団体で、または事業主として行っている仕事のことです。
派遣労働者の場合は、派遣先で行っている仕事のことです。
※もし、あなたの職業が見つからない場合は、選択肢231「自分の職業名が見つからない」を回
答してください。

選択肢1~230の職業は、下記のURLからもご確認いただけます。
http://insight.r10s.jp/download/enquete/201811-105171/list.html

【モノづくりの職業】

1.豆腐職人・豆腐製造工

2.製パン工

3.洋菓子製造工・パティシエ

4.和菓子製造工・和菓子職人

5.乳製品製造工

6.水産ねり製品製造工

7.冷凍加工食品製造工

8.弁当・惣菜製造工

9.清酒製造工

10.みそ製造工

11.しょうゆ製造工

12.ハム・ソーセージ製造工

13.ワイン製造工

14.ビール製造工

15.かん詰・びん詰・レトルト食品製造工

16.野菜つけ物工

17.陶磁器工

18.ガラス食器製造工

19.プラスチック製品成形工

【建設の職業】

20.建築設計技術者

21.建築施工管理技術者

22.土木設計技術者

23.土木施工管理技術者

24.測量士

25.CADオペレーター

26.大工

27.型枠大工

28.鉄筋工

29.鉄骨工

30.とび

31.建設機械オペレーター

32.建設・土木作業員

33.潜水士

34.トンネル建設作業員

35.さく井工・ボーリング工

【専門・企業サービスの職業】

80.中小企業診断士

81.経営コンサルタント

82.ファイナンシャル・プランナー

83.社会保険労務士

84.司法書士

85.行政書士

86.土地家屋調査士

87.翻訳者

88.通訳者

89.弁護士

90.公認会計士

91.弁理士

92.税理士

93.不動産鑑定士

94.気象予報士

95.ビル施設管理者

96.駐車場管理人

97.ビル清掃員

98.列車清掃員

【個人サービスの職業】

99.西洋料理調理人（コック）

100.日本料理調理人（板前）

101.すし職人

102.そば・うどん調理人

103.中華料理調理人

104.ハンバーガー店マネージャー

105.カフェ店員

106.ソムリエ

107.バーテンダー

108.ラーメン調理人

109.旅行会社カウンター係

110.ツアーコンダクター

111.観光バスガイド

112.遊園地スタッフ

113.キャディ

114.通訳ガイド

【医療・保健の職業】

156.看護師

157.助産師

158.薬剤師

159.歯科医師

160.保健師

161.臨床検査技師

162.細胞検査士

163.診療放射線技師

164.臨床工学技士

165.歯科技工士

166.歯科衛生士

167.理学療法士

168.作業療法士

169.言語聴覚士

170.視能訓練士

171.栄養士

172.あんまマッサージ指圧師

173.柔道整復師

174.診療情報管理士

175.はり師・きゅう師

176.義肢装具士

177.カイロプラクター

【教育・研究の職業】

178.幼稚園教員

179.小学校教員

180.中学校教員

181.専門学校教員

182.図書館司書

183.高等学校教員

184.大学・短期大学教員

185.学芸員

【運輸の職業】

186.路線バス運転者

187.観光バス運転者

188.タクシー運転者

189.パイロット－237－
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36.舗装作業員

37.建築ブロック工

38.タイル工・れんが工

39.左官

40.建築板金工

41.サッシ工

42.内装工

43.建築塗装工

44.防水工

45.保温・保冷工

46.電気工事作業員

47.配管工

48.エレベーター据付工

49.鉄道線路工事作業員

50.送電線架線工

51.解体工（建造物）

【オフィスの職業】

52.ホテル・旅館支配人

53.銀行支店長

【販売の職業】

54.デパート店員

55.スーパー店長

56.スーパーレジ係

57.スーパー店員

58.商社員（営業）

59.住宅・不動産営業員

60.自動車営業員

61.広告営業員

62.印刷営業員

63.医療情報担当者（MR）

64.コールセンターオペレーター

65.せり人

66.フラワーショップ店員

67.電器店員

68.書店員

69.眼鏡技術販売員

70.スポーツ用品店員

71.ホームセンター店員

72.ペットショップ店員

73.衣料品販売店員・アパレルショップ店員

74.検針員

75.フランチャイズチェーン・スーパーバイザー

76.シューフィッター

115.理容師

116.美容師

117.エステティシャン

118.メイクアップアーティスト

119.クリーニング師

120.スポーツインストラクター

121.自動車教習所指導員

122.音楽教室講師

123.ビデオレンタル店員

124.レンタカー営業所員

125.結婚式場スタッフ

126.家事代行（家政婦）

127.ピアノ調律師

128.ネイリスト

【福祉・公共の職業】

129.児童相談所相談員

130.福祉事務所ケースワーカー

131.保育士

132.ケアマネジャー（介護支援専門員）

133.ホームヘルパー（訪問介護員）

134.施設介護員

135.手話通訳者

136.キャリアカウンセラー（キャリアコンサルタント）

137.福祉用具専門相談員

138.国家公務員（行政事務）

139.地方公務員（行政事務）

140.警察官

141.海上保安官

142.麻薬取締官

143.入国警備官

144.裁判官

145.検察官

146.家庭裁判所調査官

147.法務教官

148.刑務官

149.税務事務官

150.外交官

151.国際公務員

152.陸上自衛官

153.海上自衛官

154.航空自衛官

155.消防士

190.航海士

191.船舶機関士

192.電車運転士

193.鉄道車掌

194.空港旅客係

195.駅務員

196.鉄道運転計画・運行管理員

197.自動車整備工

198.ガソリンスタンド・スタッフ

199.道路パトロール隊員

200.タクシー配車オペレーター

201.引越作業員

202.通関士

203.航空管制官

204.ディスパッチャー

205.客室乗務員

206.航空整備士

207.船員

【マスコミ・デザイン・芸術の職業】

208.新聞記者

209.雑誌記者

210.図書編集者

211.雑誌編集者

212.テレビ・ラジオ放送技術者

213.録音エンジニア

214.映像編集者

215.放送記者

216.アナウンサー

217.放送ディレクター

【個人サービスの職業】

218.きゅう務員

219.アウトドアインストラクター

220.動物園飼育スタッフ

221.農業技術者

222.造園師

223.獣医師

224.水族館飼育スタッフ

225.調教師

226.犬訓練士

227.トリマー

228.水産技術者

229.林業技術者

230.林業作業者－238－

資料シリーズNo.227

労働政策研究・研修機構（JILPT）



77.駅構内売店販売員

78.コンビニエンスストア店員

79.ベーカリーショップ店員

【その他】

231.自分の職業名が見つからない

次へ次へ

あなたが選択された職業名は【{SC3 回答(文)}】となります。
[次へ]を押して以降の質問に進んでください。

次へ次へ

■問3．仕事の内容と経験年数
あなたの職業は【{SC3 回答(文)}】です。

Q1
必須

あなたの職業は具体的にはどのようなことをしますか。

ポイントを簡潔にお書きください。

例）
・システム開発でチームをまとめプロジェクトを推進する。
・福祉施設で高齢者の介護をする。
・書店で書籍や雑誌の配架や販売をする。
・パソコンを組み立てる。
・大量生産のための金型を製作する。
・会社の営業部門を統括する。

次へ次へ

■問3．仕事の内容と経験年数
あなたの職業は【{SC3 回答(文)}】です。

Q2
必須

あなたの現在の職業の経験年数を教えてください。

途中に中断がある場合は通算でお答えください。

1年未満

1年以上3年未満

3年以上5年未満

5年以上10年未満

10年以上20年未満

20年以上30年未満

30年以上40年未満

40年以上

次へ次へ
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■問4．タスク（実際に行っている仕事）
あなたの職業は【豆腐職人・豆腐製造工】です。

Q3-1
必須

あなたの職業で、実際に行っている仕事（タスク）をすべて選択してください。
（いくつでも）

1.豆腐店やメーカーの工場で、豆腐、油揚げ、生揚げ（厚揚げ）を作る

2.選別した大豆を洗浄し、水に漬ける

3.水に漬けて膨らんだ大豆を擂り潰してペースト状の呉汁にするため、豆擂機にかける

4.呉汁を煮込む

5.煮込んだ呉汁を豆乳とおからに分けるため、絞り機にかける

6.凝固材のにがりを、豆乳の濃度と温度から判断して加え、手作業または機械で攪拌する

7.攪拌後、凝固材を加えた豆乳を静置し、熟成させる

8.熟成させた豆腐を成形するため、穴のあいた割箱（または型箱）に盛り込み、重しをのせてプレスする

9.成形された豆腐を、冷水を張った水槽に移し、専用の包丁で1丁ずつに切り分ける

10.油揚げの生地を作り、薄く切る

11.薄く切った油揚げの生地を完全に水切りをするため、プレス機にかける

12.生揚げを作るため、豆腐におもりをのせて余分な水分を取り除く

13.油揚げや生揚げを作るために、油槽で温度や状態を観察しながら揚げる

14.出来上がった製品の品質検査をする

15.豆腐、油揚げ、生揚げの包装やシールをする装置を操作する

16.出来上がった商品を小売店に卸したり、自分の店舗で販売する

17.充填豆腐を製造する場合は、豆乳とにがりを混ぜたものをパックに密封・煮沸し・冷却する

18.衛生に注意して機械設備を点検し、作業所内の洗浄と消毒をする

19.この中に実際行っている仕事はない

次へ次へ
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Q4 先ほどお答えいただいた以外に、何か重要と考えられるタスクがあれば、3つまでご自由にお書き
ください（100文字以内）。
特に無い場合は、そのまま次へお進みください。

次へ次へ

■問5．職業興味
あなたの職業は【{SC3 回答(文)}】です。

※進捗は80%と表示されていますが、実際にはこちらは63問中8問目の質問です。

Q5
必須

あなたが従事している仕事に合っているのは、どのような人ですか。
当てはまる数字1つを回答してください。

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。

次へ次へ

1. 2. 3. 4. 5.
合
っ
て
い
な
い

ど
ち
ら
か
と
い
う
と
合
っ
て
い
な
い

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

ど
ち
ら
か
と
い
う
と
合
っ
て
い
る

合
っ
て
い
る

1.
「現実的」

機械、道具を使ったり、
モノ（動植物を含む）を対象とした具体的で実際的な仕事や活動が好きな人

2.「研究的」
研究や調査のような研究的、探索的な仕事や活動が好きな人

3.「芸術的」
音楽、デザイン、絵画、文学等、芸術的な仕事や活動が好きな人

4.「社会的」
人と接したり、人に奉仕したりする仕事や活動が好きな人

5.「企業的」
企画、立案したり、組織の運営や経営等の仕事や活動が好きな人

6.「慣習的」
定型的な方式や規則、慣習を重視し、それに従って行う仕事や活動が好きな人
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■問6．仕事で得られる満足感
あなたの職業は【{SC3 回答(文)}】です。

Q6
必須

あなたが従事している仕事では、どのような点で満足感を得やすいですか。
当てはまる数字を1つ回答してください。

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。

次へ次へ

1. 2. 3. 4. 5.
満
足
感
を
得
に
く
い

ど
ち
ら
か
と
い
う
と
満
足
感
を
得
に
く
い

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

ど
ち
ら
か
と
い
う
と
満
足
感
を
得
や
す
い

満
足
感
を
得
や
す
い

1.「達成感」
努力した結果が達成感に結びつく

2.「自律性」
自ら意思決定し、自主的に業務を遂行できる

3.「社会的認知・地位」
人から認められたり、社会的な地位が高い

4.「良好な対人関係」
仕事で関わる人々と良好な人間関係を築ける

5.「労働条件」
雇用や報酬が安定している

6.「労働安全衛生」
安全で衛生的な環境で働ける

7.「組織的な支援体制」
企業や団体の内外から就業者のための組織的支援が受けられる

8.「専門性」
自分の専門性を生かして働き、さらに専門性を高めていくことができる

9.「奉仕・社会貢献」
社会全体や、困っている人々のために働くことができる

10.
「私生活との両立」
仕事だけでなく、家族と過ごす時間や趣味の時間など、
私生活も充実することができる
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■問7．仕事の性質
あなたの職業は【{SC3 回答(文)}】です。

Q7
必須

あなたが従事している仕事の性質について、それぞれ当てはまる数字を1つ回答してください。

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。

次へ次へ

頻度

年
に
1
度
未
満
、

あ
る
い
は
全
く
求
め
ら
れ
な
い

年
に
1
度
以
上

月
に
1
度
以
上

週
に
1
度
以
上

ほ
ぼ
毎
日

1.
「他者とのかかわり」
どれくらいの頻度で、
他者とのかかわり（対面、電話、メール、その他）が求められるか

2.
「対面での議論」
どれくらいの頻度で、
他者と対面しての議論が求められるか（グループでの討論も含む）

3.「電話での会話」
どれくらいの頻度で、電話で話すことが求められるか

4.
「ビジネスレターやメモの作成」
どれくらいの頻度で、ビジネスレターを作成したり、
メモを取ることを求められるか

5.「仕事上での他者との対立」
どれくらいの頻度で、他者との対立、摩擦、緊迫した場面などがあるか

6.「時間的切迫」
どれくらいの頻度で、厳格な締め切りに合わせて働く必要があるか
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■問7．仕事の性質
あなたの職業は【{SC3 回答(文)}】です。

Q8
必須

あなたが従事している仕事の性質について、それぞれ当てはまる数字を1つ回答してください。

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。

次へ次へ

■問7．仕事の性質
あなたの職業は【{SC3 回答(文)}】です。

Q9
必須

あなたが従事している仕事の性質について、それぞれ当てはまる数字を1つ回答してください。

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。

次へ次へ

重要性

1. 2. 3. 4. 5.
全
く
重
要
で
は
な
い

や
や
重
要
で
あ
る

重
要
で
あ
る

と
て
も
重
要
で
あ
る

き
わ
め
て
重
要
で
あ
る

1.
「グループやチームでの仕事」
グループの一員として働いたり、チームに貢献するための
他者とのやりとりが、どの程度重要か

2.「外部の顧客等との接触」
外部の顧客や、一般の人々への対応がどの程度重要か

3.
「他者と調整し、リードする」
他者と調整したり率先して動いたりすることがどの程度重要か
（上司やリーダーとして指示するケースは除く）

4.
「厳密さ、正確さ」

仕事の遂行にあたって精密であること、
正確であることがどの程度重要か

5.
「同一作業の反復」
継続的で反復的な心身の活動
（データ入力や、記載事項の機械的なチェック等）はどの程度重要か

6.
「機器等の速度に応じた作業」
設備や機械のペースに合わせて仕事をすることがどの程度重要か

（常に忙しく働き続けるかどうかではなく、速度を「合わせる」重要性）

責任の大きさ

1. 2. 3. 4. 5.
全
く
責
任
は
な
い

限
定
的
だ
が
責
任
が
あ
る

あ
る
程
度
の
責
任
が
あ
る

大
き
な
責
任
が
あ
る

き
わ
め
て
大
き
な
責
任
が
あ
る

1.「結果・成果への責任」
他の労働者の結果や成果について、どの程度責任を持つことになるか
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■問7．仕事の性質
あなたの職業は【{SC3 回答(文)}】です。

Q10
必須

あなたが従事している仕事の性質について、それぞれ当てはまる数字を1つ回答してください。

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。

次へ次へ

■問7．仕事の性質
あなたの職業は【{SC3 回答(文)}】です。

Q11
必須

あなたが従事している仕事の性質について、それぞれ当てはまる数字を1つ回答してください。

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。

次へ次へ

頻度

年
に
1
度
未
満
、

あ
る
い
は
全
く
な
い

年
に
1
度
以
上

月
に
1
度
以
上

週
に
1
度
以
上

ほ
ぼ
毎
日

1.「空調のきいた屋内作業」
どれくらいの頻度で、空調のきいた屋内で働いているか

2.「空調のきいていない屋内作業」
どれくらいの頻度で、空調のきいていない屋内で働いているか

3.「屋外作業」
どれくらいの頻度で、屋外で働いているか

就業時間に占める比率

1. 2. 3. 4. 5.
全
く
な
い

就
業
時
間
の
半
分
未
満

就
業
時
間
の
ほ
ぼ
半
分

就
業
時
間
の
半
分
以
上

ほ
ぼ
常
に

1.「座り作業」
就業時間のうち、座って作業している時間はどの程度か

2.「立ち作業」
就業時間のうち、立って作業している時間はどの程度か

3.「反復作業」
就業時間のうち、反復的な動作をしている時間はどの程度か
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■問7．仕事の性質
あなたの職業は【{SC3 回答(文)}】です。

Q12
必須

あなたが従事している仕事の性質について、それぞれ当てはまる数字を1つ回答してください。

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。

次へ次へ

■問7．仕事の性質
あなたの職業は【{SC3 回答(文)}】です。

Q13
必須

あなたが従事している仕事の性質について、それぞれ当てはまる数字を1つ回答してください。

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。

次へ次へ

深刻さ

1. 2. 3. 4. 5.
全
く
深
刻
な
事
態
に
な
ら
な
い

多
少
は
深
刻
な
事
態
を
引
き
起
こ
す

深
刻
な
事
態
を
引
き
起
こ
す

と
て
も
深
刻
な
事
態
を
引
き
起
こ
す

き
わ
め
て
深
刻
な
事
態
を
引
き
起
こ
す

1.「ミスの影響度」
容易には直せないミスをした場合、その結果はどの程度深刻な事態を引き起こすか

自由度

1. 2. 3. 4. 5.
全
く
自
由
は
な
い

自
由
は
ほ
ん
の
わ
ず
か

自
由
は
限
定
さ
れ
て
い
る

あ
る
程
度
は
自
由
が
あ
る

大
い
に
自
由
が
あ
る

1.「意思決定の自由」
どの程度、誰かの指示を受けることなく自由に意思決定できるか
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■問7．仕事の性質
あなたの職業は【{SC3 回答(文)}】です。

Q14
必須

あなたが従事している仕事の性質について、それぞれ当てはまる数字を1つ回答してください。

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。

次へ次へ

■問7．仕事の性質
あなたの職業は【{SC3 回答(文)}】です。

Q15
必須

あなたが従事している仕事の性質について、それぞれ当てはまる数字を1つ回答してください。

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。

次へ次へ

構造化の程度

1. 2. 3. 4. 5.
完
全
に
決
め
ら
れ
判
断
の
余
地
は
な
い

判
断
の
余
地
は
ほ
ん
の
わ
ず
か

判
断
の
余
地
は
限
定
さ
れ
て
い
る

あ
る
程
度
は
自
分
で
判
断
す
る

す
べ
て
自
分
で
判
断
す
る

1.「仕事の構造化」
仕事の優先順位や目標について、どの程度予め決められていて判断の余地が少ないか

規則正しさ

1. 2. 3.

ー
ー

規
則
的

（

ル

チ
ン
や
ス
ケ
ジ
ュ

ル
が
決
ま
っ
て
い
る）

不
規
則

（

天
候
、

生
産
需
要
、

契
約
期
間
な
ど
で
変
わ
る）

季
節
的

（

一
年
の
う
ち
の
一
定
の
時
期
だ
け）

1.「スケジュールの規則性」
働くスケジュールはどの程度規則正しいか
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■問8．教育と訓練
あなたの職業は【{SC3 回答(文)}】です。

※こちらは63問中19問目の質問です。

Q16
必須

あなたの仕事ではどのような学歴の人が多いですか。
多いと感じるものをすべて選択してください。

（いくつでも）

1.高卒未満

2.高卒

3.専門学校卒

4.短大卒

5.高専卒

6.大卒

7.修士課程卒（修士と同等の専門職学位を含む）

8.博士課程卒

9.わからない

次へ次へ

Q17
必須

あなたの仕事では、学歴以外で、その仕事に就く前に必要な、教育、訓練、研修、学習等の期間

はどのくらい必要でしょうか。

当てはまるものを1つ選択してください。

特に必要ない

1ヶ月以下

1ヶ月超~6ヶ月以下

6ヶ月超~1年以下

1年超~2年以下

2年超~3年以下

3年超~5年以下

5年超~10年以下

10年超

わからない

次へ次へ
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Q18
必須

あなたの仕事では、その仕事に就く前に、実務経験、類似の仕事や関連する仕事での経験等、ど

のくらいの期間が必要でしょうか。

当てはまるものを1つ選択してください。

特に必要ない

1ヶ月以下

1ヶ月超~6ヶ月以下

6ヶ月超~1年以下

1年超~2年以下

2年超~3年以下

3年超~5年以下

5年超~10年以下

10年超

わからない

次へ次へ

Q19
必須

あなたの仕事では、その仕事に就いた後に、仕事のやり方を一通り覚え、周囲から特別なサポー
トが無くても他の一般的な就業者と同程度の仕事をこなせるようになるまで、どれくらいの期間
が必要ですか。

当てはまるものを1つ選択してください。

必要でない（未経験でも即戦力となる）

1ヶ月以下

1ヶ月超~6ヶ月以下

6ヶ月超~1年以下

1年超~2年以下

2年超~3年以下

3年超~5年以下

5年超~10年以下

10年超

わからない

次へ次へ

■問9．スキル
あなたの職業は【{SC3 回答(文)}】です。

※こちらは63問中23問目の質問です。

あなたの従事している仕事で求められるスキルのレベルについて、

当てはまる選択肢を回答してください。

レベルの数字が大きくなるほど、求められるスキルのレベルが高くなります。
選択肢の「レベル2」「レベル4」「レベル6」には各レベルの具体例が書いてあります。
内容自体はあなたの仕事と違っていても、
「これくらいのレベル」という目安として参照しつつ回答してください。
自分の仕事とは無関係の場合は、「レベル0（現在の仕事とは無関係）」を
回答してください。
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Q20
必須

「読解力」
仕事に関係する文書を読んで理解するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：アンケート用紙の指示を読んで理解する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：経営方針について書かれた文書を読んで理解する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：技術論文を読んで内容を理解する

レベル7（高）

次へ次へ

Q21
必須

「傾聴力」
話の腰を折らずに、注意深く聞き、要点をおさえ、必要に応じて適切な質問をするスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：飲食店で客から注文をとる

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：商品に関する顧客からの質問を理解する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：自動車事故で、当事者や目撃者から詳細な状況を聞く

レベル7（高）

次へ次へ

Q22
必須

「文章力」
読者に合わせて文章で効果的に情報を伝えるスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：電話の伝言を書き留める

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：社員宛に新しいプロジェクトの概要を書く

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：専門分野の技術解説を一般向け書籍に書く

レベル7（高）

次へ次へ
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Q23
必須

「説明力」
効果的に情報が伝わるように他者に話をするスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：来所者に建物を案内する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：求人の応募者に対し、事業概要、企業理念を説明する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：大学等で専門分野の講義をする

レベル7（高）

次へ次へ

Q24
必須

「外国語を読む」

外国語の文章を読んで理解するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：外国の公園で注意書きを読む

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：外国語の新聞記事を理解する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：外国語の専門書を理解する

レベル7（高）

次へ次へ

Q25
必須

「外国語を聞く」

外国語を聞いて理解するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：入国審査官の外国語での質問を理解する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：外国の大統領の演説を理解する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：早口の外国人同士の議論を理解する

レベル7（高）

次へ次へ
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Q26
必須

「外国語で書く」

外国語で文章を書くスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：ホテルにチェックインするとき、住所、名前等を外国語で書く

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：契約内容の変更について、取引先に外国語のメールで説明する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：専門技術書を外国語で執筆する

レベル7（高）

次へ次へ

Q27
必須

「外国語で話す」

外国語で話すスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：外国人の観光客に、駅までの道順を説明する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：取引先に自社の沿革や事業内容を外国語で紹介する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：取引先との交渉で、自分自身の考えを根拠を示しつつ論理的に外国語で話す

レベル7（高）

次へ次へ

Q28
必須

「数学的素養」

数学を利用して問題を解決するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：ある商品の単価に個数と消費税を掛け算し、支払額を算出する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：建設中の建物の床面積を、曲線を含む実際の形状に合わせて正確に計算する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：工学的な問題のシミュレートのために数学的モデルを構築する

レベル7（高）

次へ次へ
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Q29
必須

「科学的素養」

科学の法則と手法を用いて問題を解決するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：雨のpH値（酸性度）を定期的に検査する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：指示書に従って製品テストを実施する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：飛行機の設計の安全性を検証する

レベル7（高）

次へ次へ

Q30
必須

「論理と推論（批判的思考）」

論理と推論を用いて、問題へのアプローチの仕方や、解決方法、結論について、利点・欠点を明
らかにするスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：部下の遅刻の言い訳の正当性を判断する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：顧客のクレームを評価し、適切な対応を決定する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：製品に関する多角的な検査データから、使用中に故障が発生するリスクを推定する

レベル7（高）

次へ次へ

Q31
必須

「新しい情報の応用力」
新たな情報が、現在・将来の問題解決や意思決定において持つ意味を理解するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：天気予報の最高気温から、熱中症になる可能性を考える

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：メニューの変更が食材の仕入れに及ぼす影響を理解する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：新たな科学的知見が製品設計において持つ意味を理解する

レベル7（高）

次へ次へ
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Q32
必須

「学習方法の選択・実践」
自分自身や他者が何かを学ぶとき、訓練や指導の方法・プロセスを状況に応じて選択・実践する
スキル。

（自分の学習と他者の学習支援でレベルが異なる場合は、より高いレベルを回答）

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：同僚から、ある任務を完了するための別の方法を学ぶ

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：技能の修得に苦労している研修生の助けになりそうな別の学習方法を考える

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：教育に関する原理を応用して、新たな教授法を開発する

レベル7（高）

次へ次へ

Q33
必須

「継続的観察と評価」

改善・是正のために、自分自身や、他者、組織、その他外部環境や状況を継続的に観察し、評価
するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：道路の交通量を目視でカウントする

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：会議中に進捗状況をみて、重要な議題がきちんと議論されるよう議事の構成を組み直す

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：企業の生産性を検証し、生産性向上のための計画を立案する

レベル7（高）

次へ次へ

Q34
必須

「他者の反応の理解」

他者の反応に気づき、なぜそのように反応したのかを理解するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：待ち時間が長すぎるために顧客が怒っていることに気づく

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：ある部下を昇進させることが他のメンバーの心情に及ぼす影響に、事前に気がつく

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：うつ病患者にカウンセリングを行い、危険な兆候を見逃さない

レベル7（高）

次へ次へ
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Q35
必須

「他者との調整」

自分と他者の活動を調整するスキル。
日程の調整や、共同での作業、取引先との調整などを含む。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：複数の人が出席する会議の日程調整を行う

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：社内のミーティングで作業の進捗状況を報告し次週の作業分担を協議する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：複数の会社が関係するプロジェクトの責任者を務める

レベル7（高）

次へ次へ

Q36
必須

「説得」

考え方もしくは行動を変えるよう他者を説得するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：食事を注文した顧客にサイドメニューを勧める

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：予算削減が求められている中で、新しいコピー機を買うよう上司を説得する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：保育園の建設に反対している地域住民の理解が得られるよう説得する

レベル7（高）

次へ次へ

Q37
必須

「交渉」

他者の意見の違いを解消させるように交渉するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：上司と交渉して、出勤予定日を変更する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：一定の価格で商品を販売するため、卸売業者と契約交渉を行う

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：他社との合併に向けて交渉を行う

レベル7（高）

次へ次へ
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Q38
必須

「指導」

他者に物事のやり方を教えるスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：新入社員に出勤・退勤時のタイムカードの使い方を教える

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：同僚に、業務用のソフトウェアの利用方法を教える

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：複雑で精密な測定機器の分解、組み立ての手順を説明する

レベル7（高）

次へ次へ

Q39
必須

「対人援助サービス」
顧客や困っている人など、他者のためにどのような援助や手助けが有効かを主体的に探すスキ
ル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：案内板を見ている人に何かお困りですかと尋ねる

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：飛行機に乗り遅れた顧客のために他の飛行機の予約をする

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：被災地で救援機関の運営を指揮する

レベル7（高）

次へ次へ

Q40
必須

「複雑な問題解決」

複雑な問題の本質をつかみ、関連する情報を整理して問題解決するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：仕事を最後まで完了するために必要となる道具を、予め配置しておく

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：新たな製造工程を導入するため、フロアの最適なレイアウトを設計する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：大都市の緊急事態における救援活動の計画を立案し、有事には実行する

レベル7（高）

次へ次へ
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Q41
必須

「要件分析（仕様作成）」

仕様書や設計図を作成するために、提示された要望・要件を分析するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：事務所で必要とされる最低限の機能を備えたコピー機を選定する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：ソフトウェアの仕様をどのように変更すれば使いやすくなるか分析する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：新しい工場の自動化に必要とされる制御システムの要件を定義する

レベル7（高）

次へ次へ

Q42
必須

「カスタマイズと開発」

ユーザーのニーズに応えるため、機器および技術を新規に開発したり、現場に合わせて改造した

りするスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：顧客に合わせてメガネのフレームを微調整する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：顧客の要望を受け、使いやすいよう工具を設計し直す

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：競技用ウェアの特殊な素材を生産する新技術を考案する

レベル7（高）

次へ次へ

Q43
必須

「道具、機器、設備の選択」

業務に必要な道具や機器、設備の種類を決定するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：機器の調整に必要なドライバーを選択する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：仕事に用いるソフトウェアを選択する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：新製品の生産ラインに必要な設備を選択する

レベル7（高）

次へ次へ
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Q44
必須

「設置と設定」

仕様にあわせて機器、機械を設置したり、配線を行ったり、プログラムのインストールや設定を
行うスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：エアコンに新しいフィルターを取り付ける

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：オフィスに複合コピー機を設置し、複数の社員が利用できるよう設定する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：工場の製造ラインを設置し初期設定を行う

レベル7（高）

次へ次へ

Q45
必須

「プログラミング」

様々な目的のためにコンピューター・プログラムを作成するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：表計算ソフトで複数の関数を組み合わせて目的の処理を実行する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：設計書に従って、マニュアル（リファレンス）を調べながらプログラミングを行う

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：開発責任者としてOSやミドルウェアのアーキテクチャを理解した上で、アプリケーションソフトを設計する

レベル7（高）

次へ次へ

Q46
必須

「計器監視」

機械が正しく動作していることを確認するために、計器、ダイヤル、その他のインジケーターを

監視するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：建物の管理人室で防犯カメラのモニターを監視する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：工場の製造ラインの稼働状況や異常の有無を複数の計器で監視する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：飛行機の操縦席で姿勢指示器、速度計、高度計など多数の機器を監視する

レベル7（高）

次へ次へ
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Q47
必須

「操作と制御」

機器、設備、もしくはシステムの運転・動作を制御するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：コピー機の設定を調節して、縮小コピーをする

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：製品の種類により、組み立てラインの機器のスピードを調節する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：空港の管制室で離着陸を管制する

レベル7（高）

次へ次へ

Q48
必須

「保守点検」

定例のメンテナンスを行うほか、どの時期にどのような特別メンテナンスの実施が必要かを決定
するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：自転車を整備する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：自動車を整備する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：飛行機を整備する

レベル7（高）

次へ次へ

Q49
必須

「故障等の原因特定」

誤動作の原因を突き止めてその是正策を決定するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：洗面台の水漏れ箇所を特定する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：電気系統の故障の原因となっている回路を特定する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：新しいOSのデバッグチームを指揮する

レベル7（高）

次へ次へ
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Q50
必須

「修理」

必要な道具を使って、機械もしくはシステムを修理するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：ドアがちゃんと閉まるようにネジを締める

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：故障した調水弁を取り替える

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：地震の後に、建物の被害個所を修繕する

レベル7（高）

次へ次へ

Q51
必須

「クオリティチェック」

性能や品質を評価するために、製品、サービス、工程のテストを実施するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：事務文書に体裁や形式の誤りがないかチェックする

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：マニュアルに従って出来上った製品の品質をチェックする

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：製造ラインで品質を保つ手順を新たに策定する

レベル7（高）

次へ次へ

Q52
必須

「合理的な意思決定」

実行可能な措置の相対的なコストと利益を検討して、最適なものを選ぶスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：作業に及ぼす影響を考えて途中休憩を実施すべきか判断する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：顧客の返済能力を評価し、ローンの申し込みを受理すべきか判断する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：新しいロボット技術に自社が投資すべきか、将来性や業界動向等を踏まえ判断する

レベル7（高）

次へ次へ
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Q53
必須

「企業・組織の活動の分析」

社会や技術、状況の変化が企業・組織の活動に及ぼす影響を分析し、どのように対応すべきかを

判断するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：チームに1名欠員が出ると仕事にどのような影響が出るのかを判断する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：新しい機器の導入が生産量に及ぼす影響を分析する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：新たな経済特区が製造工場の用地選定に及ぼす影響を明らかにする

レベル7（高）

次へ次へ

Q54
必須

「企業・組織の活動の評価」

企業・組織のパフォーマンス（業績、生産性、業務効率等）を評価するための尺度や指標を把握
し、目標を踏まえ改善・是正に必要な措置を明確化するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：月の売上高について前年同月比を確認する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：大規模な顧客満足度調査から改善策を判断する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：新しい技術の導入が業務効率と社員のやる気に及ぼしている影響を評価し改善する

レベル7（高）

次へ次へ

Q55
必須

「時間管理」

自分自身および他者の時間を管理するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：ホワイトボードで社内行事に関する月間予定表を管理する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：10名程度のパート店員から希望を聞き、来月の出勤時間割表を作成する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：50名以上の大規模な開発プロジェクトでメンバーのスケジュールを管理する

レベル7（高）

次へ次へ
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Q56
必須

「資金管理」
仕事の達成に必要な資金の支払い方法を決定したり、それらの支出の会計処理を行ったりするス
キル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：少額の事務用品を現金購入し、支出総額を記録する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：数ヶ月のプロジェクトの予算と支出を管理する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：大企業の年間予算と資金管理を行う

レベル7（高）

次へ次へ

Q57
必須

「資材管理」

特定の業務の遂行に必要な機器、設備および材料を入手し、それらが適切に利用されるよう管理
するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：経営会議のために会議室を準備する

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：事務所で使うパソコンのメンテナンスに関する年間契約を行う

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：大きな工場で、仕入れ元が異なる複数の原材料の在庫を管理する

レベル7（高）

次へ次へ

Q58
必須

「人材管理」
人々の勤務中にやる気を引き出し、能力開発を行い、指示を与え、その中で特定の職務に最適な
人材を把握するスキル。

レベル0（現在の仕事とは無関係）

レベル1（低）

レベル2 ＜＜＜例示：仕事を終えるのに苦労している部下を励ます

レベル3

レベル4 ＜＜＜例示：メンバーの能力や専門性を活かしてプロジェクトを推進する

レベル5

レベル6 ＜＜＜例示：大企業の採用、研修、給与制度を計画し、実施、管理する

レベル7（高）

次へ次へ
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■問10．知識

あなたの職業は【{SC3 回答(文)}】です。

※こちらは63問中62問目の質問です。

Q59
必須

あなたの従事している職業・職務で重要な知識について、当てはまる数字1つを回答してくださ
い。

自分の仕事とは無関係の場合は、「1.現在の仕事とは無関係」を回答してください。

※この設問は、それぞれ横方向（→）にお答えください。

・ 関係あり

1. 2. 3. 4. 5. 6.
現
在
の
仕
事
と
は
無
関
係

関
係
あ
る
が
重
要
で
な
い

あ
る
程
度
重
要

重
要
と
て
も
重
要

き
わ
め
て
重
要

1.
「ビジネスと経営」

戦略的企画立案、資源配分、人的資源管理、リーダーシップ、
生産方法、人員や資源の調整などの、ビジネスと経営についての知識

2.

「事務処理」

文書の作成や、ファイル・記録の管理、速記と書き起こし、書式の設計、
および、その他オフィスにおける手続きや専門用語についての、
事務的な手続きや処理体系についての知識

3.
「経済学・会計学」
経済と会計の原理、慣行、金融市場、銀行業務と、
財務データの分析および報告についての知識

4.

「販売・マーケティング」
製品もしくはサービスの展示、販促、販売の原理と方法についての知識。
これには、マーケティングの戦略と戦術、

製品のデモンストレーション、営業テクニック、販売管理システムの知識が含まれる

5.

「顧客サービス・対人サービス」
顧客・対人サービスを提供するための行動指針とプロセスについての知識。
この知識の内容には、顧客のニーズ査定、

サービスの品質基準の評価方法、顧客の満足度評価に関する知識が含まれる

6.
「人事労務管理」
職員の採用、構成、研修、報酬と福利について、および労使関係と
交渉、人事情報システムについての、行動指針や手続きに関する知識

7.
「輸送」
人や物を空路、鉄道、海路または道路により輸送するための行動指針と方法、
ならびにそれらの輸送方法のそれぞれの相対的なコスト、利点に関する知識

・ 関係あり

1. 2. 3. 4. 5. 6.
現
在
の
仕
事
と
は
無
関
係

関
係
あ
る
が
重
要
で
な
い

あ
る
程
度
重
要

重
要
と
て
も
重
要

き
わ
め
て
重
要

8.
「生産・加工」
商品の効果的な製造と流通を最大限実現するための、原材料、
生産工程、品質管理、コスト、およびその他の手法についての知識

9.
「農業・畜産業」
消費者用の食料（植物と動物）の種まき、収穫、育成、
飼育の手法と設備についての知識。これには、貯蔵／処理の手法が含まれる

10.

「工学」
工学的な科学技術の実践的な応用に関する知識。
これには、多様な製品やサービスの設計・製造に向けて、
原理、手法、手続き、設備を適用・応用してゆくことを含む

11.

「コンピュータと電子工学」
回路基板、プロセッサ、チップ、電子機器、
およびコンピュータのハードウェアとソフトウェアについての知識。
これにはアプリケーションの操作やプログラミングの知識を含む

12.
「設計」

精密な技術計画や、設計図、図面、モデルの作成に関連する設計の手法、
ツール、原理についての知識

13.
「建築・建設」
住宅や建物、あるいは道路のようなその他の構造物の建設・

修繕に必要とされる材料、方法、工具についての知識
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14.「機械」
設計、用法、修理、保守を含む、機械や工具についての知識

・ 関係あり

1. 2. 3. 4. 5. 6.
現
在
の
仕
事
と
は
無
関
係

関
係
あ
る
が
重
要
で
な
い

あ
る
程
度
重
要

重
要
と
て
も
重
要

き
わ
め
て
重
要

15.「数学」
算数、代数、幾何、微積分、統計学およびその応用についての知識

16.

「物理学」

物理的な原則・法則とその相互関係についての知識、および、
それらの存在・作用を予測する知識。また、それらを流体・材料・大気の力学や、
機械的・電子的・原子的・素粒子的な構造・作用の理解に応用する知識

17.

「化学」

物質の化学的組成、構造や特性、ならびに物質が被る化学的プロセスと
変質についての知識。これには、化学薬品の使用とその相互作用、危険表示、
生産技法、処分方法に関する知識が含まれる

18.
「生物学」
動植物の有機体、生体組織、細胞、機能、相互依存性、
および動植物同士や周囲の環境との相互作用についての知識

19.
「心理学」
人間の行動と成果、能力・性格・関心における個人差、学習と動機付け、
心理学的調査の方法、行動障害と情動障害のアセスメントと治療についての知識

20.
「社会学」
集団の行動と力学、社会傾向と個人に及ぼす影響、
人の移動、民族性、文化についての知識

21.

「地理学」
土地、海、気団の特性を記述するための原理と方法についての知識。
この知識の内容には、その物理的特性、所在、相互関係、

動植物および人間の分布が含まれる

・ 関係あり

1. 2. 3. 4. 5. 6.
現
在
の
仕
事
と
は
無
関
係

関
係
あ
る
が
重
要
で
な
い

あ
る
程
度
重
要

重
要
と
て
も
重
要

き
わ
め
て
重
要

22.

「医学・歯学」
人間の傷害、病気、障害等を診断し治療するのに必要な情報と
技法についての知識。この知識には、症状、取り得る治療法の選択肢、

医薬品の特性と相互作用、予防法が含まれる

23.
「セラピーとカウンセリング」
心身の機能不全の診断、治療、リハビリ、
ならびにキャリアカウンセリングと指導のための原理、方法、手順についての知識

24.
「教育訓練」
カリキュラムや訓練の設計、個人やグループに対する教育と指導、
訓練効果の測定に関して、それらの原理と方法についての知識

25.
「日本語の語彙・文法」
語句の意味や綴り、文章作成法、
構文、文法等、自国語を使う上での知識

26.
「外国語の語彙・文法」
語句の意味とスペル、発音、
作文と文法の規則等、外国語を使う上での知識

27.
「芸術」
音楽、舞踊、視覚芸術、演劇、彫刻などを創作、制作、
実演するのに必要な理論と技法についての知識

28.
「歴史学・考古学」

歴史上のできごととその原因、
兆候、文明・文化に対する影響についての知識

・ 関係あり

1. 2. 3. 4. 5. 6.
現
在
の
仕
事
と
は
無
関
係

関
係
あ
る
が
重
要
で
な
い

あ
る
程
度
重
要

重
要
と
て
も
重
要

き
わ
め
て
重
要
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次へ次へ

■問11．ご意見、ご感想

Q60 以上で、質問はすべて終了しました。
最後に、この調査について何かご意見、ご感想があればご自由にお書きください。

次へ次へ

アンケートにご回答いただき、ありがとうございました。

【お仕事に関するアンケート】の獲得ポイント

◯◯ポイント

閉じる閉じる

29.

「哲学・宗教学」
様々な哲学体系や宗教についての知識。
この知識の内容には、それらの基本教義、価値観、倫理、思考方法、習慣、
慣行、人間の文化への影響が含まれる

30.

「公衆安全・危機管理」
人、データ、財産、制度を保護することを目的とする地域、
県、全国における効果的なセキュリティ対策の運営を推進するための、
関連する装備、政策、手順、戦略についての知識

31.
「法律学、政治学」
法律、法規、法廷手続き、前例、条例、行政命令、
政府機関規則、民主政治のプロセスについての知識

32.「通信技術」
電気通信システムの伝送、放送、切り替え、制御、運用についての知識

33.

「コミュニケーションとメディア」

メディアの制作、通信、
伝播の技法と方法についての知識。この知識には、文字、音声、
視覚メディアを介して情報を伝え、娯楽を提供するための様々な方法が含まれる
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